
 

 

 

 

独立行政法人家畜改良センターの 

平成 29年度に係る業務の実績に関する評価書 

 

 

         農林水産省 



                    独立行政法人家畜改良センターの平成 29 年度に係る業務実績に関する評価の概要  

 

１．評価対象に関する事項 
法人名 独立行政法人家畜改良センター 
評価対象事業 
年度 

年度評価 平成２９年度（第４期） 
中期目標期間 平成２８～３２年度 

 
２．評価の実施者に関する事項 
主務大臣 農林水産大臣 
 法人所管部局 生産局畜産部 担当課、責任者 畜産振興課長 伏見 啓二 
 評価点検部局 大臣官房 担当課、責任者 広報評価課長 前田 剛志 
 
３．評価の実施に関する事項 
 
・評価を実施するに当たって、平成３０年７月１３日（金）に農林水産省独立行政法人評価有識者会議家畜改良センター部会を開催し、同部会に所属する４名の外

部有識者委員の意見を聴取した。 
 
・同部会の開催に併せ、理事長、監事、常勤理事及び幹部職員の出席を求め、平成２９年度の業務実績の内容、計画（目標）の達成状況と自己評価の内容等につい

てヒアリングを実施した。 
 
 
４．その他評価に関する重要事項 
 
・特になし。 
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独立行政法人家畜改良センターの平成 29年度に係る業務の実績に関する評価の総合評定 

 
 １．全体の評定 
評定 
（Ｓ、Ａ、Ｂ、Ｃ、Ｄ） Ｂ：全体としておおむね中期計画等における所期の目標を達成していると認められる。 （参考）本中期目標期間における過年度の総合評定の状況 

平成 28 年度 平成 29 年度 平成 30 年度 平成 31 年度 平成 32 年度 

    Ｂ Ｂ    

評定に至った理由 １ 項目別評価について 

（１）家畜改良センター（以下「センター」という。）業務実績の評価項目は、各業務の内容と中期計画における位置づけに基づき、微項目、細項目、小項目、中項目、大項目

の順で設定されており、その設定と評定結果の分布状況は別紙のとおりである 

（２）なお、大項目や中項目など基本的に下位の評価項目が設定されている評価項目については、参考資料として添付した独立行政法人家畜改良センターの業務実績の評定方法

（平成 27年６月 10日、27生畜第 381号、以下「評定方法」という。）に基づき、原則として下位の評価項目の評定結果を積み上げて評定を行うこととしている。 

 

２ 総合評定について 

（１）センターの総合評価は、評定方法に基づき評価対象とした大項目の評定結果をＳ:４点、Ａ：３点、Ｂ：２点、Ｃ：１点、Ｄ：０点の区分により点数化した上で算出する

「総合評定の基礎」を基本に行うこととしている。 

（２）平成 29年度の業務実績の総合評定については、以下の点を踏まえ「Ｂ」評定とした。 

① 評定方法に基づき算出した総合評定の基礎が下記のとおり、Ｂ評定の判定基準内（満点×８／１０≦合計点＜１２／１０）となったこと。 

 ・満 点・・・・・・８点（評価対象とした大項目 ４×２点） 

  ・合計点・・・・・・８点（別記参照） 

・合計点／満点・・・８／８ 

 

 ＜別記：各大項目の評定結果と合計点＞ 

◎ 国民に対して提供するサービスその他業務の質の向上に関する目標を達成するために取るべき措置・・・・ ２点(Ｂ評定) 

◎ 業務運営の効率化に関する目標を達成するため取るべき措置・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ ２点(Ｂ評定) 

◎ 予算、収支計画及び資金計画・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ ２点(Ｂ評定） 

◎ その他業務運営に関する事項・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ ２点(Ｂ評定) 

                                            合 計 点  ８点   

 

②  全体の評定を行う上で特に考慮すべき事項として、放射線セシウムの移行・吸収調査については、共同研究者の分析が遅れたことが原因ではあるものの、計画どおりに

年度内に調査を完了することができなかったことから、法人の自己評価と同じく「Ｃ」評価とするが、全体の評価を見直すには至らないと判断した。 
 

③ 重要な項目別評定として、有用形質関連遺伝子等の解析に関連する１個の評価項目及び食肉の食味に関する客観的評価手法の開発に関連する２個の評価項目については、

法人の自己評価と同じく「Ａ」評定とした。また、放射性セシウム低減技術等の開発に関する２個の評価項目については、法人の自己評価と同じく「Ｃ」評定とすると判

断したが、この結果に至った要因についてはセンターの過失によるものではないことから、その理由を備考欄に明記することとした。さらに、ＩＳＴＡ検査所としての認

定ステータスの維持に関連する１個の評価項目及びセンターの人材・資源等を活用した外部支援に関連する１個の評価項目については、法人の自己評価は「Ｂ」評定とし

ているが、いずれも計画を上回る成果が得られたものと考え「Ａ」評定とした。以上のとおりの評定とするが、全体の評価を見直すには至らないと判断した。 

 

 ※：平成２６年度以降の評価について、主務大臣の評価結果となり、Ｂ評定が標準。 
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２．法人全体に対する評価 
法人全体の評価 １ 全体の評価について 

（１） 評価の対象とした 188 個の評価項目のうち 186 項目がＢ評定以上（Ａ評定は６項目）と判定され、法人としては、中期計画や年度計画で定めた業務目標を達成している

と認められる。特に、有用形質関連遺伝子等の解析・肉用牛及び外国人の黒毛和種牛肉に対する嗜好性に関する調査では、計画よりも多くのサンプルやデータを収集してお

り評価できる。また、ＩＳＴＡ検査所としての認定ステータスの維持については、前回（３年前）の監査での指摘等を踏まえ、検査体制、記録の整備に力点を置いて体制整

備を行った結果、ＩＳＴＡ監査員より良好な評価を得たことは評価できる。さらに、家畜伝染性疾病の発生した際、県等からの要請を受けて人員を派遣し、防疫対応作業等

の支援を行ったほか、平時より緊急時の連絡体制を整備するとともに緊急対応のための訓練を実施するなど初動防疫の対応や家畜伝染病の防疫措置の早期の完了に大きく貢

献したことは評価できる。 
（２） 一方、放射線セシウムの移行・吸収調査については、共同研究者の分析が遅れたことが原因ではあるものの、計画どおりに年度内に調査を完了することができなかった

ことから、法人の自己評価と同じく「Ｃ」評価とした。 
２ 重要な項目別評定について 
（１）有用形質関連遺伝子等の解析に関連する１個の評価項目（微項目１、詳細は別紙参照）については、法人の自己評価と同じく「Ａ」評定とした。 
（２）食肉の食味に関する客観的評価手法の開発に関連する２個の評価項目（細項目１、微項目１、詳細は別紙参照）については、法人の自己評価と同じく「Ａ」評定とした。 
（３）放射性セシウム低減技術等の開発に関する２個の評価項目（細項目１、微項目１、詳細は別紙参照）については、法人の自己評価と同じく「Ｃ」評定とした。 
（４）ＩＳＴＡ検査所としての認定ステータスの維持に関連する１個の評価項目（小項目１、詳細は別紙参照）ついては、法人の自己評価は「Ｂ」評定であるが、計画を上回る

成果が得られたことから「Ａ」評定とした。 
（５）センターの人材・資源等を活用した外部支援に関連する１個の評価項目（小項目１、詳細は別紙参照）については、法人の自己評価は「Ｂ」評定であるが、計画を上回る

成果が得られたことから「Ａ」評定とした。 

全体の評定を行う上で

特に考慮すべき事項 
１ 放射性セシウムの移行・吸収調査 

塩化セシウムを供与牛に投与後、血液や臓器等からサンプルを採取し、生体内の塩化セシウムの衰退状況を分析する調査であるが、共同研究相手先である北里大学での分

析装置の納品の遅れと装置を稼働させるための調整に時間を要した。センターから北里大学に対して、再三の進捗状況の確認や督促を行ったものの、年度内に調査を完了す

ることができなかった（本年６月下旬終了）。 

２ ＩＳＴＡ検査所としての認定ステータスの維持 
 長野支場は、ＩＳＴＡ国際種子検査証明書を発行できる権限を有し、日本で唯一、飼料作物種子に特化した検査を実施しており、３年ごとにＩＳＴＡの監査を受け再認定

される必要があるが、平成 30 年２月 23 日付けでＩＳＴＡ認定検査所としての認定ステータスを維持した。今回の監査に向けて、センターでは検査体制の強化、記録の整備、

研修の充実等の体制整備を行った結果、前回（３年前）の監査時よりもＩＳＴＡ監査員から良好な評価を得た。 
３ 緊急時における支援 
   香川県における高病原性鳥インフルエンザ発生の際、防疫対策作業への緊急支援要請を受け、延べ 13 名を派遣した。センターでは、休日や勤務時間外は持ち回り当番制

で緊急連絡体制をとるとともに、疾病発生後の緊急対応のための抜き打ち訓練を年度内に２度実施するなど緊急時の対応が可能となるよう準備し、さらに長期休暇時期（年

末年始及びゴールデンウィーク）においては、緊急支援要請に備えあらかじめ要員を確保し、十分な出動体制を整え対応した。 
 
３．項目別評価における主要な課題、改善事項など 
項目別評定で指摘した

課題、改善事項 
・有用形質関連遺伝子等の解析に関して、成果が目に見える数値で出ていることについて高く評価する。今後はセンター内の黒毛和種だけでなく品種全体の分布について調査

してもらいたい。 
・外国人の黒毛和種牛肉に対する嗜好性に関連する調査に関して、外国人に対して牛肉香の調査は高度であり困難な面もある。外国人が好む牛肉の柔らかさや脂肪、さらに調

理法などについてアンケートをしてはどうか。 
（有識者会議意見） 

その他改善事項  特になし 

主務大臣による改善命

令を検討すべき事項 
 特になし 

 
４．その他事項 
監事等からの意見 特になし 
その他特記事項 特になし 



総合評定別紙

　　項　　目　　名
大
(◎)

中
(○)

小
(◇)

細
(□)

微
(△) 備　　　　考

◎
第１ 国民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に
関する目標を達成するためとるべき措置

B

○ １  家畜の視点での基盤強化のための家畜改良及び飼養管理の改善等 B

◇ 　（１）　全国的な改良の推進 B

◇ 　（２）　遺伝的能力評価の実施 B

□ 　　　ア　遺伝的能力評価の実施 B

△ 　　　　　（ア）　乳用牛の遺伝的能力評価の実施 B

△ 　　　　　（イ）　ホルスタイン種のゲノミック評価の実施 B

△ 　　　　　（ウ）　肉用牛の枝肉情報の収集・分析の実施 B

△   　　　　（エ）　バークシャー種等の遺伝的能力評価の実施 B

□  　　　イ　遺伝的能力評価手法の改善 B

△ 　　　　　（ア）　乳用牛の遺伝的能力評価手法の改善 B

△ 　　　　　（イ）　肉用牛の遺伝的能力評価手法の改善 B

△ 　　　　　（ウ）　豚の遺伝的能力評価手法の改善 17/16 B

◇ 　（３）　種畜検査の実施 B

□ 　　　ア　種畜検査の実施 B

□ 　　　イ　種畜検査員の確保 B

△ 　（４）　飼養管理の改善等への取組 B

□ 　　　ア　肉用牛繁殖雌牛の増頭対策の支援 B

△ 　　　　　（ア）　代謝プロファイルテストに関する講習会等の実施 B

△ 　　　　　（イ）　代謝プロファイルテストに関するマニュアル作成等の実施 B

△ 　　　　　（ウ）　肉用牛超音波画像診断技術に関する講習会等の実施 B

△ 　　　　　（エ）　放牧を活用した繁殖雌牛の管理に関する講習会等の実施 B

□ 　　　イ　生乳生産基盤強化対策の支援 B

△ 　　　　　（ア）　高度な農場管理技術に関する講習会等の実施 B

△ 　　　　　（イ）　乳用牛超音波画像診断技術に関する講習会等の実施 B

△ 　　　　　（ウ）　搾乳ロボット等の省力化機械を活用した飼養管理技術の情報収集等 B

□ 　　　ウ　家畜防疫の強化及び衛生管理の改善等への取組 B

△ 　　　　　（ア）　防疫対策強化のための情報収集及びその活用 B

△ 　　　　　（イ）　防疫対策の自己点検の実施 B

△ 　　　　　（ウ）　計画的な防疫業務の実施 B

△ 　　　　　（エ）伝染性疾病発生時の体制整備　 B

△ 　　　　　（オ）　国・都道府県の防疫演習への参加 B

△ 　　　　　（カ）　国・大学等の調査・研究への協力 B

△ 　　　　　（キ）　衛生管理の改善等に関する情報提供 B

□ 　　　エ　その他 B

△ 　　　　　（ア）　馬、めん山羊の飼養管理技術に関する講習会等の実施 B

△ 　　　　　（イ）　馬、めん山羊の家畜人工授精に関する講習会の実施 B

△ 　　　　　（ウ）　耕作放棄地対応へのめん山羊の利活用に関する講習会等の実施 B

8/8

8/8

6/6

14/14

6/6

（独）家畜改良センターの平成29年度に係る業務実績に関する項目別評価の分布

○／○の数字は、「下位の評価項目の評定結果を積上げた点数／独立行政法人家畜改良センターの業務実績の評定方法上の満点

8/8

4/4 8/8

6/6

4/4
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　　項　　目　　名
大
(◎)

中
(○)

小
(◇)

細
(□)

微
(△) 備　　　　考

○ ２　畜産物の需給の変化に応じた優良な種畜・種きん等の生産・供給等 B

◇ 　（１）　種畜・種きん等の生産・供給 B

□ 　　　ア　乳用牛 B

△ 　　　　　（ア）　優良な牛群の整備 B

△ 　　　　　（イ）　ドナーの集合検定の実施 B

△ 　　　　　（ウ）　候補種雄牛の作出 B

□ 　　　イ　肉用牛 B

△ 　　　　　（ア）　遺伝的に特徴ある牛群の整備 B

△ 　　　　　（イ）　直接検定の実施 B

△ 　　　　　（ウ）　候補種雄牛の作出 B

△ 　　　　　（エ）　飼料利用性等に係る検定手法の開発 B

△ 　　　　　（オ）　褐毛和種の候補種雄牛の作出 B

□ 　　　ウ　豚 B

△ 　　　　　（ア）　デュロック種の優良種豚群の作出 B

△ 　　　　　（イ）　ランドレース種の優良種豚群の作出 B

△ 　　　　　（ウ）　大ヨークシャー種の種豚等の供給 B

△ 　　　　　（エ）　実験用小型豚の精液、胚の凍結保存 B

□ 　　　エ　鶏 B

△ 　　　　　（ア）　卵用の横斑プリマスロック種の後期産卵率の改善 B

△ 　　　　　（イ）　卵用のロードアイランドレッド種の選抜等の実施 B

△ 　　　　　（ウ）　肉用の白色コーニッシュ種の選抜等の実施 B

△ 　　　　　（エ）　肉用の白色プリマスロック種の選抜等の実施 B

△ 　　　　　（オ）　肉用の白色プリマスロック種の新系統造成に向けた選抜等の実施 B

△ 　　　　　（カ）　国産鶏種に関する組合せ検定の実施 B

□ 　　　オ　馬 B

△ 　　　　　（ア）　ブルトン種等の選抜等の実施 B

△ 　　　　　（イ）　ブルトン種等の種雄馬候補の作出 B

□ 　　　カ　育種素材のリスク分散への取組 B

△ 　　　　　（ア）　乳用牛のリスク分散 B

△ 　　　　　（イ）　黒毛和種のリスク分散 B

△ 　　　　　（ウ）　豚のリスク分散 B

△ 　　　　　（エ）　鶏のリスク分散 B

◇ 　（２）　６次産業化の推進等に対応した育種素材の提供等 B

□ 　　　ア　めん山羊 B

□ 　　　イ　日本短角種 B

□ 　　　ウ　豚 B

□ 　　　エ　鶏 B

□ 　　　オ　技術的支援 B

◇ 　（３）　家畜等の多様な遺伝資源の確保・利用 B

□ 　　　ア　家畜遺伝資源の保存 B

□ 　　　イ　多様な遺伝資源の活用 B

○ ３　飼料の視点での基盤強化のための飼料作物の種苗の生産・供給等 B

◇ 　（１）　飼料作物種苗の生産・供給 B

□ 　　　ア　飼料作物種苗の増殖 B

△ 　　　　　（ア）　OECD品種証明制度に基づく要件に適合した種苗の増殖 B

△ 　　　　　（イ）　生産対象品種・系統の選定 B

□ 　　　イ　飼料用稲種子の生産 B

4/4

4/4 4/4

6/6

12/12

6/6

10/10

8/8

12/12

4/4

8/8

10/10
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　　項　　目　　名
大
(◎)

中
(○)

小
(◇)

細
(□)

微
(△) 備　　　　考

◇ 　（２）　飼料作物優良品種の普及支援 B

□ 　　　ア　地域に適した飼料作物優良品種の育成・普及 B

□ 　　　イ　地域適応性等検定試験の実施 B

□ 　　　ウ　優良品種に係るデータ提供 B

□ 　　　エ　実証展示ほの設置等 B

◇ 　（３）　飼料作物の遺伝資源の保存 B

○ ４　国内開発品種の利用拡大に向けた飼料作物の種苗の検査 Ａ

◇ 　（１）　OECD品種証明制度等に基づく飼料作物の種苗の検査の実施 B

◇ 　（２）　ISTA検査所としての認定ステータスの維持 A

○ ５　調査・研究及び講習・指導 B

◇ 　（１）　調査・研究 B

□ 　　　ア　有用形質関連遺伝子等の解析 B

△ 　　　　　（ア）　乳用牛 B

△ 　　　　　（イ）　肉用牛 A

△ 　　　　　（ウ）　豚 B

△ 　　　　　（エ）　鶏 B

□ 　　　イ　食肉の食味に関する客観的評価手法の開発 A

△ 　　　　　（ア）　新たな食肉のおいしさの指標の検討等 B

△ 　　　　　（イ）　外国人の黒毛和種牛肉に対する嗜好性に関連する調査 A

□ 　　　ウ　豚の胚移植技術の開発 B

△ 　　　　　（ア）　ガラス化胚の融解方法の調査・検討 B

△ 　　　　　（イ）　非外科的移植器具の試作・調査 B

□   　　エ　黒毛和種における短期肥育技術等の開発 B

△ 　　　　　（ア）　短期肥育技術の開発 B

△ 　　　　　（イ）　子牛の早期離乳プログラムの開発 B

△ 　　　　　（ウ）　短期肥育による牛肉の生産コスト低減の実証 B

□   　　オ　放射性セシウム低減技術等の開発 C

△ 　　　　　（ア）　放射性セシウムの移行・吸収調査 C ※共同研究者の分析が遅れたため、結果的にセンターの目標が達成できなかった。

△ 　　　　　（イ）　放射性セシウムを吸収しにくい牧草の探索・調査 B

◇ 　（２）　講習・指導 B

□ 　　　ア　中央畜産技術研修会の開催 B

□  　　 イ  個別研修等の実施　 B

□  　　 ウ　海外技術協力の実施 B

○ ６　家畜改良増殖法等に基づく検査 B

◇ 　（１）　家畜改良増殖法に基づく立入検査等 B

□ 　　　ア　立入検査等の実施 -

□ 　　　イ　検査員の確保 B

◇ 　（２）　種苗法に基づく指定種苗の集取及び検査 B

□ 　　　ア　指定種苗の集取及び検査の実施 B

□ 　　　イ　検査員の確保 B

◇ 　（３）　カルタヘナ法に基づく立入検査等 B

□ 　　　ア　立入検査等の実施 -

□   　　イ 　検査員の確保 B

○ ７　牛トレーサビリティ法に基づく事務等 B

◇ 　（１）　牛トレーサビリティ法に基づく委任事務の実施 B

□ 　　　ア　牛個体識別台帳の記録、保存等　 B

□ 　　　イ　牛個体識別台帳記録の修正・取消 B

□ 　　　ウ　牛個体識別台帳に記録された事項の公表 B

□ 　　　エ　牛個体識別台帳の正確な記録の確保のための届出内容の確認 B

□ 　　　オ　個体識別番号の決定及び通知 B8/8

10/10

6/6

6/6

2/2

4/4

2/2

5/4

4/4

10/10

9/8

5/4

4/4

6/6

3/4

6/6

8/8

3



　　項　　目　　名
大
(◎)

中
(○)

小
(◇)

細
(□)

微
(△) 備　　　　考

◇ 　（２）　利用者ニーズ等を踏まえたシステムの開発・改修等の実施 B
□ 　　　ア　ニーズ調査等の実施 B

□ 　　　イ　開発・改修等の計画的な実施 B

◇ 　（３）　家畜伝染性疾病の発生等に伴う緊急検索への対応 B

◇ 　（４）　牛個体識別に関するデータの活用推進 B

○ ８　その他センターの人材・資源を活用した外部支援 B

◇ 　（１）　緊急時における支援 A

◇ 　（２）　災害等からの復興の支援 B

◇ 　（３）　作業の受託等 B

◎ 第2 業務運営の効率化に関する目標を達成するためとるべき措置 B

○ １　一般管理費等の削減 B

○ ２　調達の合理化 B

○ ３　業務運営の改善 B

◇ 　（１）　情報システム導入・更新時における業務の見直し B

◇ 　（２）　ネット会議システムの活用による業務の効率化 B

◎ 第3 予算、収支計画及び資金計画 B

○ 1　予算

○ ２　収支計画

○ ３　資金計画

○ ４　収支の均衡 B

○ ５　業務運営の効率化を反映した予算の策定と遵守 B

○ ６　自己収入の確保 B

◇ 　（１）　自己収入の確保 B

◇ 　（２）　適切な配布価格の設定 B

○ ７　保有資産の処分 B

◎ 第４　短期借入金の限度額 -

◎ 第５　不要財産等の処分に関する計画 -

◎ 第６　重要な財産の譲渡等の計画 -

◎ 第７ 剰余金の使途 -

4/4

10/10

B

4/4

4/4

7/6

6/6

4



　　項　　目　　名
大
(◎)

中
(○)

小
(◇)

細
(□)

微
(△) 備　　　　考

◎ 第８ その他業務運営に関する事項 B

○ １　ガバナンスの強化 B

◇ 　（１）　内部統制システムの充実・強化 B

□  　　ア　監事監査体制の強化 B

□ 　 　イ　役員会の開催等 B

△ 　　　　　（ア）　定期的な役員会の開催 B

△ 　　　　　（イ）　場長会議、業務検討会等の開催 B

△ 　　　　　（ウ）　ネット会議システムの活用等 B

□  　　ウ 　法令遵守に係る職員教育等の強化 B

□  　　エ 　業務の進行管理 B

△ 　　　　　（ア）　内部統制に関する規程等の見直し B

△ 　　　　　（イ）　業務進捗状況の四半期毎の取りまとめ等業務の進行管理 B

□  　　オ　リスク管理と迅速な対応 B

△ 　　　　　（ア）　リスク対応に関する計画の策定等 B

△ 　　　　　（イ）　緊急時における連絡網の整備等 B

◇ 　（２）　コンプライアンスの推進 B

○ ２　人材の確保・育成 B

◇ 　（１）　人材の確保・育成 B

◇ 　（２）　役職員の給与水準等 B

○ ３　情報公開等の推進 B

◇ 　（１）　情報公開の実施 B

◇ 　（２）　個人情報の取扱い B

○ ４　情報セキュリティ対策の強化 B

◇ 　（１）　情報セキュリティ対策 B

◇ 　（２）　情報セキュリティに関する教育・訓練 B

○ ５　環境対策・安全管理の推進 B

◇ 　（１）　環境対策の推進 B

◇ 　（２）　安全管理の推進 B

□  　　ア　安全衛生施策の実施 B

□ 　 　イ　緊急時の体制等 B

○ ６　施設・整備に関する計画 B

○ ７　積立金の処分に関する事項 B

4/4

10/10

6/6

4/4

4/4

4/4

14/14

4/4

4/4

4/4

4/4

5



1 
 

独立行政法人家畜改良センターの平成 29年度に係る業務の実績に関する評価の項目別評定総括表（その１）           

中期計画（中期目標） 年度評価（※）  

項目別 

調 書 

頁 数 

 

備 考 

 

 中期計画（中期目標） 年度評価（※）  

項目別 

調 書 

頁 数 

 

備  考 

 

 平成

２８

年度 

平成

２９

年度 

平成 

３０ 

年度 

平成

３１

年度 

平成

３２

年度 

  平成

２８

年度 

平成

２９

年度 

平成 

３０ 

年度 

平成

３１

年度 

平成

３２

年度 

Ⅰ．国民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する事項   （エ）放牧を活用した繁殖雌牛の管理に関する

講習会等の実施 
Ｂ Ｂ    ２５ 

 

 第１ 国民に対して提供するサービスそ

の他の業務の質の向上に関する目標を達

成するためとるべき措置 

Ｂ Ｂ    １ 

   イ 生乳生産基盤強化対策の支援 Ｂ Ｂ    ２６  

（ア）高度な農場管理技術に関する講習会等

の実施 
Ｂ Ｂ    ２７ 

 

１  家畜の視点での基盤強化のための家畜

改良及び飼養管理の改善等 
Ｂ Ｂ    ３ 

 （イ）乳用牛超音波画像診断技術に関する

講習会等の実施 
Ｂ Ｂ    ２８ 

 

 
（１）全国的な改良の推進 Ｂ Ｂ    ４ 

   （ウ）搾乳ロボット等の省力化機械を活用

した飼養管理技術の情報収集等 
Ｂ Ｂ    ２９ 

 

 
（２）遺伝的能力評価の実施 Ａ Ｂ    ７ 

   ウ 家畜防疫の強化及び衛生管理の改

善等への取組 
Ｂ Ｂ    ３０ 

 

 
 ア 遺伝的能力評価の実施 Ａ Ｂ    ８ 

   （ア）防疫対策強化のための情報収集及びそ

の活用 
Ｂ Ｂ    ３１ 

 

 （ア）乳用牛の遺伝的能力評価の実施 Ａ Ｂ    ９    （イ）防疫対策の自己点検の実施 Ｂ Ｂ    ３２  

 （イ）ホルスタイン種のゲノミック評価の実

施 
Ａ Ｂ    １０ 

   
（ウ）計画的な防疫業務の実施 Ｂ Ｂ    ３３ 

 

 （ウ）肉用牛の枝肉情報の収集・分析の実施 Ｂ Ｂ    １１    （エ）伝染性疾病発生時の体制整備 Ｂ ―    ―  

 （エ）バークシャー種等の遺伝的能力評価の

実施 
Ｂ Ｂ    １２ 

   
（オ）国・都道府県の防疫演習への参加 Ｂ Ｂ    ３４ 

 

  イ 遺伝的能力評価手法の改善 Ｂ Ｂ    １３    （カ）国・大学等の調査・研究への協力 Ｂ Ｂ    ３５  

 （ア）乳用牛の遺伝的能力評価手法の改善 Ａ Ｂ    １４    （キ）衛生管理の改善等に関する情報提供 Ｂ Ｂ    ３６  

 （イ）肉用牛の遺伝的能力評価手法の改善 Ｂ Ｂ    １５     エ その他 Ｂ Ｂ    ３７  

 
（ウ）豚の遺伝的能力評価手法の改善 Ｂ Ｂ    １６ 

   （ア）馬及びめん山羊の飼養管理技術に関す

る講習会等の実施 
Ｂ Ｂ    ３８ 

 

 
（３）種畜検査の実施 Ｂ Ｂ    １７ 

   （イ）馬及びめん山羊の家畜人工授精に関す

る講習会の実施 
Ｂ Ｂ    ３９ 

 

 
 ア 種畜検査の実施 Ｂ Ｂ    １８ 

   （ウ）耕作放棄地対応へのめん山羊の利活用

に関する講習会等の実施 
Ｂ Ｂ    ４０ 

 

 
 イ 種畜検査員の確保 Ｂ Ｂ    １９ 

   ２ 畜産物の需給の変化に応じた優良な種

畜・種きん等の生産・供給等 
Ｂ Ｂ    ４１ 

 

 （４） 飼養管理の改善等への取組 Ｂ Ｂ    ２０    （１）種畜・種きん等の生産・供給 Ｂ Ｂ    ４２  

  ア 肉用牛繁殖雌牛の増頭対策の支援 Ｂ Ｂ    ２１     ア 乳用牛 Ｂ Ｂ    ４３  

 （ア）代謝プロファイルテストに関する講習

会等の実施 
Ｂ Ｂ    ２２ 

   
（ア）優良な牛群の整備 Ｂ Ｂ    ４４ 

 

 （イ）代謝プロファイルテストに関するマニ

ュアル作成等の実施 
Ｂ Ｂ    ２３ 

   
（イ）ドナーの集合検定の実施 Ｂ Ｂ    ４５ 

 

 （ウ）肉用牛超音波画像診断技術に関する講

習会等の実施 
Ｂ Ｂ    ２４ 

   
（ウ）候補種雄牛の作出 Ｂ Ｂ    ４６ 

 

 ※ 評価については、Ｂ評定が標準。 



2 
 

独立行政法人家畜改良センターの平成 29年度に係る業務の実績に関する評価の項目別評定総括表（その２） 

中期計画（中期目標） 年度評価（※）  

項目別 

調 書 

頁 数 

 

備 考 

 

 中期計画（中期目標） 年度評価（※）  

項目別 

調 書 

頁 数 

 

備  考 

 

 平成

２８

年度 

平成

２９

年度 

平成 

３０ 

年度 

平成

３１

年度 

平成

３２

年度 

  平成

２８

年度 

平成

２９

年度 

平成 

３０ 

年度 

平成

３１

年度 

平成

３２

年度 

Ⅰ．国民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する事項(続き)   （イ）黒毛和種のリスク分散 Ｂ Ｂ    ７０  

 イ 肉用牛 Ｂ Ｂ     ４７    （ウ）豚のリスク分散 Ｂ Ｂ    ７１  

 （ア）遺伝的に特徴ある牛群の整備 Ｂ Ｂ    ４８    （エ）鶏のリスク分散 Ｂ Ｂ    ７２  

 
（イ）直接検定の実施 Ｂ Ｂ    ４９   

 （２）６次産業化の推進等に対応した育種素

材の提供等 
Ｂ Ｂ    ７３ 

 

 （ウ）候補種雄牛の作出 Ｂ Ｂ    ５０     ア めん山羊 Ｂ Ｂ    ７４  

 （エ）飼料利用性等に係る検定手法の開発 Ｂ Ｂ    ５１     イ 日本短角種 Ｂ Ｂ    ７５  

 （オ）褐毛和種の候補種雄牛の作出 Ｂ Ｂ    ５２     ウ 豚 Ｂ Ｂ    ７６  

 ウ 豚 Ｂ Ｂ    ５３     エ 鶏 Ｂ Ｂ    ７７  

 （ア）デュロック種の優良種豚群の作出 Ｂ Ｂ    ５４     オ 技術的支援 Ｂ Ｂ    ７８  

 （イ）ランドレース種の優良種豚群の作出 Ｂ Ｂ    ５５    （３）家畜等の多様な遺伝資源の確保・利用 Ｂ Ｂ    ７９  

 （ウ）大ヨークシャー種の種豚等の供給 Ｂ Ｂ    ５６     ア 家畜遺伝資源の保存 Ｂ Ｂ    ８０  

 （エ）実験用小型豚の精液、胚の凍結保存 Ｂ Ｂ    ５７     イ 多様な遺伝資源の活用 Ｂ Ｂ    ８１  

 
エ 鶏 Ｂ Ｂ    ５８   

 ３ 飼料の視点での基盤強化のための飼料作

物の種苗の生産・供給等 
Ｂ Ｂ    ８２ 

 

 （ア）卵用の横斑プリマスロック種の後期産

卵率の改善 
Ｂ Ｂ    ５９   

 
（１）飼料作物種苗の生産・供給 Ｂ Ｂ    ８３ 

 

 （イ）卵用のロードアイランドレッド種の選

抜等の実施 
Ｂ Ｂ    ６０   

 
 ア 飼料作物種苗の増殖 Ｂ Ｂ    ８４ 

 

 （ウ）肉用の白色コーニッシュ種の選抜等の

実施 
Ｂ Ｂ    ６１   

 （ア）OECD 品種証明制度に基づく要件に適

合した種苗の増殖 
Ｂ Ｂ    ８５ 

 

 （エ）肉用の白色プリマスロック種の選抜等

の実施 
Ｂ Ｂ    ６２   

 
（イ）生産対象品種・系統の選定 Ｂ Ｂ    ８６ 

 

 （オ）肉用の白色プリマスロック種の新系統

造成に向けた選抜等の実施 
Ｂ Ｂ    ６３   

 
 イ 飼料用稲種子の生産 Ｂ Ｂ    ８７ 

 

 （カ）国産鶏種に関する組合せ検定の実施 Ｂ Ｂ    ６４    （２）飼料作物優良品種の普及支援 Ｂ Ｂ    ８８  

 
 オ 馬 Ｂ Ｂ    ６５   

  ア 地域に適した飼料作物優良品種の育

成・普及 
Ｂ Ｂ    ８９ 

 

 （ア）ブルトン種等の選抜等の実施 Ｂ Ｂ    ６６     イ 地域適応性等検定試験の実施 Ｂ Ｂ    ９０  

 （イ）ブルトン種等の種雄馬候補の作出 Ｂ Ｂ    ６７     ウ 優良品種に係るデータ提供 Ｂ Ｂ    ９１  

  カ 育種素材のリスク分散への取組 Ｂ Ｂ    ６８     エ 実証展示ほの設置等 Ｂ Ｂ    ９２  

 （ア）ホルスタイン種のリスク分散 Ｂ Ｂ    ６９    （３）飼料作物の遺伝資源の保存 Ｂ Ｂ    ９３  

※ 評価については、Ｂ評定が標準。 

 



3 
 

独立行政法人家畜改良センターの平成 29年度に係る業務の実績に関する評価の項目別評定総括表（その３） 

中期計画（中期目標） 年度評価（※）  

項目別 

調 書 

頁 数 

 

備  考 

 

 中期計画（中期目標） 年度評価  

項目別

調 書 

頁 数 

 

備 考 

  

 平成

２８

年度 

平成

２９

年度 

平成 

３０ 

年度 

平成

３１

年度 

平成

３２

年度 

  平成

２８

年度 

平成

２９

年度 

平成 

３０ 

年度 

平成

３１

年度 

平成

３２

年度 

Ⅰ．国民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する事項(つづき)   （２）講習・指導 

Ｂ Ｂ    １１７   ４ 国内開発品種の利用拡大に向けた飼料作

物の種苗の検査 
Ｂ Ａ    ９４ 

   

 
 

（１）OECD 品種証明制度等に基づく飼料作

物の種苗の検査の実施 
Ｂ Ｂ    ９５ 

 
ア 中央畜産技術研修会の開催 Ｂ Ｂ    １１８ 

 

 （２）ISTA 検査所としての認定ステータスの

維持 
Ｂ Ａ    ９６ 

   
イ  個別研修等の実施 Ｂ Ｂ    １１９ 

 

 ５ 調査・研究及び講習・指導 Ｂ Ｂ    ９７    ウ 海外技術協力の実施 Ｂ Ｂ    １２０  

 （１）調査・研究 Ｂ Ｂ    ９８    ６ 家畜改良増殖法等に基づく検査 Ｂ Ｂ    １２１  

  ア 有用形質関連遺伝子等の解析 Ｂ Ｂ    ９９    （１）家畜改良増殖法に基づく立入検査等 Ｂ Ｂ    １２２  

 （ア）乳用牛 Ｂ Ｂ    １００    ア 立入検査等の実施 Ｂ －    １２３  

 （イ）肉用牛 Ｂ Ａ    １０１    イ 検査員の確保 Ｂ Ｂ    １２４  

 
（ウ）豚 Ｂ Ｂ    １０２ 

   （２）種苗法に基づく指定種苗の集取及び検

査 
Ｂ Ｂ    １２５ 

 

 （エ）鶏 Ｂ Ｂ    １０３    ア 指定種苗の集取及び検査の実施 Ｂ Ｂ    １２６  

 イ 食肉の食味に関する客観的評価手法の

開発 
Ｂ Ａ    １０４ 

   
イ 検査員の確保 Ｂ Ｂ    １２７ 

 

 （ア）新たな食肉のおいしさの指標の検討等 Ｂ Ｂ    １０５    （３）カルタヘナ法に基づく立入検査等 Ｂ Ｂ    １２８  

 （イ）外国人の黒毛和種牛肉に対する嗜好性

に関連する調査 
Ｂ Ａ    １０６ 

   
 ア 立入検査等の実施 Ｂ －    １２９ 

 

  ウ 豚の胚移植技術の開発 Ａ Ｂ    １０７    イ  検査員の確保 Ｂ Ｂ    １３０  

 （ア）ガラス化胚の融解方法の調査・検討 Ｂ Ｂ    １０８    ７ 牛トレーサビリティ法に基づく事務等 Ｂ Ｂ    １３１  

 
（イ）非外科的移植器具の試作・調査 Ａ Ｂ    １０９ 

   （１）牛トレーサビリティ法に基づく委任事

務の実施 
Ｂ Ｂ    １３２ 

 

   エ 黒毛和種における短期肥育技術等の開

発 
Ｂ Ｂ    １１０ 

   
ア 牛個体識別台帳の記録、保存等  Ｂ Ｂ    １３３ 

 

 （ア）短期肥育技術の開発 Ｂ Ｂ    １１１    イ 牛個体識別台帳記録の修正・取消 Ｂ Ｂ    １３４  

 （イ）子牛の早期離乳プログラムの開発 Ｂ Ｂ    １１２    ウ 牛個体識別台帳に記録された事項の公表 Ｂ Ｂ    １３５  

 （ウ）短期肥育による牛肉の生産コスト低減

の実証 
Ｂ Ｂ    １１３ 

   エ 牛個体識別台帳に係る届出の受理、確認

等 
Ｂ Ｂ    １３６ 

 

  オ 放射性セシウム低減技術等の開発 Ｂ Ｃ    １１４    オ 個体識別番号の決定及び通知 Ｂ Ｂ    １３７  

 
（ア）放射性セシウムの移行・吸収調査 Ｂ Ｃ    １１５ 

※※   （２）利用者ニーズ等を踏まえたシステムの

開発・改修等の実施 
Ｂ Ｂ    １３８ 

 

 （イ）放射性セシウムを吸収しにくい牧草の

探索・調査 
Ｂ Ｂ    １１６ 

   
 ア ニーズ調査等の実施 Ｂ Ｂ    １３９ 

 

※  評価については、Ｂ評定が標準。 

※※ 共同研究者の分析が遅れたため、結果的にセンターの目標が達成できなかった。 



4 
 

 

独立行政法人家畜改良センターの平成 29年度に係る業務の実績に関する評価の項目別評定総括表（その４）                  

中期計画（中期目標） 年度評価（※）  

項目別 

調 書 

頁 数 

 

備  考 

 

 中期計画（中期目標） 年度評価（※）  

項目別 

調  書 

頁 数 

 

備 考 

 

 平成

２８

年度 

平成

２９

年度 

平成 

３０ 

年度 

平成

３１

年度 

平成

３２

年度 

  平成

２８

年度 

平成

２９

年度 

平成 

３０ 

年度 

平成

３１

年度 

平成

３２

年度 

Ⅰ．国民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する事項(つづき)  Ⅳ．その他の事項                         

 イ 開発・改修等の計画的な実施 Ｂ Ｂ    １４０    第８ その他業務運営に関する事項 Ｂ Ｂ    １６６  

 （３）家畜伝染性疾病の発生等に伴う緊急検

索への対応 
Ｂ Ｂ    １４１ 

  
１ ガバナンスの強化 Ｂ Ｂ 

   
１６７ 

 

 （４）牛個体識別に関するデータの活用推進 Ｂ Ｂ    １４２    （１）内部統制システムの充実・強化 Ｂ Ｂ       １６８  

 ８ その他センターの人材・資源を活用した

外部支援 
Ａ Ｂ    １４３ 

    ア 監事監査体制の強化 Ｂ Ｂ 
   

１６９ 
 

 （１）緊急時における支援 Ａ Ａ    １４４    イ 役員会の開催等 Ｂ Ｂ    １７０  

 （２）災害等からの復興の支援 Ａ Ｂ    １４５    （ア）定期的な役員会の開催 Ｂ Ｂ    １７１  

 （３）作業の受託等 Ｂ Ｂ    １４６    (イ）場長会議、業務検討会等の開催 Ｂ Ｂ    １７２  

Ⅱ．業務運営の効率化に関する事項   （ウ）ネット会議システムの活用等 Ｂ Ｂ    １７３    

 第２ 業務運営の効率化に関する目標を達成

するため取るべき措置 
Ｂ Ｂ    １４７ 

    ウ 法令遵守に係る職員教育等の強化 
Ｂ Ｂ 

   
１７４ 

 

 １ 一般管理費の削減 Ｂ Ｂ    １４８      エ 業務の進行管理 Ｂ Ｂ    １７５  

 ２ 調達の合理化 Ｂ Ｂ    １４９    （ア）内部統制に関する規程等の見直し Ｂ Ｂ    １７６  

 
３ 業務運営の改善 Ｂ Ｂ    １５０ 

   （イ）業務進捗状況の四半期毎の取りまとめ

等業務の進行管理 
Ｂ Ｂ 

   
１７７ 

 

 （１）情報システム導入・更新時における業

務の見直し 
Ｂ Ｂ    １５１ 

     オ リスク管理と迅速な対応 Ｂ Ｂ 
   

１７８ 
 

 （２）ネット会議システムの活用による業務

の効率化 
Ｂ Ｂ    １５２ 

   
（ア）リスク対応に関する計画の策定等 Ｂ Ｂ 

   
１７９ 

 

Ⅲ．財務内容に関する事項   （イ）緊急時における連絡網の整備等 Ｂ Ｂ    １８０    

 第３ 予算、収支計画及び資金計画 Ｂ Ｂ    １５４    （２）コンプライアンスの推進 Ｂ Ｂ    １８１  

 １ 予算 Ｂ Ｂ    １５５    ２ 人材の確保・育成 Ｂ Ｂ    １８２  

 ２ 収支計画 Ｂ Ｂ    １５５    （１）人材の確保・育成 Ｂ Ｂ    １８３  

 ３ 資金計画 Ｂ Ｂ    １５５    （２）役職員の給与水準等 Ｂ Ｂ    １８４  

 ４ 収支の均衡 Ｂ Ｂ    １５６    ３ 情報公開等の推進 Ｂ Ｂ    １８５  

 ５ 業務運営の効率化を反映した予算の策定

と遵守 
Ｂ Ｂ    １５７ 

   
（１）情報公開の実施 Ｂ Ｂ 

   
１８６ 

 

 ６ 自己収入の確保 Ｂ Ｂ    １５８    （２）個人情報の取扱い Ｂ Ｂ    １８７  

 （１）自己収入の確保 Ｂ Ｂ    １５９    ４ 情報セキュリティ対策の強化 Ｂ Ｂ    １８８  

 （２）適切な配布価格の設定 Ｂ Ｂ    １６０    （１）情報セキュリティ対策 Ｂ Ｂ    １８９  

 ７ 保有資産の処分 Ｂ Ｂ    １６１    （２）情報セキュリティに関する教育・訓練 Ｂ Ｂ    １９０  

 第４ 短期借入金の限度額 － －    １６２    ５ 環境対策・安全管理の推進 Ｂ Ｂ    １９１  

 第５ 不要財産等の処分に関する計画 － －    １６３    （１）環境対策の推進 Ｂ Ｂ    １９２  

 第６ 重要な財産の譲渡等の計画 － －    １６４    （２）安全管理の推進 Ｂ Ｂ    １９３  

 第７ 剰余金の使途 － －    １６５     ア 安全衛生施策の実施 Ｂ Ｂ    １９４  

※ 評価については、Ｂ評定が標準。 
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独立行政法人家畜改良センターの平成 29年度に係る業務の実績に関する評価の項目別評定総括表（その５）   

中期計画（中期目標） 年度評価（※）  

項目別 

調 書 

頁 数 

 

備  考 

 

 平成

２８

年度 

平成

２９

年度 

平成 

３０ 

年度 

平成

３１

年度 

平成

３２

年度 

Ⅳ．その他の事項(つづき) 

 イ 緊急時の体制等 Ｂ Ｂ    １９５  

 ６ 施設・設備の整備に関する計画 Ｂ Ｂ    １９６  

 ７ 積立金の処分に関する事項 Ｂ Ｂ    １９７  

※ 評価については、Ｂ評定が標準。 
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                                                 独立行政法人家畜改良センターの平成２９年度に係る業務の実績に関する評価項目別調書 

 
１．当事務及び事業に関する基本情報 
第１ 第１ 国民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する目標を達成するためとるべき措置（以下「業務の質の向上」と略記する。） 
業務に関連する政策・施

策 
食料・農業・農村基本計画 
家畜改良増殖目標・鶏の改良増殖目標 
酪農及び肉用牛生産の近代化を図るための基本方針 

 
当該事業実施に係る根拠 

独立行政法人家畜改良センター法第 11条、家畜改良増殖法第３条の４，同

法 35条の２第１項・第３項、種苗法第６３条第１項、遺伝子組換え生物等

の使用等の規制による生物の多様性の確保に関する法律第３２条第１項・

第３項、牛の個体識別のための情報の管理及び伝達に関する特別措置法第

２０条、牛の個体識別のための情報の管理及び伝達に関する特別措置法施

行令第５条 

当該項目の重要度、難易

度 
 関連する政策評価・行政事業

レビュー 
行政事業レビューシート事業番号：０１３４ 
行政事業レビューシート事業番号：０１３９ 

行政事業レビューシート事業番号：０１６８ 

 
２．主要な経年データ 
 ①主要なアウトプット（アウトカム）情報   ②主要なインプット情報（人員に関する情報、法人全体）注 

指標等 達成目標 基準値 X１年度 X２年度 X３年度 X４年度 X５年度   H28 年度 H29 年度 H30 年度 H31 年度 H32 年度 
         予算額（千円） 8,990,465 9,053,308    

 決算額（千円） 9,593,420 8,907,918    

 経常費用（千円） 8,990,890 8,971,797    

 経常利益（千円） 9,084,042 9,057,596    

 行政ｻｰﾋﾞｽ実施ｺｽﾄ（千円） 7,403,905 7,445,083    

 従事人員数 954 961    

注：業務ごとに算出していないため、法人全体の人員を掲載 
３．各事業年度の業務に係る目標、計画、業務実績、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 
 中期目標 中期計画 年度計画 主な評価指標 法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 
 第３ 国民に対して提供

するサービスその他の業

務の質の向上に関する事

項〈以下略〉 

第２ 国民に対して提

供するサービスその他

の業務の質の向上に関

する目標を達成するた

めとるべき措置〈以下

略〉 

第１ 国民に対して提供

するサービスその他の業

務の質の向上に関する目

標を達成するためとるべ

き措置〈以下略〉 

指標＝「中項目の項目数×２」(満
点)に対する「各中項目の点数の

合計値」（合計点）の比率 
 各中項目の評価点数の区分は

以下のとおりとする。 
Ｓ評価：４点、Ａ評価：３点、Ｂ

評価：２点、Ｃ評価：１点、Ｄ評

価：０点 
Ａ：満点×１２/１０≦合計点 
Ｂ：満点×８/１０≦合計点＜満

点×１２/１０ 
Ｃ：満点×５/１０≦合計点＜満

点×８/１０ 
Ｄ：合計点≦満点×５／１０ 
  
 

＜主要な業務実績＞ 
○家畜の視点での基盤強化のための 

家畜改良及び飼養管理の改善等 2/2(B) 
○畜産物の需給の変化に応じた優良な種畜・ 
種きん等の生産・供給等    2/2(B) 

○飼料の視点での基盤強化のための飼料 
作物の種苗の生産・供給等   2/2(B) 

○国内開発品種の利用拡大に向けた 
飼料作物の種苗の検査     2/2(B) 

○調査・研究及び講習・指導   2/2(B) 
○家畜改良増殖法等に基づく検査 2/2(B) 
○牛トレーサビリティ法に基づく 
事務等            2/2(B) 

○その他センターの人材・資源を活用し 
 た外部支援                    2/2(B) 
         

＜評定と根拠＞ 
「B」 

満点：１６Ｐ(中項目８×２Ｐ) 
合計：１６Ｐ 
１６Ｐ／１６Ｐ＝１.０ 
（１０／１０） 

評

定 
B 

＜評定に至った理由＞ 
以下のとおり、下位

の評価項目である中

項目の合計点が B 評

定の判定基準内(満点

×8/10≦合計点＜満

点×12/10)であった

ため。 
満点：16（中項目 8×
2 点） 
合計点：17 点 
=(3 点×1＋2 点×7) 
17 点／16 点= 1.06 
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○家畜の視点での基盤強

化のための家畜改良及び

飼養管理の改善 2 点(B) 
○畜産物の需給の変化に

応じた優良な種畜・種き

ん等の生産・供給等    

2 点(B) 
○飼料の視点での基盤強

化のための飼料作物の種

苗の生産・供給等 2 点(B) 
○国内開発品種の利用拡

大に向けた飼料作物の種

苗の検査    3 点(A) 
○調査・研究及び講習・

指導      2 点(B) 
○家畜改良増殖法等に基

づく検査    2 点(B) 
○牛トレーサビリティ法

に基づく事務等 2 点(B) 
○その他センターの人

材・資源を活用した外部

支援      2 点(B) 
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１．当事務及び事業に関する基本情報 
第 1-１ 第 1 業務の質の向上 １ 家畜の視点での基盤強化のための家畜改良及び飼養管理の改善等 
業務に関連する政策・施

策 
食料・農業・農村基本計画、家畜改良増殖目標、酪農及び肉用牛生

産の近代化を図るための基本方針 
当該事業実施に係る根拠 独立行政法人家畜改良センター法第１１条第１項第１号 

家畜改良増殖法第３条の４ 
当該項目の重要度、難易

度 
 関連する政策評価・行政事業

レビュー 
行政事業レビューシート事業番号：０１３４ 
行政事業レビューシート事業番号：０１３９ 

 
２．主要な経年データ 
 ①主要なアウトプット（アウトカム）情報   ②主要なインプット情報（人員に関する情報、法人全体）注 

指標等 達成目標 基準値 X１年度 X２年度 X３年度 X４年度 X５年度   H28 年度 H29 年度 H30 年度 H31 年度 H32 年度 
         予算額（千円） 311,851 308,979    

 決算額（千円） 277,776 260,578    

 経常費用（千円） 279,537 261,220    

 経常利益（千円） 219,758 221,552    

 行政ｻｰﾋﾞｽ実施ｺｽﾄ（千円） 267,767 244,397    

従事人員数 954 961    

 （うち常勤職員） 737 737    
注：業務ごとに算出していないため、法人全体の人員を掲載 

３．各事業年度の業務に係る目標、計画、業務実績、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 
 中期目標 中期計画 年度計画 主な評価指標 法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 
 １ 家畜の視点での

基盤強化のための家

畜改良及び飼養管理

の改善等 
〈以下略〉 

１ 家畜の視点での

基盤強化のための家

畜改良及び飼養管理

の改善等 
〈以下略〉 

１ 家畜の視点での

基盤強化のための家

畜改良及び飼養管理

の改善等 
〈以下略〉 

指標＝「小項目の項目数×２」（満

点）に対する「各小項目の点数の

合計値」（合計点）の比率 
 各小項目の評価点数の区分は

以下のとおりとする。 
  Ｓ評価：４点、Ａ評価：３点、

Ｂ評価：２点、Ｃ評価：１点、Ｄ

評価：０点 
 
Ａ：満点×１２/１０≦合計点 
Ｂ：満点×８/１０≦合計点＜ 
満点×１２/１０ 

Ｃ：満点×５/１０≦合計点＜ 
満点×８/１０ 

Ｄ：合計点≦満点×５／１０ 
 

◇全国的な改良の推進      2/2(B) 
◇遺伝的能力評価の実施     2/2(B) 
◇種畜検査の実施        2/2(B) 
◇飼養管理の改善等への取組   2/2(B) 

 

＜評定と根拠＞ 
「B」 

満点：８Ｐ(小項目４×２Ｐ) 
合計：８Ｐ 
８Ｐ／８Ｐ＝１．０ 
（１０／１０） 

評

定 
B 

＜評定に至った理由＞ 
以下のとおり、下位

の評価項目である小

項目の合計点が B 評

定の判定基準内(満点

×8/10≦合計点＜満

点×12/10)であった

ため。 
満点：8（小項目 4×2
点） 
合計点：8 点 
=(2 点×4) 
8 点／8 点= 1.0 
◇全国的な改良の推進 
               2 点(B) 
◇遺伝的能力評価の実施     

2点(B) 
◇種畜検査の実施        

2点(B) 
◇飼養管理の改善等への

取組      2点(B) 
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１．当事務及び事業に関する基本情報 
第１-１-（１） 第 1 業務の質の向上 １ 家畜の視点での基盤強化のための家畜改良及び飼養管理の改善等 （１）全国的な改良の推進 
業務に関連する政策・施

策 
食料・農業・農村基本計画、家畜改良増殖目標、酪農及び肉用牛生

産の近代化を図るための基本方針 
当該事業実施に係る根拠 独立行政法人家畜改良センター法第１１条第１項第１号 

家畜改良増殖法第３条の４ 
当該項目の重要度、難易

度 
 関連する政策評価・行政事業

レビュー 
行政事業レビューシート事業番号：０１３４ 
行政事業レビューシート事業番号：０１３９ 

 
２．主要な経年データ 
 ①主要なアウトプット（アウトカム）情報   ②主要なインプット情報（人員に関する情報、法人全体）注 

指標等 達成目標 基準値 28 年度 29 年度 30 年度 31 年度 32 年度   H28 年度 H29 年度 H30 年度 H31 年度 H32 年度 
全国会議の開催回数 １回以上        予算額（千円） 311,851 308,979    

 乳用牛  ３回 ３回     決算額（千円） 277,776 260,578    

肉用牛  ８回 ８回     経常費用（千円）  279,537 261,220    

豚  １回 １回     経常利益（千円） 219,758 221,552    

鶏  ３回 ３回     行政サービス実施コスト（千円） 267,767 244,397    

馬  ４回 ３回     従事人員数 954 961    

めん山羊  ２回 ２回      （うち常勤職員） 737 737    
注：業務ごとに算出していないため、法人全体の人員を掲載 

３．各事業年度の業務に係る目標、計画、業務実績、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 
 中期目標 中期計画 年度計画 主な評価指標 法人の業務実績・自己評価 主務大臣によ

る評価 業務実績 自己評価 
 （１）家畜改良増

殖目標が示され

ている乳用牛、肉

用牛、豚、鶏、馬

及びめん山羊に

ついて、全国的な

家畜の改良を推

進するため、都道

府県、関係団体、

生産者等との意

見・情報交換にお

いて積極的に指

導的役割を果た

すとともに、都道

府県、関係団体等

との役割分担を

図りつつ連携し、

効率的な改良の

推進に努める。こ

のため、各畜種に

ついて、全国的な

改良に関する会

議を毎年度、開催

する。 

（１）全国的な改良の推進 
改良増殖に係る目標が示さ

れている乳用牛、肉用牛、豚、

鶏、馬及びめん山羊について、

全国的な改良を効率的に推進

するため、各畜種について、

都道府県、関係団体、生産者

等との意見・情報交換等を行

う全国的な改良に関する会議

を毎年度、開催する。その際、

中立・公平な立場から全国的

な規模で行う家畜の遺伝的能

力評価結果等も踏まえ、積極

的に指導的役割を果たす。ま

た、我が国における家畜等の

改良の方向性に沿ったセンタ

ーの業務について意見・情報

交換を行い、センターでは、

都道府県や民間では技術面や

コスト面から取り組むことが

難しい新技術を活用した優良

な種畜・種きん等の生産を担

うなど、都道府県、関係団体

等との役割分担を図りつつ連

（１）全国的な改良の

推進 
改良増殖に係る目

標が示されている乳

用牛、肉用牛、豚、鶏、

馬及びめん山羊の各

畜種について、全国的

な改良を効率的に推

進するため、都道府

県、関係団体、生産者

等との意見・情報交換

等を行う全国的な改

良に関する会議を１

回以上開催する。その

際、中立・公平な立場

から全国的な規模で

行う家畜の遺伝的能

力評価結果等も踏ま

え、積極的に指導的役

割を果たす。 
 また、我が国におけ

る家畜等の改良の方

向性に沿ったセンタ

ーの業務について意

Ｓ：計画の１２０％以

上であり、かつ、特

に優れた成果が認

められる 
Ａ：計画の１２０％以

上 
Ｂ：計画の１００％以

上、１２０％未満 
Ｃ：計画の８０％以

上、１００％未満 
Ｄ：計画の８０％未

満、又は業務運営の

改善等必要な措置

が必要と認められ

る 
 

〈主要な業務実績〉 

乳用牛について、全国的な改良を効率的に推進するため、都道府県、関係団体、

生産者等との意見・情報交換等を行う全国的な改良に関する会議を３回開催した。

その際、候補種雄牛を確保するためのガイドライン等後代検定事業の実施に係る事

項について、センターが作成した原案を基に検討を行い、了承を得るなど、積極的

に指導的役割を果たした。また、我が国における家畜等の改良の方向性に沿ったセ

ンターの業務について、都道府県、関係団体、生産者等との意見・情報交換を行い、

センターでは、新技術を活用した優良な種畜等の生産を担うなど、都道府県、関係

団体等の役割分担を図りつつ連携し、効率的な家畜等の改良を推進した。 

併せて、ｅメールなどの活用により事前に会議の論点の明確化を図るなど、会議

の効率的な運営を工夫した。 

加えて、関係団体等が開催する各種会議に積極的に参画し、計画どおり実施した。 

 

肉用牛について、全国的な改良を効率的に推進するため、都道府県、関係団体、

生産者等との意見・情報交換等を行う全国的な改良に関する会議を８回開催した。

その際、センターが実施する遺伝的能力評価や広域的能力評価結果等について説

明、検討を行うなど、積極的に指導的役割を果たした。また、我が国における家畜

等の改良の方向性に沿ったセンターの業務について、都道府県、関係団体、生産者

等との意見・情報交換を行い、センターでは、新技術を活用した優良な種畜等の生

産を担うなど、都道府県、関係団体等の役割分担を図りつつ連携し、効率的な家畜

等の改良を推進した。 

併せて、ｅメールなどの活用により事前に会議の論点の明確化を図るなど、会議

の効率的な運営を工夫した。 

加えて、関係団体等が開催する肉用牛に関する各種会議に積極的に参画した。 

＜評定と根拠＞ 
「B」 

根拠： 
計画どおり全国的な

改良に関する会議を

各畜種１回以上開催

した。 
乳用牛  ３回 
肉用牛  ８回 
豚    １回 
鶏    ３回 
馬    ３回 
めん山羊 ２回 

評

定 
B 

＜評定に至った

理由＞ 
 計画どおり、

都道府県、関係

団体、生産者等

との意見・情報

交換を行う全国

的な改良に関す

る会議を各畜種

１回以上開催し

たことから「B」

評定とした。 



5 
 

携し、効率的な家畜等の改良

を推進する。併せて、ｅメー

ルなどの活用により事前に会

議の論点の明確化を図ること

などにより、会議の効率的な

運営を工夫する。 

見・情報交換を行い、

センターでは、都道府

県や民間では技術面

やコスト面から取り

組むことが難しい新

技術を活用した優良

な種畜・種きん等の生

産を担うなど、都道府

県、関係団体等との役

割分担を図りつつ連

携し、効率的な家畜等

の改良を推進する。 
 併せて、ｅメールな

どの活用により事前

に会議の論点の明確

化を図ることなどに

より、会議の効率的な

運営を工夫する。 
 加えて、関係団体等

が開催する各畜種に

関する各種会議に積

極的に参画する。 
 なお、肉用牛におい

ては、全国的な改良に

関する会議の検討結

果を踏まえ、広域的な

後代検定により選定

された種雄牛につい

て、都道府県間の利用

を推進するため、精液

配布計画の作成等を

行う。 

 

豚について、全国的な改良を効率的に推進するため、都道府県、関係団体、生

産者等との意見・情報交換等を行う全国的な改良に関する会議を１回開催した。

その際、センターが実施している遺伝的能力評価等について課題を提案し検討を

行うなど、積極的に指導的役割を果たした。また、我が国における家畜等の改良

の方向性に沿ったセンターの業務について、都道府県、関係団体、生産者等との

意見・情報交換を行い、センターでは、新技術を活用した優良な種豚等の生産を

担うなど、都道府県、関係団体等との役割分担を図りつつ連携し、効率的な家畜

等の改良を推進した。 

併せて、ｅメールなどの活用により事前に会議の論点の明確化を図るなど、会

議の効率的な運営を工夫した。 

加えて、関係団体等が開催する各種会議に積極的に参画し、計画どおり実施し

た。 

 

鶏について、全国的な改良を効率的に推進するため、都道府県、関係団体、生

産者等との意見・情報交換等を行う全国的な改良に関する会議を３回開催した。

その際、事例報告やパネルディスカッションを実施するなど、積極的に指導的役

割を果たした。また、我が国における家畜等の改良の方向性に沿ったセンターの

業務について、都道府県、関係団体、生産者等との意見・情報交換を行い、セン

ターでは、新技術を活用した優良な種きん等の生産を担うなど、都道府県、関係

団体等との役割分担を図りつつ連携し、効率的な家畜等の改良を推進した。 

併せて、ｅメールなどの活用により事前に会議の論点の明確化を図るなど、会

議の効率的な運営を工夫した。 

加えて、関係団体等が開催する各種会議に積極的に参画し、計画どおり実施し

た。 

 

馬について、全国的な改良を効率的に推進するため、都道府県、関係団体、生

産者等との意見・情報交換等を行う全国的な改良に関する会議を３回開催した。

その際、センターが行う種畜の作出、供給体制等について提示、検討するなど、

積極的に指導的役割を果たした。また、我が国における家畜等の改良の方向性に

沿ったセンターの業務について、都道府県、関係団体、生産者等との意見・情報

交換を行い、センターでは、新技術を活用した優良な種畜等の生産を担うなど、

都道府県、関係団体等との役割分担を図りつつ連携し、効率的な家畜等の改良を

推進した。 

併せて、ｅメール等の活用により事前に会議の論点の明確化を図るなど、会議

の効率的な運営を工夫した。 

加えて、関係団体等が開催する馬に関する各種会議に積極的に参画し、計画ど

おり実施した。 

 

めん山羊について、全国的な改良を効率的に推進するため、都道府県、関係団

体、生産者等との意見・情報交換等を行う全国的な改良に関する会議を２回開催

した。その際、種畜供給体制の構築や振興対策について提案するなど、積極的に

指導的役割を果たした。また、我が国における家畜等の改良の方向性に沿ったセ

ンターの業務について、都道府県、関係団体、生産者等との意見・情報交換を行

い、センターでは、新技術を活用した優良な種畜の生産を担うなど、都道府県、

関係団体等との役割分担を図りつつ連携し、効率的な家畜等の改良を推進した。 
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併せて、ｅメールなどの活用により事前に会議の論点の明確化を図るなど、会

議の効率的な運営を工夫した。 

加えて、関係団体等が開催する各種会議に積極的に参画し、計画どおり実施し

た。 
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１．当事務及び事業に関する基本情報 
第１-１-（２） 第 1 業務の質の向上 １ 家畜の視点での基盤強化のための家畜改良及び飼養管理の改善等 （２）遺伝的能力評価の実施 
業務に関連する政策・施

策 
食料・農業・農村基本計画、家畜改良増殖目標、酪農及び肉用牛

生産の近代化を図るための基本方針 
当該事業実施に係る根拠 独立行政法人家畜改良センター法第１１条第１項第１号 

家畜改良増殖法第３条の４ 
当該項目の重要度、難易

度 
 関連する政策評価・行政事業

レビュー 
行政事業レビューシート事業番号：０１３４ 
行政事業レビューシート事業番号：０１３９ 

 
２．主要な経年データ 
 ①主要なアウトプット（アウトカム）情報   ②主要なインプット情報（人員に関する情報、法人全体）注 

指標等 達成目標 基準値 X１年度 X２年度 X３年度 X４年度 X５年度   H28 年度 H29 年度 H30 年度 H31 年度 H32 年度 
         予算額（千円） 311,851 308,979    

 決算額（千円） 277,776 260,578    

 経常費用（千円） 279,537 261,220    

 経常利益（千円） 219,758 221,552    

 行政ｻｰﾋﾞｽ実施ｺｽﾄ（千円） 267,767 244,397    

従事人員数 954 961    

 （うち常勤職員） 737 737    
注：業務ごとに算出していないため、法人全体の人員を掲載 

３．各事業年度の業務に係る目標、計画、業務実績、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 
 中期目標 中期計画 年度計画 主な評価指標 法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 
 （２）家畜改良増殖目標においては、

センターが実施する遺伝的能力評価

に基づく総合指数を重視した乳用牛

改良の推進やゲノミック評価を用い

た効率的な種畜の作出のためのモデ

ル的な取組の推進が述べられている。

このため、センターは、乳用牛、肉用

牛及び豚について、中立・公平な立場

から全国的な家畜の改良増殖を効率

的に進めるため、関係機関と連携して

泌乳形質、産肉形質等の必要なデータ

を収集して遺伝的能力評価を行うと

ともに、その結果や遺伝的趨勢を公表

する。 
 また、より精度の高い遺伝的能力評

価を行うため、一塩基多型（以下「Ｓ

ＮＰ」という。）情報を活用した解析

を進めるなど、必要に応じて評価手法

の改善等に取り組む。 
〈以下略〉 

（２）遺伝的能力評価の

実施 
乳用牛、肉用牛及び豚につ

いて、中立・公平な立場から

全国的な家畜の改良増殖を効

率的に進めるため、関係機関

と連携し、次の取組を行う。 
〈以下略〉 

（２）遺伝的能力評

価の実施 
〈以下略〉 

指標＝「細項目の項目数×２」（満点）に

対する「各細項目の点数の合計値」（合計

点）の比率 各細項目の評価点数の区分は

以下のとおりとする。 
  Ｓ評価：４点、Ａ評価：３点、Ｂ評価：

２点、Ｃ評価：１点、Ｄ評価：０点 
Ａ：満点×１２/１０≦合計点 
Ｂ：満点×８/１０≦合計点 

＜満点×１２/１０ 
Ｃ：満点×５/１０≦合計点 

＜満点×８/１０ 
Ｄ：合計点≦満点×５／１０ 
 

□遺伝的能力評価の実施 2/2(B)      
□遺伝的能力評価手法の改善  2/2(B)  

 

＜評定と根拠＞ 
「B」 

根拠： 
満点：４P 
（細項目２×２P） 
合計：４P 
４P／４P 
＝１.０ 
（１０／１０） 

評定 B 
＜評定に至った理由＞ 

以下のとおり、下位

の評価項目である細項

目の合計点がB評定の

判定基準(満点×８/１
０≦合計点＜満点×１

２ /１０)であったた

め。 

 

満点：4点（細項目 2×2点） 

合計点：4点=2点×2 

4点／4点= 1.0 

□遺伝的能力評価 2点(B) 

□遺伝的能力評価の改善 

2点(B) 

 
４．その他参考情報 
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１．当事務及び事業に関する基本情報 
第１-１-（２）-ア 第 1 業務の質の向上 １ 家畜の視点での基盤強化のための家畜改良及び飼養管理の改善等 （２）遺伝的能力評価の実施 ア 遺伝的能力評価の実施 
業務に関連する政策・施

策 
食料・農業・農村基本計画、家畜改良増殖目標、酪農及び肉用牛生

産の近代化を図るための基本方針 
当該事業実施に係る根拠 独立行政法人家畜改良センター法第１１条第１項第１号 

家畜改良増殖法第３条の４ 
当該項目の重要度、難易

度 
 関連する政策評価・行政事業

レビュー 
行政事業レビューシート事業番号：０１３４ 
行政事業レビューシート事業番号：０１３９ 

 
２． 主要な経年データ 
 ①主要なアウトプット（アウトカム）情報   ②主要なインプット情報（人員に関する情報、法人全体）注 

指標等 達成目標 基準値 X１年度 X２年度 X３年度 X４年度 X５年度   H28 年度 H29 年度 H30 年度 H31 年度 H32 年度 
         予算額（千円） 311,851 308,979    

 決算額（千円） 277,776 260,578    

 経常費用（千円） 279,537 261,220    

 経常利益（千円） 219,758 221,552    

 行政ｻｰﾋﾞｽ実施ｺｽﾄ（千円） 267,767 244,397    

従事人員数 954 961    

 （うち常勤職員） 737 737    
注：業務ごとに算出していないため、法人全体の人員掲載 

３．各事業年度の業務に係る目標、計画、業務実績、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 
 中期目標 中期計画 年度計画 主な評価指標 法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 
  ア 遺伝的能力評

価の実施 
〈以下略〉 

ア 遺伝的能力評

価の実施 
〈以下略〉 

 指標＝「微項目の項目数×４」

（満点）に対する「各微項目の

点数の合計値」（合計点）の比率 
 各微項目の評価点数の区分は

以下のとおりとする。 
  Ｓ評価：４点、Ａ評価：３点、

Ｂ評価：２点、Ｃ評価：１点、

Ｄ評価：０点 
Ａ：満点×１２/１０≦合計点 
Ｂ：満点×８/１０≦合計点＜満

点×１２/１０ 
Ｃ：満点×５/１０≦合計点＜満

点×８/１０ 
Ｄ：合計点≦満点×５／１０ 

△乳用牛の遺伝的能力評価の実施 2/2(B) 
△ホルスタイン種のゲノミック評価の実施       

2/2(B) 
△肉用牛の遺伝的能力評価の実施 

         2/2(B) 
△バークシャー種等の遺伝的能力評価の 

実施             2/2(B) 

＜評定と根拠＞ 
「B 」 

満点：８Ｐ(微項目４×２Ｐ) 
合計：８Ｐ 
8Ｐ／8Ｐ＝１．０ 
（１０／１０） 

評定 B 
＜評定に至った理由＞ 

 以下のとおり、下位の評価

項目である微項目の合計点が B 
評定の判定基準(満点×８/１０

≦合計点＜満点×１２/１０) で
あったため。 

 
 満点：8 点（微項目 4×2 点） 
 合計点：8 点=(2 点×4) 
8 点／8 点= 1.0 
△乳用牛能力評価     2 点(B) 
△ﾎﾙｽﾀｲﾝ種ｹﾞﾉﾐｯｸ評価   2 点(B) 
△肉用牛枝肉情報収集・分析 2 点(B) 
△ﾊﾞｰｸｼｬｰ種等の能力評価  2 点(B) 

        
４．その他参考情報 
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１．当事務及び事業に関する基本情報 
第１-１-（２）-ア-（ア） 第 1 業務の質の向上 １ 家畜の視点での基盤強化のための家畜改良及び飼養管理の改善等 （２）遺伝的能力評価の実施 ア 遺伝的能力評価の実施 

（ア）乳用牛の遺伝的能力評価の実施 
業務に関連する政策・施

策 
食料・農業・農村基本計画、家畜改良増殖目標、酪農及び肉用牛生

産の近代化を図るための基本方針 
当該事業実施に係る根拠 独立行政法人家畜改良センター法第１１条第１項第１号 

家畜改良増殖法第３条の４ 
当該項目の重要度、難易

度 
 関連する政策評価・行政事業

レビュー 
行政事業レビューシート事業番号：０１３４ 
行政事業レビューシート事業番号：０１３９ 

 
２． 主要な経年データ 
 ①主要なアウトプット（アウトカム）情報   ②主要なインプット情報（人員に関する情報、法人全体）注 

指標等 達成目標 基準値 28 年度 29 年度 30 年度 31 年度 32 年度   H28 年度 H29 年度 H30 年度 H31 年度 H32 年度 
公表回数         予算額（千円） 311,851 308,979    

 種雄牛 年２回以上  ２回 ２回     決算額（千円） 277,776 260,578    

雌牛  ４回 ３回     経常費用（千円） 279,537 261,220    

未経産牛  ４回 ３回     経常利益（千円） 219,758 221,552    

        
 

行政ｻｰﾋﾞｽ実施ｺｽﾄ（千円） 267,767 244,397    

従事人員数 954 961    

 （うち常勤職員） 737 737    
注：業務ごとに算出していないため、法人全体の人員を掲載 

３．各事業年度の業務に係る目標、計画、業務実績、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 
 中期目標 中期計画 年度計画 主な評価指標 法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 
  乳用牛（ホルスタイン種及び

ジャージー種）の泌乳形質、

肉用牛（黒毛和種、褐毛和種

（高知系・熊本系）及び日本

短角種）及び豚（バークシャ

ー種、ランドレース種、大ヨ

ークシャー種及びデュロック

種）の産肉形質等の必要なデ

ータを収集して遺伝的能力評

価を行うとともに、その結果

や遺伝的趨勢を各畜種につい

てそれぞれ年４回以上公表す

る。なお、肉用牛における遺

伝的能力評価結果等の公表

は、平成 29 年度から行う。 
 また、ホルスタイン種の検

定済種雄牛及び経産牛のゲノ

ミック評価について、評価手

法の改善を行い、平成 32 年度

末までに開始する。 

（ア）乳用牛の遺伝的能

力評価の実施 
ホルスタイン種の泌乳

形質等について経産牛を

除いては、ゲノミック評

価を含む遺伝的能力評価

を行うとともに、ジャー

ジー種の泌乳形質等につ

いて雌牛の遺伝的能力評

価を行い、その結果や遺

伝的趨勢をそれぞれ年２

回以上公表する。また、

ホルスタイン種の国際能

力評価機関から得られた

年３回の海外種雄牛の泌

乳形質等の遺伝的能力評

価に関する情報を公表す

る。 

Ｓ：計画の１２０％以

上であり、かつ、特

に優れた成果が認

められる 
Ａ：計画の１２０％以

上 
Ｂ：計画の１００％以

上、１２０％未満 
Ｃ：計画の８０％以

上、１００％未満 
Ｄ：計画の８０％未

満、又は業務運営の

改善等必要な措置

が必要と認められ

る 
 

＜主要な業務実績＞ 
ホルスタイン種の泌乳形質

等について、ゲノミック評価を

含む遺伝的能力評価を国内種

雄牛について年２回、経産牛を

含む雌牛について年３回、計年

５回行い、その評価結果や遺伝

的趨勢を公表するとともに、ジ

ャージー種の泌乳形質等につ

いて雌牛の遺伝的能力評価を

年２回行い、その結果や遺伝的

趨勢を公表した。また、ホルス

タイン種の国際能力評価機関

から得られた海外種雄牛の泌

乳形質等の遺伝的能力評価に

関する情報を年３回公表した。 

 
 

＜評定と根拠＞ 
「B 」 

根拠： 
① ホルスタイン種の泌乳形質等について、国内種雄牛

のゲノミック評価を含む遺伝的能力評価を行い、平成

２９年８月２２日及び３０年２月２７日にその評価

結果や遺伝的趨勢を公表した。また、経産牛を含む雌

牛についてゲノミック評価を含む遺伝的能力評価を

行い、２９年８月２２日、１２月１９日及び３０年２

月２７日にその評価結果や遺伝的趨勢を公表した。 

② ジャージー種の泌乳形質について、雌牛の遺伝的能

力評価を行い、２９年９月２７日及び３０年３月１５

日にその結果や遺伝的趨勢を公表した。 

③ ホルスタイン種の国際能力評価機関から得られた

海外種雄牛の泌乳形質等の遺伝的能力評価に関する

情報を２９年４月４日、８月８日及び１２月５日に公

表した。 

評

定 
B 

＜評定に至った理由＞ 
計画どおり取組が実施

されたことから「B」評定

とした。 

４．その他参考情報 
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１．当事務及び事業に関する基本情報 
第１-１-（２）-ア-（イ） 第 1 業務の質の向上 １ 家畜の視点での基盤強化のための家畜改良及び飼養管理の改善等 （２）遺伝的能力評価の実施 ア 遺伝的能力評価の実施 

（イ）ホルスタイン種のゲノミック評価の実施 
業務に関連する政策・施

策 
食料・農業・農村基本計画、家畜改良増殖目標、酪農及び肉用牛生

産の近代化を図るための基本方針 
当該事業実施に係る根拠 独立行政法人家畜改良センター法第１１条第１項第１号 

家畜改良増殖法第３条の４ 
当該項目の重要度、難易

度 
 関連する政策評価・行政事業

レビュー 
行政事業レビューシート事業番号：０１３４ 
行政事業レビューシート事業番号：０１３９ 

 
２．主要な経年データ 
 ①主要なアウトプット（アウトカム）情報   ②主要なインプット情報（人員に関する情報、法人全体）注 

指標等 達成目標 基準値 X１年度 X２年度 X３年度 X４年度 X５年度   H28 年度 H29 年度 H30 年度 H31 年度 H32 年度 
         予算額（千円） 311,851 308,979    

 決算額（千円） 277,776 260,578    

 経常費用（千円） 279,537 261,220    

 経常利益（千円） 219,758 221,552    

 行政ｻｰﾋﾞｽ実施ｺｽﾄ（千円） 267,767 244,397    

従事人員数 954 961    

 （うち常勤職員） 737 737    
注：業務ごとに算出していないため、法人全体の人員を掲載 

３．各事業年度の業務に係る目標、計画、業務実績、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 
 中期目標 中期計画 年度計画 主な評価指標 法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 
  乳用牛（ホルスタイン種及びジャ

ージー種）の泌乳形質、肉用牛（黒

毛和種、褐毛和種（高知系・熊本

系）及び日本短角種）及び豚（バ

ークシャー種、ランドレース種、

大ヨークシャー種及びデュロック

種）の産肉形質等の必要なデータ

を収集して遺伝的能力評価を行う

とともに、その結果や遺伝的趨勢

を各畜種についてそれぞれ年４回

以上公表する。なお、肉用牛にお

ける遺伝的能力評価結果等の公表

は、平成 29 年度から行う。 
 また、ホルスタイン種の検定済

種雄牛及び経産牛のゲノミック評

価について、評価手法の改善を行

い、平成 32 年度末までに開始す

る。 

（イ）ホルスタイン種のゲノ

ミック評価の実施 
ＳＮＰ情報を持つホルスタ

イン種の経産牛のゲノミック

評価について、評価の試行、

検関係者との調整等を行い、

ゲノミック評価を実施し、そ

の結果や遺伝的趨勢を公表す

る。 

Ｓ：計画を大きく上回り、かつ顕

著な成果が得られた。 
Ａ：計画を上回る成果が得られた。 
Ｂ：計画どおり順調に実施された。 
Ｃ：計画どおり実施されず改善を 
要する。 

Ｄ：計画どおり実施されず当該業

務の廃止を含めた抜本的な改善

が必要と認められる。 

＜主要な業務実績＞ 
ＳＮＰ情報を持つホルスタイン

種の経産牛のゲノミック評価につ

いて、評価の試行、関係者との調整

を行い、ゲノミック評価を実施し、

その結果や遺伝的趨勢を年３回公

表した。 

＜評定と根拠＞ 
「B 」 

根拠： 
・計画どおり実施した。 

評

定 
B 

＜評定に至った理由＞ 
計画どおり取組が実

施されたことから「B」

評定とした。 

４．その他参考情報 
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１．当事務及び事業に関する基本情報 
第１-１-（２）-ア-（ウ） 第 1 業務の質の向上 １ 家畜の視点での基盤強化のための家畜改良及び飼養管理の改善等 （２）遺伝的能力評価の実施 ア 遺伝的能力評価の実施 

（ウ）肉用牛の遺伝的能力評価の実施 
業務に関連する政策・施

策 
食料・農業・農村基本計画、家畜改良増殖目標、酪農及び肉用牛生

産の近代化を図るための基本方針 
当該事業実施に係る根拠 独立行政法人家畜改良センター法第１１条第１項第１号 

家畜改良増殖法第３条の４ 
当該項目の重要度、難易

度 
 関連する政策評価・行政事業

レビュー 
行政事業レビューシート事業番号：０１３４ 
行政事業レビューシート事業番号：０１３９ 

 
２．主要な経年データ 
 ①主要なアウトプット（アウトカム）情報   ②主要なインプット情報（人員に関する情報、法人全体）注 

指標等 達成目標 基準値 X１年度 X２年度 X３年度 X４年度 X５年度   H28 年度 H29 年度 H30 年度 H31 年度 H32 年度 
         予算額（千円） 311,851 308,979    

 決算額（千円） 277,776 260,578    

 経常費用（千円） 279,537 261,220    

 経常利益（千円） 219,758 221,552    

 行政ｻｰﾋﾞｽ実施ｺｽﾄ（千円） 267,767 244,397    

従事人員数 954 961    

 （うち常勤職員） 737 737    
注：業務ごとに算出していないため、法人全体の人員を掲載 

３．各事業年度の業務に係る目標、計画、業務実績、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 
 中期目標 中期計画 年度計画 主な評価指標 法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 
  乳用牛（ホルスタイン種及びジャージー種）

の泌乳形質、肉用牛（黒毛和種、褐毛和種

（高知系・熊本系）及び日本短角種）及び

豚（バークシャー種、ランドレース種、大

ヨークシャー種及びデュロック種）の産肉

形質等の必要なデータを収集して遺伝的能

力評価を行うとともに、その結果や遺伝的

趨勢を各畜種についてそれぞれ年４回以上

公表する。なお、肉用牛における遺伝的能

力評価結果等の公表は、平成 29 年度から行

う。 
 また、ホルスタイン種の検定済種雄牛及

び経産牛のゲノミック評価について、評価

手法の改善を行い、平成 32 年度末までに開

始する。 

（ウ）肉用牛の遺伝的能力

評価の実施 
黒毛和種、褐毛和種（高

知系・熊本系）及び日本短

角種の産肉形質等について

遺伝的能力評価を行い、そ

の結果や遺伝的趨勢を品質

ごとに年１回公表する。ま

た、肉用牛枝肉情報全国デ

ータベースを用いて収集し

た枝肉情報を分析し、改良

の基礎情報として関係機関

に提供する。 

Ｓ：計画を大きく上回り、かつ顕

著な成果が得られた。 
Ａ：計画を上回る成果が得ら 
れた。 

Ｂ：計画どおり順調に実施され

た。 
Ｃ：計画どおり実施されず改善を

要する。 
Ｄ：計画どおり実施されず当該業

務の廃止を含めた抜本的な改

善が必要と認められる。 

＜主要な業務実績＞ 
黒毛和種、褐毛和種（高知

系・熊本系）及び日本短角種の

産肉形質について遺伝的能力

評価を行い、その結果や遺伝的

趨勢を品種ごとに年１回公表

した。 

また、肉用牛枝肉情報全国デ

ータベースを用いて収集した

枝肉情報を分析し、改良の基礎

情報として、延べ１，５４２，

１１３頭分を関係機関に提供

した。 

＜評定と根拠＞ 
「B 」 

根拠： 
・計画どおり実施した。 

評定 B 
＜評定に至った理由＞ 
計画どおり取組が実

施されたことから「B」

評定とした。 

 
４．その他参考情報 
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１．当事務及び事業に関する基本情報 
第１-１-（２）-ア-（エ） 第 1 業務の質の向上 １ 家畜の視点での基盤強化のための家畜改良及び飼養管理の改善等 （２）遺伝的能力評価の実施 ア 遺伝的能力評価の実施 

（エ）バークシャー種等の遺伝的能力評価の実施 
業務に関連する政策・施

策 
食料・農業・農村基本計画、家畜改良増殖目標、酪農及び肉用牛生

産の近代化を図るための基本方針 
当該事業実施に係る根拠 独立行政法人家畜改良センター法第１１条第１項第１号 

家畜改良増殖法第３条の４ 
当該項目の重要度、難易

度 
 関連する政策評価・行政事業

レビュー 
行政事業レビューシート事業番号：０１３４ 
行政事業レビューシート事業番号：０１３９ 

 
２．主要な経年データ 
 ①主要なアウトプット（アウトカム）情報   ②主要なインプット情報（人員に関する情報、法人全体）注 

指標等 達成目標 基準値 X１年度 X２年度 X３年度 X４年度 X５年度   H28 年度 H29 年度 H30 年度 H31 年度 H32 年度 
         予算額（千円） 311,851 308,979    

 決算額（千円） 277,776 260,578    

 経常費用（千円） 279,537 261,220    

 経常利益（千円） 219,758 221,552    

 行政ｻｰﾋﾞｽ実施ｺｽﾄ（千円） 267,767 244,397    

従事人員数 954 961    

（うち常勤職員） 737 737    
注：業務ごとに算出していないため、法人全体の人員を掲載 

３．各事業年度の業務に係る目標、計画、業務実績、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 
 中期目標 中期計画 年度計画 主な評価指標 法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 
  乳用牛（ホルスタイン種及びジ

ャージー種）の泌乳形質、肉用

牛（黒毛和種、褐毛和種（高知

系・熊本系）及び日本短角種）

及び豚（バークシャー種、ラン

ドレース種、大ヨークシャー種

及びデュロック種）の産肉形質

等の必要なデータを収集して遺

伝的能力評価を行うとともに、

その結果や遺伝的趨勢を各畜種

についてそれぞれ年４回以上公

表する。なお、肉用牛における

遺伝的能力評価結果等の公表

は、平成 29 年度から行う。 
 また、ホルスタイン種の検定

済種雄牛及び経産牛のゲノミッ

ク評価について、評価手法の改

善を行い、平成 32 年度末までに

開始する。 

（エ）バークシャー種等の

遺伝的能力評価の実施 
バークシャー種、ランド

レース種、大ヨークシャー

種及びデュロック種の産肉

形質等について遺伝的能力

評価を行い、その結果や遺

伝的趨勢を年４回公表す

る。 

Ｓ：計画を大きく上回り、かつ

顕著な成果が得られた。 
Ａ：計画を上回る成果が得られ

た。 
Ｂ：計画どおり順調に実施され

た。 
Ｃ：計画どおり実施されず改善

を要する。 
Ｄ：計画どおり実施されず当該

業務の廃止を含めた抜本的な

改善が必要と認められる。 

＜主要な業務実績＞ 
バークシャー種、ランドレース

種、大ヨークシャー種及びデュロッ

ク種の産肉形質等について遺伝的

能力評価を行い、その結果や遺伝的

趨勢を年４回公表した。 

＜評定と根拠＞ 
「B 」 

根拠： 
・計画どおり実施した。 

評定 B 
＜評定に至った理由＞ 
計画どおり遺伝的能力評

価の結果や遺伝的趨勢につ

いて公表されたことから

「B」評定とした。 

 
４．その他参考情報 
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１．当事務及び事業に関する基本情報 
第１-１-（２）-イ 第 1 業務の質の向上 １ 家畜の視点での基盤強化のための家畜改良及び飼養管理の改善等 （２）遺伝的能力評価の実施 イ 遺伝的能力評価手法の改善 
業務に関連する政策・施

策 
食料・農業・農村基本計画、家畜改良増殖目標、酪農及び肉用牛生

産の近代化を図るための基本方針 
当該事業実施に係る根拠 独立行政法人家畜改良センター法第１１条第１項第１号 

家畜改良増殖法第３条の４ 
当該項目の重要度、難易

度 
 関連する政策評価・行政事業

レビュー 
行政事業レビューシート事業番号：０１３４ 
行政事業レビューシート事業番号：０１３９ 

 
２．主要な経年データ 

 ①主要なアウトプット（アウトカム）情報   ②主要なインプット情報（人員に関する情報、法人全体）注 
指標等 達成目標 基準値 X１年度 X２年度 X３年度 X４年度 X５年度   H28 年度 H29 年度 H30 年度 H31 年度 H32 年度 

         予算額（千円） 311,851 308,979    

 決算額（千円） 277,776 260,578    

 経常費用（千円） 279,537 261,220    

 経常利益（千円） 219,758 221,552    

 行政ｻｰﾋﾞｽ実施ｺｽﾄ（千円） 267,767 244,397    

従事人員数 954 961    

 （うち常勤職員） 737 737    
注：業務ごとに算出していないため、法人全体の人員を掲載 

３．各事業年度の業務に係る目標、計画、業務実績、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 
 中期目標 中期計画 年度計画 主な評価指標 法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 
  イ 遺伝的能力評価手法の改善 

〈以下略〉 
イ 遺伝的能力手法の改善 
 〈以下略〉 

 指標＝「微項目の項目数×２」

（満点）に対する「各微項目の点

数の合計値」（合計点）の比率 
 各微項目の評価点数の区分は以

下のとおりとする。 
  Ｓ評価：４点、Ａ評価：３点、

Ｂ評価：２点、Ｃ評価：１点、Ｄ

評価：０点 
 
Ａ：満点×１２/１０≦合計点 
Ｂ：満点×８/１０≦合計点＜満点

×１２/１０ 
Ｃ：満点×５/１０≦合計点＜満点

×８/１０ 
Ｄ：合計点≦満点×５／１０ 

△乳用牛の遺伝的能力評価手

法の改善      2/2(B) 
△肉用牛の遺伝的能力評価手

法の改善      2/2(B) 
△豚の遺伝的能力評価手法の 
改善        2/2(B) 

 

＜評定と根拠＞ 
「B 」 

満点：６Ｐ(微項目３×２

Ｐ) 
合計：６Ｐ 
６Ｐ／６Ｐ＝１.０ 
（１０／１０） 

評定 B 
＜評定に至った理由＞ 
 以下のとおり、下位の評

価項目である微項目の合計

点が B 評定の判定基準内

(満点×8/10≦合計点＜満

点×12/10)であったため。 
 
満点：6 点（微項目 3×2 点） 
合計点：6 点=(2 点×3) 
6 点／6 点= 1.0 
△乳用牛遺伝的能力評価手法

改善        2 点(B) 
△肉用牛遺伝的能力評価手法

改善        2 点(B) 
△豚の遺伝的能力評価手法改

善         2 点(B) 
 
４．その他参考情報 
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１．当事務及び事業に関する基本情報 
第１-１-（２）-イ-（ア） 第 1 業務の質の向上 １ 家畜の視点での基盤強化のための家畜改良及び飼養管理の改善等 （２）遺伝的能力評価の実施 イ 遺伝的能力評価手法の改善 

（ア）乳用牛の遺伝的能力評価手法の改善 
業務に関連する政策・施

策 
食料・農業・農村基本計画、家畜改良増殖目標、酪農及び肉用牛生

産の近代化を図るための基本方針 
当該事業実施に係る根拠 独立行政法人家畜改良センター法第１１条第１項第１号 

家畜改良増殖法第３条の４ 
当該項目の重要度、難易

度 
 関連する政策評価・行政事業

レビュー 
行政事業レビューシート事業番号：０１３４ 
行政事業レビューシート事業番号：０１３９ 

 
２．主要な経年データ 
 ①主要なアウトプット（アウトカム）情報   ②主要なインプット情報（人員に関する情報、法人全体）注 

指標等 達成目標 基準値 X１年度 X２年度 X３年度 X４年度 X５年度   H28 年度 H29 年度 H30 年度 H31 年度 H32 年度 
         予算額（千円） 311,851 308,979    

 決算額（千円） 277,776 260,578    

 経常費用（千円） 279,537 261,220    

 経常利益（千円） 219,758 221,552    

 行政ｻｰﾋﾞｽ実施ｺｽﾄ（千円） 267,767 244,397    

従事人員数 954 961    

 （うち常勤職員） 737 737    
注：業務ごとに算出していないため、法人全体の人員を掲載 

３．各事業年度の業務に係る目標、計画、業務実績、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 
 中期目標 中期計画 年度計画 主な評価指標 法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 
   乳用牛、肉用牛及び豚につ

いて、より精度の高い遺伝的

能力評価を行うため、学識経

験者等との意見・情報交換を

行いつつ、一塩基多型（以下

「ＳＮＰ」という。）情報を活

用した解析を進めるなど、必

要に応じて評価手法の改善等

に取り組む。 
 

（ア）乳用牛の遺伝的能力

評価手法の改善 
乳用牛について、より精

度の高い遺伝的能力評価を

行うため、遺伝的能力評価

技術に関する検討会を開催

するなどにより学識経験者

等との意見･情報交換を行

いつつ、遺伝的能力評価手

法及び経産牛のゲノミック

評価の公表に向けた手法の

改善に取り組む。 

Ｓ：計画を大きく上回り、かつ

顕著な成果が得られた。 
Ａ：計画を上回る成果が得られ

た。 
Ｂ：計画どおり順調に実施され

た。 
Ｃ：計画どおり実施されず改善

を要する。 
Ｄ：計画どおり実施されず当該

業務の廃止を含めた抜本的

な改善が必要と認められる。 
  

＜主要な業務実績＞ 
乳用牛について、より精度の

高い遺伝的能力評価を行うた

め、遺伝的能力評価技術に関す

る検討会を開催するなどにより

学識経験者等との意見・情報交

換を行いつつ、遺伝的能力評価

手法及び経産牛のゲノミック評

価の公表に向けた手法の改善に

取り組み、その結果を踏まえて

経産牛のゲノミック評価結果を

公表した。 

 

＜評定と根拠＞ 
「B 」 

根拠： 
・計画どおり実施した。 

評定  B 
＜評定に至った理由＞ 
 計画どおり取組が実施され

たことから「B」評定とした。 
 

 
４．その他参考情報 
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１．当事務及び事業に関する基本情報 
第１-１-（２）-イ-（イ） 第 1 業務の質の向上 １ 家畜の視点での基盤強化のための家畜改良及び飼養管理の改善等 （２）遺伝的能力評価の実施 イ 遺伝的能力評価手法の改善 

（イ）肉用牛の遺伝的能力評価手法の改善 
業務に関連する政策・施

策 
食料・農業・農村基本計画、家畜改良増殖目標、酪農及び肉用牛生

産の近代化を図るための基本方針 
当該事業実施に係る根拠 独立行政法人家畜改良センター法第１１条第１項第１号 

家畜改良増殖法第３条の４ 
当該項目の重要度、難易

度 
 関連する政策評価・行政事業

レビュー 
行政事業レビューシート事業番号：０１３４ 
行政事業レビューシート事業番号：０１３９ 

 
２．主要な経年データ 
 ①主要なアウトプット（アウトカム）情報   ②主要なインプット情報（人員に関する情報、法人全体）注 

指標等 達成目標 基準値 X１年度 X２年度 X３年度 X４年度 X５年度   H28 年度 H29 年度 H30 年度 H31 年度 H32 年度 
         予算額（千円） 311,851 308,979    

 決算額（千円） 277,776 260,578    

 経常費用（千円） 279,537 261,220    

 経常利益（千円） 219,758 221,552    

 行政ｻｰﾋﾞｽ実施ｺｽﾄ（千円） 267,767 244,397    

従事人員数 954 961    

 （うち常勤職員） 737 737    
注：業務ごとに算出していないため、法人全体の人員を掲載 

３．各事業年度の業務に係る目標、計画、業務実績、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 
 中期目標 中期計画 年度計画 主な評価指標 法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 
   乳用牛、肉用牛及び

豚について、より精度

の高い遺伝的能力評価

を行うため、学識経験

者等との意見・情報交

換を行いつつ、一塩基

多型（以下「ＳＮＰ」

という。）情報を活用し

た解析を進めるなど、

必要に応じて評価手法

の改善等に取り組む。 
 

（イ）肉用牛の遺伝的

能力評価手法の改善 
肉用牛について、よ

り精度の高い遺伝的

能力評価を行うため、

遺伝的能力評価技術

に関する検討会を開

催するなどにより学

識経験者等との意見･

情報交換を行いつつ、

遺伝的能力評価手法

の改善等に取り組む

ほか、繁殖性等に対す

る新たな評価手法に

ついて検討する。 
 

Ｓ：計画を大きく上回り、かつ

顕著な成果が得られた。 
Ａ：計画を上回る成果が得られ

た。 
Ｂ：計画どおり順調に実施され

た。 
Ｃ：計画どおり実施されず改善

を要する。 
Ｄ：計画どおり実施されず当該

業務の廃止を含めた抜本的

な改善が必要と認められる。 

＜主要な業務実績＞ 
肉用牛について、より精度の

高い遺伝的能力評価を行うた

め、遺伝的能力評価技術に関す

る検討会を開催するなどによ

り学識経験者等との意見・情報

交換を行いつつ、遺伝的能力評

価手法の改善等に取り組んだ

ほか、繁殖性等に対する新たな

評価手法として分娩難易の遺

伝的能力評価モデルについて

検討し、計画どおり実施した。 

＜評定と根拠＞ 
「B 」 

根拠： 
・計画どおり実施した。 

評定 B 
＜評定に至った理由＞ 
 計画どおり、遺伝的能力評価技術に関する検討

会を開催し、繁殖基盤強化を図るために重要とな

る繁殖性等に対する新たな評価手法についての検

討が実施されたことから「B」評定とした。 
 

 
４．その他参考情報 
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１．当事務及び事業に関する基本情報 
第１-１-（２）-イ-（ウ） 第 1 業務の質の向上 １ 家畜の視点での基盤強化のための家畜改良及び飼養管理の改善等 （２）遺伝的能力評価の実施 イ 遺伝的能力評価手法の改善 

（ウ）豚の遺伝的能力評価手法の改善 
業務に関連する政策・施

策 
食料・農業・農村基本計画、家畜改良増殖目標、酪農及び肉用牛生

産の近代化を図るための基本方針 
当該事業実施に係る根拠 独立行政法人家畜改良センター法第１１条第１項第１号 

家畜改良増殖法第３条の４ 
当該項目の重要度、難易

度 
 関連する政策評価・行政事業

レビュー 
行政事業レビューシート事業番号：０１３４ 
行政事業レビューシート事業番号：０１３９ 

 
２．主要な経年データ 
 ①主要なアウトプット（アウトカム）情報   ②主要なインプット情報（人員に関する情報、法人全体）注 

指標等 達成目標 基準年 X１年度 X２年度 X３年度 X４年度 X５年度   H28 年度 H29 年度 H30 年度 H31 年度 H32 年度 
         予算額（千円） 311,851 308,979    

 決算額（千円） 277,776 260,578    

 経常費用（千円） 279,537 261,220    

 経常利益（千円） 219,758 221,552    

 行政ｻｰﾋﾞｽ実施ｺｽﾄ（千円） 267,767 244,397    

従事人員数 954 961    

 （うち常勤職員） 737 737    
注：業務ごとに算出していないため、法人全体の人員を掲載 

３．各事業年度の業務に係る目標、計画、業務実績、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 
 中期目標 中期計画 年度計画 主な評価指標 法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 
   乳用牛、肉用牛及び豚

について、より精度の高

い遺伝的能力評価を行う

ため、学識経験者等との

意見・情報交換を行いつ

つ、一塩基多型（以下「Ｓ

ＮＰ」という。）情報を活

用した解析を進めるな

ど、必要に応じて評価手

法の改善等に取り組む。 
 

（ウ）豚の遺伝的能力評価

手法の改善 
豚について、より精度の

高い遺伝的能力評価を行

うため、遺伝的能力評価技

術に関する検討会を開催

するなどにより学識経験

者等との意見・情報交換を

行いつつ、優良な改良素材

を効率的かつ効果的に利

用することができる改良

体制の構築の推進に対応

した遺伝的能力評価手法

の改善に取り組む。 

Ｓ：計画を大きく上回り、かつ

顕著な成果が得られた。 
Ａ：計画を上回る成果が得られ

た。 
Ｂ：計画どおり順調に実施され

た。 
Ｃ：計画どおり実施されず改善

を要する。 
Ｄ：計画どおり実施されず当該

業務の廃止を含めた抜本的な

改善が必要と認められる。 
  

＜主要な業務実績＞ 
豚について、より精度の高い遺伝的能

力評価を行うため、遺伝的能力評価技術

に関する検討会を開催するなどにより

学識経験者等との意見・情報交換を行い

つつ、優良な改良素材を効率的かつ効果

的に利用することができる改良体制の

構築の推進に対応した遺伝的能力評価

の改善に取り組み、繁殖形質及び産肉形

質の評価結果を公表するとともに、評価

値を（一社）日本養豚協会を通じて国産

純粋豚改良協議会会員に提供した。 

＜評定と根拠＞ 
「B 」 

根拠： 
・計画どおり実施した。 

評定 B 
＜評定に至った理由＞ 
計画どおり、遺伝的能力評価

技術に関する検討会を開催し、

学識経験者等との意見・情報交

換を行いつつ遺伝的能力評価

手法の改善に取り組んだこと

から「B」評定とした。 

 
４．その他参考情報 
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１．当事務及び事業に関する基本情報 
第１-１-（３） 第 1 業務の質の向上 １ 家畜の視点での基盤強化のための家畜改良及び飼養管理の改善等 （３）種畜検査の実施 
業務に関連する政策・施

策 
食料・農業・農村基本計画、家畜改良増殖目標、酪農及び肉用牛生

産の近代化を図るための基本方針 
当該事業実施に係る根拠 独立行政法人家畜改良センター法第１１条第２項第１号 

家畜改良増殖法第３５条の２第１項 
当該項目の重要度、難易

度 
 関連する政策評価・行政事業

レビュー 
行政事業レビューシート事業番号：０１３４ 
 

 
２．主要な経年データ 
 ①主要なアウトプット（アウトカム）情報   ②主要なインプット情報（人員に関する情報、法人全体）注 

指標等 達成目標 基準年 X１年度 X２年度 X３年度 X４年度 X５年度   H28 年度 H29 年度 H30 年度 H31 年度 H32 年度 
         予算額（千円） 311,851 308,979    

     決算額（千円） 277,776 260,578    

経常費用（千円）  279,537 261,220    

 経常利益（千円） 219,758 221,552    

 行政サービス実施コスト（千円） 267,767 244,397    

 従事人員数 954 961    

  （うち常勤職員） 737 737    
注：業務ごとに算出していないため、法人全体の人員を掲載 

３．各事業年度の業務に係る目標、計画、業務実績、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 
 中期目標 中期計画 年度計画 主な評価指標 法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 
 （３）種畜検査の実施 

種畜の交配に伴う疾病のま

ん延防止及び優良な種畜の

利用による我が国の家畜の

改良増殖を効果的に推進す

るため、センターは、都道

府県等と連携しつつ、所有

する技術・人材等を活用し

て毎年度、種畜検査を的確

に実施する。 

（３）種畜検査の実施 
 〈以下略〉  

（３）種畜検査の実施 
  〈以下略〉 

指標＝「細項目の項目数×２」（満点）に対

する「各細項目の点数の合計値」（合計点）

の比率 各細項目の評価点数の区分は以下

のとおりとする。 
Ｓ評価：４点、Ａ評価：３点、Ｂ評価：２

点、Ｃ評価：１点、Ｄ評価：０点 
Ａ：満点×１２/１０≦合計点 
Ｂ：満点×８/１０≦合計点 

＜満点×１２/１０ 
Ｃ：満点×５/１０≦合計点 

＜満点×８/１０ 
Ｄ：合計点≦満点×５／１０ 
 

□種畜検査の実施   2/2(B)      
□種畜検査員の確保 

    2/2(B)  
 

＜評定と根拠＞ 
「B 」 

根拠： 
満点；４P 
（細項目２×２P） 
合計：４P 
４P／４P 
＝１.０（１０／１０） 

評定 B 
＜評定に至った理由＞ 
以下のとおり、下位の評価

項目である細項目の合計点が

B 評定の判定基準内(満点×

8/10≦合計点＜満点×12/10)
であったため。 
満点：4 点（細項目 2×2 点） 
合計点：4 点=(2 点×2) 
4 点／4 点= 1.0 
□種畜検査の実施  2 点(B) 
□種畜検査員の確保 2 点(B) 

 
４．その他参考情報 
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１．当事務及び事業に関する基本情報 
第１-１-（３）-ア 第 1 業務の質の向上 １ 家畜の視点での基盤強化のための家畜改良及び飼養管理の改善等 （３）種畜検査の実施 ア 種畜検査の実施 
業務に関連する政策・施

策 
食料・農業・農村基本計画、家畜改良増殖目標、酪農及び肉用牛生

産の近代化を図るための基本方針 
当該事業実施に係る根拠 独立行政法人家畜改良センター法第１１条第２項第１号 

家畜改良増殖法第３５条の２第１項 
当該項目の重要度、難易

度 
 関連する政策評価・行政事業

レビュー 
行政事業レビューシート事業番号：０１３４ 
 

 
２．主要な経年データ 
 ①主要なアウトプット（アウトカム）情報   ②主要なインプット情報（人員に関する情報、法人全体）注 

指標等 達成目標 基準値 X１年度 X２年度 X３年度 X４年度 X５年度   H28 年度 H29 年度 H30 年度 H31 年度 H32 年度 
         予算額（千円） 311,851 308,979    

 決算額（千円） 277,776 260,578    

 経常費用（千円） 279,537 261,220    

 経常利益（千円） 219,758 221,552    

 行政ｻｰﾋﾞｽ実施ｺｽﾄ（千円） 267,767 244,397    

従事人員数 954 961    

 （うち常勤職員） 737 737    
注：業務ごとに算出していないため、法人全体の人員を掲載 

３．各事業年度の業務に係る目標、計画、業務実績、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 
 中期目標 中期計画 年度計画 主な評価指標 法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 
   種畜の交配に伴う疾病のまん延

防止及び優良な種畜の利用による

我が国の家畜の改良増殖を効果的

に推進するため、都道府県等と連

携しつつ、所有する技術・人材等

を活用して毎年度種畜検査を実施

する。また、種畜検査員を 100 名

以上確保することとし、種畜検査

員の確保のための職員に対する講

習を毎年度、１回以上実施すると

ともに、種畜検査員からの照会に

センター本所が速やかに対応する

ことなどにより、種畜検査を的確

に実施する。 
 

ア 種畜検査の実施 
種畜の交配に伴う疾病の

まん延防止及び優良な種畜

の利用による我が国の家畜

の改良増殖を効果的に推進

するため、都道府県等と連

携しつつ、所有する技術・

人材等を活用して、申請の

あった種畜検査を的確に実

施する。 

Ｓ：計画を大きく上回り、かつ顕著な

成果が得られた。 
Ａ：計画を上回る成果が得られた。 
Ｂ：計画どおり順調に実施された。 
Ｃ：計画どおり実施されず改善を要す

る。 
Ｄ：計画どおり実施されず当該業務の

廃止を含めた抜本的な改善が必要と

認められる。  

＜主要な業務実績＞ 
都道府県等と連携しつ

つ、所有する技術・人材等

を活用して、申請のあった

５，５２０頭について、家

畜改良増殖法に基づく種

畜検査を実施した。 

＜評定と根拠＞ 
「B 」 

根拠： 
・計画どおり実施した。 

評定 B 
＜評定に至った理由＞ 
 計画どおり、申請のあった種

畜検査を的確に実施したことか

ら「B」評定とした。 
 

 
４．その他参考情報 
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１．当事務及び事業に関する基本情報 
第１-１-（３）-イ 第 1 業務の質の向上 １ 家畜の視点での基盤強化のための家畜改良及び飼養管理の改善等 （３）種畜検査の実施 イ 種畜検査員の確保 
業務に関連する政策・施

策 
食料・農業・農村基本計画、家畜改良増殖目標、酪農及び肉用牛生

産の近代化を図るための基本方針 
当該事業実施に係る根拠 独立行政法人家畜改良センター法第１１条第２項第１号 

家畜改良増殖法第３５条の２第１項 
当該項目の重要度、難易

度 
 関連する政策評価・行政事業

レビュー 
行政事業レビューシート事業番号：０１３４ 
 

 
２．主要な経年データ 
 ①主要なアウトプット（アウトカム）情報   ②主要なインプット情報（人員に関する情報、法人全体）注 

指標等 達成目標 基準値 H28 年度 H29 年度 H30 年度 H31 年度 H32 年度   H28 年度 H29 年度 H30 年度 H31 年度 H32 年度 
種畜検査員

の確保数 
100 名以上  １４０名 １３２名     予算額（千円） 311,851 308,979    

 決算額（千円） 277,776 260,578    

 経常費用（千円） 279,537 261,220    

 経常利益（千円） 219,758 221,552    

センター職

員に対す

る講習会

開催数 

1 回以上  １回 １回     行政ｻｰﾋﾞｽ実施ｺｽﾄ（千円） 267,767 244,397    

従事人員数 954 961    

 （うち常勤職員） 
737 737    

注：業務ごとに算出していないため、法人全体の人員を掲載 
３．各事業年度の業務に係る目標、計画、業務実績、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 
 中期目標 中期計画 年度計画 主な評価指標 法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 
   種畜の交配に伴う疾病

のまん延防止及び優良な

種畜の利用による我が国

の家畜の改良増殖を効果

的に推進するため、都道府

県等と連携しつつ、所有す

る技術・人材等を活用して

毎年度種畜検査を実施す

る。また、種畜検査員を

100名以上確保することと

し、種畜検査員の確保のた

めの職員に対する講習を

毎年度、１回以上実施する

とともに、種畜検査員から

の照会にセンター本所が

速やかに対応することな

どにより、種畜検査を的確

に実施する。 
 

イ 種畜検査員の確保 
種畜検査を的確に実

施するため、種畜検査

員を 100 名以上確保す

ることとし、種畜検査

員の確保のための職員

に対する講習を１回以

上実施するとともに、

種畜検査員から照会が

あった場合には、セン

ター本所が速やかに対

応する。 

Ｓ：計画の１２０％以上で

あり、かつ、特に優れた

成果が認められる 
Ａ：計画の１２０％以上 
Ｂ：計画の１００％以上、

１２０％未満 
Ｃ：計画の８０％以上、１

００％未満 
Ｄ：計画の８０％未満、又

は業務運営の改善等必

要な措置が必要と認め

られる 
  

＜主要な業務実績＞ 
種畜検査員を１３２名確保し、種畜検査員

として任命することが見込まれる職員に対

し種畜検査員養成のための研修会を１回実

施した。また、種畜検査員から照会があった

場合には、センター本所が速やかに対応し、

計画どおり実施した。 

＜評定と根拠＞ 
「B 」 

根拠： 
・種畜検査員を１３２名確

保し、種畜検査員として任

命することが見込まれる職

員に対し種畜検査員養成の

ための研修会を１回実施し

た。 

評定 B 
＜評定に至った理由＞ 
  計画上の人数を３割上回る種畜

検査員を確保し、計画通り種畜検査

員養成のための研修会を１回実施

したが、過去の実績を踏まえれば、

比較的容易に達成できる計画と思

料されることから、「B」評定とし

た。 
 

 
４．その他参考情報 
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１．当事務及び事業に関する基本情報 
第１-１-（４） 第 1 業務の質の向上 １ 家畜の視点での基盤強化のための家畜改良及び飼養管理の改善等 （４）飼養管理の改善等への取組 
業務に関連する政策・施

策 
食料・農業・農村基本計画、家畜改良増殖目標、酪農及び肉用牛生

産の近代化を図るための基本方針 
当該事業実施に係る根拠 独立行政法人家畜改良センター法第１１条第１項第１号 

家畜改良増殖法第３条の４ 
当該項目の重要度、難易

度 
 関連する政策評価・行政事業

レビュー 
行政事業レビューシート事業番号：０１３４ 
行政事業レビューシート事業番号：０１３９ 

 
２．主要な経年データ 
 ①主要なアウトプット（アウトカム）情報   ②主要なインプット情報（人員に関する情報、法人全体）注 

指標等 達成目標 基準値 X１年度 X２年度 X３年度 X４年度 X５年度   H28 年度 H29 年度 H30 年度 H31 年度 H32 年度 
         予算額（千円） 311,851 308,979    

 決算額（千円） 277,776 260,578    

 経常費用（千円） 279,537 261,220    

 経常利益（千円） 219,758 221,552    

 行政ｻｰﾋﾞｽ実施ｺｽﾄ（千円） 267,767 244,397    

従事人員数 954 961    

 （うち常勤職員） 737 737    
注：業務ごとに算出していないため、法人全体の人員を掲載 

３．各事業年度の業務に係る目標、計画、業務実績、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 
 中期目標 中期計画 年度計画 主な評価指標 法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 
 （４）飼養管理の改善等へ

の取組 
和牛の生産拡大や生乳供給

力の向上等に基づく「強み」

のある畜産物生産のために

は、「農場」において、改良

によって得られる優良な家

畜の能力を十分発揮させる

ことが必要である。このた

め、センターは、国内にお

ける家畜の飼養管理の改善

と畜産の発展に寄与するた

め、家畜の快適性にも配慮

しつつ、これまでに培われ

た家畜の飼養管理や家畜防

疫・衛生管理に係る技術、

知見等について、積極的に

情報提供等を行うものとす

る。  
〈以下略〉 

（４）飼養管理の改善等へ

の取組 
国内における家畜の飼養

管理の改善と畜産の発展に

寄与するとともに、畜産に

おける主要な政策課題に対

応するため、家畜の快適性

にも配慮しつつ、これまで

に培われた家畜の飼養管理

や家畜防疫・衛生管理に係

る技術、知見等について、

積極的に情報提供等を行う

ことを目的として、次の取

組を行う。 
〈以下略〉 

（４）飼養管理の改善等へ

の取組 
  〈以下略〉 

指標＝「細項目の項目数×２」（満

点）に対する「各細項目の点数の

合計値」（合計点）の比率 各細項

目の評価点数の区分は以下のと

おりとする。 
Ｓ評価：４点、Ａ評価：３点、Ｂ

評価：２点、Ｃ評価：１点、Ｄ評

価：０点 
Ａ：満点×１２/１０≦合計点 
Ｂ：満点×８/１０≦合計点 

＜満点×１２/１０ 
Ｃ：満点×５/１０≦合計点 

＜満点×８/１０ 
Ｄ：合計点≦満点×５／１０ 
 

□肉用牛繁殖雌牛の増頭対策

の支援        2/2(B)      
□ 生 乳 生 産 基 盤 強 化 対 策    
の支援           2/2(B) 
□家畜防疫の強化及び衛生管

理の改善等への取組   2/2(B) 
□その他        2/2(B) 
  
  
  

 

＜評定と根拠＞ 
「B 」 

根拠： 
満点；８P 
（細項目４×２P） 
合計：８P 
８P／８P 
＝１.０（１０／１０） 

評定 Ｂ 
＜評定に至った理由＞ 
以下のとおり、下位の評価項目であ

る細項目の合計点が B 評定の判定基準

内(満点×8/10≦合計点＜満点×12/10)
であったため。 
満点：8 点（細項目 4×2 点） 
合計点：8 点=(2 点×4) 
8 点／8 点= 1.0 
□肉用牛繁殖雌牛の増頭対策の支援 2 点(B)      
□生乳生産基盤強化対策の支援    2 点(B)
□家畜防疫の強化及び衛生管理の 

改善等への取組          2 点(B) 
□その他              2 点(B) 

 
４．その他参考情報 
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１．当事務及び事業に関する基本情報 
第１-１-（４）-ア 第 1 業務の質の向上 １ 家畜の視点での基盤強化のための家畜改良及び飼養管理の改善等 （４）飼養管理の改善等への取組 ア 肉用牛繁殖雌牛の増頭対策の支援 
業務に関連する政策・施

策 
食料・農業・農村基本計画、家畜改良増殖目標、酪農及び肉用牛生

産の近代化を図るための基本方針 
当該事業実施に係る根拠 独立行政法人家畜改良センター法第１１条第１項第１号 

家畜改良増殖法第３条の４ 
当該項目の重要度、難易

度 
 関連する政策評価・行政事業

レビュー 
行政事業レビューシート事業番号：０１３４ 
行政事業レビューシート事業番号：０１３９ 

 
２．主要な経年データ 
 ①主要なアウトプット（アウトカム）情報   ②主要なインプット情報（人員に関する情報、法人全体）注 

指標等 達成目標 基準値 X１年度 X２年度 X３年度 X４年度 X５年度   H28 年度 H29 年度 H30 年度 H31 年度 H32 年度 
         予算額（千円） 311,851 308,979    

 決算額（千円） 277,776 260,578    

 経常費用（千円） 279,537 261,220    

 経常利益（千円） 219,758 221,552    

 行政ｻｰﾋﾞｽ実施ｺｽﾄ（千円） 267,767 244,397    

従事人員数 954 961    

 （うち常勤職員） 737 737    
注：業務ごとに算出していないため、法人全体の人員を掲載 

３．各事業年度の業務に係る目標、計画、業務実績、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 
 中期目標 中期計画 年度計画 主な評価指標 法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 
 ア 肉用牛繁殖雌牛の増減対策

の支援 
肉用牛繁殖雌牛の増頭対策を

支援するため、１年１産を可能

とする適正な栄養管理に関する

技術の普及に努めることとし、

代謝プロファイルに関する技術

を用いた繁殖雌牛の飼養管理に

関する講習会の開催等を行う。

また、生産コストの低減や飼料

自給率の向上に資する放牧技術

の普及に努めることとし、放牧

を活用した繁殖雌牛の飼養管理

に関する講習会の開催等を行

う。 
〈以下略〉 

ア 肉用牛繁殖雌牛の増減対策の支援 
肉用牛繁殖雌牛の増頭対策を支援する

ため、鳥取牧場が作成した「多頭飼養に

おける黒毛和種繁殖雌牛生産性向上の

ための代謝プロファイルテストを用い

た飼養管理マニュアル」に基づく１年１

産を可能とする繁殖雌牛の適正な飼

養・栄養管理、肉用牛の受胎率向上に資

する牛超音波画像診断技術及び生産コ

スト低減と飼料自給率の向上に資する

放牧を活用した繁殖雌牛の飼養管理に

関する講習会等を毎年度、２回程度開催

する。 
 なお、講習会の開催に当たっては、質

疑応答等により参加者の講習内容の理

解度を把握すること、実技講習のための

教材を十分準備すること等により、講習

内容の理解度の向上に努め、理解度が

80％以上となるよう取り組む。〈以下略〉 

ア 肉用牛繁殖雌

牛の増頭対策の支

援 
   〈以下略〉 

 指標＝「微項目の項目数×2 点」

（満点）に対する「各微項目の点

数の合計値」（合計点）の比率 
 各微項目の評価点数の区分は以

下のとおりとする。 
  Ｓ評価：４点、Ａ評価：３点、

Ｂ評価：２点、Ｃ評価：１点、Ｄ

評価：０点 
 
Ａ：満点×１２/１０≦合計点 
Ｂ：満点×８/１０≦合計点＜満点

×１２/１０ 
Ｃ：満点×５/１０≦合計点＜満点

×８/１０ 
Ｄ：合計点≦満点×５／１０ 

△代謝プロファイルテストに

関する講習会等の実施

2/2(B) 
△代謝プロファイルテストに

関する普及体制の整備        

2/2(B) 
△肉用牛超音波画像診断技術

に関する講習会等の実施 
      2/2(B) 

△放牧を活用した繁殖雌牛の

管理に関する講習会等の実

施       
2/2(B) 

 

＜評定と根拠＞ 
「B 」 

満点：８Ｐ(微項目４×２

Ｐ) 
合計：８Ｐ 
８Ｐ／８Ｐ＝１.０ 
(１０/１０) 

評定 B 
＜評定に至った理由＞ 
以下のとおり、下位の評価項

目である微項目の合計点が B
評定の判定基準内(満点×8/10
≦合計点＜満点×12/10)であ

ったため。 
満点：8 点（細項目 4×2 点） 
合計点：8 点=(2 点×4) 
8 点／8 点= 1.0 
△代謝ﾌﾟﾛﾌｧｲﾙﾃｽﾄに関する講

習会等の実施   2 点(B) 
△代謝ﾌﾟﾛﾌｧｲﾙﾃｽﾄに関する普

及体制の整備   2 点(B) 
△肉用牛超音波画像診断技術

に関する講習会等の実施              
2 点(B) 

△放牧を活用した繁殖雌牛の

管理に関する講習会等の実

施        2 点(B) 
 
４．その他参考情報 
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１．当事務及び事業に関する基本情報 
第１-１-（４）-ア-（ア） 第 1 業務の質の向上 １ 家畜の視点での基盤強化のための家畜改良及び飼養管理の改善等 （４）飼養管理の改善等への取組 ア 肉用牛繁殖雌牛の増頭対策の支援 

（ア）代謝プロファイルテストに関する講習会等の実施 
業務に関連する政策・施

策 
食料・農業・農村基本計画、家畜改良増殖目標、酪農及び肉用牛生

産の近代化を図るための基本方針 
当該事業実施に係る根拠 独立行政法人家畜改良センター法第１１条第１項第５号 

 
当該項目の重要度、難易

度 
 関連する政策評価・行政事業

レビュー 
行政事業レビューシート事業番号：０１３４ 
 

 
２．主要な経年データ 
 ①主要なアウトプット（アウトカム）情報   ②主要なインプット情報（人員に関する情報、法人全体）注 

指標等 達成目標 基準値 H28 年度 H29 年度 H30 年度 H31 年度 H32 年度   H28 年度 H29 年度 H30 年度 H31 年度 H32 年度 
 
講習会の開

催 
 

 
 
１回以上 
 

  
 
３回 

 
 
３回 

    予算額（千円） 311,851 308,979    

 決算額（千円） 277,776 260,578    

 経常費用（千円） 
279,537 261,220    

講習会にお

ける講習内

容の理解度 
 

 
 
８０％以上 
 

 
 
７４％ 

 
 
８８％ 

    経常利益（千円） 219,758 221,552    

 行政ｻｰﾋﾞｽ実施ｺｽﾄ（千円） 267,767 244,397    

従事人員数 954 961    

 （うち常勤職員） 737 737    
注：業務ごとに算出していないため、法人全体の人員を掲載 

３．各事業年度の業務に係る目標、計画、業務実績、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 
 中期目標 中期計画 年度計画 主な評価指標 法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 
   （ア）代謝プロファイルテストに関

する講習会等の実施 
平成 28 年度に鳥取牧場が作成し

た普及用マニュアルに基づき、代謝

プロファイルに関する技術を用いた

繁殖雌牛の飼養管理に関する講習会

等について、技術指導者等を対象と

して１回以上開催する。 
 なお、講習会の開催に当たっては、

質疑応答等により参加者の講習内容

の理解度を把握すること、実技講習

のための教材を十分準備すること等

により、講習内容の理解度の向上に

努め、理解度が 80％以上となるよう

取り組む。 

指標＝講習内容の理解度 
Ｓ：計画の１２０％以上であ

り、かつ、特に優れた成果

が認められる 
Ａ：計画の１２０％以上 
Ｂ：計画の１００％以上、１

２０％未満 
Ｃ：計画の８０％以上、１０

０％未満 
Ｄ：計画の８０％未満、又は

業務運営の改善等必要な措

置が必要と認められる 
  

＜主要な業務実績＞ 
鳥取牧場が作成した「多頭飼養に

おける黒毛和種繁殖雌牛生産性向

上のための代謝プロファイルテス

トを用いた飼養管理マニュアル」に

基づき、代謝プロファイルに関する

技術を用いた繁殖雌牛の飼養管理

に関する講習会等を技術指導者等

を対象として３回開催した。 

また、団体等が開催する講習会等

の講師派遣依頼に対応した。 

講習会の開催に当たっては、事前

に講師とメールや電話等で講習内

容を検討し、質疑応答の時間を十分

設けるなどしてわかりやすい内容

になるよう努めた結果、講習会の理

解度については、参加者８１名のう

ち７１名（８８％）が「よく理解」

又は「ほぼ理解」と回答した。 

＜評定と根拠＞ 
「B 」 

根拠： 
①鳥取牧場が作成した「多頭飼養における黒毛和種繁

殖雌牛生産性向上のための代謝プロファイルテストを

用いた飼養管理マニュアル」に基づき、代謝プロファ

イルに関する技術を用いた繁殖雌牛の飼養管理に関す

る講習会等について、技術指導者等を対象として３回

開催した。 

②また、団体等が開催する講習会等の講師派遣依頼に

対応し、代謝プロファイルに関する講義を９回行った。 

③講習会の開催に当たっては、事前に講師とメールや

電話等で講習内容を検討し、質疑応答の時間を十分設

けるなどしてわかりやすい内容になるよう努めた結

果、講習会の理解度については、参加者８１名のうち

７１名（８８％）が「よく理解」又は「ほぼ理解」と

回答した。 

評

定 
B 

＜評定に至った理由＞ 
 代謝プロファイルテ

ストに関する技術を用

いた繁殖雌牛の飼養管

理に関する講習会等に

ついて計画の１回を大

きく上回る３回開催。ま

た、参加者の理解度は目

標値を上回る 88％であ

ったことから「B」評定

とした。 
 

４．その他参考情報 
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１．当事務及び事業に関する基本情報 
第１-１-（４）-ア-（イ） 第 1 業務の質の向上 １ 家畜の視点での基盤強化のための家畜改良及び飼養管理の改善等 （４）飼養管理の改善等への取組 ア 肉用牛繁殖雌牛の増頭対策の支援 

（イ）代謝プロファイルテストに関する普及体制の整備 
業務に関連する政策・施

策 
食料・農業・農村基本計画、家畜改良増殖目標、酪農及び肉用牛生

産の近代化を図るための基本方針 
当該事業実施に係る根拠 独立行政法人家畜改良センター法第１１条第１項第５号 

 
当該項目の重要度、難易

度 
 関連する政策評価・行政事業

レビュー 
行政事業レビューシート事業番号：０１３４ 
 

 
２．主要な経年データ 
 ①主要なアウトプット（アウトカム）情報   ②主要なインプット情報（人員に関する情報、法人全体）注 

指標等 達成目標 基準値 X１年度 X２年度 X３年度 X４年度 X５年度   H28 年度 H29 年度 H30 年度 H31 年度 H32 年度 
         予算額（千円） 311,851 308,979    

 決算額（千円） 277,776 260,578    

 経常費用（千円） 279,537 261,220    

 経常利益（千円） 219,758 221,552    

 行政ｻｰﾋﾞｽ実施ｺｽﾄ（千円） 267,767 244,397    

従事人員数 954 961    

 （うち常勤職員） 737 737    
注：業務ごとに算出していないため、法人全体の人員を掲載 

３．各事業年度の業務に係る目標、計画、業務実績、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 
 中期目標 中期計画 年度計画 主な評価指標 法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 
   （イ）代謝プロファイルテスト

に関する普及体制の整備 
（ア）の取組を強化するため、

普及用マニュアルを用いてセ

ンター職員を対象とした技術

研修を実施する。 
 なお、技術研修の実施に当た

っては、ネット会議システムを

活用するなど、効率的な実施に

努める。 

Ｓ：計画を大きく上回り、かつ顕

著な成果が得られた。 
Ａ：計画を上回る成果が得られ

た。 
Ｂ：計画どおり順調に実施され

た。 
Ｃ：計画どおり実施されず改善を 
要する。 

Ｄ：計画どおり実施されず当該業

務の廃止を含めた抜本的な改

善が必要と認められる。 
  

＜主要な業務実績＞ 
（ア）の取組を強化するため、

センター内における当該技術の

普及・定着を図ることを目的に、

センター職員を対象とした技術

研修をネット会議システムを活

用して行い、計画どおりに実施

した。 

＜評定と根拠＞ 
「B 」 

根拠： 
・計画どおり実施した。 
 

評定 B 
＜評定に至った理由＞ 
 代謝プロファイルテストに関する普及体制

の整備のため、計画どおり普及マニュアルの

作成やセンター内での技術研修を行ったこと

から「B」評定とした。 

 
４．その他参考情報 
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１．当事務及び事業に関する基本情報 
第１-１-（４）-ア-（ウ） 第 1 業務の質の向上 １ 家畜の視点での基盤強化のための家畜改良及び飼養管理の改善等 （４）飼養管理の改善等への取組 ア 肉用牛繁殖雌牛の増頭対策の支援 

（ウ）肉用牛超音波画像診断技術に関する講習会等の実施 
業務に関連する政策・施

策 
食料・農業・農村基本計画、家畜改良増殖目標、酪農及び肉用牛生

産の近代化を図るための基本方針 
当該事業実施に係る根拠 独立行政法人家畜改良センター法第１１条第１項第５号 

 
当該項目の重要度、難易

度 
 関連する政策評価・行政事業

レビュー 
行政事業レビューシート事業番号：０１３４ 
 

 
２．主要な経年データ 
 ①主要なアウトプット（アウトカム）情報   ②主要なインプット情報（人員に関する情報、法人全体）注 

指標等 達成目標 基準値 H28 年度 H29 年度 H30 年度 H31 年度 H32 年度   H28 年度 H29 年度 H30 年度 H31 年度 H32 年度 
講習会の開

催 
 
 

 
１回以上 
 

  
４回 

 
３回 

    予算額（千円） 311,851 308,979    

 決算額（千円） 277,776 260,578    

 経常費用（千円） 
279,537 261,220    

講習会にお

ける講習内

容の理解度 

 
８０％以上 
 

 
 
１００％ 

 
 
１００％ 

    経常利益（千円） 219,758 221,552    

 行政ｻｰﾋﾞｽ実施ｺｽﾄ（千円） 267,767 244,397    

従事人員数 954 961    

 （うち常勤職員） 737 737    
注：業務ごとに算出していないため、法人全体の人員を掲載 

３．各事業年度の業務に係る目標、計画、業務実績、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 
 中期目標 中期計画 年度計画 主な評価指標 法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 
   （ウ）肉用牛超音波画像診断技

術に関する講習会等の実施 
肉用牛の受胎率向上に資す

る牛超音波画像診断技術に関

する講習会等について、技術指

導者等を対象として１回以上

開催する。 
 なお、講習会の開催に当たっ

ては、質疑応答等により参加者

の講習内容の理解度を把握す

ること、実技講習のための教材

を十分準備すること等により、

講習内容の理解度の向上に努

め、理解度が 80％以上となる

よう取り組む。 

指標＝講習内容の理解度 
Ｓ：計画の１２０％以上で

あり、かつ、特に優れた

成果が認められる 
Ａ：計画の１２０％以上 
Ｂ：計画の１００％以上、

１２０％未満 
Ｃ：計画の８０％以上、１

００％未満 
Ｄ：計画の８０％未満、又

は業務運営の改善等必

要な措置が必要と認め

られる 
  

＜主要な業務実績＞ 
肉用牛の受胎率向上に資する

牛超音波画像診断技術に関する

講習会等について、技術指導者

等を対象として講習会を３回開

催した。 

なお、講習会の開催に当たっ

ては、講師と講習内容や時間配

分の調整を行い、質疑応答の時

間を十分設けるなどしてわかり

やすい内容になるよう努めた結

果、講習会の理解度については、

参加者４８名全員（１００％）

が「よく理解」又は「ほぼ理解」

と回答した。 

＜評定と根拠＞ 
「B 」 

根拠： 
① 妊娠診断や胎子の性判別等を内容とする

牛超音波画像診断技術に関する講習会等

を３回開催した。講習会の開催に当たっ

ては、講師と講習内容や時間配分の調整

を行い、質疑応答の時間を十分設けるな

どしてわかりやすい内容になるよう努め

た。 
② なお、講習会の理解度については、参加

者４８名全員（１００％）が「よく理解」

又は「ほぼ理解」と回答した。 
③ 牛超音波画像診断技術に関する個別研修

を４回受け入れ、計４名の受講者があっ

た。 

評定 Ｂ 
＜評定に至った理由＞ 
 超音波画像診断技術に関する

講習会等について計画の１回を

上回る３回開催し、参加者の理

解度についても目標値の 80％を

上回る 100％（計画の 125%）で

あったが、過去の実績やセンタ

ーの実力を踏まえれば容易に達

成できる計画と思料されること

から「Ｂ」評定とした。 

 
４．その他参考情報 
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１．当事務及び事業に関する基本情報 
第１-１-（４）-ア-（エ） 第 1 業務の質の向上 １ 家畜の視点での基盤強化のための家畜改良及び飼養管理の改善等 （４）飼養管理の改善等への取組 ア 肉用牛繁殖雌牛の増頭対策の支援 

（エ）放牧を活用した繁殖雌牛の管理に関する講習会等の実施 
業務に関連する政策・施

策 
食料・農業・農村基本計画、家畜改良増殖目標、酪農及び肉用牛生

産の近代化を図るための基本方針 
当該事業実施に係る根拠 独立行政法人家畜改良センター法第１１条第１項第５号 

 
当該項目の重要度、難易

度 
 関連する政策評価・行政事業

レビュー 
行政事業レビューシート事業番号：０１３４ 
 

 
２．主要な経年データ 
 ①主要なアウトプット（アウトカム）情報   ②主要なインプット情報（人員に関する情報、法人全体）注 

指標等 達成目標 基準値 H28 年度 H29 年度 H30 年度 H31 年度 H32 年度   H28 年度 H29 年度 H30 年度 H31 年度 H32 年度 
講習会の開

催 
 

 
１回以上 
 

  
２回 
 

 
２回 
 

    予算額（千円） 311,851 308,979    

 決算額（千円） 277,776 260,578    

 経常費用（千円） 279,537 261,220    

講習会にお

ける講習内

容の理解度 

 
８０％以上 

 
 
８８％ 

 
 
９５％ 

    経常利益（千円） 219,758 221,552    

 行政ｻｰﾋﾞｽ実施ｺｽﾄ（千円） 267,767 244,397    

従事人員数 954 961    

 （うち常勤職員） 737 737    
注：業務ごとに算出していないため、法人全体の人員を掲載 

３．各事業年度の業務に係る目標、計画、業務実績、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 
 中期目標 中期計画 年度計画 主な評価指標 法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 
   （エ）放牧を活用した繁

殖雌牛の管理に関する講

習会等の実施 
放牧を活用した繁殖雌

牛の飼養管理に関する講

習会等について、技術指

導者等を対象として１回

以上開催する。 
 なお、講習会の開催に

当たっては、質疑応答等

により参加者の講習内容

の理解度を把握するこ

と、実技講習のための教

材を十分準備すること等

により、講習内容の理解

度の向上に努め、理解度

が80％以上となるよう取

り組む。 

指標＝講習内容の理解度 
Ｓ：計画の１２０％以上で

あり、かつ、特に優れた

成果が認められる 
Ａ：計画の１２０％以上 
Ｂ：計画の１００％以上、

１２０％未満 
Ｃ：計画の８０％以上、１

００％未満 
Ｄ：計画の８０％未満、又

は業務運営の改善等必

要な措置が必要と認め

られる 
  

＜主要な業務実績＞ 
放牧を活用した繁殖雌牛の飼

養管理に関する講習会等につい

て技術指導者等を対象として２

回開催した。 

なお、講習会の理解度について

は、講習会の開催に当たって質疑

応答の時間を十分設ける、実物の

電気牧柵を用いた実習を取り入

れるなどした結果、アンケートへ

の回答者４０名のうち３８名（９

５％）が「よく理解」又は「ほぼ

理解」と回答した。 

 

 

＜評定と根拠＞ 
「B 」 

根拠： 
① 本所において、ＩＣＴ技術の放牧への活用の課題、耕

作放棄地を活用した繁殖和牛放牧への取組、ニュージ

ーランドにおける放牧を活用した飼養管理を内容とす

る講習会を開催した。講習会の開催に当たっては、理

解を深めるよう質疑応答の時間を十分に確保した。 

② 宮崎牧場（熊本牧場と共催）において、高張力線電気

牧柵を用いた放牧の取組事例や設置方法、バヒアグラ

スやトールフェスクの利用方法に関する講習会を開催

した。開催に当たっては、実物の電気牧柵を用いた実

習を行い、理解度が深まるよう考慮した。 
③ なお、講習会の理解度については、受講者４８名の中

でアンケートへの回答者４０名のうち３８名（９５％）

が「よく理解」又は「ほぼ理解」と回答した。 

評定 B 
＜評定に至った理由＞ 
 放牧を活用した繁殖

雌牛の飼養管理に関す

る講習会等について計

画の１回を上回る２回

開催し、参加者の理解

度についても目標値の

80％を上回る 95％で

あったことから「B」評

定とした。 

 
４．その他参考情報 
 



26 
 

１．当事務及び事業に関する基本情報 
第１-１-（４）-イ 第 1 業務の質の向上 １ 家畜の視点での基盤強化のための家畜改良及び飼養管理の改善等 （４）飼養管理の改善等への取組 イ 生乳生産基盤強化対策の支援 
業務に関連する政策・施

策 
食料・農業・農村基本計画、家畜改良増殖目標、酪農及び肉用牛生

産の近代化を図るための基本方針 
当該事業実施に係る根拠 独立行政法人家畜改良センター法第１１条第１項第１号、第２号 

家畜改良増殖法第３条の４ 
当該項目の重要度、難易

度 
 関連する政策評価・行政事業

レビュー 
行政事業レビューシート事業番号：０１３４ 
行政事業レビューシート事業番号：０１３９ 

 
２．主要な経年データ 
 ①主要なアウトプット（アウトカム）情報   ②主要なインプット情報（人員に関する情報、法人全体）注 

指標等 達成目標 基準値 X１年度 X２年度 X３年度 X４年度 X５年度    H28 年度 H29 年度 H30 年度 H31 年度 H32 年度 
  

 
        予算額（千円） 311,851 308,979    

 決算額（千円） 277,776 260,578    

 経常費用（千円） 279,537 261,220    

 経常利益（千円） 219,758 221,552    

 行政ｻｰﾋﾞｽ実施ｺｽﾄ（千円） 267,767 244,397    

従事人員数 954 961    

 （うち常勤職員） 737 737    
注：業務ごとに算出していないため、法人全体の人員を掲載 

３．各事業年度の業務に係る目標、計画、業務実績、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 
 中期目標 中期計画 年度計画 主な評価指標 法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 
 イ 生乳生産基盤強化対策

の支援 
生乳生産基盤強化対策を

支援するため、農場ＨＡＣＣ

Ｐや乳用牛の受胎率向上等

に関する技術講習会等を行

う。また、労働負担の軽減を

図るため、搾乳ロボット等の

省力化機械を活用した飼養

管理技術に関する情報の収

集及び発信を行う。 
〈以下略〉 

イ 生乳生産基盤強化対策の支援 
 生乳生産基盤強化対策を支援するた

め、農場ＨＡＣＣＰ認証農場である岩手

牧場における取組を踏まえた高度な農

場管理技術及び乳用牛の受胎率向上に

資する牛超音波画像診断技術に関する

講習会等を毎年度、２回程度開催する。

また、労働負担の軽減を図るため、搾乳

ロボット等の省力化機械を活用した飼

養管理技術に関する情報を収集し、高泌

乳能力牛における搾乳ロボットの活用

の際の留意点等の情報発信を行う。 
 なお、講習会の開催に当たっては、質

疑応答等により参加者の講習内容の理

解度を把握すること、実技講習のための

教材を十分準備すること等により、講習

内容の理解度の向上に努め、理解度が

80％以上となるよう取り組む。 
〈以下略〉 

イ 生乳生産基盤強

化対策の支援 
 〈以下略〉 

 指標＝「微項目の項目数

×２」（満点）に対する「各

微項目の点数の合計値」

（合計点）の比率 
 各微項目の評価点数の

区分は以下のとおりとす

る。 
  Ｓ評価：４点、Ａ評価：

３点、Ｂ評価：２点、Ｃ評

価：１点、Ｄ評価：０点 
 
Ａ：満点×１２/１０≦合計

点 
Ｂ：満点×８/１０≦合計点

＜満点×１２/１０ 
Ｃ：満点×５/１０≦合計点

＜満点×８/１０ 
Ｄ：合計点≦満点×５／１

０ 

△高度な農場管理技術に関する講習

会等の実施       2/2(B) 
△乳用牛超音波画像診断技術に関す

る講習会等の実施     2/2(B) 
△搾乳ロボット等の省力化機械を活 
用した飼養管理技術の情報収集等

2/2(B) 
 

＜評定と根拠＞ 
「B 」 

満点：６Ｐ(微項目３×

２Ｐ) 
合計：６Ｐ 
６Ｐ／６Ｐ＝１.０ 
(１０/１０) 

評定 B 
＜評定に至った理由＞ 
 以下のとおり、下位の評価

項目である微項目の合計点が

B 評定の判定基準内(満点×

8/10≦合計点＜満点×12/10)
であったため。 
満点：6 点（微項目 3×2 点） 
合計点：6 点 =(2 点×3) 
6 点／6 点= 1.0 
 
△高度な農場管理技術に関する講

習会等の実施      2 点(B) 
△乳用牛超音波画像診断技術に関

する講習会等の実施  2 点(B) 
△搾乳ロボット等の省力化機械を

活用した飼養管理技術の情報収

集等                 2 点(B) 

 
４．その他参考情報 
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１．当事務及び事業に関する基本情報 
第１-１-（４）-イ-（ア） 第 1 業務の質の向上 １ 家畜の視点での基盤強化のための家畜改良及び飼養管理の改善等 （４）飼養管理の改善等への取組 イ 生乳生産基盤強化対策の支援 

（ア）高度な農場管理技術に関する講習会等の実施 
業務に関連する政策・施

策 
食料・農業・農村基本計画、家畜改良増殖目標、酪農及び肉用牛生

産の近代化を図るための基本方針 
当該事業実施に係る根拠 独立行政法人家畜改良センター法第１１条第１項第５号 

 
当該項目の重要度、難易

度 
 関連する政策評価・行政事業

レビュー 
行政事業レビューシート事業番号：０１３４ 
 

 
２．主要な経年データ 
 ①主要なアウトプット（アウトカム）情報   ②主要なインプット情報（人員に関する情報、法人全体）注 

指標等 達成目標 基準値 H28 年度 H29 年度 H30 年度 H31 年度 H32 年度   H28 年度 H29 年度 H30 年度 H31 年度 H32 年度 
講習会の開

催 
 
 

 

 

１回以上 

  

 

１回 

 

 

１回 

    予算額（千円） 311,851 308,979    

 決算額（千円） 277,776 260,578    

 経常費用（千円） 
279,537 261,220    

 
講習会にお

ける講習内

容の理解度 

 

 

８０％以

上 

 

 

１００％ 

 

 

９２％ 

    経常利益（千円） 219,758 221,552    

 行政ｻｰﾋﾞｽ実施ｺｽﾄ（千円） 267,767 244,397    

従事人員数 954 961    

 （うち常勤職員） 737 737    
注：業務ごとに算出していないため、法人全体の人員を掲載 

３．各事業年度の業務に係る目標、計画、業務実績、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 
 中期目標 中期計画 年度計画 主な評価指標 法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 
   （ア）高度な農場管理技術に関す

る講習会等の実施 
農場ＨＡＣＣＰ認証農場である

岩手牧場における取組等を踏まえ

た高度な農場管理技術に関する講

習会等について、技術指導者等を

対象として１回以上開催する。 
 なお、講習会の開催に当たって

は、質疑応答等により参加者の講

習内容の理解度を把握すること、

実技講習のための教材を十分準備

すること等により、講習内容の理

解度の向上に努め、理解度が 80％
以上となるよう取り組む。 

指標＝講習内容の理解度 
Ｓ：計画の１２０％以上

であり、かつ、特に優

れた成果が認められる 
Ａ：計画の１２０％以上 
Ｂ：計画の１００％以上、

１２０％未満 
Ｃ：計画の８０％以上、

１００％未満 
Ｄ：計画の８０％未満、

又は業務運営の改善等

必要な措置が必要と認

められる 
 

＜主要な業務実績＞ 
農場ＨＡＣＣＰ認証農場である岩手

牧場における取組等を踏まえた高度な

農場管理技術に関する講習会について、

技術指導者等を対象として１回開催し

た。 

なお、講義の際には、ＨＡＣＣＰ農場

の審査を担当している講師から、農場Ｈ

ＡＣＣＰ導入のメリットを図表等を用

いてわかりやすく説明を行うなどによ

り、講習会の理解度については、参加者

１２名中１１名が（９２％）が「よく理

解」又は「ほぼ理解」と回答した。 

 

 

＜評定と根拠＞ 
「B 」 

根拠： 
① 新冠牧場において、家畜保健衛生所や畜産関

係機関の職員を対象として、ＨＡＣＣＰに関する

講習会を行った。 

② 講義の際には、ＨＡＣＣＰ農場の審査を担当

している講師から、農場ＨＡＣＣＰを活用した農

場管理について、農場ＨＡＣＣＰを導入すること

でより安全性の高い畜産物生産への取組や作業

の効率化が図れることを図表等を用いてわかり

やすく説明を行うなどにより、講習会の理解度に

ついては、参加者１２名中１１名が（９２％）が

「よく理解」又は「ほぼ理解」と回答した。 
 

評定 B 
＜評定に至った理由＞ 
岩手牧場の取組等を踏

まえた高度な農場管理技

術に関する講習会等につ

いて、計画どおり１回開催

し、参加者の理解度につい

ても目標値の 80％を上回

る 92％であったことから

「B」評定とした。 

 
４．その他参考情報 
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１．当事務及び事業に関する基本情報 
第１-１-（４）-イ-（イ） 第 1 業務の質の向上 １ 家畜の視点での基盤強化のための家畜改良及び飼養管理の改善等 （４）飼養管理の改善等への取組 イ 生乳生産基盤強化対策の支援 

（イ）乳用牛超音波画像診断技術に関する講習会等の実施 
業務に関連する政策・施

策 
食料・農業・農村基本計画、家畜改良増殖目標、酪農及び肉用牛生

産の近代化を図るための基本方針 
当該事業実施に係る根拠 独立行政法人家畜改良センター法第１１条第１項第５号 

 
当該項目の重要度、難易

度 
 関連する政策評価・行政事業

レビュー 
行政事業レビューシート事業番号：０１３４ 
 

 
２．主要な経年データ 
 ①主要なアウトプット（アウトカム）情報   ②主要なインプット情報（人員に関する情報、法人全体）注 

指標等 達成目標 基準値 H28 年度 H29 年度 H30 年度 H31 年度 H32 年度   H28 年度 H29 年度 H30 年度 H31 年度 H32 年度 
講習会の開

催 
 
 

 
１回以上 
 

  
１回 
 

 
１回 
 

    予算額（千円） 311,851 308,979    

 決算額（千円） 277,776 260,578    

 経常費用（千円） 
279,537 261,220    

講習会にお

ける講習内

容の理解度 

 
８０％以上 

 
 
８６％ 

 
 
１００％ 

    経常利益（千円） 219,758 221,552    

 行政ｻｰﾋﾞｽ実施ｺｽﾄ（千円） 267,767 244,397    

従事人員数 954 961    

 （うち常勤職員） 737 737    
注：業務ごとに算出していないため、法人全体の人員を掲載 

３．各事業年度の業務に係る目標、計画、業務実績、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 
 中期目標 中期計画 年度計画 主な評価指標 法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 
   （イ）乳用牛超音波画像診断技

術に関する講習会等の実施 
乳用牛の受胎率向上等に資

する牛超音波画像診断技術に

関する講習会等について、生産

者への技術指導者等を対象と

して、１回以上開催する。 
 なお、講習会の開催に当たっ

ては、質疑応答等により参加者

の講習内容の理解度を把握す

ること、実技講習のための教材

を十分準備すること等により、

講習内容の理解度の向上に努

め、理解度が 80％以上となる

よう取り組む。 

指標＝講習内容の理解度 
Ｓ：計画の１２０％以上

であり、かつ、特に優

れた成果が認められる 
Ａ：計画の１２０％以上 
Ｂ：計画の１００％以上、

１２０％未満 
Ｃ：計画の８０％以上、

１００％未満 
Ｄ：計画の８０％未満、

又は業務運営の改善等

必要な措置が必要と認

められる 
 

＜主要な業務実績＞ 
乳用牛の受胎率向上等に資する牛超

音波画像診断技術に関する講習会につ

いて、生産者への技術指導者等を対象

として、１回開催した。 

なお、開催に当たっては、超音波画

像をふんだんに用い、質疑応答の時間

を十分設けるなどした結果、講習会の

理解度については、アンケートへの回

答者１３名全員（１００％）が「よく

理解」又は「ほぼ理解」と回答した。 

＜評定と根拠＞ 
「B 」 

根拠： 
① 新冠牧場において、農業共済の獣医師、

農協職員および生産者等を対象として、超音

波画像診断装置を用いた分娩後のフレッシ

ュチェック、早期妊娠診断、胎子性判別等牛

超音波画像診断に関する講習会を行った。 

② 開催に当たっては、超音波画像をふんだ

んに用い、質疑応答の時間を十分設けるなど

した結果、講習会の理解度については、参加

者１８名のうちアンケートを回収した１３

名全員（１００％）が「よく理解」又は「ほ

ぼ理解」と回答した。 
 
 

評定 B 
＜評定に至った理由＞ 
 乳用牛の受胎率向上等に資

する牛超音波画像診断技術に

関する講習会について、計画

どおり１回開催し、参加者の

理解度についても目標値の

80％を上回る 100％（計画の

125％）であったが、過去の実

績やセンターの実力を踏まえ

れば容易に達成できる計画と

思料されることから「B」評定

とした。 

 
４．その他参考情報 
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１．当事務及び事業に関する基本情報 
第１-１-（４）-イ-（ウ） 第 1 業務の質の向上 １ 家畜の視点での基盤強化のための家畜改良及び飼養管理の改善等 （４）飼養管理の改善等への取組 イ 生乳生産基盤強化対策の支援 

（ウ）搾乳ロボット等の省力化機械を活用した飼養管理技術の情報収集等 
業務に関連する政策・施

策 
食料・農業・農村基本計画、家畜改良増殖目標、酪農及び肉用牛生

産の近代化を図るための基本方針 
当該事業実施に係る根拠 独立行政法人家畜改良センター法第１１条第１項第１号、第２号 

家畜改良増殖法第３条の４ 
当該項目の重要度、難易

度 
 関連する政策評価・行政事業

レビュー 
行政事業レビューシート事業番号：０１３４ 
行政事業レビューシート事業番号：０１３９ 

 
２．主要な経年データ 
 ①主要なアウトプット（アウトカム）情報   ②主要なインプット情報（人員に関する情報、法人全体）注 

指標等 達成目標 基準値 X１年度 X２年度 X３年度 X４年度 X５年度   H28 年度 H29 年度 H30 年度 H31 年度 H32 年度 
         予算額（千円） 311,851 308,979    

 決算額（千円） 277,776 260,578    

 経常費用（千円） 279,537 261,220    

 経常利益（千円） 219,758 221,552    

 行政ｻｰﾋﾞｽ実施ｺｽﾄ（千円） 267,767 244,397    

従事人員数 954 961    

 （うち常勤職員） 737 737    
注：業務ごとに算出していないため、法人全体の人員を掲載 

３．各事業年度の業務に係る目標、計画、業務実績、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 
 中期目標 中期計画 年度計画 主な評価指標 法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 
   （ウ）搾乳ロボット等

の省力化機械を活用し

た飼養管理技術の情報

収集等 
労働負担の軽減を図

るため、搾乳ロボット

等の省力化機械を活用

した飼養管理技術に関

する情報を収集し、高

泌乳能力牛における搾

乳ロボットの活用の際

の留意点の情報につい

て、ホームページ等を

通じて発信する。 

Ｓ：計画を大きく上回り、かつ顕

著な成果が得られた。 
Ａ：計画を上回る成果が得られた。 
Ｂ：計画どおり順調に実施された。 
Ｃ：計画どおり実施されず改善を

要する。 
Ｄ：計画どおり実施されず当該業

務の廃止を含めた抜本的な改

善が必要と認められる。 
  

＜主要な業務実績＞ 
搾乳ロボット等の省力化機械

を活用した飼養管理技術に関す

る情報収集を行うとともに、搾

乳ロボットに不適合な牛の特徴

など搾乳ロボット活用の際の留

意点等の情報をホームページに

掲載したり外部機関開催の検討

会で紹介するなど、計画どおり

実施した。 

＜評定と根拠＞ 
「B 」 

根拠： 
・計画どおり実施した。 

評定 B 
＜評定に至った理由＞ 
 計画どおり、搾乳ロボット等の省

力化機械を活用した飼養管理技術

に関する情報収集を実施したこと

から「B」評定とした。 

 
４．その他参考情報 
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１．当事務及び事業に関する基本情報 
第１-１-（４）-ウ 第 1 業務の質の向上 １ 家畜の視点での基盤強化のための家畜改良及び飼養管理の改善等 （４）飼養管理の改善等への取組  

ウ 家畜防疫の強化及び衛生管理の改善等への取組 
業務に関連する政策・施

策 
食料・農業・農村基本計画、家畜改良増殖目標 当該事業実施に係る根拠 独立行政法人家畜改良センター法第１１条第１項第１号、第２号 

家畜改良増殖法第３条の４ 
当該項目の重要度、難易

度 
 関連する政策評価・行政事業

レビュー 
行政事業レビューシート事業番号：０１３４ 
行政事業レビューシート事業番号：０１３９ 

 
２．主要な経年データ 
 ①主要なアウトプット（アウトカム）情報   ②主要なインプット情報（人員に関する情報、法人全体）注 

指標等 達成目標 基準値 X１年度 X２年度 X３年度 X４年度 X５年度   H28 年度 H29 年度 H30 年度 H31 年度 H32 年度 
         予算額（千円） 311,851 308,979    

 決算額（千円） 277,776 260,578    

 経常費用（千円） 279,537 261,220    

 経常利益（千円） 219,758 221,552    

 行政ｻｰﾋﾞｽ実施ｺｽﾄ（千円） 267,767 244,397    

従事人員数 954 961    

 （うち常勤職員） 737 737    
注：業務ごとに算出していないため、法人全体の人員を掲載 

３．各事業年度の業務に係る目標、計画、業務実績、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 
 中期目標 中期計画 年度計画 主な評価指標 法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 
 ウ 家畜防疫の強化及び衛

生管理の改善等への取組 
センター内における家畜

防疫を強化し、種畜等の安定

的な供給体制を確保すると

ともに、自主検査による早期

の摘発及び的確な初動対応

によりまん延の防止に努め

る。また、国や都道府県が行

う防疫演習への参加・協力、

国や大学が行う調査研究へ

の協力等に取り組みつつ、国

内の大規模・集約的な家畜飼

養における衛生管理の改善

等に資するノウハウ等につ

いて、広く情報を提供する。 
〈以下略〉 

ウ 家畜防疫の強化及び衛生

管理の改善等への取組 
センター内における家畜防

疫を強化し、種畜等の安定的

な供給体制を確保するととも

に、家畜の伝染性疾病の発生

の予防、自主検査による早期

の摘発及び的確な初動対応に

よりまん延の防止に努める。

また、国や都道府県が行う防

疫演習への参加・協力、国や

大学が行う調査研究への協力

等に取り組みつつ、国内の大

規模・集約的な家畜飼養にお

ける衛生管理の改善等に資す

るノウハウ等について、広く

情報を提供するため、次の取

組を行う。〈以下略〉 

ウ 家畜防疫の強化

及び衛生管理の改善

等への取組 
 

 指標＝「微項目の項目数×２」（満点）

に対する「各微項目の点数の合計値」

（合計点）の比率 
 各微項目の評価点数の区分は以下の

とおりとする。 
  Ｓ評価：４点、Ａ評価：３点、Ｂ評

価：２点、Ｃ評価：１点、Ｄ評価：０

点 
 
Ａ：満点×１２/１０≦合計点 
Ｂ：満点×８/１０≦合計点＜満点×１

２/１０ 
Ｃ：満点×５/１０≦合計点＜満点×８

/１０ 
Ｄ：合計点≦満点×５／１０ 

△防疫対策強化のための情報収集等           

2/2(B) 
△防疫対策の自己点検の実施 

      2/2(B) 
△計画的な防疫業務の実施 

          2/2(B) 
△国・都道府県の防疫演習への参加 

  2/2(B) 
△国・大学等の調査・研究への協力 

  2/2(B) 
△衛生管理の改善等に関する情報 
提供          2/2(B) 

 

＜評定と根拠＞ 
「B 」 

満点：１２Ｐ(微項目６×

２Ｐ) 
合計：１２Ｐ 
１２Ｐ／１２Ｐ＝１.０ 
(１０/１０) 

評定 B 
＜評定に至った理由＞ 
以下のとおり、下位の評価項目

である微項目の合計点が B 評定

の判定基準内(満点×8/10≦合計

点＜満点×12/10)であったため。 
満点：12 点（微項目 6×2 点） 
合計点：12 点 =(2 点×6) 
12 点／12 点= 1.0 
△防疫対策強化のための情報収

集等          2 点(B) 
△防疫対策の自己点検 2 点(B) 
△計画的な防疫業務   2 点(B) 
△国・都道府県等の防疫演習へ  

の参加       2 点(B) 
△国・大学等の調査・研究への協

力         2 点(B) 
△衛生管理の改善等に関する情

報提供            2 点(B) 

４．その他参考情報 
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１．当事務及び事業に関する基本情報 
第１-１-（４）-ウ-（ア） 第 1 業務の質の向上 １ 家畜の視点での基盤強化のための家畜改良及び飼養管理の改善等 （４）飼養管理の改善等への取組  

ウ 家畜防疫の強化及び衛生管理の改善等への取組 （ア）防疫対策強化のための情報収集等 
業務に関連する政策・施

策 
食料・農業・農村基本計画、家畜改良増殖目標 当該事業実施に係る根拠 独立行政法人家畜改良センター法第１１条第１項第１号 

家畜改良増殖法第３条の４ 
当該項目の重要度、難易

度 
 関連する政策評価・行政事業

レビュー 
行政事業レビューシート事業番号：０１３４ 
行政事業レビューシート事業番号：０１３９ 

 
２．主要な経年データ 
 ①主要なアウトプット（アウトカム）情報   ②主要なインプット情報（人員に関する情報、法人全体）注 

指標等 達成目標 基準値 X１年度 X２年度 X３年度 X４年度 X５年度   H28 年度 H29 年度 H30 年度 H31 年度 H32 年度 
         予算額（千円） 311,851 308,979    

 決算額（千円） 277,776 260,578    

 経常費用（千円） 279,537 261,220    

 経常利益（千円） 219,758 221,552    

 行政ｻｰﾋﾞｽ実施ｺｽﾄ（千円） 267,767 244,397    

従事人員数 954 961    

 （うち常勤職員） 737 737    
注：業務ごとに算出していないため、法人全体の人員を掲載 

３．各事業年度の業務に係る目標、計画、業務実績、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 
 中期目標 中期計画 年度計画 主な評価指標 法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 
  （ア）家畜防疫の強化への取組 

国内外における家畜の伝染性疾

病の発生状況や最新の検査技術等

に関する情報収集に努め、防疫対策

の不断の見直しを行うとともに、発

生の予防、早期摘発及びまん延防止

に向けた取組を強化する。このた

め、家畜伝染性疾病の予防や自主検

査について年度計画を作成し、実施

するとともに、初動対応を含む衛生

管理に関する規程の見直し及び整

備並びに防疫対策の自己点検を行

う。 

（ア）防疫対策強化のための情

報収集等 
会議への出席等により国内

外における家畜の伝染性疾病

の発生状況や最新の検査技術

等に関する情報を収集し、防疫

対策の見直しに活用する。 

Ｓ：計画を大きく上回り、かつ

顕著な成果が得られた。 
Ａ：計画を上回る成果が得られ

た。 
Ｂ：計画どおり順調に実施され

た。 
Ｃ：計画どおり実施されず改善

を要する。 
Ｄ：計画どおり実施されず当該

業務の廃止を含めた抜本的

な改善が必要と認められる。 

＜主要な業務実績＞ 

会議への出席等により国内外に

おける家畜伝染性疾病の発生状況

や最新の検査技術等に関する情報

を収集し、家畜伝染性疾病に対応す

るための防疫措置の発動や防疫マ

ニュアルの改定等の防疫対策の見

直しに活用した。 

＜評定と根拠＞ 
「B 」 

根拠： 
・計画どおり実施した。 
 

評定 B 
＜評定に至った理由＞ 

 計画どおり、会議への出席

等により家畜伝染性疾病の

発生状況や最新の検査技術

等に関する情報収集を実施

し、防疫対策の見直しに活用

したことから「B」評定とし

た。 

 
４．その他参考情報 
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１．当事務及び事業に関する基本情報 
第１-１-（４）-ウ-（イ） 第 1 業務の質の向上 １ 家畜の視点での基盤強化のための家畜改良及び飼養管理の改善等 （４）飼養管理の改善等への取組  

ウ 家畜防疫の強化及び衛生管理の改善等への取組 （イ）防疫対策の自己点検の実施 
業務に関連する政策・施

策 
食料・農業・農村基本計画、家畜改良増殖目標 当該事業実施に係る根拠 独立行政法人家畜改良センター法第１１条第１項第１号 

家畜改良増殖法第３条の４ 
当該項目の重要度、難易

度 
 関連する政策評価・行政事業

レビュー 
行政事業レビューシート事業番号：０１３４ 
行政事業レビューシート事業番号：０１３９ 

 
２．主要な経年データ 
 ①主要なアウトプット（アウトカム）情報   ②主要なインプット情報（人員に関する情報、法人全体）注 

指標等 達成目標 基準値 X１年度 X２年度 X３年度 X４年度 X５年度   H28 年度 H29 年度 H30 年度 H31 年度 H32 年度 
         予算額（千円） 311,851 308,979    

 決算額（千円） 277,776 260,578    

 経常費用（千円） 279,537 261,220    

 経常利益（千円） 219,758 221,552    

 行政ｻｰﾋﾞｽ実施ｺｽﾄ（千円） 267,767 244,397    

従事人員数 954 961    

 （うち常勤職員） 737 737    
注：業務ごとに算出していないため、法人全体の人員を掲載 

３．各事業年度の業務に係る目標、計画、業務実績、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 
 中期目標 中期計画 年度計画 主な評価指標 法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 
   （イ）防疫対策の

自己点検の実施 
ヨーネ病防疫対

策強化等のこれま

での取組を踏まえ

て重点項目を設定

した上で防疫対策

の自己点検を行

い、ＰＤＣＡサイ

クルに基づく防疫

対策の不断の見直

しを行う。 

Ｓ：計画を大きく上回り、か 

つ顕著な成果が得られた。 
Ａ：計画を上回る成果が得られ

た。 
Ｂ：計画どおり順調に実施され

た。 
Ｃ：計画どおり実施されず改善

を要する。 
Ｄ：計画どおり実施されず当該

業務の廃止を含めた抜本的

な改善が必要と認められる。 

＜主要な業務実績＞ 
ヨーネ病防疫対策強化等の

これまでの取組を踏まえて重

点項目を設定した上で防疫対

策の自己点検を行い、牛床乾燥

対策の見直し、コクシジウム予

防薬投与プログラムの見直し、

カラス対策の改善等ＰＤＣＡ

サイクルに基づく防疫対策の

不断の見直しを行い、計画どお

りに実施した。 

＜評定と根拠＞ 
「B 」 

根拠： 
・計画どおり実施した。 
 

評定 B 
＜評定に至った理由＞ 
 計画どおり、防疫対策について、自己点検を実施し不

断の見直しを行ったことから「B」評定とした。 

 
４．その他参考情報 
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１．当事務及び事業に関する基本情報 
第１-１-（４）-ウ-（ウ） 第 1 業務の質の向上 １ 家畜の視点での基盤強化のための家畜改良及び飼養管理の改善等 （４）飼養管理の改善等への取組  

ウ 家畜防疫の強化及び衛生管理の改善等への取組 （ウ）計画的な防疫業務の実施 
業務に関連する政策・施

策 
食料・農業・農村基本計画、家畜改良増殖目標 当該事業実施に係る根拠 独立行政法人家畜改良センター法第１１条第１項第１号 

家畜改良増殖法第３条の４ 
当該項目の重要度、難易

度 
 関連する政策評価・行政事業

レビュー 
行政事業レビューシート事業番号：０１３４ 
行政事業レビューシート事業番号：０１３９ 

 
２．主要な経年データ 
 ①主要なアウトプット（アウトカム）情報   ②主要なインプット情報（人員に関する情報、法人全体）注 

指標等 達成目標 基準値 X１年度 X２年度 X３年度 X４年度 X５年度   H28 年度 H29 年度 H30 年度 H31 年度 H32 年度 
         予算額（千円） 311,851 308,979    

 決算額（千円） 277,776 260,578    

 経常費用（千円） 279,537 261,220    

 経常利益（千円） 219,758 221,552    

 行政ｻｰﾋﾞｽ実施ｺｽﾄ（千円） 267,767 244,397    

従事人員数 954 961    

 （うち常勤職員） 737 737    
注：業務ごとに算出していないため、法人全体の人員を掲載 

３．各事業年度の業務に係る目標、計画、業務実績、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 
 中期目標 中期計画 年度計画 主な評価指標 法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 
   （ウ）計画的な防疫業

務の実施 
ヨーネ病防疫対策

強化等のこれまでの

取組や国内の家畜伝

染性疾病発生状況を

踏まえて家畜伝染性

疾病の発生の予防や

検査に関する年度計

画を作成し、計画的に

防疫業務を実施する。 

Ｓ：計画を大きく上回り、かつ

顕著な成果が得られた。 
Ａ：計画を上回る成果が得られ

た。 
Ｂ：計画どおり順調に実施され

た。 
Ｃ：計画どおり実施されず改善

を要する。 
Ｄ：計画どおり実施されず当該

業務の廃止を含めた抜本的な

改善が必要と認められる。 

＜主要な業務実績＞  
ヨーネ病防疫対策強化

等のこれまでの取組及び

国内の家畜伝染性疾病発

生状況を踏まえ、センター

業務を実施していく上で

重大な支障となる家畜伝

染性疾病を「独立行政法人

家畜改良センター家畜伝

染性疾病対策基本指針」に

指定疾病として定め、各牧

場・支場毎に予防対策や検

査に関する年度計画を作

成し、計画的に防疫業務を

実施した。 

＜評定と根拠＞ 
「B 」 

根拠： 
・計画どおり実施した。 
 

評定 B 
＜評定に至った理由＞ 
 計画どおり、各牧場・支場毎に予防対策や検査に

関する年度計画を作成し、計画的に防疫業務を実施

したことから「B」評定とした。 
 

 
４．その他参考情報 
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１．当事務及び事業に関する基本情報 
第１-１-（４）-ウ-（オ） 第 1 業務の質の向上 １ 家畜の視点での基盤強化のための家畜改良及び飼養管理の改善等 （４）飼養管理の改善等への取組  

ウ 家畜防疫の強化及び衛生管理の改善等への取組 （オ）国・都道府県の防疫演習への参加 
業務に関連する政策・施

策 
食料・農業・農村基本計画、家畜改良増殖目標 当該事業実施に係る根拠 独立行政法人家畜改良センター法第１１条第１項第１号 

家畜改良増殖法第３条の４ 
当該項目の重要度、難易

度 
 関連する政策評価・行政事業

レビュー 
行政事業レビューシート事業番号：０１３４ 
行政事業レビューシート事業番号：０１３９ 

 
２．主要な経年データ 
 ①主要なアウトプット（アウトカム）情報   ②主要なインプット情報（人員に関する情報、法人全体）注 

指標等 達成目標 基準値 X１年度 X２年度 X３年度 X４年度 X５年度   H28 年度 H29 年度 H30 年度 H31 年度 H32 年度 
         予算額（千円） 311,851 308,979    

 決算額（千円） 277,776 260,578    

 経常費用（千円） 279,537 261,220    

 経常利益（千円） 219,758 221,552    

 行政ｻｰﾋﾞｽ実施ｺｽﾄ（千円） 267,767 244,397    

従事人員数 954 961    

 （うち常勤職員） 737 737    
注：業務ごとに算出していないため、法人全体の人員を掲載 

３．各事業年度の業務に係る目標、計画、業務実績、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 
 中期目標 中期計画 年度計画 主な評価指標 法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 
  （イ）衛生管理の改善等への取組 

 国や都道府県が行う防疫演習への参加・

協力、国や大学が行う調査・研究への協力

等の依頼があった場合、防疫面を考慮の上、

通常業務に支障のない範囲で積極的に参加

又は協力する。また、センターにおける野

生動物対策や防疫ゾーンの設定による衛生

管理区域における防疫対策の徹底の取組

等、国内の大規模・集約的な家畜飼養にお

ける衛生管理の改善等に資するノウハウ等

について、広く情報を提供する。 

（エ）国・都道府県の防

疫演習への参加 
国や都道府県が行う防

疫演習への参加又は協力

の依頼があった場合に

は、防疫面を考慮の上、

通常業務に支障のない範

囲で積極的に参加又は協

力する。 

Ｓ：計画を大きく上回り、かつ顕

著な成果が得られた。 
Ａ：計画を上回る成果が得られた。 
Ｂ：計画どおり順調に実施された。 
Ｃ：計画どおり実施されず改善を

要する。 
Ｄ：計画どおり実施されず当該業

務の廃止を含めた抜本的な改善

が必要と認められる。 
  

＜主要な業務実績＞ 
国や都道府県が行う防疫演

習への参加又は協力を１３件

行い、得られた情報を各牧

場・支場の防疫対策の改善に

役立てた。 

＜評定と根拠＞ 
「B 」 

根拠： 
・計画どおり実施した。 
 

評

定 
B 

＜評定に至った理由＞ 
 計画どおり、国や都道府県が

行う防疫演習１３件への参

加・協力を行ったことから「B」

評定とした。 

 
４．その他参考情報 
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１．当事務及び事業に関する基本情報 
第１-１-（４）-ウ-（カ） 第 1 業務の質の向上 １ 家畜の視点での基盤強化のための家畜改良及び飼養管理の改善等 （４）飼養管理の改善等への取組  

ウ 家畜防疫の強化及び衛生管理の改善等への取組 （カ）国・大学等の調査・研究への協力 
業務に関連する政策・施

策 
食料・農業・農村基本計画、家畜改良増殖目標 当該事業実施に係る根拠 独立行政法人家畜改良センター法第１１条第１項第５ 

 
当該項目の重要度、難易

度 
 関連する政策評価・行政事業

レビュー 
行政事業レビューシート事業番号：０１３４ 
行政事業レビューシート事業番号：０１３９ 

 
２．主要な経年データ 
 ①主要なアウトプット（アウトカム）情報   ②主要なインプット情報（人員に関する情報、法人全体）注 

指標等 達成目標 基準値 X１年度 X２年度 X３年度 X４年度 X５年度   H28 年度 H29 年度 H30 年度 H31 年度 H32 年度 
         予算額（千円） 311,851 308,979    

 決算額（千円） 277,776 260,578    

 経常費用（千円） 279,537 261,220    

 経常利益（千円） 219,758 221,552    

 行政ｻｰﾋﾞｽ実施ｺｽﾄ（千円） 267,767 244,397    

従事人員数 954 961    

 （うち常勤職員） 737 737    
注：業務ごとに算出していないため、法人全体の人員を掲載 

３．各事業年度の業務に係る目標、計画、業務実績、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 
 中期目標 中期計画 年度計画 主な評価指標 法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 
   （オ）国・大学等の調査・

研究への協力 
国や大学等が行う調

査・研究への協力等の要

請があった場合には、防

疫面を考慮の上、通常業

務に支障のない範囲で積

極的に協力する。 

Ｓ：計画を大きく上回り、かつ

顕著な成果が得られた。 
Ａ：計画を上回る成果が得られ

た。 
Ｂ：計画どおり順調に実施され

た。 
Ｃ：計画どおり実施されず改善

を要する。 
Ｄ：計画どおり実施されず当該

業務の廃止を含めた抜本的な

改善が必要と認められる。 
  

＜主要な業務実績＞ 
試験研究機関や大学等が行う調

査・研究への協力等の要請に応じ、

データや材料の提供等により積極

的に協力した。 

＜評定と根拠＞ 
「B 」 

根拠： 
・計画どおり実施した。 

評定 B 
＜評定に至った理由＞ 
 計画どおり、要請に応じ、試験研究機関

や大学等が行う調査・研究へのデータや材

料等の提供等の協力を行ったことから

「B」評定とした。 

 
４．その他参考情報 
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１．当事務及び事業に関する基本情報 
第１-１-（４）-ウ-（キ） 第 1 業務の質の向上 １ 家畜の視点での基盤強化のための家畜改良及び飼養管理の改善等 （４）飼養管理の改善等への取組  

ウ 家畜防疫の強化及び衛生管理の改善等への取組 （キ）衛生管理の改善等に関する情報提供 
業務に関連する政策・施

策 
食料・農業・農村基本計画、鶏の改良増殖目標 当該事業実施に係る根拠 独立行政法人家畜改良センター法第１１条第１項第５号 

 
当該項目の重要度、難易

度 
 関連する政策評価・行政事業

レビュー 
行政事業レビューシート事業番号：０１３４ 
行政事業レビューシート事業番号：０１３９ 

 
２．主要な経年データ 
 ①主要なアウトプット（アウトカム）情報   ②主要なインプット情報（人員に関する情報、法人全体）注 

指標等 達成目標 基準値 X１年度 X２年度 X３年度 X４年度 X５年度   H28 年度 H29 年度 H30 年度 H31 年度 H32 年度 
         予算額（千円） 311,851 308,979    

 決算額（千円） 277,776 260,578    

 経常費用（千円） 279,537 261,220    

 経常利益（千円） 219,758 221,552    

 行政ｻｰﾋﾞｽ実施ｺｽﾄ（千円） 267,767 244,397    

従事人員数 954 961    

 （うち常勤職員） 737 737    
注：業務ごとに算出ていないため、法人全体の人員を掲載 

３．各事業年度の業務に係る目標、計画、業務実績、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 
 中期目標 中期計画 年度計画 主な評価指標 法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 
   （カ）衛生管理の改善等に関する

情報提供 
センターにおける野生動物対策

や防疫ゾーンの設定による衛生

管理区域における防疫対策の徹

底の取組等、国内の大規模・集

約的な家畜飼養における衛生管

理の改善等に資するノウハウ等

について、センターホームペー

ジや研修、会議等を活用して、

情報の提供を行う。 

Ｓ：計画を大きく上回り、かつ顕著な

成果が得られた。 
Ａ：計画を上回る成果が得られた。 
Ｂ：計画どおり順調に実施された。 
Ｃ：計画どおり実施されず改善を要す

る。 
Ｄ：計画どおり実施されず当該業務の

廃止を含めた抜本的な改善が必要

と認められる。 
  

＜主要な業務実績＞ 
センターにおける衛生管理の

紹介、農場ＨＡＣＣＰの取組、豚

舎新設工事に伴う防疫対応、疾病

対策等衛生管理の改善等に資す

るノウハウ等について、ホームペ

ージ、研修会、会議等を活用して、

畜産関係者に対し５５件の情報

提供を行った。 

＜評定と根拠＞ 
「B 」 

根拠： 
・計画どおり実施した。 
 

評

定 
Ｂ 

＜評定に至った理由＞ 
  計画どおり、センターに

おける防疫対策の徹底の取

組等衛生管理の改善に資す

るノウハウ等について、ホ

ームページ、研修会、会議

等を活用して畜産関係者に

対し情報提供を行ったこと

から「B」評定とした。 

 
４．その他参考情報 
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１．当事務及び事業に関する基本情報 
第１-１-（４）-エ 第 1 業務の質の向上 １ 家畜の視点での基盤強化のための家畜改良及び飼養管理の改善等 （４）飼養管理の改善等への取組  

エ その他 
業務に関連する政策・施

策 
食料・農業・農村基本計画、鶏の改良増殖目標 当該事業実施に係る根拠 独立行政法人家畜改良センター法第１１条第１項第１号 

 
当該項目の重要度、難易

度 
 関連する政策評価・行政事業

レビュー 
行政事業レビューシート事業番号：０１３４ 
行政事業レビューシート事業番号：０１３９ 

 
２．主要な経年データ 
 ①主要なアウトプット（アウトカム）情報   ②主要なインプット情報（人員に関する情報、法人全体）注 

指標等 達成目標 基準値 X１年度 X２年度 X３年度 X４年度 X５年度   H28 年度 H29 年度 H30 年度 H31 年度 H32 年度 
         予算額（千円） 311,851 308,979    

 決算額（千円） 277,776 260,578    

 経常費用（千円） 279,537 261,220    

 経常利益（千円） 219,758 221,552    

 行政ｻｰﾋﾞｽ実施ｺｽﾄ（千円） 267,767 244,397    

従事人員数 954 961    

 （うち常勤職員） 737 737    
注：業務ごとに算出していないため、法人全体の人員を掲載 

３．各事業年度の業務に係る目標、計画、業務実績、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 
 中期目標 中期計画 年度計画 主な評価指標 法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 
 エ その他 

６次産業化等による畜

産物利用、やすらぎや癒

やし効果の発揮、教育へ

の活用等の多様な利活用

が期待される馬及びめん

山羊について、人工授精

技術の普及・定着をはじ

めとした飼養管理技術の

向上を図るための講習会

等を開催する。また、関

係機関等と連携し、鳥獣

害対策を含む家畜の飼養

に関連する草地や耕作放

棄地の活用技術等につい

て、技術講習会を開催す

るなど、普及に努める。

〈以下略〉 

エ その他 
馬及びめん山羊につい

て、６次産業化等による畜

産物利用に加え、やすらぎ

や癒やし効果の発揮、教育

への活用等の多様な利活

用が期待されることから、

十勝牧場及び長野支場に

おいて、これまでに培った

人工授精技術の普及・定着

をはじめとした飼養管理

技術の向上及び鳥獣害対

策や耕作放棄地対策とし

てのめん山羊の利活用の

普及を図るため、次の取組

を行う。 
〈以下略〉 

エ その他  指標＝「微項目の項目数×

２」（満点）に対する「各微項

目の点数の合計値」（合計点）

の比率 
 各微項目の評価点数の区分

は以下のとおりとする。 
  Ｓ評価：４点、Ａ評価：３点、

Ｂ評価：２点、Ｃ評価：１点、

Ｄ評価：０点 
 
Ａ：満点×１２/１０≦合計点 
Ｂ：満点×８/１０≦合計点＜満

点×１２/１０ 
Ｃ：満点×５/１０≦合計点＜満

点×８/１０ 
Ｄ：合計点≦満点×５／１０ 

△馬及びめん山羊の飼養管理技術に関

する講習会等の実施     

2/2(B) 
△馬の家畜人工授精に関する講習会の

実施           2/2(B) 
△耕作放棄地対策等へのめん山羊の利

活用に関する講習会等の実施 
    2/2(B) 

 

＜評定と根拠＞ 
「B 」 

満点：６Ｐ(微項目３×

２Ｐ) 
合計：６Ｐ 
６Ｐ／６Ｐ＝１.０ 
(１０/１０) 

評定 B 
＜評定に至った理由＞ 
以下のとおり、下位の評価項目である微

項目の合計点が B 評定の判定基準内(満点

×8/10≦合計点＜満点×12/10)であったた

め。 
満点：6 点（微項目 3×2 点） 
合計点：6 点 =(2 点×3) 
6 点／6 点= 1.0 
 
△馬、めん山羊の飼養管理技術に関する講習会等

の実施             2 点(B) 
△馬の家畜人工授精に関する講習会の実施 

                2 点(B) 
△耕作放棄地対策等へのめん山羊の利活用に関

する講習会等の実施               2 点(B) 

 
４．その他参考情報 
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１．当事務及び事業に関する基本情報 
第１-１-（４）-エ-（ア） 第 1 業務の質の向上 １ 家畜の視点での基盤強化のための家畜改良及び飼養管理の改善等 （４）飼養管理の改善等への取組  

エ その他 （ア）馬及びめん山羊の飼養管理技術に関する講習会等の実施 
業務に関連する政策・施

策 
食料・農業・農村基本計画、鶏の改良増殖目標 当該事業実施に係る根拠 独立行政法人家畜改良センター法第１１条第１項第５号 

 
当該項目の重要度、難易

度 
 関連する政策評価・行政事業

レビュー 
行政事業レビューシート事業番号：０１３４ 
行政事業レビューシート事業番号：０１３９ 

 
２．主要な経年データ 
 ①主要なアウトプット（アウトカム）情報   ②主要なインプット情報（人員に関する情報、法人全体）注 

指標等 達成目標 基準値 X１年度 X２年度 X３年度 X４年度 X５年度   H28 年度 H29 年度 H30 年度 H31 年度 H32 年度 
         予算額（千円） 311,851 308,979    

 決算額（千円） 277,776 260,578    

 経常費用（千円） 279,537 261,220    

 経常利益（千円） 219,758 221,552    

 行政ｻｰﾋﾞｽ実施ｺｽﾄ（千円） 267,767 244,397    

従事人員数 954 961    

 （うち常勤職員） 737 737    
注：業務ごとに算出していないため、法人全体の人員を掲載 

３．各事業年度の業務に係る目標、計画、業務実績、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 
 中期目標 中期計画 年度計画 主な評価指標 法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 
  （ア）飼養管理技術の向上への取組 

馬及びめん山羊について、人工授精

技術の普及・定着をはじめとした飼養

管理技術の向上を図るための講習会等

を開催する。特に、家畜人工授精師免

許の取得に係る講習会については毎年

度、１回開催する。なお、免許取得講

習会の開催に当たっては、質疑応答等

により参加者の講習内容の理解度を把

握すること、実技講習のための教材を

十分準備すること等により、講習内容

の理解度の向上に努め、修了試験の合

格率が 80％以上となるよう取り組む。 

（ア）馬及びめん山羊

の飼養管理技術に関す

る講習会等の実施 
馬及びめん山羊につ

いて、人工授精技術の

普及・定着をはじめと

した飼養管理技術の向

上を図るための講習会

等を開催する。 

Ｓ：計画を大きく上回り、かつ顕著な

成果が得られた。 
Ａ：計画を上回る成果が得られた。 
Ｂ：計画どおり順調に実施された。 
Ｃ：計画どおり実施されず改善を要す

る。 
Ｄ：計画どおり実施されず当該業務の

廃止を含めた抜本的な改善が必要

と認められる。 

＜主要な業務実績＞ 
馬及びめん山羊について、人工授

精技術の普及・定着をはじめとした

飼養管理技術の向上を図るための

講習会等を計画どおり開催し、全体

で２４６名の参加者があった。 

＜評定と根拠＞ 
「B 」 

根拠： 
・計画どおり実施した。 
 

評定 B 
＜評定に至った理由＞ 
 計画どおり、馬及びめん山

羊について、飼養管理技術の

向上を図るための講習会を

開催したことから「B」評定

とした。 

 
４．その他参考情報 
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１．当事務及び事業に関する基本情報 
第１-１-（４）-エ-（イ） 
 

第 1 業務の質の向上 １ 家畜の視点での基盤強化のための家畜改良及び飼養管理の改善等 （４）飼養管理の改善等への取組  
エ その他 （イ）馬及びめん山羊の家畜人工授精に関する講習会の実施 

業務に関連する政策・施

策 
食料・農業・農村基本計画、鶏の改良増殖目標 当該事業実施に係る根拠 独立行政法人家畜改良センター法第１１条第１項第５号 

 
当該項目の重要度、難易

度 
 関連する政策評価・行政事業

レビュー 
行政事業レビューシート事業番号：０１３４ 
行政事業レビューシート事業番号：０１３９ 

 
２．主要な経年データ 
 ①主要なアウトプット（アウトカム）情報   ②主要なインプット情報（人員に関する情報、法人全体）注 

指標等 達成目標 基準値 H28 年度 H29 年度 H30 年度 H31 年度 H32 年度   H28 年度 H29 年度 H30 年度 H31 年度 H32 年度 
終了試験の

合格率 
 
 
８０％以上 

  
 
１００％ 

 
 
１００％ 

    予算額（千円） 311,851 308,979    

 決算額（千円） 277,776 260,578    

 経常費用（千円） 279,537 261,220    

 経常利益（千円） 219,758 221,552    

 行政ｻｰﾋﾞｽ実施ｺｽﾄ（千円） 267,767 244,397    

従事人員数 954 961    

 （うち常勤職員） 737 737    
注：業務ごとに算出していないため、法人全体の人員を掲載 

３．各事業年度の業務に係る目標、計画、業務実績、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 
 中期目標 中期計画 年度計画 主な評価指標 法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 
   （イ）馬の家畜人工授精に関す

る講習会の実施 
家畜人工授精に関する講習

会(馬）を開催する。 
 なお、家畜人工授精に関する

講習会の開催に当たっては、質

疑応答等により参加者の講習

内容の理解度を把握すること、

実技講習のための教材を十分

準備すること等により、講習内

容の理解度の向上に努め、修了

試験の合格率が 80％以上とな

るよう取り組む。 

指標＝講習内容の理解度 
Ｓ：計画の１２０％以上で

あり、かつ、特に優れた

成果が認められる 
Ａ：計画の１２０％以上 
Ｂ：計画の１００％以上、

１２０％未満 
Ｃ：計画の８０％以上、１

００％未満 
Ｄ：計画の８０％未満、又

は業務運営の改善等必要

な措置が必要と認められ

る 
 

＜主要な業務実績＞ 
家畜人工授精に関する講習会

（馬）を計画どおり開催した。 

講習会の実施に当たり、補修講

義や模擬試験を行うことにより

理解度の向上に努め、受講者１２

名全員が修了試験に合格した。 

 

＜評定と根拠＞ 
「B 」 

根拠： 
十勝牧場において、馬の人工授精師免許の

取得に係る講習会（「家畜人工授精に関する

講習会（馬）」を開催し、農協等１２名が受

講した。 

講習会の実施に当たり、補修講義や模擬試

験を行うことにより、理解度の向上に努め、

１２名全員が修了試験に合格した。 
 

評定 B 
＜評定に至った理由＞ 
 計画どおり、馬について、

家畜人工授精に関する講習

会を開催するとともに、講習

会の修了試験に受験者全員

が合格したことから「B」評

定とした。 

 
４．その他参考情報 
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１．当事務及び事業に関する基本情報 
第１-１-（４）-エ-（ウ） 
 

第 1 業務の質の向上 １ 家畜の視点での基盤強化のための家畜改良及び飼養管理の改善等 （４）飼養管理の改善等への取組  
エ その他 （ウ）耕作放棄地対策等へのめん山羊の利活用に関する講習会等の実施 

業務に関連する政策・施

策 
食料・農業・農村基本計画、鶏の改良増殖目標 当該事業実施に係る根拠 独立行政法人家畜改良センター法第１１条第１項第５号 

 
当該項目の重要度、難易

度 
 関連する政策評価・行政事業

レビュー 
行政事業レビューシート事業番号：０１３４ 
行政事業レビューシート事業番号：０１３９ 

 
２．主要な経年データ 
 ①主要なアウトプット（アウトカム）情報   ②主要なインプット情報（人員に関する情報、法人全体）注 

指標等 達成目標 基準値 X１年度 X２年度 X３年度 X４年度 X５年度   H28 年度 H29 年度 H30 年度 H31 年度 H32 年度 
         予算額（千円） 311,851 308,979    

 決算額（千円） 277,776 260,578    

 経常費用（千円） 279,537 261,220    

 経常利益（千円） 219,758 221,552    

 行政ｻｰﾋﾞｽ実施ｺｽﾄ（千円） 267,767 244,397    

従事人員数 954 961    

 （うち常勤職員） 737 737    
注：業務ごとに算出していないため、法人全体の人員を掲載 

３．各事業年度の業務に係る目標、計画、業務実績、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 
 中期目標 中期計画 年度計画 主な評価指標 法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 
  （イ）耕作放棄地対策等への利活用の

普及 
国産飼料の利用推進等を図るため、

関係機関等と連携し、鳥獣害対策や耕

作放棄地対策としてのめん山羊の利

活用の普及に必要な草地管理や飼養

管理に関する技術講習会等を毎年度、

１回開催する。 

（ウ）耕作放棄地対

策等へのめん山羊の

利活用に関する講習

会等の実施 
関係機関等と連携

し、鳥獣害対策や耕

作放棄地対策として

のめん山羊の利活用

の普及に必要な草地

管理や飼養管理に関

する技術講習会等に

ついて、１回開催す

る。 

Ｓ：計画を大きく上回

り、かつ顕著な成果が

得られた。 
Ａ：計画を上回る成果が

得られた。 
Ｂ：計画どおり順調に実

施された。 
Ｃ：計画どおり実施され

ず改善を要する。 
Ｄ：計画どおり実施され

ず当該業務の廃止を

含めた抜本的な改善

が必要と認められる。 

＜主要な業務実績＞ 
関係機関等と連携し、鳥獣害対

策や耕作放棄地対策としてのめん

羊及び山羊の利活用の普及に必要

な草地管理や飼養管理に関する技

術講習会等について、計３回開催

した。 

＜評定と根拠＞ 
「B 」 

根拠： 
・計画どおり実施した。 

評定 Ｂ 
＜評定に至った理由＞ 
 計画どおり、鳥獣害対策や耕作放棄地対策と

してのめん山羊の利活用の普及に関する技術

講習会等を開催したことから「B」評定とした。 

 
４．その他参考情報 
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１．当事務及び事業に関する基本情報 
第１-２ 
 

第 1 業務の質の向上 ２ 畜産物の需給の変化に応じた優良な種畜・種きん等の生産・供給等 
 

業務に関連する政策・施

策 
食料・農業・農村基本計画、鶏の改良増殖目標 当該事業実施に係る根拠 独立行政法人家畜改良センター法第１１条第１項第１号、第２号 

 
当該項目の重要度、難易

度 
 関連する政策評価・行政事業

レビュー 
行政事業レビューシート事業番号：０１３４ 
行政事業レビューシート事業番号：０１３９ 

行政事業レビューシート事業番号：０１６８ 
 
２．主要な経年データ 
 ①主要なアウトプット（アウトカム）情報   ②主要なインプット情報（人員に関する情報、法人全体）注 

指標等 達成目標 H28 年度 H29 年度 H30 年度 H31 年度 H32 年度   H28 年度 H29 年度 H30 年度 H31 年度 H32 年度 
        予算額（千円） 5,517,617 5,752,754    

 決算額（千円） 6,141,241 5,569,466    

 経常費用（千円） 5,535,679 5,563,604    

 経常利益（千円） 6,274,603 6,013,180    

 行政ｻｰﾋﾞｽ実施ｺｽﾄ（千円） 4,154,668 4,256,798    

従事人員数 954 961    

 （うち常勤職員） 737 737    
注：業務ごとに算出していないため、法人全体の人員を掲載 

３．各事業年度の業務に係る目標、計画、業務実績、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 
 中期目標 中期計画 年度計画 主な評価指標 法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 
 ２ 畜産物の需給変化に応じた優良な種

苗・種きん等の生産・供給等 
〈以下略〉 

２ 畜産物の需給の

変化に応じた優良な

種畜、種きん等の生

産・供給等 
〈以下略〉 

２ 畜産物の需給の変化

に応じた優良な種畜・種き

ん等の生産・供給等 
 〈以下略〉 

指標＝「小項目の項目数×２」

（満点）に対する「各小項目の

点数の合計値」（合計点）の比率 
 各小項目の評価点数の区分は

以下のとおりとする。 
  Ｓ評価：４点、Ａ評価：３点、

Ｂ評価：２点、Ｃ評価：１点、

Ｄ評価：０点 
 
Ａ：満点×１２/１０≦合計点 
Ｂ：満点×８/１０≦合計点＜ 
満点×１２/１０ 

Ｃ：満点×５/１０≦合計点＜ 
満点×８/１０ 

Ｄ：合計点≦満点×５／１０ 
 

◇種畜・種きん等の生産・供

給        2/2(B) 
◇６次産業化の推進等に対応 

した育種素材の提供等       
2/2(B) 

◇家畜等の多様な遺伝資源の

確保・利用    2/2(B) 
 

＜評定と根拠＞ 
「B」 

満点：６Ｐ(小項目３×２

Ｐ) 
合計：６Ｐ 
６Ｐ／６Ｐ＝１．０ 
（１０／１０） 

評定 Ｂ 
＜評定に至った理由＞ 
以下のとおり、下位の評価項

目である小項目の合計点が B
評定の判定基準内(満点×8/10
≦合計点＜満点×12/10)であっ

たため。 
満点：6 点（小項目 3×2 点） 
合計点：6 点=(2 点×3) 
6 点／6 点= 1.0 

◇◇種畜・種きん等の生産・供給     

2 点(B) 
◇６次産業化の推進等に対応した

育種素材の提供等    2 点(B) 
◇家畜等の多様な遺伝資源の確

保・利用               2 点(B) 
 
４．その他参考情報 
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１．当事務及び事業に関する基本情報 
第１-２-（１） 第 1 業務の質の向上 ２ 畜産物の需給の変化に応じた優良な種畜・種きん等の生産・供給等 （１）種畜・種きん等の生産・供給 

 
業務に関連する政策・施

策 
食料・農業・農村基本計画、鶏の改良増殖目標 当該事業実施に係る根拠 独立行政法人家畜改良センター法第１１条第１項第１号、第２号 

 
当該項目の重要度、難易

度 
 関連する政策評価・行政事業

レビュー 
行政事業レビューシート事業番号：０１３４ 
行政事業レビューシート事業番号：０１３９ 

 
２．主要な経年データ 
 ①主要なアウトプット（アウトカム）情報   ②主要なインプット情報（人員に関する情報、法人全体）注 

指標等 達成目標 基準値 X１年度 X２年度 X３年度 X４年度 X５年度   H28 年度 H29 年度 H30 年度 H31 年度 H32 年度 
         予算額（千円） 5,517,617 5,752,754    

 決算額（千円） 6,141,241 5,569,466    

 経常費用（千円） 5,535,679 5,563,604    

 経常利益（千円） 6,274,603 6,013,180    

 行政ｻｰﾋﾞｽ実施ｺｽﾄ（千円） 4,154,668 4,256,798    

従事人員数 954 961    

 （うち常勤職員） 737 737    
注：業務ごとに算出していないため、法人全体の人員を掲載 

３．各事業年度の業務に係る目標、計画、業務実績、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 
 中期目標 中期計画 年度計画 主な評価指標 法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 
 （１）種畜・種きん等の生産・供給 

多様な消費者ニーズに対応した、農場から食卓までを支える「強

み」のある畜産物生産のための「家畜づくり」を推進するため

には、国内における家畜の遺伝的多様性の確保を図りつつ、優

良な種畜・種きん等を効率的に作出する必要がある。このため

センターは、自らが有する多様な育種素材、施設、有用なＳＮ

Ｐ情報、遺伝的能力評価技術、繁殖技術等を最大限活用するこ

とにより遺伝的改良の加速化等を図り、民間ではコスト等から

生産することが困難な優良な候補種雄牛をはじめとした種畜・

種きん等を生産することとする。その際、乳用牛にあってはホ

ルスタイン種の乳量や泌乳持続性を、肉用牛にあっては黒毛和

種の基礎となる４系統群や５希少系統の活用及び増体性を、豚

にあってはデュロック種の増体性及びランドレース種の繁殖性

を、鶏にあっては国産鶏種の産肉性及び産卵性を、馬にあって

はけん引能力を、それぞれ特に重視して取り組むものとする。 
 なお、これら種畜等の生産に当たっては、貴重な育種素材が

消失することがないよう、センターの有する施設等を活用しリ

スク分散を図ることとする。 

（１）種畜・種きん等

の生産・供給 
 多様な消費者ニー

ズに対応した、農場か

ら食卓までを支える

「強み」のある畜産物

生産のための「家畜づ

くり」を推進すること

を目的として、国内に

おける家畜の遺伝的

多様性の確保を図り

つつ、民間ではコスト

等から生産すること

が困難な優良な種

畜・種きん等を効率的

に作出するため、多様

な育種素材、施設、新

技術等を最大限活用

しながら、次の取組を

行う。 

（１）種畜・種きん等の生産・供給 
国内における家畜の遺伝的多様性の

確保を図りつつ、民間ではコスト等か

ら生産することが困難な優良な種畜・

種きん等を効率的に作出するため、乳

用牛、肉用牛及び豚について、多様な

育種素材、ＳＮＰ検査等で得られた有

用な遺伝子情報、遺伝的能力評価技術、

高度な繁殖技術等を活用しながら、種

畜を生産し、農家への種畜供給を行う

都道府県及び民間にこれを供給すると

ともに、鶏について、ＳＮＰ検査等で

得られた有用な遺伝子情報等を活用し

ながら、産肉性及び産卵性を重視した

種きん等の生産を行い、都道府県及び

民間による国産種鶏供給を支援するほ

か、都道府県及び民間による種畜供給

が限られる農用馬については、けん引

能力を重視した種畜生産・供給を行う

こととし、次の取組を行う。 

指標＝「細項目の項目数×

２」（満点）に対する「各細

項目の点数の合計値」（合計

点）の比率 各細項目の評価

点数の区分は以下のとおり

とする。 
Ｓ評価：４点、Ａ評価：３

点、Ｂ評価：２点、Ｃ評価：

１点、Ｄ評価：０点 
Ａ：満点×１２/１０≦合計

点 
Ｂ：満点×８/１０≦合計点 

＜満点×１２/１０ 
Ｃ：満点×５/１０≦合計点 

＜満点×８/１０ 
Ｄ：合計点≦満点×５／１

０ 
 

□乳用牛     2/2(B)      
□肉用牛     2/2(B) 
□豚       2/2(B) 
□鶏       2/2(B) 
□馬       2/2(B) 
□育種素材のリスク分散へ

の取組     2/2(B) 
 

＜評定と根拠＞ 
「B 」 

根拠： 
満点；１２P 
（細項目６×２

P） 
合計：１２P 
１２P／１２P 
＝１.０ 
（１０／１０） 

評定 Ｂ 
＜評定に至った理由＞ 
以下のとおり、下位の

評価項目である細項目の

合計点がB評定の判定基

準内(満点×8/10≦合計

点＜満点×12/10)であっ

たため。 
満点：12 点（細項目 6×
2 点） 
合計点：12 点=(2 点×6) 
12 点／12 点= 1.0 
□乳用牛    2点(B) 
□肉用牛    2点(B) 
□豚      2点(B) 
□鶏      2点(B) 
□馬      2点(B) 
□育種素材のリスク分散 
への取組   2点(B) 
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４．その他参考情報 
 
 
１．当事務及び事業に関する基本情報 
第１-２-（１）-ア 第 1 業務の質の向上 ２ 畜産物の需給の変化に応じた優良な種畜・種きん等の生産・供給等 （１）種畜・種きん等の生産・供給 ア 乳用牛 

 
業務に関連する政策・施

策 
食料・農業・農村基本計画、鶏の改良増殖目標 当該事業実施に係る根拠 独立行政法人家畜改良センター法第１１条第１項第１号 

 
当該項目の重要度、難易

度 
 関連する政策評価・行政事業

レビュー 
行政事業レビューシート事業番号：０１３４ 
行政事業レビューシート事業番号：０１３９ 

 
２．主要な経年データ 
 ①主要なアウトプット（アウトカム）情報   ②主要なインプット情報（人員に関する情報、法人全体）注 

指標等 達成目標 基準値 X１年度 X２年度 X３年度 X４年度 X５年度   H28 年度 H29 年度 H30 年度 H31 年度 H32 年度 
         予算額（千円） 5,517,617 5,752,754    

 決算額（千円） 6,141,241 5,569,466    

 経常費用（千円） 5,535,679 5,563,604    

 経常利益（千円） 6,274,603 6,013,180    

 行政ｻｰﾋﾞｽ実施ｺｽﾄ（千円） 4,154,668 4,256,798    

従事人員数 954 961    

 （うち常勤職員） 737 737    
注：業務ごとに算出していないため、法人全体の人員を掲載 

３．各事業年度の業務に係る目標、計画、業務実績、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 
 中期目標 中期計画 年度計画 主な評価指標 法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 
 ア 乳用牛、肉用牛、豚 

都道府県は、乳用牛の種畜生産を行っていな

いが、肉用牛・豚については地域ブランドの

形成などの目的で一部の都道府県が種畜の

生産・供給を担っている。また、民間も種畜

生産・供給を担っている。このため、センタ

ーは、中立・公平な立場から全国規模での遺

伝的能力評価を実施するとともに、自らが保

有する多様な育種資源、有用なＳＮＰ情報、

繁殖技術等を活用しながら種畜を生産し、農

家への種畜供給を行う都道府県及び民間に

これを供給する。その際、ホルスタイン種の

乳量や泌乳持続性、黒毛和種の基礎となる４

系統群や５希少系統の活用及び増体性を特

に重視することとし、都道府県及び民間によ

る種畜供給が特定の系統等に偏ることとな

らないよう配慮する。また、デュロック種に

ついては増体性をランドレース種について

は繁殖性を特に重視することとする。 

（ア）乳用牛 
ホルスタイン種について、乳量や泌乳持続

性を特に重視した改良に取り組むことと

し、自らが有する多様な育種素材と国内外

から導入する多様な育種素材を用い、民間

では取り組み難い家畜生体の卵胞卵子を活

用した高度な繁殖技術等を活用しながら、

優良な牛群を整備する。また、候補種雄牛

を作出するためのドナーの集合検定を毎年

度、実施する。 
 これらの取組を通じて、家畜改良増殖目

標の育種価目標数値（乳量 60kg/年、乳脂

肪 1.8kg/年、無脂乳固形分 5.0kg/年、乳蛋

白 1.6kg/年(平成 26 年度時点の評価方法に

基づく育種価目標数値)）以上の遺伝的能力

を有する候補種雄牛や乳器、泌乳持続性、

血統等に特長を持つ候補種雄牛を、ゲノミ

ック評価値も活用し毎年度、概ね 50 頭作出

する。 

ア 乳用牛  指標＝「微項目の項目数×２」

（満点）に対する「各微項目の点

数の合計値」（合計点）の比率 
 各微項目の評価点数の区分は

以下のとおりとする。 
  Ｓ評価：４点、Ａ評価：３点、

Ｂ評価：２点、Ｃ評価：１点、Ｄ

評価：０点 
 
Ａ：満点×１２/１０≦合計点 
Ｂ：満点×８/１０≦合計点＜満

点×１２/１０ 
Ｃ：満点×５/１０≦合計点＜満

点×８/１０ 
Ｄ：合計点≦満点×５／１０ 

△優良な牛群の整備      
2/2(B) 

△ドナーの集合検定の実

施      2/2(B) 
△候補種雄牛の作出      

2/2(B) 
 

＜評定と根拠＞ 
「B 」 

満点：６Ｐ(微項目

３×２Ｐ) 
合計：６Ｐ 
６Ｐ／６Ｐ＝１.０
(１０/１０) 

評定 Ｂ 
＜評定に至った理由＞ 
以下のとおり、下位の評価項

目である微項目の合計点が B 評

定の判定基準内(満点×8/10≦合

計点＜満点×12/10)であったた

め。 
満点：6 点（微項目 3×2 点） 
合計点：6 点 =(2 点×3) 
6 点／6 点= 1.0 
△優良な牛群の整備     2 点(B) 
△ドナーの集合検定の実施 2 点(B) 
△候補種雄牛の作出       2 点(B) 
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４．その他参考情報 
 
 
１．当事務及び事業に関する基本情報 
第１-２-（１）-ア-（ア） 第 1 業務の質の向上 ２ 畜産物の需給の変化に応じた優良な種畜・種きん等の生産・供給等 （１）種畜・種きん等の生産・供給 ア 乳用牛 

（ア）優良な牛群の整備 
業務に関連する政策・施

策 
食料・農業・農村基本計画、家畜改良増殖目標 当該事業実施に係る根拠 独立行政法人家畜改良センター法第１１条第１項第１号、第２号 

家畜改良増殖法第３条の４ 
当該項目の重要度、難易

度 
 関連する政策評価・行政事業

レビュー 
行政事業レビューシート事業番号：０１３４ 
行政事業レビューシート事業番号：０１３９ 

 
２．主要な経年データ 
 ①主要なアウトプット（アウトカム）情報   ②主要なインプット情報（人員に関する情報、法人全体）注 

指標等 達成目標 基準値 X１年度 X２年度 X３年度 X４年度 X５年度   H28 年度 H29 年度 H30 年度 H31 年度 H32 年度 
         予算額（千円） 5,517,617 5,752,754    

 決算額（千円） 6,141,241 5,569,466    

 経常費用（千円） 5,535,679 5,563,604    

 経常利益（千円） 6,274,603 6,013,180    

 行政ｻｰﾋﾞｽ実施ｺｽﾄ（千円） 4,154,668 4,256,798    

従事人員数 954 961    

 （うち常勤職員） 737 737    
注：業務ごとに算出していないため、法人全体の人員を掲載 

３．各事業年度の業務に係る目標、計画、業務実績、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 
 中期目標 中期計画 年度計画 主な評価指標 法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 
   （ア）優良な牛群の整備 

ホルスタイン種について、乳

量や泌乳持続性を特に重視し

た改良に取り組むこととし、自

らが有する多様な育種素材と

国内外から導入する多様な育

種素材を用い、民間では取り組

み難い家畜生体の卵胞卵子を

活用した高度な繁殖技術等を

活用しながら、優良な牛群を整

備する。 

Ｓ：計画を大きく上回り、かつ

顕著な成果が得られた。 
Ａ：計画を上回る成果が得られ

た。 
Ｂ：計画どおり順調に実施され

た。 
Ｃ：計画どおり実施されず改善

を要する。 
Ｄ：計画どおり実施されず当該

業務の廃止を含めた抜本的な

改善が必要と認められる。 

＜主要な業務実績＞ 
ホルスタイン種について、乳

量や泌乳持続性を特に重視した

改良に取り組むとともに、自ら

が有する多様な育種素材と国内

外から導入する多様な育種素材

を用い、民間では取り組み難い

家畜生体の卵胞卵子を活用した

高度な繁殖技術等を活用しなが

ら、優良な牛群の整備を計画ど

おり実施した。 

＜評定と根拠＞ 
「B 」 

根拠： 
・計画どおり実施した。 
 

評定 Ｂ 
＜評定に至った理由＞ 
計画どおり、ホルスタイン種につい

て、多様な育種素材を用い、民間では

取り組み難い家畜生体の卵胞卵子を

活用した高度な繁殖技術等を活用し、

優良な牛群を整備したことから「B」

評定とした。 
 

 
４．その他参考情報 
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１．当事務及び事業に関する基本情報 
第１-２-（１）-ア-（イ） 第 1 業務の質の向上 ２ 畜産物の需給の変化に応じた優良な種畜・種きん等の生産・供給等 （１）種畜・種きん等の生産・供給 ア 乳用牛 

（イ）ドナーの集合検定の実施 
業務に関連する政策・施

策 
食料・農業・農村基本計画、家畜改良増殖目標 当該事業実施に係る根拠 独立行政法人家畜改良センター法第１１条第１項第１号 

家畜改良増殖法第３条の４ 
当該項目の重要度、難易

度 
 関連する政策評価・行政事業

レビュー 
行政事業レビューシート事業番号：０１３４ 
行政事業レビューシート事業番号：０１３９ 

 
２．主要な経年データ 
 ①主要なアウトプット（アウトカム）情報   ②主要なインプット情報（人員に関する情報、法人全体）注 

指標等 達成目標 基準値 X１年度 X２年度 X３年度 X４年度 X５年度   H28 年度 H29 年度 H30 年度 H31 年度 H32 年度 
         予算額（千円） 5,517,617 5,752,754    

 決算額（千円） 6,141,241 5,569,466    

 経常費用（千円） 5,535,679 5,563,604    

 経常利益（千円） 6,274,603 6,013,180    

 行政ｻｰﾋﾞｽ実施ｺｽﾄ（千円） 4,154,668 4,256,798    

従事人員数 954 961    

 （うち常勤職員） 737 737    
注：業務ごとに算出していないため、法人全体の人員を掲載 

３．各事業年度の業務に係る目標、計画、業務実績、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 
 中期目標 中期計画 年度計画 主な評価指標 法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 
   （イ）ドナーの集合検定

の実施 
ホルスタイン種につい

て、候補種雄牛を作出す

るためのドナーの集合検

定を実施する。 

Ｓ：計画を大きく上回り、かつ顕

著な成果が得られた。 
Ａ：計画を上回る成果が得られた。 
Ｂ：計画どおり順調に実施された。 
Ｃ：計画どおり実施されず改善を

要する。 
Ｄ：計画どおり実施されず当該業

務の廃止を含めた抜本的な改善

が必要と認められる。 

＜主要な業務実績＞ 
ホルスタイン種について、

候補種雄牛を作出するための

ドナーの集合検定を計画どお

り実施した。 

 

＜評定と根拠＞ 
「B」 

根拠： 
・計画どおり実施した。 

評定 Ｂ 
＜評定に至った理由＞ 
 計画どおり、ホルスタイン種について、

候補種雄牛を作出するためのドナーの集合

検定を実施したことから「B」評定とした。 

 
４．その他参考情報 
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１．当事務及び事業に関する基本情報 
第１-２-（１）-ア-（ウ） 第 1 業務の質の向上 ２ 畜産物の需給の変化に応じた優良な種畜・種きん等の生産・供給等 （１）種畜・種きん等の生産・供給 ア 乳用牛 

（ウ）候補種雄牛の作出 
業務に関連する政策・施

策 
食料・農業・農村基本計画、家畜改良増殖目標 当該事業実施に係る根拠 独立行政法人家畜改良センター法第１１条第１項第１号 

家畜改良増殖法第３条の４ 
当該項目の重要度、難易

度 
 関連する政策評価・行政事業

レビュー 
行政事業レビューシート事業番号：０１３４ 
行政事業レビューシート事業番号：０１３９ 

 
２．主要な経年データ 
 ①主要なアウトプット（アウトカム）情報   ②主要なインプット情報（人員に関する情報、法人全体）注 

指標等 達成目標 基準値 H28 年度 H29 年度 H30 年度 H31 年度 H32 年度   H28 年度 H29 年度 H30 年度 H31 年度 H32 年度 
 
候補種雄牛の作出頭

数 
 

 
概ね50頭 

  
 ５１頭 

 
５１頭 

    予算額（千円） 5,517,617 5,752,754    

決算額（千円） 6,141,241 5,569,466    

経常費用（千円） 5,535,679 5,563,604    

経常利益（千円） 6,274,603 6,013,180    

行政ｻｰﾋﾞｽ実施ｺｽﾄ（千円） 4,154,668 4,256,798    

従事人員数 954 961    

（うち常勤職員） 737 737    
注：業務ごとに算出していないため、法人全体の人員を掲載 

３．各事業年度の業務に係る目標、計画、業務実績、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 
 中期目標 中期計画 年度計画 主な評価指標 法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 
   （ウ）候補種雄牛の作出 

ホルスタイン種について、上記の取組を

通じて、家畜改良増殖目標の育種価目標数

値（乳量 60kg/年、乳脂肪 1.8kg/年、無脂

乳固形分 5.0kg/年、乳蛋白 1.6kg/年(平成

26 年度時点の評価方法に基づく育種価目

標数値)）以上の遺伝的能力を有する候補種

雄牛（ただし、育種価目標数値のうち無脂

乳固形分については、ゲノミック評価の対

象となった後に適用する。）や乳器、泌乳持

続性、血統等に特長を持つ候補種雄牛を、

ゲノミック評価値を活用し概ね 50 頭作出

する。 

指標＝作出頭数 
Ｓ：計画の１１０％以上であり、

かつ、特に優れた成果が認め

られる 
Ａ：計画の１１０％以上 
Ｂ：計画の９０％以上、１１０％

未満 
Ｃ：計画の７０％以上、９０％

未満 
Ｄ：計画の７０％未満、又は業

務運営の改善等必要な措置が

必要と認められる 
  

＜主要な業務実績＞ 
ホルスタイン種について、

乳量６０ｋｇ/年、乳脂肪１．

８ｋｇ/年、無脂乳固形分５．

０ｋｇ/年、乳蛋白１．６ｋｇ

/年以上の遺伝的能力を有す

る候補種雄牛や乳器、泌乳持

続性、血統等に特長を持つ候

補種雄牛を、ゲノミック評価

値を活用し５１頭作出し、計

画どおり実施した。 

＜評定と根拠＞ 
「B 」 

根拠： 
ホルスタイン種について、上記の取組

により、センターが平成２９年度に作出

した５１頭の候補種雄牛について、年当

りの改良量の平均は、平成２７年度に作

出した候補種雄牛を基準として、乳量１

０５ｋｇ、乳脂肪１０．３ｋｇ、無脂乳

固形分８．５ｋｇ、乳蛋白質４．９ｋｇ

増となり、いずれの形質についても改良

増殖目標に掲げられた年当りの改良量

を上回った。 

評定 Ｂ 
＜評定に至った理由＞ 
計画どおり、ホルスタイン

種について、ゲノミック評価

値を活用し、家畜改良増殖目

標の育種価目標数値以上の

遺伝的能力を有する候補種

雄牛、さらに乳器、泌乳持続

性、血統等に特長を持つ候補

種雄牛を計５１頭作出した

ことから「B」評定とした。 

 
４．その他参考情報 
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１．当事務及び事業に関する基本情報 
第１-２-（１）-イ 第 1 業務の質の向上 ２ 畜産物の需給の変化に応じた優良な種畜・種きん等の生産・供給等 （１）種畜・種きん等の生産・供給 イ 肉用牛 
業務に関連する政策・施

策 
食料・農業・農村基本計画、家畜改良増殖目標 当該事業実施に係る根拠 独立行政法人家畜改良センター法第１１条第１項第１号 

家畜改良増殖法第３条の４ 
当該項目の重要度、難易

度 
 関連する政策評価・行政事業

レビュー 
行政事業レビューシート事業番号：０１３４ 
行政事業レビューシート事業番号：０１３９ 

 
２．主要な経年データ 
 ①主要なアウトプット（アウトカム）情報   ②主要なインプット情報（人員に関する情報、法人全体）注 

指標等 達成目標 基準値 X１年度 X２年度 X３年度 X４年度 X５年度   H28 年度 H29 年度 H30 年度 H31 年度 H32 年度 
         予算額（千円） 5,517,617 5,752,754    

 決算額（千円） 6,141,241 5,569,466    

 経常費用（千円） 5,535,679 5,563,604    

 経常利益（千円） 6,274,603 6,013,180    

 行政ｻｰﾋﾞｽ実施ｺｽﾄ（千円） 4,154,668 4,256,798    

従事人員数 954 961    

 （うち常勤職員） 737 737    
注：業務ごとに算出していないため、法人全体の人員を掲載 

３．各事業年度の業務に係る目標、計画、業務実績、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 
 中期目標 中期計画 年度計画 主な評価指標 法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 
  （イ）肉用牛 

黒毛和種について、その基礎となる４系統群・５希少系

統の活用や増体性を特に重視した改良に取り組むことと

し、自らが有する多様な育種素材と新たに導入する多様

な育種素材を用い、遺伝的に特徴ある優良な牛群を整備

する。また、候補種雄牛を作出するため、有用なＳＮＰ

情報や、民間では取り組み難い家畜生体の卵胞卵子を活

用した高度な繁殖技術等を活用するとともに、直接検定

を毎年度、実施する。 
 これらの取組を通じて、遺伝的多様性の確保に配慮し

つつ、増体性等に特長を持つ候補種雄牛を毎年度、概ね

30 頭作出する。 
 さらに、飼料利用性の向上による生産コストの低減を

一層推進する観点から、黒毛和種の肥育牛における飼料

利用性等に係る形質データを収集するとともに、学識経

験者等の参画を得て検討会を毎年度、開催するなどによ

り、検定手法の開発に向けた検討を行う。 
 このほか、褐毛和種について、多様な育種素材の導入

を行うなど遺伝的多様性の確保に配慮しつつ、直接検定

を行い、候補種雄牛を毎年度、１頭以上作出する。 
 

イ 肉用牛  指標＝「微項目の項目数×２」

（満点）に対する「各微項目の

点数の合計値」（合計点）の比率 
 各微項目の評価点数の区分は

以下のとおりとする。 
  Ｓ評価：４点、Ａ評価：３点、

Ｂ評価：２点、Ｃ評価：１点、

Ｄ評価：０点 
 
Ａ：満点×１２/１０≦合計点 
Ｂ：満点×８/１０≦合計点＜満

点×１２/１０ 
Ｃ：満点×５/１０≦合計点＜満

点×８/１０ 
Ｄ：合計点≦満点×５／１０ 

△遺伝的に特徴ある牛群の整備     
2/2(B) 

△直接検定の実施      
2/2(B) 

△候補種雄牛の作出     
2/2(B) 

△飼料利用性等に係る検定手法の開発          

2/2(B) 
△褐毛和種候補種雄牛の作出  
            2/2(B) 
 

＜評定と根拠＞ 
「B 」 

満点：１０Ｐ(微項目５

×２Ｐ) 
合計：１０Ｐ 
１０Ｐ／１０Ｐ＝１.０
(１０/１０) 

評定 Ｂ 
＜評定に至った理由＞ 
以下のとおり、下位の評

価項目である微項目の合

計点が B 評定の判定基準

内(満点×8/10≦合計点＜

満点×12/10)であったた

め。 
満点：10 点（微項目 5×2
点） 
合計点：10 点 =(2 点×5) 
10 点／10 点= 1.0 
△遺伝的に特徴ある牛群の整

備               2 点(B) 
△直接検定の実施   2 点(B) 
△候補種雄牛の作出 2 点(B) 
△飼料利用性等に係る検定手

法の開発    2 点(B) 
△褐毛和種候補種雄牛の作出 
                2 点(B) 

４．その他参考情報 
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１．当事務及び事業に関する基本情報 
第１-２-（１）-イ-（ア） 第 1 業務の質の向上 ２ 畜産物の需給の変化に応じた優良な種畜・種きん等の生産・供給等 （１）種畜・種きん等の生産・供給 イ 肉用牛 

（ア）遺伝的に特徴ある牛群の整備 
業務に関連する政策・施

策 
食料・農業・農村基本計画、家畜改良増殖目標 当該事業実施に係る根拠 独立行政法人家畜改良センター法第１１条第１項第１号 

家畜改良増殖法第３条の４ 
当該項目の重要度、難易

度 
 関連する政策評価・行政事業

レビュー 
行政事業レビューシート事業番号：０１３４ 
行政事業レビューシート事業番号：０１３９ 

 
２．主要な経年データ 
 ①主要なアウトプット（アウトカム）情報   ②主要なインプット情報（人員に関する情報、法人全体）注 

指標等 達成目標 基準値 X１年度 X２年度 X３年度 X４年度 X５年度   H28 年度 H29 年度 H30 年度 H31 年度 H32 年度 
         予算額（千円） 5,517,617 5,752,754    

 決算額（千円） 6,141,241 5,569,466    

 経常費用（千円） 5,535,679 5,563,604    

 経常利益（千円） 6,274,603 6,013,180    

 行政ｻｰﾋﾞｽ実施ｺｽﾄ（千円） 4,154,668 4,256,798    

従事人員数 954 961    

 （うち常勤職員） 737 737    
注：業務ごとに算出していないため、法人全体の人員を掲載 

３．各事業年度の業務に係る目標、計画、業務実績、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 
 中期目標 中期計画 年度計画 主な評価指標 法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 
   （ア）遺伝的に特徴ある牛

群の整備 
黒毛和種について、その

基礎となる４系統群・５希

少系統の活用や増体性を特

に重視した改良に取り組む

こととし、自らが有する多

様な育種素材と新たに導入

する多様な育種素材を用

い、遺伝的に特徴ある優良

な牛群を整備する。なお、

新たに導入する雌牛につい

ては、繁殖性等の能力に関

する調査を行う。 

Ｓ：計画を大きく上回り、かつ顕著な

成果が得られた。 
Ａ：計画を上回る成果が得られた。 
Ｂ：計画どおり順調に実施された。 
Ｃ：計画どおり実施されず改善を要す

る。 
Ｄ：計画どおり実施されず当該業務の

廃止を含めた抜本的な改善が必要と

認められる。 

＜主要な業務実績＞ 
黒毛和種について、その基礎となる４系統

群・５希少系統の活用や増体性を特に重視した

改良に取り組み、自らが有する多様な育種素材

と新たに導入した多様な育種素材を用い、遺伝

的に特徴ある優良な牛群を整備した。なお、新

たに導入した雌牛については、繁殖性等の能力

に関する調査を開始した。 

＜評定と根拠＞ 
「B 」 

根拠： 
・計画どおり実施し

た。 
 

評定 Ｂ 
＜評定に至った理由＞ 
計画どおり、黒毛和種につい

て、その基礎となる牛群や稀少

系統の活用、新たに導入する多

様な育種素材を用い、遺伝的に

特徴のある優良な牛群を整備

し、さらに、新たに導入した雌

牛の繁殖性等の能力に関する

調査を開始したことから「B」

評定とした。 

 
４．その他参考情報 
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１．当事務及び事業に関する基本情報 
第１-２-（１）-イ-（イ） 第 1 業務の質の向上 ２ 畜産物の需給の変化に応じた優良な種畜・種きん等の生産・供給等 （１）種畜・種きん等の生産・供給 イ 肉用牛 

（イ）直接検定の実施 
業務に関連する政策・施

策 
食料・農業・農村基本計画、家畜改良増殖目標 当該事業実施に係る根拠 独立行政法人家畜改良センター法第１１条第１項第１号 

家畜改良増殖法第３条の４ 
当該項目の重要度、難易

度 
 関連する政策評価・行政事業

レビュー 
行政事業レビューシート事業番号：０１３４ 
行政事業レビューシート事業番号：０１３９ 

 
２．主要な経年データ 
 ①主要なアウトプット（アウトカム）情報   ②主要なインプット情報（人員に関する情報、法人全体）注 

指標等 達成目標 基準値 X１年度 X２年度 X３年度 X４年度 X５年度   H28 年度 H29 年度 H30 年度 H31 年度 H32 年度 
         予算額（千円） 5,517,617 5,752,754    

 決算額（千円） 6,141,241 5,569,466    

 経常費用（千円） 5,535,679 5,563,604    

 経常利益（千円） 6,274,603 6,013,180    

 行政ｻｰﾋﾞｽ実施ｺｽﾄ（千円） 4,154,668 4,256,798    

従事人員数 954 961    

 （うち常勤職員） 737 737    
注：業務ごとに算出していないため、法人全体の人員を掲載 

３．各事業年度の業務に係る目標、計画、業務実績、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 
 中期目標 中期計画 年度計画 主な評価指標 法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 
   （イ）直接検定の実施 

黒毛和種について、候補種

雄牛を作出するため、有用な

ＳＮＰ情報や、民間では取り

組み難い家畜生体の卵胞卵子

を活用した高度な繁殖技術等

を活用するとともに、直接検

定を実施する。 

Ｓ：計画を大きく上回り、かつ顕著な

成果が得られた。 
Ａ：計画を上回る成果が得られた。 
Ｂ：計画どおり順調に実施された。 
Ｃ：計画どおり実施されず改善を要す

る。 
Ｄ：計画どおり実施されず当該業務の

廃止を含めた抜本的な改善が必要

と認められる。 

＜主要な業務実績＞ 
黒毛和種について、候補種雄牛を作出す

るため、有用なＳＮＰ情報や、民間では取

り組み難い家畜生体の卵胞卵子を活用し

た高度な繁殖技術等を活用するとともに、

４３頭について直接検定を行い、計画どお

り実施した。 

＜評定と根拠＞ 
「B 」 

根拠： 
・計画どおり実施した。 

評

定 
Ｂ 

＜評定に至った理由＞ 
計画どおり、黒毛和種につ

いて、候補種雄牛を作出する

ため、有用なＳＮＰ情報や民

間では取り組み難い家畜生

体の卵胞卵子を活用した高

度な繁殖技術を活用すると

ともに直接検定を実施した

ことから「B」評定とした。 

 
４．その他参考情報 
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１．当事務及び事業に関する基本情報 
第１-２-（１）-イ-（ウ） 第 1 業務の質の向上 ２ 畜産物の需給の変化に応じた優良な種畜・種きん等の生産・供給等 （１）種畜・種きん等の生産・供給 イ 肉用牛 

（ウ）候補種雄牛の作出 
業務に関連する政策・施

策 
食料・農業・農村基本計画、家畜改良増殖目標 当該事業実施に係る根拠 独立行政法人家畜改良センター法第１１条第１項第１号、第２号 

家畜改良増殖法第３条の４ 
当該項目の重要度、難易

度 
 関連する政策評価・行政事業

レビュー 
行政事業レビューシート事業番号：０１３４ 

行政事業レビューシート事業番号：０１３９ 
 
２．主要な経年データ 
 ①主要なアウトプット（アウトカム）情報   ②主要なインプット情報（人員に関する情報、法人全体）注 

指標等 達成目標 基準値 H28 年度 H29 年度 H30 年度 H31 年度 H32 年度   H28 年度 H29 年度 H30 年度 H31 年度 H32 年度 
 
候補種雄牛

の作出頭数 

 
概ね 30 頭

作出 

  
３８頭 

 
３７頭 

    予算額（千円） 5,517,617 5,752,754    

 決算額（千円） 6,141,241 5,569,466    

 経常費用（千円） 5,535,679 5,563,604    

 経常利益（千円） 6,274,603 6,013,180    

 行政ｻｰﾋﾞｽ実施ｺｽﾄ（千円） 4,154,668 4,256,798    

従事人員数 954 961    

 （うち常勤職員） 737 737    
注：業務ごとに算出していないため、法人全体の人員を掲載 

３．各事業年度の業務に係る目標、計画、業務実績、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 
 中期目標 中期計画 年度計画 主な評価指標 法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 
   （ウ）候補種雄牛の作出 

黒毛和種について、上記の取

組を通じて、遺伝的多様性の確

保に必要な系統の維持に係る

候補種雄牛や増体性等に特長

を持つ候補種雄牛を概ね 30 頭

作出する。 

指標＝作出頭数 
Ｓ：計画の１１０％以上であり、

かつ、特に優れた成果が認めら

れる 
Ａ：計画の１１０％以上 
Ｂ：計画の９０％以上、１１０％

未満 
Ｃ：計画の７０％以上、９０％未

満 
Ｄ：計画の７０％未満、又は業務

運営の改善等必要な措置が必要

と認められる 
 

＜主要な業務実績＞ 
黒毛和種について、第１の２の

（１）のイの（ア）及び（イ）の取

組を通じて、遺伝的多様性の確保に

必要な系統の維持に係る候補種雄

牛や増体性等に特長を持つ候補種

雄牛を３７頭作出し、計画どおり実

施した。 

＜評定と根拠＞ 
「B」 

根拠： 
①  種畜作出用として生産した雄子牛の

中から、遺伝子保有確率、遺伝的能力

評価等により選抜した遺伝的多様性の

確保や増体性等に特長を持つ３７頭を

候補種雄牛として作出した。 
②  遺伝子保有確率及び血統により分類

した増体性等に特長を持つ鳥取県系統

群に属し、直接検定を実施した１２頭

は、直接検定時の１日当たり増体量の

平均値が１．４８ｋｇと平成２８年度

全国平均（１．１７ｋｇ）を上回った。 
 

評

定 
B 

＜評定に至った理由＞ 
 計画どおり、黒毛和種につ

いて、遺伝的多様性の確保に

必要な系統の維持に係る候

補種雄牛や増体性等に特長

を持つ候補種雄牛を目標値

上 回 る ３ ７ 頭 （ 計 画 の

123％）を作出したが、過去

のセンターの実力を踏まえ

れば、容易に達成できる計画

であると思料されることか

ら「B」評定とした。 
 

 
４．その他参考情報 
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１．当事務及び事業に関する基本情報 
第１-２-（１）-イ-（エ） 第 1 業務の質の向上 ２ 畜産物の需給の変化に応じた優良な種畜・種きん等の生産・供給等 （１）種畜・種きん等の生産・供給 イ 肉用牛 

（エ）飼料利用性等に係る検定手法の開発 
業務に関連する政策・施

策 
食料・農業・農村基本計画、家畜改良増殖目標 当該事業実施に係る根拠 独立行政法人家畜改良センター法第１１条第１項第１号 

家畜改良増殖法第３条の４ 
当該項目の重要度、難易

度 
 関連する政策評価・行政事業

レビュー 
行政事業レビューシート事業番号：０１３４ 

行政事業レビューシート事業番号：０１３９ 
 
２．主要な経年データ 
 ①主要なアウトプット（アウトカム）情報   ②主要なインプット情報（人員に関する情報、法人全体）注 

指標等 達成目標 基準値 X１年度 X２年度 X３年度 X４年度 X５年度   H28 年度 H29 年度 H30 年度 H31 年度 H32 年度 
         予算額（千円） 5,517,617 5,752,754    

 決算額（千円） 6,141,241 5,569,466    

 経常費用（千円） 5,535,679 5,563,604    

 経常利益（千円） 6,274,603 6,013,180    

 行政ｻｰﾋﾞｽ実施ｺｽﾄ（千円） 4,154,668 4,256,798    

従事人員数 954 961    

 （うち常勤職員） 737 737    
注：業務ごとに算出していないため、法人全体の人員を掲載 

３．各事業年度の業務に係る目標、計画、業務実績、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 
 中期目標 中期計画 年度計画 主な評価指標 法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 
   （エ）飼料利用性等に係る検定手法の開

発 
黒毛和種について、飼料利用性の向上

による生産コストの低減を一層推進す

る観点から、肥育牛における飼料利用性

等に係る形質データを収集するととも

に、学識経験者等の参画を得て検討会を

開催するなどにより、検定手法の開発に

向けた検討を行う。 

Ｓ：計画を大きく上回り、かつ顕

著な成果が得られた。 
Ａ：計画を上回る成果が得られた。 
Ｂ：計画どおり順調に実施された。 
Ｃ：計画どおり実施されず改善を

要する。 
Ｄ：計画どおり実施されず当該業

務の廃止を含めた抜本的な改善

が必要と認められる。 

＜主要な業務実績＞ 
黒毛和種について、飼料利用性の向

上による生産コストの低減を一層推進

する観点から、肥育牛９４頭の飼料利

用性等に係る形質データを収集すると

ともに、学識経験者等の参画を得て検

討会を開催し、各種データの取りまと

め方法等、検定手法の開発に向けた検

討を行い、計画どおり実施した。 

＜評定と根拠＞ 
「 B 」 

根拠：計画どおり実施し

た。 
 

評

定 
B 

＜評定に至った理由＞ 
 計画どおり、黒毛和種につ

いて、肥育牛における飼料利

用性等に係る形質データを収

集し、検定手法の開発に向け

た検討を実施したことから

「B」評定とした。 

 
４．その他参考情報 
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１．当事務及び事業に関する基本情報 
第１-２-（１）-イ-（オ） 第 1 業務の質の向上 ２ 畜産物の需給の変化に応じた優良な種畜・種きん等の生産・供給等 （１）種畜・種きん等の生産・供給 イ 肉用牛 

（オ）褐毛和種の候補種雄牛の作出 
業務に関連する政策・施

策 
食料・農業・農村基本計画、家畜改良増殖目標 当該事業実施に係る根拠 独立行政法人家畜改良センター法第１１条第１項第１号、第２号 

家畜改良増殖法第３条の４ 
当該項目の重要度、難易

度 
 関連する政策評価・行政事業

レビュー 
行政事業レビューシート事業番号：０１３４ 
行政事業レビューシート事業番号：０１３９ 

 
２．主要な経年データ 
 ①主要なアウトプット（アウトカム）情報   ②主要なインプット情報（人員に関する情報、法人全体）注 

指標等 達成目標 基準値 H28 年度 H29 年度 H30 年度 H31 年度 H32 年度   H28 年度 H29 年度 H30 年度 H31 年度 H32 年度 
 
候補種雄牛

の作出頭数 

 
１頭以上作

出 

  
３頭 

 
３頭 

    予算額（千円） 5,517,617 5,752,754    

 決算額（千円） 6,141,241 5,569,466    

 経常費用（千円） 5,535,679 5,563,604    

 経常利益（千円） 6,274,603 6,013,180    

 行政ｻｰﾋﾞｽ実施ｺｽﾄ（千円） 4,154,668 4,256,798    

従事人員数 954 961    

 （うち常勤職員） 737 737    
注：業務ごとに算出していないため、法人全体の人員を掲載 

３．各事業年度の業務に係る目標、計画、業務実績、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 
 中期目標 中期計画 年度計画 主な評価指標 法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 
   （オ）褐毛和種の候補種

雄牛の作出 
褐毛和種について、多

様な育種素材の導入を行

うなど遺伝的多様性の確

保に配慮しつつ、直接検

定を行い、候補種雄牛を

１頭以上作出する。 

Ｓ：計画の１２０％以上であ

り、かつ、特に優れた成果

が認められる 
Ａ：計画の１２０％以上 
Ｂ：計画の１００％以上、１

２０％未満 
Ｃ：計画の８０％以上、１０

０％未満 
Ｄ：計画の８０％未満、又は

業務運営の改善等必要な措

置が必要と認められる 
 

＜主要な業務実績＞ 
褐毛和種について、多様

な育種素材の導入を行うな

ど遺伝的多様性の確保に配

慮しつつ、直接検定を行い、

候補種雄牛を３頭作出し、

計画どおり実施した。 

＜評定と根拠＞ 
「 B 」 

根拠： 
①  育種素材の導入については、血統等を考慮し、農

協から精液１００本、受精卵３個及び卵巣３頭分を

選定・導入した。 
②  遺伝的多様性の確保に配慮しつつ、４頭について

直接検定を実施した。 
③  直接検定を実施した雄子牛のうち、３頭を後代検

定候補種雄牛として熊本県肉用牛改良推進委員会

に提示した。 
④  これら種畜の作出は、褐毛和種の改良を実施する

県が開催する家畜改良に関する会議に参画し、意

見・情報交換を行いながら実施した。 
 

評定 B 
＜評定に至った理由＞ 
 計画どおり、褐毛和種につい

て、多様な育種素材の導入を行

うなど遺伝性多様性の確保に配

慮しつつ、直接検定を行い候補

種雄牛となる種雄牛を作出した

ことから「B」評定とした。 

 
４．その他参考情報 
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１．当事務及び事業に関する基本情報 
第１-２-（１）-ウ 第 1 業務の質の向上 ２ 畜産物の需給の変化に応じた優良な種畜・種きん等の生産・供給等 （１）種畜・種きん等の生産・供給 ウ 豚 

 
業務に関連する政策・施

策 
食料・農業・農村基本計画、家畜改良増殖目標 当該事業実施に係る根拠 独立行政法人家畜改良センター法第１１条第１項第１号 

家畜改良増殖法第３条の４ 
当該項目の重要度、難易

度 
 関連する政策評価・行政事業

レビュー 
行政事業レビューシート事業番号：０１３４ 
行政事業レビューシート事業番号：０１３９ 

 
２．主要な経年データ 
 ①主要なアウトプット（アウトカム）情報   ②主要なインプット情報（人員に関する情報、法人全体）注 

指標等 達成目標 基準値 X１年度 X２年度 X３年度 X４年度 X５年度   H28 年度 H29 年度 H30 年度 H31 年度 H32 年度 
         予算額（千円） 5,517,617 5,752,754    

決算額（千円） 6,141,241 5,569,466    

 経常費用（千円） 5,535,679 5,563,604    

 経常利益（千円） 6,274,603 6,013,180    

 行政ｻｰﾋﾞｽ実施ｺｽﾄ（千円） 4,154,668 4,256,798    

従事人員数 954 961    

 （うち常勤職員） 737 737    
注：業務ごとに算出していないため、法人全体の人員を掲載 

３．各事業年度の業務に係る目標、計画、業務実績、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 
 中期目標 中期計画 年度計画 主な評価指標 法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 
  （ウ）豚 

 豚について、優れた育種素材の導入を行いつつ、

各品種について次の取組を行う。 
 デュロック種については、増体性を特に重視した

改良に取り組むこととし、１日当たり増体量が概ね

1,030g となる優良な種豚群を作出する。 
 ランドレース種については、繁殖性を特に重視し

た改良に取り組むこととし、１腹当たり育成頭数が

概ね 11 頭となる優良な種豚群を作出する。 
 また、大ヨークシャー種については、第３期中期

目標期間において造成した繁殖性に優れる種豚群

（１腹当たり育成頭数は概ね 10.5 頭）を維持しつ

つ、種豚等を供給する。 
 実験用小型豚の供給業務については、引き続き民

間への移管に向け、精液や胚の凍結保存に取り組

み、平成 32 年度末までに生体でのけい養を中止す

る。 

ウ 豚  指標＝「微項目の項目数×

２」（満点）に対する「各微項

目の点数の合計値」（合計点）

の比率 
 各微項目の評価点数の区分

は以下のとおりとする。 
  Ｓ評価：４点、Ａ評価：３点、

Ｂ評価：２点、Ｃ評価：１点、

Ｄ評価：０点 
 
Ａ：満点×１２/１０≦合計点 
Ｂ：満点×８/１０≦合計点＜満

点×１２/１０ 
Ｃ：満点×５/１０≦合計点＜満

点×８/１０ 
Ｄ：合計点≦満点×５／１０ 

△デュロック種の優良種豚群の 
作出         2/2(B) 

△ランドレース種の優良種豚群の 
作出         2/2(B) 

△大ヨークシャー種の種豚等の供

給          2/2(B) 
△実験用小型豚の精液、胚の凍結

保存         2/2(B) 
 

＜評定と根拠＞ 
「B 」 

満点：８Ｐ(微項目４×２Ｐ) 
合計：８Ｐ 
８Ｐ／８Ｐ＝１.０ 
(１０/１０) 

評定 B 
＜評定に至った理由＞ 
以下のとおり、下位の評

価項目である微項目の合計

点が B 評定の判定基準内

(満点×8/10≦合計点＜満

点×12/10)であったため。 
満点：8 点（微項目 4×2 点） 
合計点：8 点 =(2 点×4) 
8 点／8 点= 1.0 
△デュロック種の優良種豚群

の作出     2 点(B) 
△ランドレース種の優良種豚

群の作出    2 点(B) 
△大ヨークシャー種の種豚等

の供給      2 点(B) 
△実験用小型豚の精液、胚の凍

結保存         2 点(B) 
４．その他参考情報 
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１．当事務及び事業に関する基本情報 
第１-２-（１）-ウ-（ア） 第 1 業務の質の向上 ２ 畜産物の需給の変化に応じた優良な種畜・種きん等の生産・供給等 （１）種畜・種きん等の生産・供給 ウ 豚 

（ア）デュロック種の優良種豚群の作出 
業務に関連する政策・施

策 
食料・農業・農村基本計画、家畜改良増殖目標 当該事業実施に係る根拠 独立行政法人家畜改良センター法第１１条第１項第１号 

家畜改良増殖法第３条の４ 
当該項目の重要度、難易

度 
 関連する政策評価・行政事業

レビュー 
行政事業レビューシート事業番号：０１３４ 
行政事業レビューシート事業番号：０１３９ 

 
２．主要な経年データ 
 ①主要なアウトプット（アウトカム）情報   ②主要なインプット情報（人員に関する情報、法人全体）注 

指標等 達成目標 基準値 X１年度 X２年度 X３年度 X４年度 X５年度   H28 年度 H29 年度 H30 年度 H31 年度 H32 年度 
 
 

 
 
 

       予算額（千円） 5,517,617 5,752,754    

 決算額（千円） 6,141,241 5,569,466    

 経常費用（千円） 5,535,679 5,563,604    

 経常利益（千円） 6,274,603 6,013,180    

 行政ｻｰﾋﾞｽ実施ｺｽﾄ（千円） 4,154,668 4,256,798    

従事人員数 954 961    

 （うち常勤職員） 737 737    
注：業務ごとに算出していないため、法人全体の人員を掲載 

３．各事業年度の業務に係る目標、計画、業務実績、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 
 中期目標 中期計画 年度計画 主な評価指標 法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 
   （ア）デュロック種の優良種豚群の

作出 
デュロック種について、増体性を

特に重視した改良に取り組むこと

とし、１日当たり増体量が概ね

1,030g となる優良な種豚群の作出

に向け、１日当たり増体量の優れた

育種素材を導入するなどにより、改

良用豚群の造成に向けた交配及び

産子の一次選抜を行う。 
 また、産肉能力と遺伝子情報との

関連性を調査・解析するための採材

を行う。 

Ｓ：計画を大きく上回り、かつ顕著な

成果が得られた。 
Ａ：計画を上回る成果が得られた。 
Ｂ：計画どおり順調に実施された。 
Ｃ：計画どおり実施されず改善を要す

る。 
Ｄ：計画どおり実施されず当該業務の

廃止を含めた抜本的な改善が必要

と認められる。  

＜主要な業務実績＞ 
デュロック種について、増体性を

特に重視した改良に取り組むため、

１日当たり増体量の優れた育種素

材を導入するなどして、改良用豚群

の造成に向けた交配及び産子の一

次選抜を行った。 

また、産肉能力と遺伝子情報との

関連性を調査・解析するための採材

を行い、計画どおり実施した。 

＜評定と根拠＞ 
「B 」 

根拠：計画どおり実施した。 
 

評定 B 
＜評定に至った理由＞ 
計画どおり、デュロック種につ

いて、増体性を特に重視した改良

に取り組むため、改良用豚群の造

成に向けた交配及び産子の一次選

抜を行い、産肉能力と遺伝子情報

との関連性を調査・解析するため

の採材を行ったことから「B」評

定とした。 
 
 

 
４．その他参考情報 
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１．当事務及び事業に関する基本情報 
第１-２-（１）-ウ-（イ） 第 1 業務の質の向上 ２ 畜産物の需給の変化に応じた優良な種畜・種きん等の生産・供給等 （１）種畜・種きん等の生産・供給 ウ 豚 

（イ）ランドレース種の優良種豚群の作出 
業務に関連する政策・施

策 
食料・農業・農村基本計画、家畜改良増殖目標 当該事業実施に係る根拠 独立行政法人家畜改良センター法第１１条第１項第１号 

家畜改良増殖法第３条の４ 
当該項目の重要度、難易

度 
 関連する政策評価・行政事業

レビュー 
行政事業レビューシート事業番号：０１３４ 
行政事業レビューシート事業番号：０１３９ 

 
２．主要な経年データ 
 ①主要なアウトプット（アウトカム）情報   ②主要なインプット情報（人員に関する情報、法人全体）注 

指標等 達成目標 基準値 X１年度 X２年度 X３年度 X４年度 X５年度   H28 年度 H29 年度 H30 年度 H31 年度 H32 年度 
         予算額（千円） 5,517,617 5,752,754    

 決算額（千円） 6,141,241 5,569,466    

 経常費用（千円） 5,535,679 5,563,604    

 経常利益（千円） 6,274,603 6,013,180    

 行政ｻｰﾋﾞｽ実施ｺｽﾄ（千円） 4,154,668 4,256,798    

従事人員数 954 961    

 （うち常勤職員） 737 737    
注：業務ごとに算出していないため、法人全体の人員を掲載 

３．各事業年度の業務に係る目標、計画、業務実績、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 
 中期目標 中期計画 年度計画 主な評価指標 法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 
   （イ）ランドレース種の優良種

豚群の作出 
ランドレース種について、繁

殖性を特に重視した改良に取り

組むこととし、１腹当たり育成

頭数が概ね 11 頭となる優良な種

豚群の作出に向け、１腹当たり

育成頭数の優れた育種素材を導

入するなどにより、改良用雌豚

群の造成に向けた交配及び産子

の一次選抜を行う。 
 また、繁殖能力と遺伝子情報

との関連性を調査・解析するた

めの採材を行う。 

Ｓ：計画を大きく上回り、か

つ顕著な成果が得られた。 
Ａ：計画を上回る成果が得ら

れた。 
Ｂ：計画どおり順調に実施さ

れた。 
Ｃ：計画どおり実施されず改

善を要する。 
Ｄ：計画どおり実施されず当

該業務の廃止を含めた抜本

的な改善が必要と認められ

る。  

＜主要な業務実績＞ 
ランドレース種について、繁殖性を特に重視

した改良に取り組むため、１腹当たり育成頭数

の優れた育種素材を導入して、改良用雌豚群の

造成に向けた交配及び産子の一次選抜を行っ

た。 

また、繁殖能力と遺伝子情報との関連性を調

査・解析するための採材を行い、計画どおり実

施した。 

 

＜評定と根拠＞ 
「B 」 

根拠：計画どおり実

施した。 
 

評定 Ｂ 
＜評定に至った理由＞ 
 計画どおり、ランドレース種に

ついて、繁殖性を特に重視した改

良に取り組むため、改良用雌豚群

の造成に向けた交配及び産子の一

次選抜を行い、繁殖能力と遺伝子

情報との関連性を調査・解析する

ための採材を行ったことから「B」

評定とした。 

 
４．その他参考情報 
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１．当事務及び事業に関する基本情報 
第１-２-（１）-ウ-（ウ） 第 1 業務の質の向上 ２ 畜産物の需給の変化に応じた優良な種畜・種きん等の生産・供給等 （１）種畜・種きん等の生産・供給 ウ 豚 

（ウ）大ヨークシャー種の種豚等の供給 
業務に関連する政策・施

策 
食料・農業・農村基本計画、家畜改良増殖目標 当該事業実施に係る根拠 独立行政法人家畜改良センター法第１１条第１項第１号 

家畜改良増殖法第３条の４ 
当該項目の重要度、難易

度 
 関連する政策評価・行政事業

レビュー 
行政事業レビューシート事業番号：０１３４ 
行政事業レビューシート事業番号：０１３９ 

 
２．主要な経年データ 
 ①主要なアウトプット（アウトカム）情報   ②主要なインプット情報（人員に関する情報、法人全体）注 

指標等 達成目標 基準値 X１年度 X２年度 X３年度 X４年度 X５年度   H28 年度 H29 年度 H30 年度 H31 年度 H32 年度 
         予算額（千円） 5,517,617 5,752,754    

 決算額（千円） 6,141,241 5,569,466    

 経常費用（千円） 5,535,679 5,563,604    

 経常利益（千円） 6,274,603 6,013,180    

 行政ｻｰﾋﾞｽ実施ｺｽﾄ（千円） 4,154,668 4,256,798    

従事人員数 954 961    

 （うち常勤職員） 737 737    
注：業務ごとに算出していないため、法人全体の人員を掲載 

３．各事業年度の業務に係る目標、計画、業務実績、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 
 中期目標 中期計画 年度計画 主な評価指標 法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 
   （ウ）大ヨークシャー種の種豚等の

供給 
大ヨークシャー種について、第３

中期目標期間において造成した繁殖

性に優れる種豚群（１腹当たり育成

頭数は概ね 10.5 頭）を繁殖性に関係

する遺伝子情報等を活用しながら維

持しつつ、種豚等を供給する。 

Ｓ：計画を大きく上回り、かつ顕著な

成果が得られた。 
Ａ：計画を上回る成果が得られた。 
Ｂ：計画どおり順調に実施された。 
Ｃ：計画どおり実施されず改善を要す

る。 
Ｄ：計画どおり実施されず当該業務の

廃止を含めた抜本的な改善が必要と

認められる。 
  

＜主要な業務実績＞ 
大ヨークシャー種について、第３中期目標期

間において造成した繁殖性に優れる種豚群（１

腹当たり育成頭数は概ね１０．５頭）を繁殖性

に関係する遺伝子情報等を活用しながら維持し

つつ、種豚５頭、精液３５２本を供給した。 

＜評定と根拠＞ 
「B 」 

根拠：計画どおり実施

した。 
 

評

定 
B 

＜評定に至った理由＞ 
 計画どおり、大ヨークシ

ャー種について、繁殖性に

優れる種豚群を繁殖性に

関する遺伝子情報等を活

用しながら維持しつつ、種

豚等を供給したことから

「B」評定とした。 

 
４．その他参考情報 
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１．当事務及び事業に関する基本情報 
第１-２-（１）-ウ-（エ） 第 1 業務の質の向上 ２ 畜産物の需給の変化に応じた優良な種畜・種きん等の生産・供給等 （１）種畜・種きん等の生産・供給 ウ 豚 

（エ）実験用小型豚の精液、胚の凍結保存 
業務に関連する政策・施

策 
食料・農業・農村基本計画、家畜改良増殖目標 当該事業実施に係る根拠 独立行政法人家畜改良センター法第１１条第１項第１号 

家畜改良増殖法第３条の４ 
当該項目の重要度、難易

度 
 関連する政策評価・行政事業

レビュー 
行政事業レビューシート事業番号：０１３４ 
行政事業レビューシート事業番号：０１３９ 

 
２．主要な経年データ 
 ①主要なアウトプット（アウトカム）情報   ②主要なインプット情報（人員に関する情報、法人全体）注 

指標等 達成目標 基準値 X１年度 X２年度 X３年度 X４年度 X５年度   H28 年度 H29 年度 H30 年度 H31 年度 H32 年度 
         予算額（千円） 5,517,617 5,752,754    

 決算額（千円） 6,141,241 5,569,466    

 経常費用（千円） 5,535,679 5,563,604    

 経常利益（千円） 6,274,603 6,013,180    

 行政ｻｰﾋﾞｽ実施ｺｽﾄ（千円） 4,154,668 4,256,798    

 従事人員数 954 961    

           （うち常勤職員） 737 737    

注：業務ごとに算出していないため、法人全体の人員を掲載 
３．各事業年度の業務に係る目標、計画、業務実績、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 
 中期目標 中期計画 年度計画 主な評価指標 法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 
   （エ）実験用小型豚の

精液、胚の凍結保存 
実験用小型豚につい

て、平成 32 年度末まで

の民間への移管に向

け、精液や胚の凍結保

存に取り組む。 

Ｓ：計画を大きく上回り、かつ顕著な成果が得られ

た。 
Ａ：計画を上回る成果が得られた。 
Ｂ：計画どおり順調に実施された。 
Ｃ：計画どおり実施されず改善を要する。 
Ｄ：計画どおり実施されず当該業務の廃止を含めた

抜本的な改善が必要と認められる。 
  

＜主要な業務実績＞ 
実験用小型豚について、平成３２年

度末までの民間への移管に向け、関係

機関と意見・情報交換を行い、ＪＡ全

農への移管を決定した。精液や胚の凍

結保存に取り組み、凍結精液を２７

本、凍結胚を１１個作成した。また、

移管先であるＪＡ全農に種豚として

５頭供給し、生産供給業務を移管し

た。 

＜評定と根拠＞ 
「B 」 

根拠：計画どおり実施し

た。 
 

評定 B 
＜評定に至った理由＞ 
計画どおり、実験用小型豚につい

て、民間への移管に向け、精液や胚

の凍結保存に取組み、凍結精液を作

成したことから「B」評定とした。 

 
４．その他参考情報 
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１．当事務及び事業に関する基本情報 
第１-２-（１）-エ 第 1 業務の質の向上 ２ 畜産物の需給の変化に応じた優良な種畜・種きん等の生産・供給等 （１）種畜・種きん等の生産・供給 エ 鶏 
業務に関連する政策・施

策 
食料・農業・農村基本計画、鶏の改良増殖目標 
 

当該事業実施に係る根拠 独立行政法人家畜改良センター法第１１条第１項第１号 
 

当該項目の重要度、難易

度 
 関連する政策評価・行政事業

レビュー 
行政事業レビューシート事業番号：０１３４ 
行政事業レビューシート事業番号：０１３９ 

 
２．主要な経年データ 
①主要なアウトプット（アウトカム）情報   ②主要なインプット情報（人員に関する情報、法人全体）注 
指標等 達成目標 基準値 X１年度 X２年度 X３年度 X４年度 X５年度   H28 年度 H29 年度 H30 年度 H31 年度 H32 年度 

         予算額（千円） 5,517,617 5,752,754    

 決算額（千円） 6,141,241 5,569,466    

 経常費用（千円） 5,535,679 5,563,604    

 経常利益（千円） 6,274,603 6,013,180    

 行政ｻｰﾋﾞｽ実施ｺｽﾄ（千円） 4,154,668 4,256,798    

従事人員数 954 961    

 （うち常勤職員） 737 737    
注：業務ごとに算出していないため、法人全体の人員を掲載 

３．各事業年度の業務に係る目標、計画、業務実績、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 
 中期目標 中期計画 年度計画 主な評価指標 法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 
 イ 鶏、馬 

都道府県及び民間は、セ

ンターから供給される

種鶏を活用して地鶏生

産などのための国産種

鶏の生産・供給を担って

いる。このため、センタ

ーは、有用なＳＮＰ情報

などを活用しながら、産

肉性及び産卵性を重視

した種鶏生産を行い、都

道府県及び民間による

国産種鶏供給を支援す

る。なお、都道府県及び

民間による種畜供給が

限られている農用馬に

ついてはけん引能力を

重視した種畜生産・供給

を行う。 
 

（ア）鶏 
鶏について、遺伝的能力評価結果に基

づく選抜、交配を行いながら、次の取

組を行う。 
 国産鶏種のうち、卵用の横斑プリマ

スロック種（ＸＳ系統）については、

後期産卵率の推定育種価を概ね２％

改善し、ロードアイランドレッド種

（ＹＡ系統）については、産卵率等主

要形質の改良を考慮しつつ卵殻強度

を高めるための選抜を行う。 
 国産鶏種のうち、肉用の白色コーニ

ッシュ種（60 系統）については、４

週齢時の体重の推定育種価を概ね 50
ｇ改善し、白色プリマスロック種（30
系統）については、産卵率（31～35
週齢）の推定育種価を概ね２％改善す

る。 
 また、国産鶏種に関する組合せ検定

を毎年度、概ね４組実施する。 
 

エ 鶏  指標＝「微項目の項目数×２」（満点）

に対する「各微項目の点数の合計値」（合

計点）の比率 
 各微項目の評価点数の区分は以下のと

おりとする。 
  Ｓ評価：４点、Ａ評価：３点、Ｂ評価：

２点、Ｃ評価：１点、Ｄ評価：０点 
 
Ａ：満点×１２/１０≦合計点 
Ｂ：満点×８/１０≦合計点＜満点×１２/
１０ 
Ｃ：満点×５/１０≦合計点＜満点×８/１
０ 
Ｄ：合計点≦満点×５／１０ 

△卵用の横斑プリマスロック種の後期

産卵率の改善        2/2(B) 
△卵用のロードアイランドレッド種の

選抜等の実施        2/2(B) 
△肉用の白色コーニッシュ種の選抜等

の実施           2/2(B) 
△肉用の白色プリマスロック種の選抜

等の実施          2/2(B) 
△肉用の白色プリマスロック種の新系

統造成に向けた選抜等の実施 2/2(B) 
△国産鶏種に関する組合せ検定の実施 

      2/2(B) 
 
 

＜評定と根拠＞ 
「B 」 

満点：１２Ｐ(微項

目６×２Ｐ) 
合計：１２Ｐ 
１２Ｐ／１２Ｐ

＝１ .０ (１０ /１
０) 

評定 B 
＜評定に至った理由＞ 
以下のとおり、下位の評価項

目である微項目の合計点が B 評

定の判定基準内(満点×8/10≦合

計点＜満点×12/10)であったた

め。 
満点：12 点（微項目 6×2 点） 
合計点：12 点 =(2 点×6) 
12 点／12 点= 1.0 
△卵用の横斑ﾌﾟﾘﾏｽﾛｯｸ種の後期産卵

率の改善        2 点(B) 
△卵用のﾛｰﾄﾞｱｲﾗﾝﾄﾞﾚｯﾄﾞ種の選抜等         

 2 点(B) 
△肉用の白色コーニッシュ種の選抜

等           2 点(B) 
△肉用の白色ﾌﾟﾘﾏｽﾛｯｸ種の選抜等          

2 点(B) 
△肉用の白色ﾌﾟﾘﾏｽﾛｯｸ種の新系統造

成に向けた選抜等    2 点(B) 
△国産鶏種に関する組合せ検定 

2 点(B) 
４．その他参考情報 
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１．当事務及び事業に関する基本情報 
第１-２-（１）-エ-（ア） 第 1 業務の質の向上 ２ 畜産物の需給の変化に応じた優良な種畜・種きん等の生産・供給等 （１）種畜・種きん等の生産・供給 エ 鶏 

（ア）卵用の横斑プリマスロック種の後期産卵率の改善 
業務に関連する政策・施

策 
食料・農業・農村基本計画、鶏の改良増殖目標 
 

当該事業実施に係る根拠 独立行政法人家畜改良センター法第１１条第１項第１号 
 

当該項目の重要度、難易

度 
 関連する政策評価・行政事業

レビュー 
行政事業レビューシート事業番号：０１３４ 
行政事業レビューシート事業番号：０１３９ 

 
２．主要な経年データ 
 ①主要なアウトプット（アウトカム）情報   ②主要なインプット情報（人員に関する情報、法人全体）注 

指標等 達成目標 基準値 X1 年度 X2 年度 X3 年度 X4 年度 X5 年度   H28 年度 H29 年度 H30 年度 H31 年度 H32 年度 
         予算額（千円） 5,517,617 5,752,754    

 決算額（千円） 6,141,241 5,569,466    

 経常費用（千円） 5,535,679 5,563,604    

 経常利益（千円） 6,274,603 6,013,180    

 行政ｻｰﾋﾞｽ実施ｺｽﾄ（千円） 4,154,668 4,256,798    

 従事人員数 954 961    

  （うち常勤職員） 737 737    

注：業務ごとに算出していないため、法人全体の人員を掲載 
３．各事業年度の業務に係る目標、計画、業務実績、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 
 中期目標 中期計画 年度計画 主な評価指標 法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 
   （ア）卵用の横斑プリマスロッ

ク種の後期産卵率の改善 
国産鶏種のうち、卵用の横斑

プリマスロック種（ＸＳ系統）

について、後期産卵率推定育種

価の概ね２％改善に向け、遺伝

的能力評価結果に基づく選抜、

交配を行う。 

Ｓ：計画の１２０％以上であ

り、かつ、特に優れた成果が

認められる 
Ａ：計画の１２０％以上 
Ｂ：計画の１００％以上、１２

０％未満 
Ｃ：計画の８０％以上、１０

０％未満 
Ｄ：計画の８０％未満、又は業

務運営の改善等必要な措置

が必要と認められる 
 

＜主要な業務実績＞ 
国産鶏種のうち、卵用の横斑プリマス

ロック種（ＸＳ系統）について、遺伝的

能力評価結果に基づく選抜、交配を行っ

た結果、平成２８年鶏の後期産卵率の育

種価は２６年鶏に比べ４．１９％改善し

た。 

＜評定と根拠＞ 
「B 」 

根拠：計画どおり実施

した。 
 

評定 Ｂ 

＜評定に至った理由＞ 
 計画どおり、卵用の横斑プリマスロック

種について、後期産卵率の育種価が概ね

４％改善したことから「B」評定とした。 

 
４．その他参考情報 
 
 
 
 
  



60 
 

 
１．当事務及び事業に関する基本情報 
第１-２-（１）-エ-（イ） 第 1 業務の質の向上 ２ 畜産物の需給の変化に応じた優良な種畜・種きん等の生産・供給等 （１）種畜・種きん等の生産・供給 エ 鶏 

（イ）卵用のロードアイランドレッド種の選抜等の実施 
業務に関連する政策・施

策 
食料・農業・農村基本計画、鶏の改良増殖目標 
 

当該事業実施に係る根拠 独立行政法人家畜改良センター法第１１条第１項第１号 
 

当該項目の重要度、難易

度 
 関連する政策評価・行政事業

レビュー 
行政事業レビューシート事業番号：０１３４ 
行政事業レビューシート事業番号：０１３９ 

 
２．主要な経年データ 
 ①主要なアウトプット（アウトカム）情報   ②主要なインプット情報（人員に関する情報、法人全体）注 

指標等 達成目標 基準値 X１年度 X２年度 X３年度 X４年度 X５年度   H28 年度 H29 年度 H30 年度 H31 年度 H32 年度 
         予算額（千円） 5,517,617 5,752,754    

 決算額（千円） 6,141,241 5,569,466    

 経常費用（千円） 5,535,679 5,563,604    

 経常利益（千円） 6,274,603 6,013,180    

 行政ｻｰﾋﾞｽ実施ｺｽﾄ（千円） 4,154,668 4,256,798    

従事人員数 954 961    

 （うち常勤職員） 737 737    
注：業務ごとに算出していないため、法人全体の人員を掲載 

３．各事業年度の業務に係る目標、計画、業務実績、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 
 中期目標 中期計画 年度計画 主な評価指標 法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 
   （イ）卵用のロードアイランドレ

ッド種の選抜等の実施 
国産鶏種のうち、卵用のロード

アイランドレッド種（ＹＡ系統）

について、産卵率等主要形質の改

良を考慮しつつ卵殻強度を高める

ため、遺伝的能力評価結果に基づ

く選抜、交配を行う。 

Ｓ：計画を大きく上回り、かつ

顕著な成果が得られた。 
Ａ：計画を上回る成果が得られ

た。 
Ｂ：計画どおり順調に実施され

た。 
Ｃ：計画どおり実施されず改善

を要する。 
Ｄ：計画どおり実施されず当該

業務の廃止を含めた抜本的

な改善が必要と認められる。 

＜主要な業務実績＞ 
国産鶏種のうち、卵用のロードアイ

ランドレッド種（ＹＡ系統）について、

遺伝的能力評価結果に基づく選抜、交

配を行った。 

なお、ロードアイランドレッド種

（ＹＡ系統）の平成２９年鶏の卵殻強

度の育種価は２７年鶏に比べ１１．９

０ポイント改善した。 

 

＜評定と根拠＞ 
「B 」 

根拠：計画どおり実施し

た。 
 

評定 Ｂ 
＜評定に至った理由＞ 
 計画どおり、卵用のロードアイラン

ドレッド種について、産卵率等の主要

形質の改善を考慮しつつ、遺伝的能力

評価結果に基づき選抜・交配を行い、

卵殻強度が 27 年に比べ改善したこと

から「B」評定とした。 

 
４．その他参考情報 
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１．当事務及び事業に関する基本情報 
第１-２-（１）-エ-（ウ） 第 1 業務の質の向上 ２ 畜産物の需給の変化に応じた優良な種畜・種きん等の生産・供給等 （１）種畜・種きん等の生産・供給 エ 鶏 

（ウ）肉用の白色コーニッシュ種の選抜等の実施 
業務に関連する政策・施

策 
食料・農業・農村基本計画、鶏の改良増殖目標 
 

当該事業実施に係る根拠 独立行政法人家畜改良センター法第１１条第１項第１号 

当該項目の重要度、難易

度 
 関連する政策評価・行政事業

レビュー 
行政事業レビューシート事業番号：０１３４ 

 
２．主要な経年データ 
 ①主要なアウトプット（アウトカム）情報   ②主要なインプット情報（人員に関する情報、法人全体）注 

指標等 達成目標 基準値 X1 年度 X2 年度 X3 年度 X4 年度 X5 年度   H28 年度 H29 年度 H30 年度 H31 年度 H32 年度 
         予算額（千円） 5,517,617 5,752,754    

 決算額（千円） 6,141,241 5,569,466    

 経常費用（千円） 5,535,679 5,563,604    

 経常利益（千円） 6,274,603 6,013,180    

 行政ｻｰﾋﾞｽ実施ｺｽﾄ（千円） 4,154,668 4,256,798    

 従事人員数 954 961    

（うち常勤職員） 737 737    
注：業務ごとに算出していないため、法人全体の人員を掲載 

３．各事業年度の業務に係る目標、計画、業務実績、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 
 中期目標 中期計画 年度計画 主な評価指標 法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 
   （ウ）肉用の白色コーニッシュ種

の選抜等の実施 
国産鶏種のうち、肉用の白色コ

ーニッシュ種（60 系統）について、

４週齢時体重推定育種価の概ね

50ｇ改善に向け、遺伝的能力評価

結果に基づく選抜、交配を行う。 

Ｓ：計画の１２０％以上であ

り、かつ、特に優れた成果が

認められる 
Ａ：計画の１２０％以上 
Ｂ：計画の１００％以上、１２

０％未満 
Ｃ：計画の８０％以上、１０

０％未満 
Ｄ：計画の８０％未満、又は業

務運営の改善等必要な措置

が必要と認められる 
 

＜主要な業務実績＞ 
国産鶏種のうち、肉用の白色コーニ

ッシュ種（６０系統）について、遺伝

的能力評価結果に基づく選抜、交配を

行った結果、平成２９年鶏の４週齢時

体重の育種価は２８年鶏に比べ１０

ｇ改善した。 

＜評定と根拠＞ 
「B 」 

根拠： 
・計画どおり実施した。 

評定 Ｂ 
＜評定に至った理由＞ 
 計画どおり、肉用の白色コーニッシ

ュ種について、遺伝的能力評価結果に

基づく選抜・交配を行ったことから

「B」評定とした。 

 
４．その他参考情報 
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１．当事務及び事業に関する基本情報 
第１-２-（１）-エ-（エ） 第 1 業務の質の向上 ２ 畜産物の需給の変化に応じた優良な種畜・種きん等の生産・供給等 （１）種畜・種きん等の生産・供給 エ 鶏 

（エ）肉用の白色プリマスロック種の選抜等の実施 
業務に関連する政策・施

策 
食料・農業・農村基本計画、鶏の改良増殖目標 
 

当該事業の実施に係る根拠 独立行政法人家畜改良センター法第１１条第１項第１号 

当該項目の重要度、難易

度 
 関連する政策評価・行政事業

レビュー 
行政事業レビューシート事業番号：０１３４ 

 
２．主要な経年データ 
 ①主要なアウトプット（アウトカム）情報   ②主要なインプット情報（人員に関する情報、法人全体）注 

指標等 達成目標 基準値 X１年度 X２年度 X３年度 X４年度 X５年度   H28 年度 H29 年度 H30 年度 H31 年度 H32 年度 
         予算額（千円） 5,517,617 5,752,754    

 決算額（千円） 6,141,241 5,569,466    

 経常費用（千円） 5,535,679 5,563,604    

 経常利益（千円） 6,274,603 6,013,180    

 行政ｻｰﾋﾞｽ実施ｺｽﾄ（千円） 4,154,668 4,256,798    

従事人員数 954 961    

 （うち常勤職員） 737 737    
注：業務ごとに算出していないため、法人全体の人員を掲載 

３．各事業年度の業務に係る目標、計画、業務実績、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 
 中期目標 中期計画 年度計画 主な評価指標 法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 
   （エ）肉用の白色

プリマスロック種

の選抜等の実施 
国 産 鶏 種 の う

ち、肉用の白色プ

リマスロック種

（30 系統）につい

て、産卵率（31～
35 週齢）推定育種

価の概ね２％改善

に向け、遺伝的能

力評価結果に基づ

く選抜、交配を行

う。 

Ｓ：計画を大きく上回り、

かつ顕著な成果が得ら

れた。 
Ａ：計画を上回る成果が得

られた。 
Ｂ：計画どおり順調に実施

された。 
Ｃ：計画どおり実施されず

改善を要する。 
Ｄ：計画どおり実施されず

当該業務の廃止を含め

た抜本的な改善が必要

と認められる。 
  

＜主要な業務実績＞ 
国産鶏種のうち、肉用の白色

プリマスロック種（３０系統）

について、遺伝的能力評価結果

に基づく選抜、交配を行った結

果、平成２９年鶏の産卵率（３

１～３５週齢）の育種価は２８

年鶏に比べ０．５％改善した。 

＜評定と根拠＞ 
「B 」 

根拠：計画どおり実施し

た。 
 

評定 Ｂ 
＜評定に至った理由＞ 
 計画どおり、肉用の白色プリマスロック種について、遺伝

的能力評価結果に基づく選抜・交配を行ったことから「B」

評定とした。 

 
４．その他参考情報 
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１．当事務及び事業に関する基本情報 
第１-２-（１）-エ-（オ） 第 1 業務の質の向上 ２ 畜産物の需給の変化に応じた優良な種畜・種きん等の生産・供給等 （１）種畜・種きん等の生産・供給 エ 鶏 

（オ）肉用の白色プリマスロック種の新系統造成に向けた選抜等の実施 
業務に関連する政策・施

策 
食料・農業・農村基本計画、鶏の改良増殖目標 
 

当該事業実施に係る根拠 独立行政法人家畜改良センター法第１１条第１項第１号 

当該項目の重要度、難易

度 
 関連する政策評価・行政事業

レビュー 
行政事業レビューシート事業番号：０１３４ 

 
２．主要な経年データ 
 ①主要なアウトプット（アウトカム）情報   ②主要なインプット情報（人員に関する情報、法人全体）注 

指標等 達成目標 基準値 X１年度 X２年度 X３年度 X４年度 X５年度   H28 年度 H29 年度 H30 年度 H31 年度 H32 年度 
         予算額（千円） 5,517,617 5,752,754    

 決算額（千円） 6,141,241 5,569,466    

 経常費用（千円） 5,535,679 5,563,604    

 経常利益（千円） 6,274,603 6,013,180    

 行政ｻｰﾋﾞｽ実施ｺｽﾄ（千円） 4,154,668 4,256,798    

従事人員数 954 961    

 （うち常勤職員） 737 737    

注：業務ごとに算出していないため、法人全体の人員を掲載 
３．各事業年度の業務に係る目標、計画、業務実績、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 
 中期目標 中期計画 年度計画 主な評価指標 法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 
   （オ）肉用の白色プリ

マスロック種の新系統

造成に向けた選抜等の

実施 
上記の取組に加え、

国産鶏種のうち、肉用

の白色プリマスロック

種について、産肉性等

を改善するため、新た

な系統の造成に向けた

選抜、交配を行う。こ

の際、遺伝子情報を活

用した羽色の固定化

（他品種を交配した際

に、ひなの羽色が必ず

交配した他品種と同じ

羽色になること）にも

取り組む。 

Ｓ：計画を大きく上回り、

かつ顕著な成果が得られ

た。 
Ａ：計画を上回る成果が得

られた。 
Ｂ：計画どおり順調に実施

された。 
Ｃ：計画どおり実施されず

改善を要する。 
Ｄ：計画どおり実施されず

当該業務の廃止を含めた

抜本的な改善が必要と認

められる。 
  

＜主要な業務実績＞ 
第１の２の（１）のエの

（ア）、（イ）、（ウ）及び（エ）

の取組に加え、国産鶏種のう

ち、肉用の白色プリマスロッ

ク種について、産肉性等を改

善するため、新たな系統の造

成に向けた選抜、交配を行っ

た。この際、遺伝子情報を活

用し、羽色を固定した。 

＜評定と根拠＞ 
「B」 

根拠：計画どおり実施し

た。 
 

評定 Ｂ 

＜評定に至った理由＞ 
 計画どおり、肉用の白色プリマスロック種につ

いて、産肉性を改善するため、新たな系統の造成

に向けた選抜、交配を行ったことから「B」評定

とした。 

４．その他参考情報 
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１．当事務及び事業に関する基本情報 
第１-２-（１）-エ-（カ） 第 1 業務の質の向上 ２ 畜産物の需給の変化に応じた優良な種畜・種きん等の生産・供給等 （１）種畜・種きん等の生産・供給 エ 鶏 

（カ）国産鶏種に関する組合せ検定の実施 
業務に関連する政策・施

策 
食料・農業・農村基本計画、鶏の改良増殖目標 
 

当該事業実施に係る根拠 独立行政法人家畜改良センター法第１１条第１項第１号 

当該項目の重要度、難易

度 
 関連する政策評価・行政事業

レビュー 
行政事業レビューシート事業番号：０１３４ 

 
２．主要な経年データ 
 ①主要なアウトプット（アウトカム）情報   ②主要なインプット情報（人員に関する情報、法人全体）注 

指標等 達成目標 基準値 X１年度 X２年度 X３年度 X４年度 X５年度   H28 年度 H29 年度 H30 年度 H31 年度 H32 年度 
         予算額（千円） 5,517,617 5,752,754    

 決算額（千円） 6,141,241 5,569,466    

 経常費用（千円） 5,535,679 5,563,604    

 経常利益（千円） 6,274,603 6,013,180    

 行政ｻｰﾋﾞｽ実施ｺｽﾄ（千円） 4,154,668 4,256,798    

従事人員数 954 961    

 （うち常勤職員） 737 737    
注：業務ごとに算出していないため、法人全体の人員を掲載 

３．各事業年度の業務に係る目標、計画、業務実績、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 
 中期目標 中期計画 年度計画 主な評価指標 法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 
   （カ）国産鶏種に関する

組合せ検定の実施 
国産鶏種に関する組合

せ検定について、概ね４

組実施するとともに、終

了した組合せ検定結果を

公表する。 

Ｓ：計画を大きく上回り、かつ

顕著な成果が得られた。 
Ａ：計画を上回る成果が得られ

た。 
Ｂ：計画どおり順調に実施され

た。 
Ｃ：計画どおり実施されず改善

を要する。 
Ｄ：計画どおり実施されず当該

業務の廃止を含めた抜本的

な改善が必要と認められる。 

＜主要な業務実績＞ 
国産鶏種に関して、鶏

改良推進中央協議会等の

会議での要望を考慮の上

決定した、５組の組合せ

検定を行い、育成成績、

産卵成績等を収集、公表

した。 

＜評定と根拠＞ 
「B」 

根拠： 
・計画どおり実施した。 

評定 Ｂ 
＜評定に至った理由＞ 
 計画どおり、国産種鶏に関する組合せ検定について、５

組の検定を実施し、検定結果を公表したことから「B」評

定とした。 

 
４．その他参考情報 
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１．当事務及び事業に関する基本情報 
第１-２-（１）-オ 第 1 業務の質の向上 ２ 畜産物の需給の変化に応じた優良な種畜・種きん等の生産・供給等 （１）種畜・種きん等の生産・供給 オ 馬 

 
業務に関連する政策・施

策 
食料・農業・農村基本計画、家畜改良増殖目標 当該事業実施に係る根拠 独立行政法人家畜改良センター法第１１条第１項第１号、第２号 

家畜改良増殖法第３条の４ 
当該項目の重要度、難易

度 
 関連する政策評価・行政事業

レビュー 
行政事業レビューシート事業番号：０１３４ 

 
２．主要な経年データ 
 ①主要なアウトプット（アウトカム）情報   ②主要なインプット情報（人員に関する情報、法人全体）注 

指標等 達成目標 基準値 X１年度 X２年度 X３年度 X４年度 X５年度   H28 年度 H29 年度 H30 年度 H31 年度 H32 年度 
         予算額（千円） 5,517,617 5,752,754    

 決算額（千円） 6,141,241 5,569,466    

 経常費用（千円） 5,535,679 5,563,604    

 経常利益（千円） 6,274,603 6,013,180    

 行政ｻｰﾋﾞｽ実施ｺｽﾄ（千円） 4,154,668 4,256,798    

従事人員数 954 961    

 （うち常勤職員） 737 737    
注：業務ごとに算出していないため、法人全体の人員を掲載 

３．各事業年度の業務に係る目標、計画、業務実績、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 
 中期目標 中期計画 年度計画 主な評価指標 法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 
  （イ）馬 

純粋種農用馬であるブル

トン種及びペルシュロン

種について、けん引能力を

特に重視した改良に取り

組むこととし、人工授精技

術を活用した効率的な繁

殖を行うとともに、繁殖及

び発育ステージに応じた

飼料設計技術の活用によ

り繁殖馬や生産馬の適切

な飼養管理を行いつつ、け

ん引能力に関連のある馬

格をもとに種雄馬候補を

毎年度、概ね６頭作出す

る。 

オ 馬  指標＝「微項目の項目数×２」

（満点）に対する「各微項目の

点数の合計値」（合計点）の比率 
 各微項目の評価点数の区分は

以下のとおりとする。 
  Ｓ評価：４点、Ａ評価：３点、

Ｂ評価：２点、Ｃ評価：１点、

Ｄ評価：０点 
 
Ａ：満点×１２/１０≦合計点 
Ｂ：満点×８/１０≦合計点＜満

点×１２/１０ 
Ｃ：満点×５/１０≦合計点＜満

点×８/１０ 
Ｄ：合計点≦満点×５／１０ 

△ブルトン種等の選抜等の実施

2/2(B) 
△ブルトン種等の種雄馬候補の作

出           2/2(B) 
 
 

＜評定と根拠＞ 
「B 」 

満点：４Ｐ(微項目２×２Ｐ) 
合計：４Ｐ 
４Ｐ／４Ｐ＝１.０ 
（１０／１０） 

評定 B 
＜評定に至った理由＞ 
以下のとおり、下位の評価項目で

ある微項目の合計点が B 評定の判定

基準内(満点×8/10≦合計点＜満点

×12/10)であったため。 
満点：4 点（微項目 2×2 点） 
合計点：4 点 =(2 点×2) 
4 点／4 点= 1.0 
△ブルトン種等の選抜等の実施 2 点(B) 
△ブルトン種等の種雄馬候補の作出 

             2 点(B) 
 

４．その他参考情報 
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１．当事務及び事業に関する基本情報 
第１-２-（１）-オ-（ア） 第 1 業務の質の向上 ２ 畜産物の需給の変化に応じた優良な種畜・種きん等の生産・供給等 （１）種畜・種きん等の生産・供給 オ 馬 

（ア）ブルトン種等の選抜等の実施 
業務に関連する政策・施

策 
食料・農業・農村基本計画、家畜改良増殖目標 当該事業実施に係る根拠 独立行政法人家畜改良センター法第１１条第１項第１号 

家畜改良増殖法第３条の４ 
当該項目の重要度、難易

度 
 関連する政策評価・行政事業

レビュー 
行政事業レビューシート事業番号：０１３４ 

 
２．主要な経年データ 
 ①主要なアウトプット（アウトカム）情報   ②主要なインプット情報（人員に関する情報、法人全体）注 

指標等 達成目標 基準値 X１年度 X２年度 X３年度 X４年度 X５年度   H28 年度 H29 年度 H30 年度 H31 年度 H32 年度 
         予算額（千円） 5,517,617 5,752,754    

 決算額（千円） 6,141,241 5,569,466    

 経常費用（千円） 5,535,679 5,563,604    

 経常利益（千円） 6,274,603 6,013,180    

 行政ｻｰﾋﾞｽ実施ｺｽﾄ（千円） 4,154,668 4,256,798    

従事人員数 954 961    

 （うち常勤職員） 737 737    
注：業務ごとに算出していないため、法人全体の人員を掲載 

３．各事業年度の業務に係る目標、計画、業務実績、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 
 中期目標 中期計画 年度計画 主な評価指標 法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 
   （ア）ブルトン種等の

選抜等の実施 
純粋種農用馬である

ブルトン種及びペルシ

ュロン種の雄の１歳馬

について、けん引能力

を特に重視した改良に

取り組むこととし、人

工授精技術を活用した

効率的な繁殖を行うと

ともに、繁殖及び発育

ステージに応じた飼料

設計技術の活用により

繁殖馬や生産馬の適切

な飼養管理を行いつ

つ、けん引能力に関連

のある馬格をもとに３

分の１程度を選抜す

る。 

Ｓ：計画を大きく上回り、かつ

顕著な成果が得られた。 
Ａ：計画を上回る成果が得られ

た。 
Ｂ：計画どおり順調に実施され

た。 
Ｃ：計画どおり実施されず改善

を要する。 
Ｄ：計画どおり実施されず当該

業務の廃止を含めた抜本的

な改善が必要と認められる。 
  

＜主要な業務実績＞ 
純粋種農用馬であるブルトン種及

びペルシュロン種の雄の１歳馬につ

いて、けん引能力を特に重視した改良

に取り組むこととし、人工授精技術を

活用した効率的な繁殖を行うととも

に、繁殖及び発育ステージに応じた飼

料設計技術の活用により繁殖馬や生

産馬の適切な飼養管理を行いつつ、け

ん引能力に関連のある馬格をもとに、

雄の当歳馬２０頭から１歳馬候補と

して７頭を選抜した。 

＜評定と根拠＞ 
「B 」 

根拠：計画どおり実施し

た。 
 

評定 Ｂ 
＜評定に至った理由＞ 
計画どおり、ブルトン種及びペルシュロ

ン種の雄の１歳馬について、けん引能力を

特に重視した改良に取り組み、けん引能力

に関連のある馬格をもとに雄の当歳馬２

０頭から７頭を選抜したことから「B」評

定とした。 

 
４．その他参考情報 
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１．当事務及び事業に関する基本情報 
第１-２-（１）-オ-（イ） 第 1 業務の質の向上 ２ 畜産物の需給の変化に応じた優良な種畜・種きん等の生産・供給等 （１）種畜・種きん等の生産・供給 オ 馬 

（イ）ブルトン種等の種雄馬候補の作出 
業務に関連する政策・施

策 
食料・農業・農村基本計画、家畜改良増殖目標 当該事業実施に係る根拠 独立行政法人家畜改良センター法第１１条第１項第１号 

家畜改良増殖法第３条の４ 
当該項目の重要度、難易

度 
 関連する政策評価・行政事業

レビュー 
行政事業レビューシート事業番号：０１３４ 
行政事業レビューシート事業番号：０１６８ 

 
２．主要な経年データ 
 ①主要なアウトプット（アウトカム）情報   ②主要なインプット情報（人員に関する情報、法人全体）注 

指標等 達成目標 基準値 
 

H28 年度 H29 年度 H30 年度 H31 年度 H32 年度   H28 年度 H29 年度 H30 年度 H31 年度 H32 年度 

 種雄馬候補

の作出頭数 
種雄馬候補

を概ね６頭

作出する 

  
８頭 

 
６頭 

    予算額（千円） 5,517,617 5,752,754    

 決算額（千円） 6,141,241 5,569,466    

 経常費用（千円） 5,535,679 5,563,604    

 経常利益（千円） 6,274,603 6,013,180    

 行政ｻｰﾋﾞｽ実施ｺｽﾄ（千円） 4,154,668 4,256,798    

従事人員数 954 961    

 （うち常勤職員） 737 737    
注：業務ごとに算出していないため、法人全体の人員を掲載 

３．各事業年度の業務に係る目標、計画、業務実績、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 
 中期目標 中期計画 年度計画 主な評価指標 法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 
   （イ）ブルトン種等の

種雄馬候補の作出 
純粋種農用馬である

ブルトン種及びペルシ

ュロン種の雄の２歳馬

について、けん引能力

を特に重視した改良に

取り組むこととし、人

工授精技術を活用した

効率的な繁殖を行うと

ともに、繁殖及び発育

ステージに応じた飼料

設計技術の活用により

繁殖馬や生産馬の適切

な飼養管理を行いつ

つ、けん引能力に関連

のある馬格をもとに種

雄馬候補を概ね６頭作

出する。 

Ｓ：計画の１１０％以上であ

り、かつ、特に優れた成果が

認められる 
Ａ：計画の１１０％以上 
Ｂ：計画の９０％以上、１１

０％未満 
Ｃ：計画の７０％以上、９０％

未満 
Ｄ：計画の７０％未満、又は業

務運営の改善等必要な措置

が必要と認められる 
 

＜主要な業務実績＞ 
純粋種農用馬であるブル

トン種及びペルシュロン種

の雄の２歳馬について、け

ん引能力を特に重視した改

良に取り組むこととし、人

工授精技術を活用した効率

的な繁殖を行うとともに、

繁殖及び発育ステージに応

じた飼料設計技術の活用に

より繁殖馬や生産馬の適切

な飼養管理を行いつつ、け

ん引能力に関連のある馬格

をもとに、雄の２歳馬から

種雄馬候補として６頭作出

した。また、５頭の２歳馬

と１頭の成馬を種雄馬とし

て供給した。 

＜評定と根拠＞ 
「B 」 

根拠： 
けん引能力に関連のあ

る馬格をもとに、雄の２

歳馬から種雄馬候補とし

て６頭作出し、そのうち

５頭を種雄馬として供給

した。その他、１頭の成

馬を種雄馬として供給し

た。 

評定 Ｂ 

＜評定に至った理由＞ 
計画どおり、ブルトン種及びペルシュロン種の

雄の２歳馬について、けん引能力を特に重視した

改良に取り組み、けん引能力に関連のある馬格を

もとに雄の２歳馬から種雄馬候補として６頭を作

出し、そのうち５頭を種雄馬として供給した他、

１頭の成馬を種雄馬として供給したことから「B」

評定とした。 

４．その他参考情報 
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１．当事務及び事業に関する基本情報 
第１-２-（１）-カ 第 1 業務の質の向上 ２ 畜産物の需給の変化に応じた優良な種畜・種きん等の生産・供給等 （１）種畜・種きん等の生産・供給 カ 育種素材のリスク分散への取組 
業務に関連する政策・施

策 
食料・農業・農村基本計画、家畜改良増殖目標 当該事業実施に係る根拠 独立行政法人家畜改良センター法第１１条第１項第１号、第２号 

家畜改良増殖法第３条の４ 
当該項目の重要度、難易

度 
 関連する政策評価・行政事業

レビュー 
行政事業レビューシート事業番号：０１３４ 

 
 
２．主要な経年データ 
 ① 主要なアウトプット（アウトカム）情報   ② 主要なインプット情報（人員に関する情報、法人全体）注 

指標等 達成目標 基準値 X１年度 X２年度 X３年度 X４年度 X５年度   H28 年度 H29 年度 H30 年度 H31 年度 H32 年度 
         予算額（千円） 5,517,617 5,752,754    

 決算額（千円） 6,141,241 5,569,466    

 経常費用（千円） 5,535,679 5,563,604    

 経常利益（千円） 6,274,603 6,013,180    

 行政ｻｰﾋﾞｽ実施ｺｽﾄ（千円） 4,154,668 4,256,798    

従事人員数 954 961    

 （うち常勤職員） 737 737    
注：業務ごとに算出していないため、法人全体の人員を掲載 

３．各事業年度の業務に係る目標、計画、業務実績、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 
 中期目標 中期計画 年度計画 主な評価指標 法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 
  家畜伝染性疾病の侵入等により貴重な

育種素材を失うことがないよう、乳用

牛、肉用牛（黒毛和種）、豚及び鶏の主

要な育種素材について、複数の牧場等

を活用し、リスク分散に取り組む。こ

のため原則として、乳用牛は新冠牧場

及び岩手牧場、黒毛和種は十勝牧場、

奥羽牧場、鳥取牧場及び宮崎牧場、豚

は茨城牧場及び宮崎牧場、鶏は岡崎牧

場及び兵庫牧場でそれぞれけい養を行

う。 

カ 育種素材のリス

ク分散への取組 
 指標＝「微項目の項目数×２」（満点）に対す

る「各微項目の点数の合計値」（合計点）の比率 
 各微項目の評価点数の区分は以下のとおりと

する。 
  Ｓ評価：４点、Ａ評価：３点、Ｂ評価：２点、

Ｃ評価：１点、Ｄ評価：０点 
 
Ａ：満点×１２/１０≦合計点 
Ｂ：満点×８/１０≦合計点＜満点×１２/１０ 
Ｃ：満点×５/１０≦合計点＜満点×８/１０ 
Ｄ：合計点≦満点×５／１０ 
 
 

△ホルスタイン種のリスク分散      

2/2(B) 
△黒毛和種のリスク分散 

   2/2(B) 
△豚のリスク分散   2/2(B) 
△鶏のリスク分散   2/2(B) 
 
 

＜評定と根拠＞ 
「B 」 

満点：８Ｐ(微項目４×２

Ｐ) 
合計：８Ｐ 
８Ｐ／８Ｐ＝１.０ 
(１０/１０) 

評定 B 
＜評定に至った理由＞ 
以下のとおり、下位の評価

項目である微項目の合計点

が B 評定の判定基準内(満点

× 8/10 ≦合計点＜満点×

12/10)であったため。 
満点：8 点（微項目 4×2 点） 
合計点：8 点 =(2 点×4) 
8 点／8 点= 1.0 
△ホルスタイン種のリスク分散      

2 点(B) 
△黒毛和種のリスク分散 2 点(B) 
△豚のリスク分散   2 点(B) 
△鶏のリスク分散   2 点(B) 
 

 
４．その他参考情報 
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１．当事務及び事業に関する基本情報 
第１-２-（１）-カ-（ア） 第 1 業務の質の向上 ２ 畜産物の需給の変化に応じた優良な種畜・種きん等の生産・供給等 （１）種畜・種きん等の生産・供給 カ 育種素材のリスク分散への取組 

（ア）ホルスタイン種のリスク分散 
業務に関連する政策・施

策 
食料・農業・農村基本計画、家畜改良増殖目標 当該事業実施に係る根拠 独立行政法人家畜改良センター法第１１条第１項第１号、第２号 

家畜改良増殖法第３条の４ 
当該項目の重要度、難易

度 
 関連する政策評価・行政事業

レビュー 
行政事業レビューシート事業番号：０１３４ 

 
２．主要な経年データ 
 ① 主要なアウトプット（アウトカム）情報   ②主要なインプット情報（人員に関する情報、法人全体）注 

指標等 達成目標 基準値 Ｘ１年度 Ｘ２年度 Ｘ３年度 Ｘ４年度 Ｘ５年度   H28 年度 H29 年度 H30 年度 H31 年度 H32 年度 
         予算額（千円） 5,517,617 5,752,754    

 決算額（千円） 6,141,241 5,569,466    

 経常費用（千円） 5,535,679 5,563,604    

 経常利益（千円） 6,274,603 6,013,180    

 行政ｻｰﾋﾞｽ実施ｺｽﾄ（千円） 4,154,668 4,256,798    

従事人員数 954 961    

 （うち常勤職員） 737 737    
注：業務ごとに算出していないため、法人全体の人員を掲載 

３．各事業年度の業務に係る目標、計画、業務実績、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 
 中期目標 中期計画 年度計画 主な評価指標 法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 
   （ア）ホルスタイン種のリスク分散 

ホルスタイン種について、リスク分散の

ため主要な系統を、原則として新冠牧場及

び岩手牧場の２牧場でけい養を行う。 

Ｓ：計画を大きく上回り、かつ顕著な

成果が得られた。 
Ａ：計画を上回る成果が得られた。 
Ｂ：計画どおり順調に実施された。 
Ｃ：計画どおり実施されず改善を要す

る。 
Ｄ：計画どおり実施されず当該業務の

廃止を含めた抜本的な改善が必要と

認められる。 
  

＜主要な業務実績＞ 
ホルスタイン種に

ついて、リスク分散の

ため主要な系統を、新

冠牧場及び岩手牧場

の２牧場でけい養を

行った。 

＜評定と根拠＞ 
「B 」 

根拠：計画どおり

実施した。 
 

評定 Ｂ 
<評定に至った理由> 
 計画どおり、ホルス

タイン種について、リ

スク分散のため、主要

な系統を新冠牧場及

び岩手牧場の２牧場

でけい養したことか

ら「B」評定とした。 
 
 

 
４．その他参考情報 
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１．当事務及び事業に関する基本情報 
第１-２-（１）-カ-（イ） 第 1 業務の質の向上 ２ 畜産物の需給の変化に応じた優良な種畜・種きん等の生産・供給等 （１）種畜・種きん等の生産・供給 カ 育種素材のリスク分散への取組 

（イ）黒毛和種のリスク分散 
業務に関連する政策・施

策 
食料・農業・農村基本計画、家畜改良増殖目標 当該事業実施に係る根拠 独立行政法人家畜改良センター法第１１条第１項第１号、第２号 

家畜改良増殖法第３条の４ 
当該項目の重要度、難易

度 
 関連する政策評価・行政事業

レビュー 
行政事業レビューシート事業番号：０１３４ 

 
２．主要な経年データ 
 ①主要なアウトプット（アウトカム）情報   ②主要なインプット情報（人員に関する情報、法人全体）注 

指標等 達成目標 基準値） X１年度 X２年度 X３年度 X４年度 X５年度   H28 年度 H29 年度 H30 年度 H31 年度 H32 年度 
         予算額（千円） 5,517,617 5,752,754    

 決算額（千円） 6,141,241 5,569,466    

 経常費用（千円） 5,535,679 5,563,604    

 経常利益（千円） 6,274,603 6,013,180    

 行政ｻｰﾋﾞｽ実施ｺｽﾄ（千円） 4,154,668 4,256,798    

従事人員数 954 961    

 （うち常勤職員） 737 737    
注：業務ごとに算出していないため、法人全体の人員を掲載 

３．各事業年度の業務に係る目標、計画、業務実績、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 
 中期目標 中期計画 年度計画 主な評価指標 法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 
   （イ）黒毛和種のリスク分散 

黒毛和種について、リスク分散のため主要な系統

を、原則として十勝牧場、奥羽牧場、鳥取牧場及び宮

崎牧場の４牧場でけい養を行う。 

Ｓ：計画を大きく上回り、かつ顕

著な成果が得られた。 
Ａ：計画を上回る成果が得られ

た。 
Ｂ：計画どおり順調に実施され

た。 
Ｃ：計画どおり実施されず改善を

要する。 
Ｄ：計画どおり実施されず当該業

務の廃止を含めた抜本的な改

善が必要と認められる。 

＜主要な業務実績＞ 
黒毛和種について、リスク分散

のため主要な系統を、十勝牧場、

奥羽牧場、鳥取牧場及び宮崎牧場

の４牧場でけい養を行った。 

＜評定と根拠＞ 
「B 」 

根拠：計画どおり実

施した。 
 

評定 Ｂ 
＜評定に至った理由＞ 
 計画どおり、黒毛和

種について、リスク分

散のため、主要な系統

を十勝牧場、奥羽牧場、

鳥取牧場及び宮崎牧場

の４牧場でけい養した

ことから「B」評定とし

た。 

 
４．その他参考情報 
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１．当事務及び事業に関する基本情報 
第１-２-（１）-カ-（ウ） 第 1 業務の質の向上 ２ 畜産物の需給の変化に応じた優良な種畜・種きん等の生産・供給等 （１）種畜・種きん等の生産・供給 カ 育種素材のリスク分散への取組 

（ウ）豚のリスク分散 
業務に関連する政策・施

策 
食料・農業・農村基本計画、家畜改良増殖目標 当該事業実施に係る根拠 独立行政法人家畜改良センター法第１１条第１項第１号、第２号 

家畜改良増殖法第３条の４ 
当該項目の重要度、難易

度 
 関連する政策評価・行政事業

レビュー 
行政事業レビューシート事業番号：０１３４ 
行政事業レビューシート事業番号：０１３９ 

 
２．主要な経年データ 
 ①主要なアウトプット（アウトカム）情報   ②主要なインプット情報（人員に関する情報、法人全体）注 

指標等 達成目標 基準値 X１年度 X２年度 X３年度 X４年度 X５年度   H28 年度 H29 年度 H30 年度 H31 年度 H32 年度 
         予算額（千円） 5,517,617 5,752,754    

決算額（千円） 6,141,241 5,569,466    

 経常費用（千円） 5,535,679 5,563,604    

 経常利益（千円） 6,274,603 6,013,180    

 行政ｻｰﾋﾞｽ実施ｺｽﾄ（千円） 4,154,668 4,256,798    

従事人員数 954 961    

 （うち常勤職員） 737 737    
注：業務ごとに算出していないため、法人全体の人員を掲載 

３．各事業年度の業務に係る目標、計画、業務実績、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 
 中期目標 中期計画 年度計画 主な評価指標 法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 
   （ウ）豚のリスク分散 

豚について、リスク分

散のため主要な品種

を、原則として茨城牧

場及び宮崎牧場の２牧

場でけい養を行う。ま

た、リスク分散を強化

するため、凍結胚を作

成する。 

Ｓ：計画を大きく上回り、かつ顕著

な成果が得られた。 
Ａ：計画を上回る成果が得られた。 
Ｂ：計画どおり順調に実施された。 
Ｃ：計画どおり実施されず改善を要

する。 
Ｄ：計画どおり実施されず当該業務

の廃止を含めた抜本的な改善が

必要と認められる。 

＜主要な業務実績＞ 
豚について、リスク分散

のため主要な品種を、茨城

牧場及び宮崎牧場の２牧場

でけい養を行った。 

また、リスク分散を強化

するため、凍結胚を１４３

個作出した。 

＜評定と根拠＞ 
「B 」 

根拠：計画どおり実施

した。 
 

評定 Ｂ 
＜評定に至った理由＞ 
計画どおり、豚について、リスク

分散のため、主要な品種を茨城牧場

及び宮崎牧場の２牧場でけい養し、

リスク分散の強化のため、凍結胚を

１４３個作成したことから「B」評

定とした。 

 
４．その他参考情報 
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１．当事務及び事業に関する基本情報 
第１-２-（１）-カ-（エ） 第 1 業務の質の向上 ２ 畜産物の需給の変化に応じた優良な種畜・種きん等の生産・供給等 （１）種畜・種きん等の生産・供給 カ 育種素材のリスク分散への取組 

（エ）鶏のリスク分散 
業務に関連する政策・施

策 
食料・農業・農村基本計画、鶏の改良増殖目標 当該事業実施に係る根拠 独立行政法人家畜改良センター法第１１条第１項第１号、第２号 

当該項目の重要度、難易

度 
 関連する政策評価・行政事業

レビュー 
行政事業レビューシート事業番号：０１３４ 
行政事業レビューシート事業番号：０１３９ 

 
２．主要な経年データ 
 ①主要なアウトプット（アウトカム）情報   ②主要なインプット情報（人員に関する情報、法人全体）注 

指標等 達成目標 基準値 X１年度 X２年度 X３年度 X４年度 X５年度   H28 年度 H29 年度 H30 年度 H31 年度 H32 年度 
         予算額（千円） 5,517,617 5,752,754    

 決算額（千円） 6,141,241 5,569,466    

 経常費用（千円） 5,535,679 5,563,604    

 経常利益（千円） 6,274,603 6,013,180    

 行政ｻｰﾋﾞｽ実施ｺｽﾄ（千円） 4,154,668 4,256,798    

従事人員数 954 961    

 （うち常勤職員） 737 737    
注：業務ごとに算出していないため、法人全体の人員を掲載 

３．各事業年度の業務に係る目標、計画、業務実績、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 
 中期目標 中期計画 年度計画 主な評価指標 法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 
   （エ）鶏のリスク分散 

 鶏について、リスク

分散のため主要な国産

鶏種を、原則として岡

崎牧場及び兵庫牧場の

２牧場でけい養を行

う。また、リスク分散

を強化するため、凍結

精液を作成する。 
 

Ｓ：計画を大きく上回り、かつ顕著な

成果が得られた。 
Ａ：計画を上回る成果が得られた。 
Ｂ：計画どおり順調に実施された。 
Ｃ：計画どおり実施されず改善を要す

る。 
Ｄ：計画どおり実施されず当該業務の

廃止を含めた抜本的な改善が必要と

認められる。 

＜主要な業務実績＞ 

鶏について、リスク分散

のため主要な国産鶏種を、

岡崎牧場及び兵庫牧場の

２牧場でけい養した。ま

た、リスク分散を強化する

ため、凍結精液を作成し

た。 

 

＜評定と根拠＞ 
「B 」 

根拠：計画どおり実施し

た。 
 

評定 Ｂ 
＜評定に至った理由＞ 
 計画どおり、鶏について、リス

ク分散のため、主要な品種を岡崎

牧場及び兵庫牧場の２牧場でけい

養し、リスク分散の強化のため凍

結精液を作成したことから「B」

評定とした。 
 

 
４．その他参考情報 
 
 
 
 
 



73 
 

 
１．当事務及び事業に関する基本情報 
第１-２-（２） 第 1 業務の質の向上 ２ 畜産物の需給の変化に応じた優良な種畜・種きん等の生産・供給等 （２）６次産業化の推進等に対応した育種素材の提供等 

 
業務に関連する政策・施

策 
食料・農業・農村基本計画、家畜改良増殖目標 当該事業実施に係る根拠 独立行政法人家畜改良センター法第１１条第１項第１号、第２号 

家畜改良増殖法第３条の４ 
当該項目の重要度、難易

度 
 関連する政策評価・行政事業

レビュー 
行政事業レビューシート事業番号：０１３４ 
行政事業レビューシート事業番号：０１３９ 

 
２．主要な経年データ 
 ① 主要なアウトプット（アウトカム）情報   ② 主要なインプット情報（人員に関する情報、法人全体）注 

指標等 達成目標 基準値 X１年度 X２年度 X３年度 X４年度 X５年度   H28 年度 H29 年度 H30 年度 H31 年度 H32 年度 
         予算額（千円） 5,517,617 5,752,754    

 決算額（千円） 6,141,241 5,569,466    

 経常費用（千円） 5,535,679 5,563,604    

 経常利益（千円） 6,274,603 6,013,180    

 行政ｻｰﾋﾞｽ実施ｺｽﾄ（千円） 4,154,668 4,256,798    

従事人員数 954 961    

 （うち常勤職員） 737 737    
注：業務ごとに算出していないため、法人全体の人員を掲載 

３．各事業年度の業務に係る目標、計画、業務実績、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 
 中期目標 中期計画 年度計画 主な評価指標 法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 
 （２）６次産業化の推進

等に対応した育種素材の

提供等 

 ６次産業化の推進や多

様なニーズに応える国産

畜産物の供給を支援する

ため、国内での種畜の供

給体制が銭弱なめん山羊

や日本短角種をはじめと

した特色ある家畜等につ

いて、種畜の生産・供給

業務を行っている都道府

県・民間からの育種素材

の提供や技術指導等の技

術的支援に関する要請が

あった場合、できる限り

対応する。 

 （２）６次産業化の推進等に対応し

た育種素材の提供等 
  〈以下略〉 

 指標＝「細項目の項目数×２」（満

点）に対する「各細項目の点数の合

計値」（合計点）の比率 
 各細項目の評価点数の区分は以

下のとおりとする。 
Ｓ評価：４点、Ａ評価：３点、Ｂ評

価：２点、Ｃ評価：１点、Ｄ評価：

０点 
 
Ａ：満点×１２/１０≦合計点 
Ｂ：満点×８/１０≦合計点＜満点× 
１２/１０ 

Ｃ：満点×５/１０≦合計点＜満点× 
８/１０ 

Ｄ：合計点≦満点×５／１０ 

〈主要な業務実績〉 
□めん山羊              2/2(B) 
□日本短角種               2/2(B) 
□豚                    2/2(B) 
□鶏                    2/2(B) 
□技術的支援                2/2(B) 

＜評定と根拠＞ 
「B 」 

満点：１０Ｐ(細
項目５×

２Ｐ) 
合計：１０Ｐ 
１０Ｐ／１０Ｐ

＝１.０ 
（１０／１０） 

評定 Ｂ 
＜評定に至った理由＞ 
以下のとおり、下位の

評価項目である細項目

の合計点が B 評定の判

定基準内(満点×8/10≦
合計点＜満点×12/10)で
あったため。 
満点：10 点（細項目 5×
2 点） 
合計点：10 点=(2 点×5) 
10 点／10 点= 1.0 
□めん山羊      2 点(B) 
□日本短角種     2 点(B) 
□豚             2 点(B) 
□鶏             2 点(B) 
□技術的支援   2 点(B) 

 
４．その他参考情報 
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１．当事務及び事業に関する基本情報 
第１-２-（２）-ア 第 1 業務の質の向上 ２ 畜産物の需給の変化に応じた優良な種畜・種きん等の生産・供給等 （２）６次産業化の推進等に対応した育種素材の提供等 

ア めん山羊 
業務に関連する政策・施

策 
食料・農業・農村基本計画、家畜改良増殖目標 当該事業実施に係る根拠 独立行政法人家畜改良センター法第１１条第１項第１号 

家畜改良増殖法第３条の４ 
当該項目の重要度、難易

度 
 関連する政策評価・行政事業

レビュー 
行政事業レビューシート事業番号：０１３４ 
行政事業レビューシート事業番号：０１３９ 

 
２．主要な経年データ 
 ①主要なアウトプット（アウトカム）情報   ②主要なインプット情報（人員に関する情報、法人全体）注 

指標等 達成目標 基準値 X１年度 X２年度 X３年度 X４年度 X５年度   H28 年度 H29 年度 H30 年度 H31 年度 H32 年度 
         予算額（千円） 5,517,617 5,752,754    

 決算額（千円） 6,141,241 5,569,466    

 経常費用（千円） 5,535,679 5,563,604    

 経常利益（千円） 6,274,603 6,013,180    

 行政ｻｰﾋﾞｽ実施ｺｽﾄ（千円） 4,154,668 4,256,798    

 従事人員数 954 961    

           （うち常勤職員） 737 737    
注：業務ごとに算出していないため、法人全体の人員を掲載 

３．各事業年度の業務に係る目標、計画、業務実績、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 
 中期目標 中期計画 年度計画 主な評価指標 法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 
   ア めん山羊 

めん山羊につい

て、現有のサフォ

ーク種及び日本ザ

ーネン種を維持す

る。 

Ｓ：計画を大きく上回り、か

つ顕著な成果が得られた。 
Ａ：計画を上回る成果が得ら

れた。 
Ｂ：計画どおり順調に実施さ

れた。 
Ｃ：計画どおり実施されず改

善を要する。 
Ｄ：計画どおり実施されず当

該業務の廃止を含めた抜本

的な改善が必要と認められ

る。 

＜主要な業務実績＞ 
めん山羊について、現有のサフォーク種及び日

本ザーネン種を維持した。 

＜評定と根拠＞  
「B 」 

根拠：計画どおり実施し

た。 
 

評定 Ｂ 
＜評定に至った理由＞ 
 計画どおり、めん山

羊について、現有のサ

フォーク種及び日本ザ

ーネン種を維持したこ

とから「B」評定とした。 

 
４．その他参考情報 
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１．当事務及び事業に関する基本情報 
第１-２-（２）-イ 第 1 業務の質の向上 ２ 畜産物の需給の変化に応じた優良な種畜・種きん等の生産・供給等 （２）６次産業化の推進等に対応した育種素材の提供等 

イ 日本短角種 
業務に関連する政策・施

策 
食料・農業・農村基本計画、家畜改良増殖目標 当該事業実施に係る根拠 独立行政法人家畜改良センター法第 11 条第１項第１号 

家畜改良増殖法第３条の４ 
当該項目の重要度、難易

度 
 関連する政策評価・行政事業

レビュー 
行政事業レビューシート事業番号：０１３４ 
行政事業レビューシート事業番号：０１３９ 

 
２．主要な経年データ 
 ① 主要なアウトプット（アウトカム）情報   ② 主要なインプット情報（人員に関する情報、法人全体）注 

指標等 達成目標 基準値 X１年度 X２年度 X３年度 X４年度 X５年度   H28 年度 H29 年度 H30 年度 H31 年度 H32 年度 
         予算額（千円） 5,517,617 5,752,754    

 決算額（千円） 6,141,241 5,569,466    

 経常費用（千円） 5,535,679 5,563,604    

 経常利益（千円） 6,274,603 6,013,180    

 行政ｻｰﾋﾞｽ実施ｺｽﾄ（千円） 4,154,668 4,256,798    

従事人員数 954 961    

 （うち常勤職員） 737 737    
注：業務ごとに算出していないため、法人全体の人員を掲載 

３．各事業年度の業務に係る目標、計画、業務実績、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 
 中期目標 中期計画 年度計画 主な評価指標 法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 
   イ 日本短角種 

日本短角種（王将系、蓋世

系、雲豊系、春梅系及び南富

系）について、系統保有状況

について都道府県等と意見・

情報交換を行い、必要に応じ

て系統数を見直しつつ維持す

るとともに、凍結胚を確保す

る。 

Ｓ：計画を大きく上回り、かつ

顕著な成果が得られた。 
Ａ：計画を上回る成果が得られ

た。 
Ｂ：計画どおり順調に実施され

た。 
Ｃ：計画どおり実施されず改善

を要する。 
Ｄ：計画どおり実施されず当該

業務の廃止を含めた抜本的

な改善が必要と認められる。 
 

＜主要な業務実績＞ 
日本短角種（王将系、蓋世系、雲豊

系、春梅系及び南富系）について、系

統保有状況等について都道府県等と

意見・情報交換を行うとともに、凍結

胚を確保した。 

＜評定と根拠＞ 
「B 」 

根拠：計画どおり実施した。 
 

評定 Ｂ 
＜評定に至った理由＞ 
  計画どおり、日本短角種について、系統

保有状況について、都道府県等と意見・情

報交換を行い系統数を維持するとともに、

凍結胚を確保したことから「B」評定とし

た。 
 

 

 
４．その他参考情報 
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１．当事務及び事業に関する基本情報 
第１-２-（２）-ウ 第 1 業務の質の向上 ２ 畜産物の需給の変化に応じた優良な種畜・種きん等の生産・供給等 （２）６次産業化の推進等に対応した育種素材の提供等 

ウ 豚 
業務に関連する政策・施

策 
食料・農業・農村基本計画、家畜改良増殖目標 当該事業の実施に係る根拠 独立行政法人家畜改良センター法第１１条第１項第１号 

家畜改良増殖法第３条の４ 
当該項目の重要度、難易

度 
 関連する政策評価・行政事業

レビュー 
行政事業レビューシート事業番号：０１３４ 
行政事業レビューシート事業番号：０１３９ 

 
２．主要な経年データ 
 ①主要なアウトプット（アウトカム）情報   ②主要なインプット情報（人員に関する情報、法人全体）注 

指標等 達成目標 基準値 X１年度 X２年度 X３年度 X４年度 X５年度   H28 年度 H29 年度 H30 年度 H31 年度 H32 年度 
         予算額（千円） 5,517,617 5,752,754    

 決算額（千円） 6,141,241 5,569,466    

 経常費用（千円） 5,535,679 5,563,604    

 経常利益（千円） 6,274,603 6,013,180    

 行政ｻｰﾋﾞｽ実施ｺｽﾄ（千円） 4,154,668 4,256,798    

従事人員数 954 961    

 （うち常勤職員） 737 737    
注：業務ごとに算出していないため、法人全体の人員を掲載 

３．各事業年度の業務に係る目標、計画、業務実績、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 
 中期目標 中期計画 年度計画 主な評価指標 法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 
   ウ 豚 

豚について、特色ある

品種である現有の中ヨー

クシャー種及び梅山豚を

維持する。 

Ｓ：計画を大きく上回り、かつ顕著な成果が

得られた。 
Ａ：計画を上回る成果が得られた。 
Ｂ：計画どおり順調に実施された。 
Ｃ：計画どおり実施されず改善を要する。 
Ｄ：計画どおり実施されず当該業務の廃止を

含めた抜本的な改善が必要と認められる。 

＜主要な業務実績＞ 
豚について、特色ある品種である現

有の中ヨークシャー種及び梅山豚を維

持した。 

＜評定と根拠＞ 
「B 」 

根拠：計画どおり実

施した。 
 

評定 Ｂ 
＜評定に至った理由＞ 
計画どおり、豚について、特

色ある品種である現有の中ヨー

クシャー種及び梅山豚種を維持

したことから「B」評定とした。 

 
４．その他参考情報 
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１．当事務及び事業に関する基本情報 
第１-２-（２）-エ 第 1 業務の質の向上 ２ 畜産物の需給の変化に応じた優良な種畜・種きん等の生産・供給等 （２）６次産業化の推進等に対応した育種素材の提供等 

エ 鶏 
業務に関連する政策・施

策 
食料・農業・農村基本計画、家畜改良増殖目標 当該事業の実施に係る根拠 独立行政法人家畜改良センター法第１１条第１項第１号 

家畜改良増殖法第３条の４ 
当該項目の重要度、難易

度 
 関連する政策評価・行政事業

レビュー 
行政事業レビューシート事業番号：０１３４ 
行政事業レビューシート事業番号：０１３９ 

 
２．主要な経年データ 
 ①主要なアウトプット（アウトカム）情報   ②主要なインプット情報（人員に関する情報、法人全体）注 

指標等 達成目標 基準値 X１年度 X２年度 X３年度 X４年度 X５年度   H28 年度 H29 年度 H30 年度 H31 年度 H32 年度 
         予算額（千円） 5,517,617 5,752,754    

 決算額（千円） 6,141,241 5,569,466    

 経常費用（千円） 5,535,679 5,563,604    

 経常利益（千円） 6,274,603 6,013,180    

 行政ｻｰﾋﾞｽ実施ｺｽﾄ（千円） 4,154,668 4,256,798    

従事人員数 954 961    

 （うち常勤職員） 737 737    
注：業務ごとに算出していないため、法人全体の人員を掲載 

３．各事業年度の業務に係る目標、計画、業務実績、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 
 中期目標 中期計画 年度計画 主な評価指標 法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 
   エ 鶏 

鶏について、特

色ある品種・系統

である軍鶏、合成

軍鶏、横斑プリマ

スロック種、烏骨

鶏及びアロウカ

ナ種等を維持す

る。 

Ｓ：計画を大きく上回り、かつ

顕著な成果が得られた。 
Ａ：計画を上回る成果が得られ

た。 
Ｂ：計画どおり順調に実施され

た。 
Ｃ：計画どおり実施されず改善

を要する。 
Ｄ：計画どおり実施されず当該

業務の廃止を含めた抜本的

な改善が必要と認められる。 
  

＜主要な業務実績＞ 
鶏について、特色ある品種・系統である軍鶏、合成軍鶏、横斑

プリマスロック種、烏骨鶏及びアロウカナ種を維持した。 

＜評定と根拠＞ 
「B 」 

根拠：計画どおり実

施した。 
 

評定 Ｂ 
＜評定に至った理由＞ 
 計画どおり、鶏について、

特色ある品種・系統である軍

鶏、合成軍鶏、横斑プリマス

ロック、烏骨鶏及びアロウカ

ナ種等を維持したことから

「B」評定とした。 

 
４．その他参考情報 
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１．当事務及び事業に関する基本情報 
第１-２-（２）-オ 第 1 業務の質の向上 ２ 畜産物の需給の変化に応じた優良な種畜・種きん等の生産・供給等 （２）６次産業化の推進等に対応した育種素材の提供等 

オ 技術的支援 
業務に関連する政策・施

策 
食料・農業・農村基本計画、家畜改良増殖目標 当該事業の実施に係る根拠 独立行政法人家畜改良センター法第１１条第１項第１号 

家畜改良増殖法第３条の４ 
当該項目の重要度、難易

度 
 関連する政策評価・行政事業

レビュー 
行政事業レビューシート事業番号：０１３４ 
行政事業レビューシート事業番号：０１３９ 

 
２．主要な経年データ 
 ①主要なアウトプット（アウトカム）情報   ②主要なインプット情報（人員に関する情報、法人全体）注 

指標等 達成目標 基準値 X１年度 X２年度 X３年度 X４年度 X５年度   H28 年度 H29 年度 H30 年度 H31 年度 H32 年度 
         予算額（千円） 5,517,617 5,752,754    

 決算額（千円） 6,141,241 5,569,466    

 経常費用（千円） 5,535,679 5,563,604    

 経常利益（千円） 6,274,603 6,013,180    

 行政ｻｰﾋﾞｽ実施ｺｽﾄ（千円） 4,154,668 4,256,798    

従事人員数 954 961    

 （うち常勤職員） 737 737    
注：業務ごとに算出していないため、法人全体の人員を掲載 

３．各事業年度の業務に係る目標、計画、業務実績、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 
 中期目標 中期計画 年度計画 主な評価指標 法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 
   オ 技術的支援 

上記の家畜等

について、種畜等

の生産・供給業務

を行っている都

道府県・民間から

育種素材の提供

や技術指導等の

技術的支援に関

する要請があっ

た場合には、でき

る限り対応する。 

Ｓ：計画を大きく上回り、かつ

顕著な成果が得られた。 
Ａ：計画を上回る成果が得られ

た。 
Ｂ：計画どおり順調に実施され

た。 
Ｃ：計画どおり実施されず改善

を要する。 
Ｄ：計画どおり実施されず当該

業務の廃止を含めた抜本的

な改善が必要と認められる。 

＜主要な業務実績＞ 
上記の家畜等について、種畜等の生

産・供給業務を行っている都道府県・民

間からの育種素材の提供や技術指導等

の技術的支援に関する要請に、できる限

り対応した。 

＜評定と根拠＞ 
「B 」 

根拠：計画どおり実施した。 
 

評定 Ｂ 
＜評定に至った理由＞ 
 計画どおり、国内での種畜の供給体制

が脆弱な家畜等について、種畜等の生

産・供給業務を行っている都道府県・民

間からの育種素材の提供や技術指導等の

技術的支援に関する要請にできる限り対

応したことから「B」評定とした。 

 
４．その他参考情報 
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１．当事務及び事業に関する基本情報 
第１-２-（３） 第 1 業務の質の向上 ２ 畜産物の需給の変化に応じた優良な種畜・種きん等の生産・供給等 （３）家畜等の多様な遺伝資源の確保・利用 

 
業務に関連する政策・施

策 
食料・農業・農村基本計画、家畜改良増殖目標 当該事業の実施に係る根拠 独立行政法人家畜改良センター法第１１条第１項第１号 

家畜改良増殖法第３条の４ 
当該項目の重要度、難易

度 
 関連する政策評価・行政事業

レビュー 
行政事業レビューシート事業番号：０１３４ 
行政事業レビューシート事業番号：０１３９ 
行政事業レビューシート事業番号：０１６８ 

 
２．主要な経年データ 
 ①主要なアウトプット（アウトカム）情報   ②主要なインプット情報（人員に関する情報、法人全体）注 

指標等 達成目標 基準値 X１年度 X２年度 X３年度 X４年度 X５年度   H28 年度 H29 年度 H30 年度 H31 年度 H32 年度 
         予算額（千円） 5,517,617 5,752,754    

 決算額（千円） 6,141,241 5,569,466    

 経常費用（千円） 5,535,679 5,563,604    

 経常利益（千円） 6,274,603 6,013,180    

 行政ｻｰﾋﾞｽ実施ｺｽﾄ（千円） 4,154,668 4,256,798    

従事人員数 954 961    

 （うち常勤職員） 737 737    
注：業務ごとに算出していないため、法人全体の人員を掲載 

３．各事業年度の業務に係る目標、計画、業務実績、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 
 中期目標 中期計画 年度計画 主な評価指標 法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 
 （３）家畜等の多様な遺伝資源

の確保・利用 
 消費者の畜産物に対する多様

なニーズに対応するとともに、

我が国固有の遺伝資源である和

牛等について、近交係数の高ま

りの抑制に資する種畜の生産等

を行うためには、多様な遺伝子

を持つ家畜等を確保し利用して

いく必要がある。このため、セ

ンターは、関係機関とも連携し、

家畜の多様な遺伝資源の収集・

確保及び利用に取り組むことと

する。 
 

 （３）家畜等の多

様な遺伝資源の確

保・利用 
  〈以下略〉 

 指標＝「細項目の項目数×２」（満

点）に対する「各細項目の点数の合

計値」（合計点）の比率 
 各細項目の評価点数の区分は以

下のとおりとする。 
Ｓ評価：４点、Ａ評価：３点、Ｂ評

価：２点、Ｃ評価：１点、Ｄ評価：

０点 
 
Ａ：満点×１２/１０≦合計点 
Ｂ：満点×８/１０≦合計点＜満点× 
１２/１０ 

Ｃ：満点×５/１０≦合計点＜満点× 
８/１０ 

Ｄ：合計点≦満点×５／１０ 

〈主要な業務実績〉 
□家畜遺伝資源の保存 

    2/2(B) 
□多様な遺伝資源の活用 

2/2(B) 
 

＜評定と根拠＞ 
「B 」 

満点：４Ｐ(細項目２×２Ｐ) 
合計：４Ｐ 
４Ｐ／４Ｐ＝１.０ 
（１０／１０） 

評定 Ｂ 
＜評定に至った理由＞ 
以下のとおり、下位の評価項目である細

項目の合計点が B 評定の判定基準内(満点

×8/10≦合計点＜満点×12/10)であった

ため。 
満点：4 点（細項目 2×2 点） 
合計点：4 点=(2 点×2) 
4 点／4 点= 1.0 
□家畜遺伝資源の保存           2 点(B) 
□多様な遺伝資源の活用           2 点(B) 
 

 
４．その他参考情報 
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１．当事務及び事業に関する基本情報 
第１-２-（３）-ア 第 1 業務の質の向上 ２ 畜産物の需給の変化に応じた優良な種畜・種きん等の生産・供給等 （３）家畜等の多様な遺伝資源の確保・利用 

ア 家畜遺伝資源の保存 
業務に関連する政策・施

策 
食料・農業・農村基本計画、家畜改良増殖目標 当該事業実施に係る根拠 独立行政法人家畜改良センター法第１１条第１項第１号 

家畜改良増殖法第３条の４ 
当該項目の重要度、難易

度 
 関連する政策評価・行政事業

レビュー 
行政事業レビューシート事業番号：０１３４ 
行政事業レビューシート事業番号：０１３９ 
行政事業レビューシート事業番号：０１６８ 

 
２．主要な経年データ 
 ② 主要なアウトプット（アウトカム）情報   ②主要なインプット情報（人員に関する情報、法人全体）注 

指標等 達成目標 基準値 X１年度 X２年度 X３年度 X４年度 X５年度   H28 年度 H29 年度 H30 年度 H31 年度 H32 年度 
         予算額（千円） 5,517,617 5,752,754    

 決算額（千円） 6,141,241 5,569,466    

 経常費用（千円） 5,535,679 5,563,604    

 経常利益（千円） 6,274,603 6,013,180    

 行政ｻｰﾋﾞｽ実施ｺｽﾄ（千円） 4,154,668 4,256,798    

従事人員数 954 961    

 （うち常勤職員） 737 737    
注：業務ごとに算出していないため、法人全体の人員を掲載 

３．各事業年度の業務に係る目標、計画、業務実績、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 
 中期目標 中期計画 年度計画 主な評価指標 法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 
   ア 家畜遺伝資源の保存 

国立研究開発法人農業・食

品産業技術総合研究機構（以

下「農研機構」という。）が行

うジーンバンク事業に協力

し、家畜遺伝資源の保存に取

り組む。 

Ｓ：計画を大きく上回り、かつ顕著な成果

が得られた。 
Ａ：計画を上回る成果が得られた。 
Ｂ：計画どおり順調に実施された。 
Ｃ：計画どおり実施されず改善を要する。 
Ｄ：計画どおり実施されず当該業務の廃止

を含めた抜本的な改善が必要と認められ

る。 

＜主要な業務実績＞ 
農林水産省関連動植物の遺伝資源保

存に関するセンターバンクである農研

機構遺伝資源センターと連携しつつ、

８牧場で分担し、遺伝資源の新規収集

１点、追加収集６点、継続保存９１点、

及び特性調査１１点を行い、計画どお

り実施した。 

＜評定と根拠＞ 
「B 」 

根拠： 
・計画どおり実施し

た。 

評定 Ｂ 
＜評定に至った理由＞ 
  計画どおり、国立研究開発法人農業・食

品産業技術総合研究機構が行うジーンバ

ンク事業に協力し、家畜遺伝資源の保存に

取り組んだことから「B」評定とした。 
 

 
４．その他参考情報 
 
 
 
 
 
 
１．当事務及び事業に関する基本情報 
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第１-２-（３）-イ 第 1 業務の質の向上 ２ 畜産物の需給の変化に応じた優良な種畜・種きん等の生産・供給等 （３）家畜等の多様な遺伝資源の確保・利用 
イ 多様な遺伝資源の活用 

業務に関連する政策・施

策 
食料・農業・農村基本計画、家畜改良増殖目標 当該事業の実施に係る根拠 独立行政法人家畜改良センター法第１１条第１項第１号 

家畜改良増殖法第３条の４ 
当該項目の重要度、難易

度 
 関連する政策評価・行政事業

レビュー 
行政事業レビューシート事業番号：０１３４ 
行政事業レビューシート事業番号：０１３９ 
行政事業レビューシート事業番号：０１６８ 

 
２．主要な経年データ 
 ①主要なアウトプット（アウトカム）情報   ②主要なインプット情報（人員に関する情報、法人全体）注 

指標等 達成目標 基準値 X１年度 X２年度 X３年度 X４年度 X５年度   H28 年度 H29 年度 H30 年度 H31 年度 H32 年度 
         予算額（千円） 5,517,617 5,752,754    

 決算額（千円） 6,141,241 5,569,466    

 経常費用（千円） 5,535,679 5,563,604    

 経常利益（千円） 6,274,603 6,013,180    

 行政ｻｰﾋﾞｽ実施ｺｽﾄ（千円） 4,154,668 4,256,798    

従事人員数 954 961    

 （うち常勤職員） 737 737    
注：業務ごとに算出していないため、法人全体の人員を掲載 

３．各事業年度の業務に係る目標、計画、業務実績、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 
 中期目標 中期計画 年度計画 主な評価指標 法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 
   イ 多様な遺伝資源

の活用 
黒毛和種につい

て、近交係数の高ま

りを抑制する種畜生

産を行うため、遺伝

資源の探索を行い、

基礎となる４系統

群・５希少系統に関

係する多様な育種素

材を導入し、遺伝的

に特徴ある優良な牛

群を整備する。また、

当該牛群を活用し、

遺伝的多様性の確保

に必要な系統の維持

に係る候補種雄牛や

増体性等に特長を持

つ候補種雄牛の作出

に取り組む。（再掲） 

Ｓ：計画を大きく上回り、か

つ顕著な成果が得られた。 
Ａ：計画を上回る成果が得ら

れた。 
Ｂ：計画どおり順調に実施さ

れた。 
Ｃ：計画どおり実施されず改

善を要する。 
Ｄ：計画どおり実施されず当

該業務の廃止を含めた抜本

的な改善が必要と認められ

る。 
 

＜主要な業務実績＞ 
黒毛和種について、近交係数の高まりを抑制

する種畜生産を行うため、遺伝資源の探索を行

い、基礎となる４系統群・５希少系統に関係す

る多様な育種素材を導入し、遺伝的に特徴ある

優良な牛群を整備した。また、当該牛群を活用

し、遺伝的多様性の確保に必要な系統の維持に

係る候補種雄牛や増体性等に特長を持つ候補

種雄牛の作出に取り組み、計画どおり実施し

た。（再掲） 

＜評定と根拠＞ 
「B 」 

根拠：計画どおり実施し

た。 
 

評定 Ｂ 
＜評定に至った理由＞ 
 計画どおり、黒毛和種について、

近交係数の高まりを抑制する種畜

生産を行うため、遺伝資源の探索

を行い、その基礎となる牛群や稀

少系統に関係する多様な育種素材

を導入し、遺伝的多様性の確保に

必要な系統の維持に係る候補種雄

牛の作出に取組んだことから「B」

評定とした。 

４．その他参考情報 
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１．当事務及び事業に関する基本情報 
第１-３ 第 1 業務の質の向上 ３ 飼料の視点での基盤強化のための飼料作物の種苗の生産・供給等 
業務に関連する政策・施

策 
食料・農業・農村基本計画、酪農及び肉用牛生産の近代化を図る

ための基本方針 
当該事業の実施に係る根拠 独立行政法人家畜改良センター法第１１条第１項第３号 

 
当該項目の重要度、難易

度 
 関連する政策評価・行政事業

レビュー 
行政事業レビューシート事業番号：０１３４ 
行政事業レビューシート事業番号：０１６８ 

 
２．主要な経年データ 
 ①主要なアウトプット（アウトカム）情報   ②主要なインプット情報（人員に関する情報、法人全体）注 

指標等 達成目標 基準値 X１年度 X２年度 X３年度 X４年度 X５年度   H28 年度 H29 年度 H30 年度 H31 年度 H32 年度 
         予算額（千円） 335,785 377,517    

 決算額（千円） 373,700 355,934    

 経常費用（千円） 384,792 365,558    

 経常利益（千円） 399,588 383,050    

 行政ｻｰﾋﾞｽ実施ｺｽﾄ（千円） 331,628 312,179    

従事人員数 954 961    

 （うち常勤職員） 737 737    
注：業務ごとに算出していないため、法人全体の人員を掲載 

３．各事業年度の業務に係る目標、計画、業務実績、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 
 中期目標 中期計画 年度計画 主な評価指標 法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 
 ３ 飼料の視点での基盤強化

のための飼料作物の種苗の生

産・供給等 
 〈以下略〉 

 ３ 飼料の視点での基盤強化

のための飼料作物の種苗の生

産・供給等 
 〈以下略〉 

指標＝「小項目の項目数×２」（満点）

に対する「各小項目の点数の合計値」

（合計点）の比率 
 各小項目の評価点数の区分は以下の

とおりとする。 
  Ｓ評価：４点、Ａ評価：３点、Ｂ評

価：２点、Ｃ評価：１点、Ｄ評価：０

点 
 
Ａ：満点×１２/１０≦合計点 
Ｂ：満点×８/１０≦合計点＜ 
満点×１２/１０ 

Ｃ：満点×５/１０≦合計点＜ 
満点×８/１０ 

Ｄ：合計点≦満点×５／１０ 
 

〈主要な業務実績〉 
◇飼料作物種苗の生産・

供給     2/2(B) 
◇飼料作物優良品種の普

及支援    2/2(B) 
◇飼料作物の遺伝資源の

保存     2/2(B) 
 

＜評定と根拠＞ 
「B」 

満点：６Ｐ(小項目３×

２Ｐ) 
合計：６Ｐ 
６Ｐ／６Ｐ＝１．０ 
（１０／１０） 

評定 Ｂ 
＜評定に至った理由＞ 
以下のとおり、下位の評

価項目である小項目の合計

点が B 評定の判定基準内

(満点×8/10≦合計点＜満

点×12/10)であったため。 
満点：6 点（小項目 3×2 点） 
合計点：6 点=(2 点×3) 
6 点／6 点= 1.0 
◇飼料作物種苗の生産・供給   

2 点(B) 
◇飼料作物優良品種の普及支

援        2 点(B) 
◇飼料作物の遺伝資源の保存           

2 点(B) 
 
４．その他参考情報 
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１．当事務及び事業に関する基本情報 
第１-３-（１） 第 1 業務の質の向上 ３ 飼料の視点での基盤強化のための飼料作物の種苗の生産・供給等 （１）飼料作物種苗の生産・供給 
業務に関連する政策・施

策 
食料・農業・農村基本計画、酪農及び肉用牛生産の近代化を図る

ための基本方針 
当該事業の実施に係る根拠 独立行政法人家畜改良センター法第１１条第１項第３号 

当該項目の重要度、難易

度 
 関連する政策評価・行政事業

レビュー 
行政事業レビューシート事業番号：０１３４ 
 

 
２．主要な経年データ 
 ①主要なアウトプット（アウトカム）情報   ②主要なインプット情報（人員に関する情報、法人全体）注 

指標等 達成目標 基準値 X１年度 X２年度 X３年度 X４年度 X５年度   H28 年度 H29 年度 H30 年度 H31 年度 H32 年度 
         予算額（千円） 335,785 377,517    

 決算額（千円） 373,700 355,934    

 経常費用（千円） 384,792 365,558    

 経常利益（千円） 399,588 383,050    

 行政ｻｰﾋﾞｽ実施ｺｽﾄ（千円） 331,628 312,179    

従事人員数 954 961    

 （うち常勤職員） 737 737    
注：業務ごとに算出していないため、法人全体の人員を掲載 

３．各事業年度の業務に係る目標、計画、業務実績、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 
 中期目標 中期計画 年度計画 主な評価指標 法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 
 （１）飼料作物種苗の生産・供給 

我が国の多様な気候に適した国内

育成品種の定着をさらに進める必要

があることから、新品種・系統など

優良品種の種苗が安定的に供給され

るよう、ＯＥＣＤ（経済協力開発機

構）品種証明制度に基づく要件に適

合した種苗の増殖を図る。なお、こ

れら業務を的確に実施するため、栽

培管理技術や収穫調製技術の向上・

定着を図るとともに、国、都道府県、

関係団体等との意見・情報交換を踏

まえ、必要に応じて生産対象品種・

系統の見直しを行うものとする。  

また、飼料用稲種子については、都

道府県による生産供給を補完し、全

国における種子の安定供給を確保す

るため、関係機関と連携しつつ生産

を行う。 

 （１）飼料作物種

苗の生産・供給 
 〈以下略〉 

 指標＝「細項目の項目数×２」

（満点）に対する「各細項目の点

数の合計値」（合計点）の比率 
 各細項目の評価点数の区分は以

下のとおりとする。 
Ｓ評価：４点、Ａ評価：３点、Ｂ

評価：２点、Ｃ評価：１点、Ｄ評

価：０点 
 
Ａ：満点×１２/１０≦合計点 
Ｂ：満点×８/１０≦合計点＜満点

× 
１２/１０ 

Ｃ：満点×５/１０≦合計点＜満点

× 
８/１０ 

Ｄ：合計点≦満点×５／１０ 

□飼料作物種苗の増殖 
  2/2(B) 

□飼料用稲種子の生産 
2/2(B) 

 

＜評定と根拠＞ 
「B 」 

満点：４Ｐ(細項目２×

２Ｐ) 
合計：４Ｐ 
４Ｐ／４Ｐ＝１.０ 
（１０／１０） 

評定 B 
＜評定に至った理由＞ 
以下のとおり、下位の評価項目である細

項目の合計点が B 評定の判定基準内(満点

×8/10≦合計点＜満点×12/10)であったた

め。 
満点：4 点（細項目 2×2 点） 
合計点：4 点=(2 点×2) 
4 点／4 点= 1.0 
□飼料作物種苗の増殖        2 点(B) 
□飼料用稲種子の生産        2 点(B) 
 

 
４．その他参考情報 
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１．当事務及び事業に関する基本情報 
第１-３-（１）-ア 第 1 業務の質の向上 ３ 飼料の視点での基盤強化のための飼料作物の種苗の生産・供給等 （１）飼料作物種苗の生産・供給 ア 飼料作物種苗の増殖 
業務に関連する政策・施

策 
食料・農業・農村基本計画、酪農及び肉用牛生産の近代化を図る

ための基本方針 
当該事業の実施に係る根拠 独立行政法人家畜改良センター法第１１条第１項第３号 

当該項目の重要度、難易

度 
 関連する政策評価・行政事業

レビュー 
行政事業レビューシート事業番号：０１３４ 
 

 
２．主要な経年データ 
 ①主要なアウトプット（アウトカム）情報   ②主要なインプット情報（人員に関する情報、法人全体）注 

指標等 達成目標 基準値 X１年度 X２年度 X３年度 X４年度 X５年度   H28 年度 H29 年度 H30 年度 H31 年度 H32 年度 
         予算額（千円） 335,785 377,517    

 決算額（千円） 373,700 355,934    

 経常費用（千円） 384,792 365,558    

 経常利益（千円） 399,588 383,050    

 行政ｻｰﾋﾞｽ実施ｺｽﾄ（千円） 331,628 312,179    

従事人員数 954 961    

 （うち常勤職員） 737 737    
注：業務ごとに算出していないため、法人全体の人員を掲載 

３．各事業年度の業務に係る目標、計画、業務実績、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 
 中期目標 中期計画 年度計画 主な評価指標 法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 
   ア 飼料作物種苗の

増殖 
 指標＝「微項目の項目数×

２」（満点）に対する「各微項

目の点数の合計値」（合計点）

の比率 
 各微項目の評価点数の区分

は以下のとおりとする。 
  Ｓ評価：４点、Ａ評価：３点、

Ｂ評価：２点、Ｃ評価：１点、

Ｄ評価：０点 
 
Ａ：満点×１２/１０≦合計点 
Ｂ：満点×８/１０≦合計点＜満

点×１２/１０ 
Ｃ：満点×５/１０≦合計点＜満

点×８/１０ 
Ｄ：合計点≦満点×５／１０ 

〈主要な業務実績〉 
△ＯＥＣＤ品種証明制度に基づく要件に適 
合した種苗の増殖       2/2(B) 

△生産対象品種・系統の選定 
        2/2(B) 

 
 

＜評定と根拠＞ 
「B 」 

満点：４Ｐ(微項目２×２

Ｐ) 
合計：４Ｐ 
４Ｐ／４Ｐ＝１.０ 
（１０／１０） 

評定 Ｂ 
＜評定に至った理由＞ 
以下のとおり、下位の評価項目で

ある微項目の合計点が B 評定の判

定基準内(満点×8/10≦合計点＜満

点×12/10)であったため。 
満点：4 点（微項目 2×2 点） 
合計点：4 点=(2 点×2) 
4 点／4 点= 1.0 
 
△ＯＥＣＤ品種証明制度に基づく要件

に適合した種苗の増殖   2 点(B) 
△生産対象品種・系統の選定 2 点(B) 

 
４．その他参考情報 
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１．当事務及び事業に関する基本情報 
第１-３-（１）-ア-（ア） 第 1 業務の質の向上 ３ 飼料の視点での基盤強化のための飼料作物の種苗の生産・供給等 （１）飼料作物種苗の生産・供給 ア 飼料作物種苗の増殖 

（ア）OECD 品種証明制度に基づく要件に適合した種苗の増殖 
業務に関連する政策・施

策 
食料・農業・農村基本計画、酪農及び肉用牛生産の近代化を図る

ための基本方針 
当該事業実施に係る根拠 独立行政法人家畜改良センター法第１１条第１項第３号 

 
当該項目の重要度、難易

度 
 関連する政策評価・行政事業

レビュー 
行政事業レビューシート事業番号：０１３４ 
 

 
２．主要な経年データ 
 ①主要なアウトプット（アウトカム）情報   ②主要なインプット情報（人員に関する情報、法人全体）注 

指標等 達成目標 基準値 X１年度 X２年度 X３年度 X４年度 X５年度   H28 年度 H29 年度 H30 年度 H31 年度 H32 年度 
         予算額（千円） 335,785 377,517    

 決算額（千円） 373,700 355,934    

 経常費用（千円） 384,792 365,558    

 経常利益（千円） 399,588 383,050    

 行政ｻｰﾋﾞｽ実施ｺｽﾄ（千円） 331,628 312,179    

従事人員数 954 961    

 （うち常勤職員） 737 737    
注：業務ごとに算出していないため、法人全体の人員を掲載 

３．各事業年度の業務に係る目標、計画、業務実績、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 
 中期目標 中期計画 年度計画 主な評価指標 法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 

   （ア）ＯＥＣＤ品

種証明制度に基づ

く要件に適合した

種苗の増殖 
飼料作物種苗に

ついて、職員への

技術研修等により

栽培管理技術や収

穫調製技術の向

上・定着を図りつ

つ、ＯＥＣＤ（経

済協力開発機構）

品種証明制度に基

づく要件に適合し

た種苗の増殖を行

う。 

Ｓ：計画を大きく上回り、かつ顕著な成果が得

られた。 
Ａ：計画を上回る成果が得られた。 
Ｂ：計画どおり順調に実施された。 
Ｃ：計画どおり実施されず改善を要する。 
Ｄ：計画どおり実施されず当該業務の廃止を含

めた抜本的な改善が必要と認められる。 
 

＜主要な業務実績＞ 
ＯＥＣＤ品種証明制度

に基づく要件に適合した

種苗の増殖を行い、新たに

１４品種１０．７トンの種

苗を生産し、過年度生産分

も含め２０品種７.５トン

の種苗を供給した。また、

職員の技術研修を計画ど

おり実施し、栽培管理技術

や収穫調製技術の向上・定

着を図った。 

＜評定と根拠＞ 
「B 」 

根拠：計画どおり実施した。 
 

評定 Ｂ 
＜評定に至った理由＞ 
計画どおり、ＯＥＣＤ品種証明制度に基づく

要件に適合した飼料作物種苗の増殖を行い供

給を行ったことから「B」評定とした。 
 

 
４．その他参考情報 
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１．当事務及び事業に関する基本情報 
第１-３-（１）-ア-（イ） 第 1 業務の質の向上 ３ 飼料の視点での基盤強化のための飼料作物の種苗の生産・供給等 （１）飼料作物種苗の生産・供給 ア 飼料作物種苗の増殖 

（イ）生産対象品種・系統の選定 
業務に関連する政策・施

策 
食料・農業・農村基本計画、酪農及び肉用牛生産の近代化を図る

ための基本方針 
当該事業の実施に係る根拠 独立行政法人家畜改良センター法第１１条第１項第３号 

当該項目の重要度、難易

度 
 関連する政策評価・行政事業

レビュー 
行政事業レビューシート事業番号：０１３４ 
 

 
２．主要な経年データ 
 ①主要なアウトプット（アウトカム）情報   ②主要なインプット情報（人員に関する情報、法人全体）注 

指標等 達成目標 基準値 H28 年度 H29 年度 H30 年度 H31 年度 H32 年度   H28 年度 H29 年度 H30 年度 H31 年度 H32 年度 
生産対象と

なる品種・系

統数 

概ね 95 品

種・系統 
 

  
96 品種・

系統 
 

 
93 品種・系

統 
 

    予算額（千円） 335,785 377,517    

 決算額（千円） 373,700 355,934    

 経常費用（千円） 384,792 365,558    

 経常利益（千円） 399,588 383,050    

 行政ｻｰﾋﾞｽ実施ｺｽﾄ（千円） 331,628 312,179    

従事人員数 954 961    

 （うち常勤職員） 737 737    
注：業務ごとに算出していないため、法人全体の人員を掲載 

３．各事業年度の業務に係る目標、計画、業務実績、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 
 中期目標 中期計画 年度計画 主な評価指標 法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 
   （イ）生産対象品種・系

統の選定 
飼料作物種苗の生産対

象品種・系統について、

国、都道府県、関係団体

等との意見・情報交換を

踏まえ、必要に応じて見

直しを行いつつ、概ね 95
品種・系統とする。 

Ｓ：計画の１１０％以上で

あり、かつ、特に優れた

成果が認められる 
Ａ：計画の１１０％以上 
Ｂ：計画の９０％以上、１

１０％未満 
Ｃ：計画の７０％以上、９

０％未満 
Ｄ：計画の７０％未満、又

は業務運営の改善等必

要な措置が必要と認め

られる 
 

＜主要な業務実績＞ 
飼料作物種苗の生産対象品種・系統

について、国、都道府県、関係団体等

との意見・情報交換を踏まえ、新たに

育成された１品種・系統を追加すると

ともに、旧来の４品種・系統を削除す

るなどの見直しを行い、９３品種・系

統とした。 

＜評定と根拠＞ 
「B 」 

根拠 
飼料作物種苗の生産対象品種・系統について、国等

の行政部門、（国研）農業・食品産業技術総合研究機

構等の育成者、販売を担う実需者等からの情報に基づ

き、新たに育成された品種・系統については訴求点と

なる特性等に照らした普及の有望性等に着目して、旧

来の品種・系統については近年の流通量等に照らした

需要の消長等に着目して候補を選定し、１品種・系統

を追加、４品種・系統を削除するなどの見直しを行い、

９３品種・系統とした。 
 

評定 Ｂ 
＜評定に至った理由＞ 
 計画どおり、飼料作物種苗

の生産対象品種・系統につい

て、国、都道府県、関係団体

等との意見・情報交換を踏ま

え、９３品種・系統としたこ

とから「B」評定とした。 

 
４．その他参考情報 
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１．当事務及び事業に関する基本情報 
第１-３-（１）-イ 第 1 業務の質の向上 ３ 飼料の視点での基盤強化のための飼料作物の種苗の生産・供給等 （１）飼料作物種苗の生産・供給 イ 飼料用稲種子の生産 
業務に関連する政策・施

策 
食料・農業・農村基本計画、酪農及び肉用牛生産の近代化を図る

ための基本方針 
当該事業実施に係る根拠 独立行政法人家畜改良センター法第１１条第１項第３号 

当該項目の重要度、難易

度 
 関連する政策評価・行政事業

レビュー 
行政事業レビューシート事業番号：０１３４ 

 
２．主要な経年データ 
 ①主要なアウトプット（アウトカム）情報   ②主要なインプット情報（人員に関する情報、法人全体）注 

指標等 達成目標 基準値 H28 年度 H29 年度 H30 年度 H31 年度 H32 年度   H28 年度 H29 年度 H30 年度 H31 年度 H32 年度 
生産対象と

なる品種数 
概ね 6 品種

以上 
   

8 品種 
 
9 品種 

    予算額（千円） 335,785 377,517    

 決算額（千円） 373,700 355,934    

 経常費用（千円） 384,792 365,558    

 経常利益（千円） 399,588 383,050    

 行政ｻｰﾋﾞｽ実施ｺｽﾄ（千円） 331,628 312,179    

従事人員数 954 961    

 （うち常勤職員） 737 737    
注：業務ごとに算出していないため、法人全体の人員を掲載 

３．各事業年度の業務に係る目標、計画、業務実績、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 
 中期目標 中期計画 年度計画 主な評価指標 法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 
   イ 飼料用稲種子の

生産 
 飼料用稲種子につ

いて、関係機関と連

携しつつ需要に応じ

た生産を行うことと

し、生産対象品種を、

概ね６品種以上とす

る。 

Ｓ：計画の１２０％以上であり、かつ、特に

優れた成果が認められる 
Ａ：計画の１２０％以上 
Ｂ：計画の１００％以上、１２０％未満 
Ｃ：計画の８０％以上、１００％未満 
Ｄ：計画の８０％未満、又は業務運営の改善

等必要な措置が必要と認められる 
 

＜主要な業務実績＞ 
飼料用稲種子について、関係機関と連携しつ

つ需要に応じ、９品種２５トンの種子を生産し、

計画どおり実施した。 

＜評定と根拠＞ 
「B 」 

根拠： 
飼料用稲種子について、都道府県に

よる種子供給体制の補完を担う（一

社）日本草地畜産種子協会等との連携

を通じて得られた需要情報に応じ、飼

料用稲９品種について、４.６ｈａの

採種ほ場を設置し、２５トンの種子を

生産した。 

評定 Ｂ 
＜評定に至った理由＞ 
 計画どおり、飼料用稲種子に

ついて、９品種２５トンの種子

を生産したことから「B」評定と

した。 

 
４．その他参考情報 
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１．当事務及び事業に関する基本情報 
第１-３-（２） 第 1 業務の質の向上 ３ 飼料の視点での基盤強化のための飼料作物の種苗の生産・供給等 （２）飼料作物優良品種の普及支援 
業務に関連する政策・施

策 
食料・農業・農村基本計画、酪農及び肉用牛生産の近代化を図る

ための基本方針 
当該事業実施に係る根拠 独立行政法人家畜改良センター法第１１条第１項第３号 

当該項目の重要度、難易

度 
 関連する政策評価・行政事業

レビュー 
行政事業レビューシート事業番号：０１３４ 

 
２．主要な経年データ 
 ①主要なアウトプット（アウトカム）情報   ②主要なインプット情報（人員に関する情報、法人全体）注 

指標等 達成目標 基準値 X１年度 X２年度 X３年度 X４年度 X５年度   H28 年度 H29 年度 H30 年度 H31 年度 H32 年度 
         予算額（千円） 335,785 377,517    

 決算額（千円） 373,700 355,934    

 経常費用（千円） 384,792 365,558    

 経常利益（千円） 399,588 383,050    

 行政ｻｰﾋﾞｽ実施ｺｽﾄ（千円） 331,628 312,179    

従事人員数 954 961    

 （うち常勤職員） 737 737    
注：業務ごとに算出していないため、法人全体の人員を掲載 

３．各事業年度の業務に係る目標、計画、業務実績、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 
 中期目標 中期計画 年度計画 主な評価指標 法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 
 （２）飼料作物優良品種

の普及支援 

 飼料自給率の向上や

国産飼料の増産を目指

して優良品種の利用促

進による草地改良等を

進めるためには、地域に

適した飼料作物優良品

種の育成・普及が重要で

ある。このため、センタ

ーは、所有する高度な技

術や豊富な種苗生産基

盤を活用して地域適応

性等に関する検定試験

を実施し、優良品種に係

るデータ提供や実証展

示ほの設置等を積極的

に行うものとする。 

 （２）飼料作物優良

品種の普及支援 
 指標＝「細項目の項目数×２」（満点）

に対する「各細項目の点数の合計値」（合

計点）の比率 
 各細項目の評価点数の区分は以下の

とおりとする。 
Ｓ評価：４点、Ａ評価：３点、Ｂ評価：

２点、Ｃ評価：１点、Ｄ評価：０点 
 
Ａ：満点×１２/１０≦合計点 
Ｂ：満点×８/１０≦合計点＜満点× 

１２/１０ 
Ｃ：満点×５/１０≦合計点＜満点× 

８/１０ 
Ｄ：合計点≦満点×５／１０ 

□地域に適した飼料作物優良品種

の育成・普及      2/2(B) 
□地域適応性等検定試験の実施 

2/2(B) 
□優良品種に係るデータ提供 

2/2(B) 
□実証展示ほの設置等 

2/2(B) 
 

＜評定と根拠＞ 
「B 」 

満点：８Ｐ(細項目４×２Ｐ) 
合計：８Ｐ 
８Ｐ／８Ｐ＝１.０ 
（１０／１０） 

評定 B 
＜評定に至った理由＞ 
以下のとおり、下位の評価項目

である細項目の合計点がB評定の

判定基準内(満点×8/10≦合計点

＜満点×12/10)であったため。 
満点：8 点（細項目 4×2 点） 
合計点：8 点=(2 点×4) 
8 点／8 点= 1.0 
 
□地域に適した飼料作物優良品種の育

成・普及              2 点(B) 
□地域適応性等検定試験の実施 

2 点(B) 
□優良品種に係るデータ提供  2 点(B) 
□実証展示ほの設置等       2 点(B) 

 
４．その他参考情報 
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１．当事務及び事業に関する基本情報 
第１-３-（２）-ア 第 1 業務の質の向上 ３ 飼料の視点での基盤強化のための飼料作物の種苗の生産・供給等 （２）飼料作物優良品種の普及支援 

ア 地域に適した飼料作物優良品種の育成・普及 
業務に関連する政策・施

策 
食料・農業・農村基本計画、酪農及び肉用牛生産の近代化を図る

ための基本方針 
当該事業実施に係る根拠 独立行政法人家畜改良センター法第１１条第１項第３号 

当該項目の重要度、難易

度 
 関連する政策評価・行政事業

レビュー 
行政事業レビューシート事業番号：０１３４ 

 
２．主要な経年データ 
 ①主要なアウトプット（アウトカム）情報   ②主要なインプット情報（人員に関する情報、法人全体）注 

指標等 達成目標 基準値 H28 年度 H29 年度 H30 年度 H31 年度 H32 年度   H28 年度 H29 年度 H30 年度 H31 年度 H32 年度 
講習会の開

催数 
概ね２回   

5 回 
 
8 回 

    予算額（千円） 335,785 377,517    

 決算額（千円） 373,700 355,934    

 経常費用（千円） 384,792 365,558    

 経常利益（千円） 399,588 383,050    

 行政ｻｰﾋﾞｽ実施ｺｽﾄ（千円） 331,628 312,179    

従事人員数 954 961    

 （うち常勤職員） 737 737    
注：業務ごとに算出していないため、法人全体の人員を掲載 

３．各事業年度の業務に係る目標、計画、業務実績、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 
 中期目標 中期計画 年度計画 主な評価指標 法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 
   ア 地域に適した飼料作物優

良品種の育成・普及 
地域に適した飼料作物優良

品種の育成・普及を図るため、

草地管理技術や飼料生産技術

等について、関係機関等と連

携しつつ、講習会の開催等を

概ね２回行う。 

Ｓ：計画を大きく上回り、

かつ顕著な成果が得ら

れた。 
Ａ：計画を上回る成果が得

られた。 
Ｂ：計画どおり順調に実施

された。 
Ｃ：計画どおり実施されず

改善を要する。 
Ｄ：計画どおり実施されず

当該業務の廃止を含め

た抜本的な改善が必要

と認められる。 
 

＜主要な業務実績＞ 
地域に適した飼料作物優良

品種の育成・普及を図るため、

都道府県、農協、生産者等の

関係機関と連携しつつ、草地

管理技術や飼料生産技術に関

する講習会を８回実施した。 

＜評定と根拠＞ 
「 B 」 

根拠： 
地域に適した飼料作物優良品種の育成・普及

を図るため、都道府県、農協、生産者等の関係

機関と連携しつつ、草地管理技術及び飼料生産

技術に関する講習会を、奥羽牧場で１回、岩手

牧場で１回、長野支場で２回、鳥取牧場で１回、

熊本牧場で１回及び宮崎牧場で２回の計８回実

施した。なお、講習会には、都道府県や生産者

等から計３９９名の参加があった。 

評定 B 
＜評定に至った理由＞ 
計画どおり、都道府県、農協、

生産者等と連携しつつ、草地管理

技術、飼料生産技術に関する講習

会を８回開催したが、過去の実績

を踏まえれば、比較的容易に達成

できる計画と思料されることから

「B」評定とした。 

 
４．その他参考情報 
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１．当事務及び事業に関する基本情報 
第１-３-（２）-イ 第 1 業務の質の向上 ３ 飼料の視点での基盤強化のための飼料作物の種苗の生産・供給等 （２）飼料作物優良品種の普及支援 

イ 地域適応性等検定試験の実施 
業務に関連する政策・施

策 
食料・農業・農村基本計画、酪農及び肉用牛生産の近代化を図る

ための基本方針 
当該事業実施に係る根拠 独立行政法人家畜改良センター法第１１条第１項第３号 

当該項目の重要度、難易

度 
 関連する政策評価・行政事業

レビュー 
行政事業レビューシート事業番号：０１３４ 

 
２．主要な経年データ 
 ①主要なアウトプット（アウトカム）情報   ②主要なインプット情報（人員に関する情報、法人全体）注 

指標等 達成目標 基準値 X１年度 X２年度 X３年度 X４年度 X５年度   H28 年度 H29 年度 H30 年度 H31 年度 H32 年度 
         予算額（千円） 335,785 377,517    

 決算額（千円） 373,700 355,934    

 経常費用（千円） 384,792 365,558    

 経常利益（千円） 399,588 383,050    

 行政ｻｰﾋﾞｽ実施ｺｽﾄ（千円） 331,628 312,179    

従事人員数 954 961    

 （うち常勤職員） 737 737    
注：業務ごとに算出していないため、法人全体の人員を掲載 

３．各事業年度の業務に係る目標、計画、業務実績、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 
 中期目標 中期計画 年度計画 主な評価指標 法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 
   イ 地域適応性等検定試験

の実施 
精密データの測定手法等

の高度な技術や豊富な種苗

生産基盤を活用し、育成機

関と実施系統の調整を行

い、地域適応性等検定試験

を実施する。 

Ｓ：計画を大きく上回り、かつ顕

著な成果が得られた。 
Ａ：計画を上回る成果が得られた。 
Ｂ：計画どおり順調に実施された。 
Ｃ：計画どおり実施されず改善を

要する。 
Ｄ：計画どおり実施されず当該業

務の廃止を含めた抜本的な改善

が必要と認められる。 
 

＜主要な業務実績＞ 
飼料作物優良品種の育成・

普及に資するため、生育項目

等の精密データ測定手法の評

点、観察及び分析に係る高度

な技術や豊富な生産基盤を活

用し、新品種育成機関と草種

及び系統数について調整を行

い、５９系統の地域適応性等

検定試験を実施した。 

＜評定と根拠＞ 
「B 」 

根拠：計画どおり実施

した。 
 

評定 Ｂ 
＜評定に至った理由＞ 
 計画どおり、飼料作物品種５

９系統の地域適応性等検定試

験を実施したことから「B」評

定とした。 

 
４．その他参考情報 
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１．当事務及び事業に関する基本情報 
第１-３-（２）-ウ 第 1 業務の質の向上 ３ 飼料の視点での基盤強化のための飼料作物の種苗の生産・供給等 （２）飼料作物優良品種の普及支援 

ウ 優良品種に係るデータ提供 
業務に関連する政策・施

策 
食料・農業・農村基本計画、酪農及び肉用牛生産の近代化を図る

ための基本方針 
当該事業実施に係る根拠 独立行政法人家畜改良センター法第１１条第１項第３号 

当該項目の重要度、難易

度 
 関連する政策評価・行政事業

レビュー 
行政事業レビューシート事業番号：０１３４ 

 
２．主要な経年データ 
 ①主要なアウトプット（アウトカム）情報   ②主要なインプット情報（人員に関する情報、法人全体）注 

指標等 達成目標 基準値 H28 年度 H29 年度 H30 年度 H31 年度 H32 年度   H28 年度 H29 年度 H30 年度 H31 年度 H32 年度 
データ提供

品種数 
概ね 600品

種 
  

 766 品種 
 
770 品種 

    予算額（千円） 335,785 377,517    

 決算額（千円） 373,700 355,934    

 経常費用（千円） 384,792 365,558    

 経常利益（千円） 399,588 383,050    

 行政ｻｰﾋﾞｽ実施ｺｽﾄ（千円） 331,628 312,179    

 従事人員数 954 961    

           （うち常勤職員） 737 737    
注：業務ごとに算出していないため、法人全体の人員を掲載 

３．各事業年度の業務に係る目標、計画、業務実績、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 
 中期目標 中期計画 年度計画 主な評価指標 法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 
   ウ 優良品種に係るデ

ータ提供 
優良品種に係るデー

タベースを更新して概

ね 600 品種のデータを

都道府県等に提供す

る。 

Ｓ：計画を大きく上回り、かつ

顕著な成果が得られた。 
Ａ：計画を上回る成果が得られ

た。 
Ｂ：計画どおり順調に実施され

た。 
Ｃ：計画どおり実施されず改善

を要する。 
Ｄ：計画どおり実施されず当該

業務の廃止を含めた抜本的

な改善が必要と認められる。 
 

＜主要な業務実績＞ 
都道府県等の試験場の

協力を得て、奨励品種選定

試験結果等のデータを入

手し、データの確認、整理

等を行い品種特性情報の

データベースを更新し、都

道府県、試験研究機関及び

関係団体５６か所に７７

０品種の情報提供を行っ

た。 

＜評定と根拠＞ 
「B 」 

根拠： 
①都道府県等の試験場の協力を得て、平成２９年度にお

ける奨励品種選定試験等で得られた飼料作物の品種特

性等に関する生育項目や収穫項目等のデータを延べ８

２５品種について収集し、データベースへの入力を行っ

た。 

②今回のデータの追加更新により、重複を除く７７０品

種について最新の情報が閲覧可能となり、都道府県、試

験研究機関及び関係団体５６か所に情報の提供を行っ

た。 
 

評定 B 
＜評定に至った理由＞ 
 計画どおり、都道府県等の試

験場の協力を得て、品種特性情

報のデータベースを更新し、都

道府県、試験研究機関及び関係

団体に７７０品種の情報提供

を行ったが、過去のデータ収集

の実績を踏まえれば、比較的容

易に達成できる計画と思料さ

れることから「B」評定とした。 

 
４．その他参考情報 
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１．当事務及び事業に関する基本情報 
第１-３-（２）-エ 第 1 業務の質の向上 ３ 飼料の視点での基盤強化のための飼料作物の種苗の生産・供給等 （２）飼料作物優良品種の普及支援 

エ 実証展示ほの設置等 
業務に関連する政策・施

策 
食料・農業・農村基本計画、酪農及び肉用牛生産の近代化を図る

ための基本方針 
当該事業実施に係る根拠 独立行政法人家畜改良センター法第１１条第１項第３号 

当該項目の重要度、難易

度 
 関連する政策評価・行政事業

レビュー 
行政事業レビューシート事業番号：０１３４ 

 
２．主要な経年データ 
 ①主要なアウトプット（アウトカム）情報   ②主要なインプット情報（人員に関する情報、法人全体）注 

指標等 達成目標 基準値 H28 年度 H29 年度 H30 年度 H31 年度 H32 年度   H28 年度 H29 年度 H30 年度 H31 年度 H32 年度 
実証展示ほ

の設置数 
20 か所程

度 
  

61 か所 
 

86 か所 
    予算額（千円） 335,785 377,517    

 決算額（千円） 373,700 355,934    

 経常費用（千円） 384,792 365,558    

 経常利益（千円） 399,588 383,050    

 行政ｻｰﾋﾞｽ実施ｺｽﾄ（千円） 331,628 312,179    

従事人員数 954 961    

 （うち常勤職員） 737 737    
注：業務ごとに算出していないため、法人全体の人員を掲載 

３．各事業年度の業務に係る目標、計画、業務実績、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 
 中期目標 中期計画 年度計画 主な評価指標 法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 
   エ 実証展示ほの設置等 

関係機関等と連携しつ

つ、20 か所程度の実証展示

ほの設置及び設置への協力

を行う。 

Ｓ：計画の１１０％以上で

あり、かつ、特に優れた

成果が認められる 
Ａ：計画の１１０％以上 
Ｂ：計画の９０％以上、１

１０％未満 
Ｃ：計画の７０％以上、９

０％未満 
Ｄ：計画の７０％未満、又

は業務運営の改善等必

要な措置が必要と認め

られる 
 
 

＜主要な業務実績＞ 
育成機関等と連携し

て、公共牧場等に８６か

所の実証展示ほを設置し

た。また、すべての実証

展示ほに品種利用者への

現地指導を行うなど、設

置への協力を行った。 

＜評定と根拠＞ 
「B 」 

根拠： 
優良品種を普及するため育成機関、都道府県、

市町村、農協等と協力して実証展示を行う候補

予定ほの選定のための現地調査を実施し、公共

牧場等に８６か所の飼料作物実証展示ほを設置

した。このうち平成２９年度は、新たに２１か

所を設置した。また、すべての実証展示ほに、

品種利用者への肥培管理及び雑草防除等栽培技

術の現地指導を行うなど、設置への協力を行っ

た。 

評定 Ｂ 
＜評定に至った理由＞ 
 計画どおり、品種の育成機関、都道

府県等の協力を得て、公共牧場等に８

６か所の実証展示ほを設置したが、過

去の実績を踏まえれば、比較的容易に

達成できる計画と思料されることか

ら「B」評定とした。 

 
４．その他参考情報 
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１．当事務及び事業に関する基本情報 
第１-３-（３） 第 1 業務の質の向上 ３ 飼料の視点での基盤強化のための飼料作物の種苗の生産・供給等 （３）飼料作物の遺伝資源の保存 

 
業務に関連する政策・施

策 
食料・農業・農村基本計画、酪農及び肉用牛生産の近代化を図る

ための基本方針 
当該事業実施に係る根拠 独立行政法人家畜改良センター法第１１条第１項第３号 

当該項目の重要度、難易

度 
 関連する政策評価・行政事業

レビュー 
行政事業レビューシート事業番号：０１３４ 
行政事業レビューシート事業番号：０１６８ 

 
２．主要な経年データ 
 ①主要なアウトプット（アウトカム）情報   ②主要なインプット情報（人員に関する情報、法人全体）注 

指標等 達成目標 基準値 X１年度 X２年度 X３年度 X４年度 X５年度   H28 年度 H29 年度 H30 年度 H31 年度 H32 年度 
         予算額（千円） 335,785 377,517    

 決算額（千円） 373,700 355,934    

 経常費用（千円） 384,792 365,558    

 経常利益（千円） 399,588 383,050    

 行政ｻｰﾋﾞｽ実施ｺｽﾄ（千円） 331,628 312,179    

従事人員数 954 961    

 （うち常勤職員） 737 737    
注：業務ごとに算出していないため、法人全体の人員を掲載 

３．各事業年度の業務に係る目標、計画、業務実績、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 
 中期目標 中期計画 年度計画 主な評価指標 法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 
 （３）飼料作物の遺伝資源

の保存 
様々なニーズに対応可能

な飼料作物の品種開発を進

める観点から、飼料作物の

遺伝資源について、関係機

関とも連携しつつ、栄養体

保存等を行う。 

 （３）飼料作物の遺

伝資源の保存 
農研機構が行うジ

ーンバンク事業に協

力し、飼料作物の遺

伝資源について、栄

養体保存等に取り組

む。 

Ｓ：計画を大きく上回り、かつ

顕著な成果が得られた。 
Ａ：計画を上回る成果が得られ

た。 
Ｂ：計画どおり順調に実施され

た。 
Ｃ：計画どおり実施されず改善

を要する。 
Ｄ：計画どおり実施されず当該

業務の廃止を含めた抜本的

な改善が必要と認められる。 
 

＜主要な業務実績＞ 
飼料作物の遺伝資源に

ついて、農研機構の調整

の下で、栄養体保存４２

０系統、種子再増殖１２

９系統及び特性調査１２

９系統にそれぞれ取り組

んだ。 

＜評定と根拠＞ 
「B 」 

根拠：計画どおり実施した。 
 

評定 Ｂ 
＜評定に至った理由＞ 
 国立研究開発法人農業・食品産業技術総

合研究機構との連携の下、計画どおり飼料

作物の遺伝資源の保存が実施されたこと

から「Ｂ」評定とした。 

 
４．その他参考情報 
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１．当事務及び事業に関する基本情報 
第１-４ 第 1 業務の質の向上 ４ 国内開発品種の利用拡大に向けた飼料作物の種苗の検査 
業務に関連する政策・施

策 
食料・農業・農村基本計画、酪農及び肉用牛生産の近代化を図る

ための基本方針 
当該事業実施に係る根拠 独立行政法人家畜改良センター法第１１条第１項第４号 

当該項目の重要度、難易

度 
 関連する政策評価・行政事業

レビュー 
行政事業レビューシート事業番号：０１３４ 

 
２．主要な経年データ 
 ①主要なアウトプット（アウトカム）情報   ②主要なインプット情報（人員に関する情報、法人全体）注 

指標等 達成目標 基準値 X１年度 X２年度 X３年度 X４年度 X５年度   H28 年度 H29 年度 H30 年度 H31 年度 H32 年度 
         予算額（千円） 73,416 75,860    

 決算額（千円） 66,870 75,203    

 経常費用（千円） 67,115 74,907    

 経常利益（千円） 60,911 68,603    

 行政ｻｰﾋﾞｽ実施ｺｽﾄ（千円） 64,012 69,581    

従事人員数 954 961    

 （うち常勤職員） 737 737    
注：業務ごとに算出していないため、法人全体の人員を掲載 

３．各事業年度の業務に係る目標、計画、業務実績、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 
 中期目標 中期計画 年度計画 主な評価指標 法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 
 ４ 国内開発品種の利用拡大に向けた飼

料作物の種苗の検査 
 酪肉基本方針等を踏まえ、優良品種を

用いた計画的な草地更新・単収向上を推

進するためには、飼料作物の種苗の国際

間流通における品種特性の維持と品質の

確保を図ることにより、我が国の多様な

気候に適応した飼料作物優良品種の育

成・普及することが必要である。このた

めセンターは、ＩＳＴＡ（国際種子検査

協会）検査所として認定される水準にあ

る高度な知識・技術を活用し、ＯＥＣＤ

品種証明制度等に基づく検査及び証明を

的確に実施する。 

 ４ 国内開発品種の利用拡

大に向けた飼料作物の種苗

の検査 
 〈以下略〉 

指標＝「小項目の項目数×２」（満

点）に対する「各小項目の点数の

合計値」（合計点）の比率 
 各小項目の評価点数の区分は以

下のとおりとする。 
  Ｓ評価：４点、Ａ評価：３点、

Ｂ評価：２点、Ｃ評価：１点、Ｄ

評価：０点 
 
Ａ：満点×１２/１０≦合計点 
Ｂ：満点×８/１０≦合計点＜ 
満点×１２/１０ 

Ｃ：満点×５/１０≦合計点＜ 
満点×８/１０ 

Ｄ：合計点≦満点×５／１０ 
 

〈主要な業務実績〉 
◇OECD品種証明制度等に基

づく飼料作物の種苗の検査

の実施      2/2(B) 
◇ISTA 検査所としての認定

ステータスの維持 2/2(B) 
 

＜評定と根拠＞ 
「B」 

満点：４Ｐ(小項目２×２

Ｐ) 
合計：４Ｐ 
４Ｐ／４Ｐ＝１．０ 
（１０／１０） 
 

評定 Ａ 
＜評定に至った理由＞ 
 以下のとおり、下位の評

価項目である小項目の合

計点が A 評定の判定基準

(満点×１２/１０≦合計点)
に達しているため。 
満点：4 点（小項目 2×2
点） 
合計点：5 点=(3 点×１＋

2 点×1) 
5 点／4 点= 1.25 
 
◇OECD 品種証明制度等に

基づく飼料作物の種苗の検

査の実施    2 点(B) 
◇ISTA 検査所としての認定

ステータスの維持 3 点(A) 
４．その他参考情報 
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１．当事務及び事業に関する基本情報 
第１-４-（１） 第 1 業務の質の向上 ４ 国内開発品種の利用拡大に向けた飼料作物の種苗の検査 （１）OECD 品種証明制度等に基づく飼料作物の種苗の検査の実施 
業務に関連する政策・施

策 
食料・農業・農村基本計画、酪農及び肉用牛生産の近代化を図る

ための基本方針 
当該事業実施に係る根拠 独立行政法人家畜改良センター法第１１条第１項第４号 

当該項目の重要度、難易

度 
 関連する政策評価・行政事業

レビュー 
行政事業レビューシート事業番号：０１３４ 

 
２．主要な経年データ 
 ①主要なアウトプット（アウトカム）情報   ②主要なインプット情報（人員に関する情報、法人全体）注 

指標等 達成目標 基準値 X１年度 X２年度 X３年度 X４年度 X５年度   H28 年度 H29 年度 H30 年度 H31 年度 H32 年度 
         予算額（千円） 73,416 75,860    

 決算額（千円） 66,870 75,203    

 経常費用（千円） 67,115 74,907    

 経常利益（千円） 60,911 68,603    

 行政ｻｰﾋﾞｽ実施ｺｽﾄ（千円） 64,012 69,581    

従事人員数 954 961    

 （うち常勤職員） 737 737    
注：業務ごとに算出していないため、法人全体の人員を掲載 

３．各事業年度の業務に係る目標、計画、業務実績、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 
 中期目標 中期計画 年度計画 主な評価指標 法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 
   （１）OECD 品種証明制度

等に基づく飼料作物の種

苗の検査の実施 
ＯＥＣＤ品種証明制度

等に基づく海外増殖用等

の飼料作物の種苗の検査

（ほ場検定、種子検定及び

事後検定）を的確に行い、

合格したものについて証

明書を発行する。 

Ｓ：計画を大きく上回

り、かつ顕著な成果

が得られた。 
Ａ：計画を上回る成果

が得られた。 
Ｂ：計画どおり順調に

実施された。 
Ｃ：計画どおり実施さ

れず改善を要する。 
Ｄ：計画どおり実施さ

れず当該業務の廃止

を含めた抜本的な改

善が必要と認められ

る。 

＜主要な業務実績＞ 
ＯＥＣＤ品種証明制度

等に基づき、海外増殖用等

に供される飼料作物の種

苗の検査を的確に行い、合

格したものについて証明

書を発行した。 

＜評定と根拠＞ 
「B 」 

根拠： 
・ 計画どおり実施した。 

評定 Ｂ 
＜評定に至った理由＞ 
 計画どおり、OECD 種子証明制度等に基づき、

飼料作物の種苗の検査を的確に行い合格したもの

に証明書を発行したことから「B」評定とした。 

 
４．その他参考情報 
 
 
 
 
 
 
 
 



96 
 

１．当事務及び事業に関する基本情報 
第１-４-（２） 第 1 業務の質の向上 ４ 国内開発品種の利用拡大に向けた飼料作物の種苗の検査 （２）ISTA 検査所としての認定ステータスの維持 
業務に関連する政策・施

策 
食料・農業・農村基本計画、酪農及び肉用牛生産の近代化を図る

ための基本方針 
当該事業の実施に係る根拠 独立行政法人家畜改良センター法第１１条第１項第４号 

当該項目の重要度、難易

度 
 関連する政策評価・行政事業

レビュー 
行政事業レビューシート事業番号：０１３４ 

 
２．主要な経年データ 
 ①主要なアウトプット（アウトカム）情報   ②主要なインプット情報（人員に関する情報、法人全体）注 

指標等 達成目標 基準値 X１年度 X２年度 X３年度 X４年度 X５年度   H28 年度 H29 年度 H30 年度 H31 年度 H32 年度 
         予算額（千円） 73,416 75,860    

 決算額（千円） 66,870 75,203    

 経常費用（千円） 67,115 74,907    

 経常利益（千円） 60,911 68,603    

 行政ｻｰﾋﾞｽ実施ｺｽﾄ（千円） 64,012 69,581    

従事人員数 954 961    

 （うち常勤職員） 737 737    
注：業務ごとに算出していないため、法人全体の人員を掲載 

３．各事業年度の業務に係る目標、計画、業務実績、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 
 中期目標 中期計画 年度計画 主な評価指標 法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 
   （２）ISTA 検査所としての認定

ステータスの維持 
種苗の検査に係るマネージメ

ントレビュー、技能試験、内部

監査等の品質管理活動の実施、

ＩＳＴＡ（国際種子検査協会）

の査察への的確な対応等によ

り、ＩＳＴＡ認定検査所として

の認定ステータスを維持する。 

Ｓ：計画を大きく上回り、かつ顕著な成果

が得られた。 
Ａ：計画を上回る成果が得られた。 
Ｂ：計画どおり順調に実施された。 
Ｃ：計画どおり実施されず改善を要する。 
Ｄ：計画どおり実施されず当該業務の廃止

を含めた抜本的な改善が必要と認めら

れる。方法を記述する。 

＜主要な業務実績＞ 
種苗の検査に係るマネ

ージメントレビュー、技能

試験、内部監査等の品質管

理活動の実施、ＩＳＴＡの

査察への的確な対応等に

より、ＩＳＴＡ認定検査所

としての認定ステータス

を維持した。 

＜評定と根拠＞ 
「B 」 

根拠：計画どおり実施した。 
 

評定 Ａ 
＜評定に至った理由＞ 
 ３年ごとの監査を受けて認定ステータス

を維持したことに加え、前回（３年前）の

監査での指導等を踏まえ、検査体制・記録

の整備に力点を置いた体制整備を行い、Ｉ

ＳＴＡ監査員の良好な評価を得ている。こ

のため、「計画を上回る成果が得られた」こ

とから「A」評価とした。 
＜その他事項＞ 
３年ごとに６回認定ステータスを維持し

てきたことは大変なことであり、これまで

の地道な努力の積み重ねに対して評価すべ

き。（有識者会議委員意見） 
 
４．その他参考情報 
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１．当事務及び事業に関する基本情報 
第１-５ 第 1 業務の質の向上 ５ 調査・研究及び講習・指導 
業務に関連する政策・施

策 
食料・農業・農村基本計画、家畜改良増殖目標、酪農及び肉用牛

生産の近代化を図るための基本方針 
当該事業の実施に係る根拠 独立行政法人家畜改良センター法第１１条第１項第５号 

当該項目の重要度、難易

度 
 関連する政策評価・行政事業

レビュー 
行政事業レビューシート事業番号：０１３４ 
行政事業レビューシート事業番号：０１３９ 

 
２．主要な経年データ 
 ①主要なアウトプット（アウトカム）情報   ②主要なインプット情報（人員に関する情報、法人全体）注 

指標等 達成目標 基準値 X１年度 X２年度 X３年度 X４年度 X５年度   H28 年度 H29 年度 H30 年度 H31 年度 H32 年度 
         予算額（千円） 1,115,258 981,505    

 決算額（千円） 1,043,560 1,019,038    

 経常費用（千円） 1,047,913 1,043,515    

 経常利益（千円） 834,743 923,786    

 行政ｻｰﾋﾞｽ実施ｺｽﾄ（千円） 918,035 925,870    

従事人員数 954 961    

 （うち常勤職員） 737 737    
注：業務ごとに算出していないため、法人全体の人員を掲載 

３．各事業年度の業務に係る目標、計画、業務実績、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 
 中期目標 中期計画 年度計画 主な評価指標 法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 
 ５ 調査・研究及び講習・指導 

センターは、政策実施機関として、家畜の

育種改良、飼養管理の改善等による多様な

消費者ニーズに対応した、農場から食卓ま

でを支える「強み」のある畜産物生産のた

めの「家畜づくり」や和牛の生産拡大、生

乳供給力の向上、豚の生産能力の向上、輸

出も視野に入れた畜産物のブランド化に

よる高付加価値化等の行政課題の解決や

自らが行う家畜改良・飼養管理の改善にも

寄与する技術の調査・研究に取り組むとと

もに、国、都道府県、団体等の依頼に基づ

き実施する講習・指導を通じて技術の普及

に取り組むこととし、特に次の業務に重点

をおいて、取組を進めるものとする。 

５ 調査・研究

及び講習・指導 
 〈以下略〉 

５ 調査・研究及び講習・

指導 
  〈以下略〉 

指標＝「小項目の項目数×２」（満点）

に対する「各小項目の点数の合計値」

（合計点）の比率 
 各小項目の評価点数の区分は以下

のとおりとする。 
  Ｓ評価：４点、Ａ評価：３点、Ｂ評

価：２点、Ｃ評価：１点、Ｄ評価：０

点 
 
Ａ：満点×１２/１０≦合計点 
Ｂ：満点×８/１０≦合計点＜ 
満点×１２/１０ 

Ｃ：満点×５/１０≦合計点＜ 
満点×８/１０ 

Ｄ：合計点≦満点×５／１０ 
 

〈主要な業務実績〉 
◇調査・研究 

   2/2(B) 
◇講習・指導 

  2/2(B) 
 

＜評定と根拠＞ 
「B」 

満点：４Ｐ(小項目２×２

Ｐ) 
合計：４Ｐ 
４Ｐ／４Ｐ＝1.0 
（１０／１０） 
 

評定 B 
＜評定に至った理由＞ 
以下のとおり、下位の評価

項目である小項目の合計点が

B 評定の判定基準内(満点×

8/10≦合計点＜満点×12/10)
であったため。 
満点：4 点（小項目 2×2 点） 
合計点：4 点=(2 点×2) 
4 点／4 点= 1.0 
 
◇調査・研究     2 点(B) 
◇講習・指導     2 点(B) 

 
４．その他参考情報 
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１．当事務及び事業に関する基本情報 
第１-５-（１） 第 1 業務の質の向上 ５ 調査・研究及び講習・指導 （１）調査・研究 
業務に関連する政策・施

策 
食料・農業・農村基本計画、家畜改良増殖目標、酪農及び肉用牛

生産の近代化を図るための基本方針 
当該事業の実施に係る根拠 独立行政法人家畜改良センター法第１１条第１項第５号 

当該項目の重要度、難易

度 
 関連する政策評価・行政事業

レビュー 
行政事業レビューシート事業番号：０１３４ 
行政事業レビューシート事業番号：０１３９ 

 
２．主要な経年データ 
 ①主要なアウトプット（アウトカム）情報   ②主要なインプット情報（人員に関する情報、法人全体）注 

指標等 達成目標 基準値 X１年度 X２年度 X３年度 X４年度 X５年度   H28 年度 H29 年度 H30 年度 H31 年度 H32 年度 
         予算額（千円） 1,115,258 981,505    

 決算額（千円） 1,043,560 1,019,038    

 経常費用（千円） 1,047,913 1,043,515    

 経常利益（千円） 834,743 923,786    

 行政ｻｰﾋﾞｽ実施ｺｽﾄ（千円） 918,035 925,870    

従事人員数 954 961    

 （うち常勤職員） 737 737    
注：業務ごとに算出していないため、法人全体の人員を掲載 

３．各事業年度の業務に係る目標、計画、業務実績、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 
 中期目標 中期計画 年度計画 主な評価指標 法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 
 （１）調査・研究 

調査・研究については、

センターが実施する家畜

の改良等に応用できる技

術や行政課題と密接に関

係する調査・研究課題に

重点化し、以下の課題等

に取り組む。 
  〈以下略〉 

（１）調査・研究 
調査・研究について

は、センターが実施

する家畜の改良等に

応用できる技術や行

政課題と密接に関係

する調査・研究課題

に重点化し、次の取

組を行う。 
 〈以下略〉 

（１）調査・研究 
  〈以下略〉 

指標＝「細項目の項目数×２」

（満点）に対する「細項目の

点数の合計値」（合計点）の比

率 
 各細項目の評価点数の区分

は以下のとおりとする。 
  Ｓ評価：４点、Ａ評価：３

点、Ｂ評価：２点、 
Ｃ評価：１点、Ｄ評価：０点 
 
Ａ：満点×１２/１０≦合計点 
Ｂ：満点×８/１０≦合計点＜

満点×１２/１０ 
Ｃ：満点×５/１０≦合計点＜

満点×８/１０ 
Ｄ：合計点≦満点×５／１０ 
  

〈主要な業務実績〉 
□有用形質関連遺伝子等の解析 

            2/2(B) 
□食肉の食味に関する客観的評価手法

の開発          3/2(A) 
□豚の胚移植技術の開発   2/2(B) 
□黒毛和種における短期肥育技術等の

開発             2/2(B) 
□放射性セシウム低減技術等の開発 

        1/2(C)   

＜評定と根拠＞ 
「B 」 

満点：１０Ｐ(細項目５×２Ｐ) 
合計：１０Ｐ 
１０Ｐ／１０Ｐ＝１.０ 
（１０／１０） 
 
 
 

評定 B 
＜評定に至った理由＞ 
以下のとおり、下位の評価項目である

細項目の合計点が B 評定の判定基準内

(満点×8/10≦合計点＜満点×12/10)で
あったため。 
満点：10 点（細項目 5×2 点） 
合計点：10 点 
=(3 点×1+2 点×3＋1 点×1) 
10 点／10 点= 1.0 
□有用形質関連遺伝子等の解析   2 点(B) 
□食肉の食味に関する客観的評価手法の開発         

3 点(A) 
□豚の胚移植技術の開発         2 点(B) 
□黒毛和種における短期肥育技術等の開発            

2 点(B) 
□放射性セシウム低減技術等の開発  1 点(C) 

 
４．その他参考情報 
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１．当事務及び事業に関する基本情報 
第１-５-（１）-ア 第 1 業務の質の向上 ５ 調査・研究及び講習・指導 （１）調査研究 ア 有用形質関連遺伝子等の解析 
業務に関連する政策・施

策 
食料・農業・農村基本計画、家畜改良増殖目標、酪農及び肉用牛

生産の近代化を図るための基本方針 
当該事業の実施に係る根拠 独立行政法人家畜改良センター法第１１条第１項第５号 

当該項目の重要度、難易

度 
 関連する政策評価・行政事業

レビュー 
行政事業レビューシート事業番号：０１３４ 
行政事業レビューシート事業番号：０１３９ 

 
２．主要な経年データ 
 ①主要なアウトプット（アウトカム）情報   ②主要なインプット情報（人員に関する情報、法人全体）注 

指標等 達成目標 基準値 X１年度 X２年度 X３年度 X４年度 X５年度   H28 年度 H29 年度 H30 年度 H31 年度 H32 年度 
         予算額（千円） 1,115,258 981,505    

 決算額（千円） 1,043,560 1,019,038    

 経常費用（千円） 1,047,913 1,043,515    

 経常利益（千円） 834,743 923,786    

 行政ｻｰﾋﾞｽ実施ｺｽﾄ（千円） 918,035 925,870    

従事人員数 954 961    

 （うち常勤職員） 737 737    
注：業務ごとに算出していないため、法人全体の人員を掲載 

３．各事業年度の業務に係る目標、計画、業務実績、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 
 中期目標 中期計画 年度計画 主な評価指標 法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

業務実績 自己評価  
 ア 有用形質関連遺伝子等の解

析 
センターが実施するゲノム情報

を活用した家畜の育種改良を効

率的に進めるため、センターの育

種改良集団を用いて有用形質に

係る遺伝子解析を行い、得られる

遺伝子情報を育種改良に利用す

る。その際、乳用牛については繁

殖関連遺伝子の解析を、肉用牛に

ついては牛肉の食味や飼料利用

性に関連する遺伝子の解析を、豚

についてはランドレース種の繁

殖能力及びデュロック種の産肉

能力に関連する遺伝子の解析を、

鶏については羽色に関連する遺

伝子の解析を重点的に行う。 

ア 有用形質関連遺伝

子等の解析 
ゲノム情報を活用した

家畜の育種改良を効率

的に進めるため、保有

する育種集団を用いて

有用形質に係る遺伝子

解析を行い、各畜種に

ついて次の取組を行う

ことにより、得られる

遺伝子情報を育種改良

に利用する。 

ア 有用形質関連

遺伝子等の解析 
 指標＝「微項目の項目数×２」（満

点）に対する「各微項目の点数の合計

値」（合計点）の比率 
 各微項目の評価点数の区分は以下

のとおりとする。 
  Ｓ評価：４点、Ａ評価：３点、Ｂ評

価：２点、Ｃ評価：１点、Ｄ評価：０

点 
 
Ａ：満点×１２/１０≦合計点 
Ｂ：満点×８/１０≦合計点＜満点×

１２/１０ 
Ｃ：満点×５/１０≦合計点＜満点×

８/１０ 
Ｄ：合計点≦満点×５／１０ 

〈主要な業務実績〉 
△乳用牛          2/2(B) 
△肉用牛          3/2(A) 
△豚            2/2(B) 
△鶏            2/2(B) 
 
 

＜評定と根拠＞ 
「B 」 

満点：８Ｐ(微項目４×２Ｐ) 
合計：９Ｐ 
９ Ｐ ／ ８ Ｐ ＝ １ . １ ２ ５

(11.125/10) 
 

評定 B 
＜評定に至った理由＞ 
以下のとおり、下位

の評価項目である微項

目の合計点が B 評定の

判定基準内 ( 満点×

8/10≦合計点＜満点×

12/10)であったため。 
満点：8 点（微項目 4
×2 点） 
合計点：9 点=(3 点×1
＋2 点×3) 
9 点／8 点= 1.125 
△乳用牛    2 点(B) 
△肉用牛    3 点(A) 
△豚      2 点(B) 
△鶏      2 点(B) 

 
４．その他参考情報 
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１．当事務及び事業に関する基本情報 
第１-５-（１）-ア-（ア） 第 1 業務の質の向上 ５ 調査・研究及び講習・指導 （１）調査研究 ア 有用形質関連遺伝子等の解析 （ア）乳用牛 
業務に関連する政策・施

策 
食料・農業・農村基本計画、家畜改良増殖目標、酪農及び肉用牛

生産の近代化を図るための基本方針 
当該事業の実施に係る根拠 独立行政法人家畜改良センター法第１１条第１項第５号 

当該項目の重要度、難易

度 
 関連する政策評価・行政事業

レビュー 
行政事業レビューシート事業番号：０１３４ 
行政事業レビューシート事業番号：０１３９ 

 
２．主要な経年データ 
 ② 主要なアウトプット（アウトカム）情報   ②主要なインプット情報（人員に関する情報、法人全体）注 

指標等 達成目標 基準値 H28 年度 H29 年度 H30 年度 H31 年度 H32 年度   H28 年度 H29 年度 H30 年度 H31 年度 H32 年度 
サンプル収

集数 
200 頭程度   

212 頭 
 
210 頭 

    予算額（千円） 1,115,258 981,505    

 決算額（千円） 1,043,560 1,019,038    

経常費用（千円） 1,047,913 1,043,515    

 経常利益（千円） 834,743 923,786    

 行政ｻｰﾋﾞｽ実施ｺｽﾄ（千円） 918,035 925,870    

従事人員数 954 961    

 （うち常勤職員） 737 737    
注：業務ごとに算出していないため、法人全体の人員を掲載 

 

 
４．その他参考情報 
 
 
 
  

３．各事業年度の業務に係る目標、計画、業務実績、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 
 中期目標 中期計画 年度計画 主な評価指標 法人の業務実績・自己評

価 
 主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 
  （ア）乳用牛 

ホルスタイン種の繁殖性

に関連する遺伝子の解析

を重点的に行うことと

し、繁殖性と遺伝子情報

との関連性について、概

ね 1,000 頭のデータを用

いて調査・解析し、改良

への利用について検討す

る。 

（ア）乳用牛 
ホルスタイ

ン種の繁殖性

について、解析

に必要な 200
頭程度のサン

プルを収集し、

遺伝子解析情

報との関連性

を調査する。 

Ｓ：計画の１１０％以

上であり、かつ、特

に優れた成果が認め

られる 
Ａ：計画の１１０％以

上 
Ｂ：計画の９０％以上、

１１０％未満 
Ｃ：計画の７０％以上、

９０％未満 
Ｄ：計画の７０％未満、

又は業務運営の改善

等必要な措置が必要

と認められる 
 

＜主要な業務実績＞ 
ホルスタイン種の繁殖性

のうち受胎率、繁殖能力指

数、難産率に関連する８遺

伝子の解析を行うため、２

１０頭の血液サンプルを収

集し、その遺伝子型を調査

したところ、優良型は全体

の２～８７％であった。受

胎率関連遺伝子ＣＴＴＮＢ

Ｐ２ＮＬと未経産受胎率並

びに受胎率関連遺伝子ＰＫ

Ｐ２と初産受胎率、二産受

胎率及び空胎日数の間にお

いて、有意な関連が認めら

れた。 

 

＜評定と根拠＞ 
「B 」 

根拠： 
ホルスタイン種の繁殖性のうち受胎率（ＣＴＴＮＢＰ２ＮＬ、ＳＥＴＤ６、

ＰＫＰ２、ＣＡＮＣＢ２及びＵＮＣ５Ｃ）、繁殖能力指数（ＦＡＭ２１３Ａ)及び

難産率（ＳＩＧＬＥＣ１０及びＳＬＣ４４Ａ５)関連遺伝子について、家畜改

良センター繋養の２１０頭の遺伝子型を調査したところ、優良型は全体の２～

８７％であった。上記の遺伝子のうち受胎率関連遺伝子５種及び繁殖能力指数

関連遺伝子について、未経産受胎率、初産受胎率、二産受胎率及び空胎日数の

評価値との関連を調べた。解析には、家畜改良センター繋養のホルスタイン種

雌を用い、受胎率関連遺伝子について８１２頭、繁殖能力指数について３６５

頭を使用した。その結果、ＣＴＴＮＢＰ２ＮＬと未経産受胎率並びにＰＫＰ２

と初産受胎率、二産受胎率及び空胎日数の間において、有意な関連が認められ

た。その他の繁殖関連遺伝子候補として精子無力症関連遺伝子ＧＡＬＮＴＬ

５、ＭＨＣ領域ＤＱＡ１とＤＲＢ３遺伝子及び受胎率関連遺伝子ＣＯＱ９につ

いて、血液からのダイレクトシーケンス法による型判定法を確立した。 

評定 B 
＜評定に至った理由

＞ 
 計画どおり、ホル

スタイン種の受胎

率、繁殖能力指数及

び難産率に関する遺

伝子に係る調査・解

析を行い、特定の遺

伝子が未経産受胎

率、初産受胎率、二

産受胎率及び空胎日

数の間に有意に関連

していることが判っ

たことから「B」評

定とした。 
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１．当事務及び事業に関する基本情報 
第１-５-（１）-ア-（イ） 第 1 業務の質の向上 ５ 調査・研究及び講習・指導 （１）調査研究 ア 有用形質関連遺伝子等の解析 （イ）肉用牛 
業務に関連する政策・施

策 
食料・農業・農村基本計画、家畜改良増殖目標、酪農及び肉用牛

生産の近代化を図るための基本方針 
当該事業実施に係る根拠 独立行政法人家畜改良センター法第１１条第１項第５号 

当該項目の重要度、難易

度 
 関連する政策評価・行政事業

レビュー 
行政事業レビューシート事業番号：０１３４ 
行政事業レビューシート事業番号：０１３９ 

 
２．主要な経年データ 
 ①主要なアウトプット（アウトカム）情報   ②主要なインプット情報（人員に関する情報、法人全体）注 

指標等 達成目標 基準値 H28 年度 H29 年度 H30 年度 H31 年度 H32 年度   H28 年度 H29 年度 H30 年度 H31 年度 H32 年度 
サンプル収

集数 
理化学特性

データ 40
頭程度 

  
 58 頭 

 
125 頭 

    予算額（千円） 1,115,258 981,505    

 決算額（千円） 1,043,560 1,019,038    

 経常費用（千円） 1,047,913 1,043,515    

飼料利用性

データ 80
頭程度 

  
 142 頭 

 
96 頭 

    経常利益（千円） 834,743 923,786    

 行政ｻｰﾋﾞｽ実施ｺｽﾄ（千円） 918,035 925,870    

従事人員数 954 961    

 （うち常勤職員） 737 737    
注：業務ごとに算出していないため、法人全体の人員を掲載 

 

 
４．その他参考情報 
 
 
 

３．各事業年度の業務に係る目標、計画、業務実績、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 
 中期目標 中期計画 年度計画 主な評価指標 法人の業務実績・自己評価  主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 
  （イ）肉用牛 

黒毛和種における牛肉

の食味や飼料利用性に

関連する遺伝子の解析

を重点的に行うことと

し、牛肉の食味に関連

する遺伝子の解析につ

いて、概ね 200 頭のデ

ータを用いて調査・解

析し、改良への利用に

ついて検討する。また、

飼料利用性と遺伝子情

報との関連性につい

て、概ね 400 頭のデー

タを用いて調査・解析

し、関連する遺伝子領

域を探索する。 

（イ）肉用牛 
理化学特性デ

ータを有する

黒毛和種 40
頭程度のサン

プ ル を 収 集

し、遺伝子多

型調査を実施

する。飼料利

用性に関する

データを有す

る 80 頭程度

のサンプルを

収集する。 

Ｓ：計画の１１０％以上で

あり、かつ、特に優れた

成果が認められる 
Ａ：計画の１１０％以上 
Ｂ：計画の９０％以上、１

１０％未満 
Ｃ：計画の７０％以上、９

０％未満 
Ｄ：計画の７０％未満、又

は業務運営の改善等必要

な措置が必要と認められ

る 
 

＜主要な業務実績＞ 
理化学特性データを有する

黒毛和種１２５頭のサンプル

を新たに収集し、前年度のサ

ンプルと合わせて牛肉中イノ

シン酸及びタウリン含量に強

く関連のあるＳＮＰ遺伝子型

と表型値の関係を調査した結

果、両方において優良ホモ型

の表型値は、ヘテロ型及び非

優良ホモ型よりも有意に高い

値であったことを確認した。 

また、飼料摂取量データ等

を有する、家畜改良センター

奥羽牧場の肥育牛９６頭のＤ

ＮＡサンプルを収集した。 

 

＜評定と根拠＞ 
「Ａ」 

根拠： 
理化学特性データを有する黒毛和種（１２５

頭）について、牛肉中イノシン酸及びタウリン

含量に強く関連のあるＳＮＰ遺伝子型の分析

を行い、遺伝子型と表型値の関係を調査した結

果、両方において優良ホモ型の表型値は、ヘテ

ロ型及び非優良ホモ型よりも有意に高い値で

あった。家畜改良センターが保有する様々なウ

シ品種について、牛肉中タウリン含量に強く関

連のあるＳＮＰの遺伝子型頻度を調査した結

果、品種によって優良ホモ型、ヘテロ型及び非

優良ホモ型の頻度が大きく異なっていた。 

また、飼料摂取量データ等を有する家畜改良

センター奥羽牧場の肥育牛９６頭のＤＮＡサ

ンプルを収集し、それら９６頭を含まない別の

２１３頭のＳＮＰ情報を収集した。 

評定 A 
＜評定に至った理由＞ 
 理化学特性データを有する黒毛和種について、

計画の 300％以上（125 頭）のサンプルを収集し、

牛肉中のイノシン酸及びタウリン含量に強く関

連のある SNP 遺伝子型と表型値の関係の調査を

行い、業務の実績として、遺伝子型間の有意差を

確認した。 
 また、飼料利用性に関するデータを有する肥育

牛について、計画の 120％（96 頭）のサンプル

を収集したことから「A」評定とした。 
＜その他事項＞ 
成果が目に見える数値で出ていることに

ついて高く評価。 
今後は、センター内の黒毛和種だけでなく

品種全体の分布について調査してもらいた

い。（有識者会議員意見） 
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１．当事務及び事業に関する基本情報 
第１-５-（１）-ア-（ウ） 第 1 業務の質の向上 ５ 調査・研究及び講習・指導 （１）調査研究 ア 有用形質関連遺伝子等の解析 （ウ）豚 
業務に関連する政策・施

策 
食料・農業・農村基本計画、家畜改良増殖目標、酪農及び肉用牛

生産の近代化を図るための基本方針 
当該事業実施に係る根拠 独立行政法人家畜改良センター法第１１条第１項第５号 

当該項目の重要度、難易

度 
 関連する政策評価・行政事業

レビュー 
行政事業レビューシート事業番号：０１３４ 
行政事業レビューシート事業番号：０１３９ 

 
２．主要な経年データ 
 ①主要なアウトプット（アウトカム）情報   ②主要なインプット情報（人員に関する情報、法人全体）注 

指標等 達成目標 基準値 Ｈ28 年度 H29 年度 H30 年度 H31 年度 H32 年度   H28 年度 H29 年度 H30 年度 H31 年度 H32 年度 
サンプル収

集数 
繁 殖 能 力

50 頭程度 
  

 62 頭 
 
164 頭 

    予算額（千円） 1,115,258 981,505    

 決算額（千円） 1,043,560 1,019,038    

 経常費用（千円） 1,047,913 1,043,515    

産 肉 能 力

100 頭程度 
  

230 頭 
 
200 頭 

    経常利益（千円） 834,743 923,786    

 行政ｻｰﾋﾞｽ実施ｺｽﾄ（千円） 918,035 925,870    

従事人員数 954 961    

 （うち常勤職員） 737 737    
注：業務ごとに算出していないため、法人全体の人員を掲載 

３．各事業年度の業務に係る目標、計画、業務実績、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 
 中期目標 中期計画 年度計画 主な評価指標 法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 
  （ウ）豚 

ランドレース種における

繁殖能力と遺伝子情報及

びデュロック種における

産肉能力と遺伝子情報と

の関連性について、それ

ぞれ概ね 600 頭及び概ね

900 頭のデータを用いて

調査・解析し、関連する

遺伝子領域を探索する。 

（ウ）豚 
豚の繁殖能力につい

て、解析に必要なラン

ドレース種 100 頭程度

のサンプルを収集し、

遺伝子多型を調査す

る。また、産肉能力に

ついて、解析に必要な

デュロック種 200 頭程

度のサンプルを収集

し、遺伝子多型を調査

する。 

Ｓ：計画の１１０％以上で

あり、かつ、特に優れた

成果が認められる 
Ａ：計画の１１０％以上 
Ｂ：計画の９０％以上、１

１０％未満 
Ｃ：計画の７０％以上、９

０％未満 
Ｄ：計画の７０％未満、又

は業務運営の改善等必要

な措置が必要と認められ

る 
 

＜主要な業務実績＞ 
豚の繁殖能力については、ラ

ンドレース種の後代１６４頭

からサンプルを収集し、１５８

頭について繁殖関連遺伝子の

多型を調査した。また、産肉能

力については、デュロック種の

後代２００頭からサンプルを

収集し、成長及び肉質関連遺伝

子の多型を調査した。 

＜評定と根拠＞ 
「B 」 

根拠： 
ランドレース種の母豚の繁殖能力を改良するため、

平成２８年度より育種素材を導入しつつ能力向上を

図る開放型育種集団の構築を開始した。その集団の後

代１６４頭からサンプルを収集し、１５８頭について

繁殖関連遺伝子の多型を調査した。また、デュロック

種の発育能力を改良するため、前述同様、２８年度よ

り開放型育種集団の構築を開始した。その集団の後代

２００頭からサンプルを収集し、成長及び肉質関連遺

伝子の多型を調査した。 

評定 B 
＜評定に至った理由＞ 
 計画どおり、豚の繁殖能力

に関する遺伝子多型の解析

に必要なサンプルを収集し、

遺伝子多型を調査したこと

から「B」評定とした 

 
４．その他参考情報 
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１．当事務及び事業に関する基本情報 
第１-５-（１）-ア-（エ） 第 1 業務の質の向上 ５ 調査・研究及び講習・指導 （１）調査研究 ア 有用形質関連遺伝子等の解析 （エ）鶏 
業務に関連する政策・施

策 
食料・農業・農村基本計画、家畜改良増殖目標、酪農及び肉用牛

生産の近代化を図るための基本方針 
当該事業実施に係る根拠 独立行政法人家畜改良センター法第１１条第１項第５号 

当該項目の重要度、難易

度 
 関連する政策評価・行政事業

レビュー 
行政事業レビューシート事業番号：０１３４ 
行政事業レビューシート事業番号：０１３９ 

 
 

注：業務ごとに算出していないため、法人全体の人員を掲載 
３．各事業年度の業務に係る目標、計画、業務実績、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 
 中期目標 中期計画 年度計画 主な評価指標 法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 
  （エ）鶏 

軍鶏系種における羽

色と遺伝子情報との

関連性について、概

ね 2,000 羽のデータ

を用いて調査・解析

し、好ましくない遺

伝子型を探索すると

ともに、経済形質と

の関連を検討する。 

（エ）鶏 
約 400 羽の軍

鶏系種サンプル

とその羽色情報

を収集し、羽色遺

伝子型を解析す

る。 

Ｓ：計画を大きく上回り、かつ

顕著な成果が得られた。 
Ａ：計画を上回る成果が得られ

た。 
Ｂ：計画どおり順調に実施され

た。 
Ｃ：計画どおり実施されず改善

を要する。 
Ｄ：計画どおり実施されず当該

業務の廃止を含めた抜本的

な改善が必要と認められる。 

＜主要な業務実績＞ 
鶏の羽色については軍鶏系種８３４系統

５４０羽のサンプルを収集し、５４０羽を含

む集団のふ化時の羽色パターンを確認し、そ

のうち特徴的な羽色を持つ４６羽について

は経時的変化を確認した。５４０羽につい

て、黒色、赤褐色羽装に関わる遺伝子を調査

した結果、赤褐色を示す遺伝子型で固定され

ており、黒色因子を保有していないことを確

認した。 

＜評定と根拠＞ 
「B 」 

根拠： 
軍鶏系種８３４系統５４０羽の血液サンプルを収集し、

５４０羽を含む集団のふ化時の羽色パターンを確認し、そ

のうち特徴的な羽色を持つ４６羽については経時的変化

を確認した。黒色、赤褐色羽装に影響を与えるＭＣ１Ｒ遺

伝子☆は、地鶏固有の羽色を発現させるために重要な遺伝

子の一つであり、そのＭＣ１Ｒ遺伝子の遺伝子型につい

て、５４０羽を調査した結果、赤褐色を示す遺伝子型（ｅ
＋とｅｙ）で固定されており、黒色因子（Ｅ）を保有して

いないことが確認された。 

評

定 
B 

＜評定に至った理由

＞ 
 計画どおり、軍鶏系

種のサンプル及び羽

色情報を収集し、羽色

遺伝子型を解析した

ことから「B」評定と

した 

 
４．その他参考情報 
 
 
  

２．主要な経年データ 
 ①主要なアウトプット（アウトカム）情報   ②主要なインプット情報（人員に関する情報、法人全体）注 

指標等 達成目標 基準値 H28 年度 H29 年度 H30 年度 H31 年度 H32 年度   H28 年度 H29 年度 H30 年度 H31 年度 H32 年度 
サンプル収

集数 
約 400 羽の

サンプル 
  

479 羽 
 
540 羽 

    予算額（千円） 1,115,258 981,505    

 決算額（千円） 1,043,560 1,019,038    

 経常費用（千円） 1,047,913 1,043,515    

 経常利益（千円） 834,743 923,786    

 行政ｻｰﾋﾞｽ実施ｺｽﾄ（千円） 918,035 925,870    

従事人員数 954 961    

 （うち常勤職員） 737 737    
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１．当事務及び事業に関する基本情報 
第１-５-（１）-イ 第 1 業務の質の向上 ５ 調査・研究及び講習・指導 （１）調査研究 イ 食肉の食味に関する客観的評価手法の開発 
業務に関連する政策・施

策 
食料・農業・農村基本計画、家畜改良増殖目標、酪農及び肉用牛

生産の近代化を図るための基本方針 
当該事業実施に係る根拠 独立行政法人家畜改良センター法第１１条第１項第５号 

 
当該項目の重要度、難易

度 
 関連する政策評価・行政事業

レビュー 
行政事業レビューシート事業番号：０１３４ 
行政事業レビューシート事業番号：０１３９ 

 
２．主要な経年データ 
 ①主要なアウトプット（アウトカム）情報   ②主要なインプット情報（人員に関する情報、法人全体）注 

指標等 達成目標 基準値 X１年度 X２年度 X３年度 X４年度 X５年度   H28 年度 H29 年度 H30 年度 H31 年度 H32 年度 
         予算額（千円） 1,115,258 981,505    

決算額（千円） 1,043,560 1,019,038    

 経常費用（千円） 1,047,913 1,043,515    

 経常利益（千円） 834,743 923,786    

 行政ｻｰﾋﾞｽ実施ｺｽﾄ（千円） 918,035 925,870    

従事人員数 954 961    

 （うち常勤職員） 737 737    
注：業務ごとに算出していないため、法人全体の人員を掲載 

３．各事業年度の業務に係る目標、計画、業務実績、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 
 中期目標 中期計画 年度計画 主な評価指標 法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 
 イ 食肉の食味に関

する客観的評価手法

の開発 
多様化する消費者

のニーズに対応した

おいしい食肉を生産

するため、新たなお

いしさの指標の検討

と、簡易な分析方法

の開発により、家畜

の選抜への利用に向

けて取り組む。また、

輸出拡大の観点を踏

まえ、外国人の黒毛

和牛肉に対する嗜好

性に関連する調査を

行い、今後の輸出拡

大先として最も期待

される欧米人の味覚

も意識した官能評価

を実施する。 

イ 食肉の食味に関す

る客観的評価手法の開

発 
 多様化する消費者の

ニーズに対応した家畜

改良やおいしい食肉生

産を推進するため、第

３期中期目標期間にお

ける取組を踏まえつ

つ、新たなおいしさの

指標の家畜の選抜への

利用や、輸出拡大に向

けた外国人の黒毛和牛

肉に対する嗜好性を把

握するため、次の取組

を行う。 

イ 食肉の食味に関

する客観的評価手法

の開発 

 指標＝「微項目の項目数×２」（満

点）に対する「各微項目の点数の合

計値」（合計点）の比率 
 各微項目の評価点数の区分は以

下のとおりとする。 
  Ｓ評価：４点、Ａ評価：３点、Ｂ

評価：２点、Ｃ評価：１点、Ｄ評価：

０点 
 
Ａ：満点×１２/１０≦合計点 
Ｂ：満点×８/１０≦合計点＜満点×

１２/１０ 
Ｃ：満点×５/１０≦合計点＜満点×

８/１０ 
Ｄ：合計点≦満点×５／１０ 

〈主要な業務実績〉 
△新たな食肉のおいしさの 
指標の検討等    2/2(B) 

△外国人の黒毛和種牛肉に対 
する嗜好性に関連する調査 

           3/2(A) 
 

＜評定と根拠＞ 
「A」 

満点：４Ｐ(微項目２×２Ｐ) 
合計：５Ｐ 
５Ｐ／４Ｐ＝１.２５ 
（１２．５／１０） 

評定 Ａ 
＜評定に至った理由＞ 
以下のとおり、下位の評価項目である小

項目の合計点が A 評定の判定基準(満点×

１２/１０≦合計点)に達しているため。 
満点：4 点（微項目 2×2 点） 
合計点：5 点=(3 点×1＋2 点×1) 
5 点／4 点= 1.25 
 
△新たな食肉のおいしさの指標の検討等 

2 点(B) 
△外国人の黒毛和種牛肉に対する嗜好性に関連

する調査                    3 点(A) 

４．その他参考情報 
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１．当事務及び事業に関する基本情報 
第１-５-（１）-イ-（ア） 第 1 業務の質の向上 ５ 調査・研究及び講習・指導 （１）調査研究 イ 食肉の食味に関する客観的評価手法の開発 

（ア）新たな食肉のおいしさの指標の検討等 
業務に関連する政策・施

策 
食料・農業・農村基本計画、家畜改良増殖目標、酪農及び肉用牛

生産の近代化を図るための基本方針 
当該事業実施に係る根拠 独立行政法人家畜改良センター法第１１条第１項第５号 

 
当該項目の重要度、難易

度 
 関連する政策評価・行政事業

レビュー 
行政事業レビューシート事業番号：０１３４ 
行政事業レビューシート事業番号：０１３９ 

 
２．主要な経年データ 
 ①主要なアウトプット（アウトカム）情報   ②主要なインプット情報（人員に関する情報、法人全体）注 

指標等 達成目標 基準値 X１年度 X２年度 X３年度 X４年度 X５年度   H28 年度 H29 年度 H30 年度 H31 年度 H32 年度 
         予算額（千円） 1,115,258 981,505    

 決算額（千円） 1,043,560 1,019,038    

 経常費用（千円） 1,047,913 1,043,515    

 経常利益（千円） 834,743 923,786    

 行政ｻｰﾋﾞｽ実施ｺｽﾄ（千円） 918,035 925,870    

従事人員数 954 961    

 （うち常勤職員） 737 737    
注：業務ごとに算出していないため、法人全体の人員を掲載 

３．各事業年度の業務に係る目標、計画、業務実績、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 
 中期目標 中期計画 年度計画 主な評価指標 法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 
  （ア）新たな食肉のおいし

さの指標の検討等 
食味に関連する官能評価

と理化学分析の関連性に

ついて、特に風味を重視し

て調査し、新たなおいしさ

の指標に関する検討を行

うとともに、食肉成分の簡

易測定装置を用いた調査

を行い、食肉のおいしさに

関連する簡易な分析方法

を開発する。これらの結果

を踏まえ、家畜の選抜への

利用について検討する。 

（ア）新たな食肉のおいし

さの指標の検討等 
食味に関連する官能評価

を実施するとともに、食味

に関与する理化学分析項目

の調査を行い、食味に関連

する評価指標を検討する。

また、食味に関連する簡易

な分析方法を開発するた

め、食肉成分の簡易測定装

置による測定値と官能評価

及び理化学分析との関連性

を調査する。 

Ｓ：計画を大きく上回り、かつ顕著な

成果が得られた。 
Ａ：計画を上回る成果が得られた。 
Ｂ：計画どおり順調に実施された。 
Ｃ：計画どおり実施されず改善を要す

る。 
Ｄ：計画どおり実施されず当該業務の

廃止を含めた抜本的な改善が必要

と認められる。 

＜主要な業務実績＞ 
牛肉においては、平成２８年度に確定さ

せた香気成分分析手法に基づき、香気成分

を含む理化学分析項目と官能評価結果との

関連性を調査した。豚肉においては、２８

年度に確立した、筋肉と皮下脂肪を２：１

の割合で混合しミンチ状にするサンプル調

製方法に基づいて官能評価を実施し、理化

学分析項目との関連性を調査した。鶏肉に

おいても風味を重視した官能評価結果と理

化学分析項目との関連性を調査した。 

また、食味成分の簡易測定装置による測

定値と官能評価値及び理化学分析値との解

析を行い、牛肉及び豚肉についてそれぞれ

関連性を調査し、計画どおり実施した。 

 

＜評定と根拠＞ 
「B 」 

根拠：計画どおり

実施した。 
 

評定 B 
＜評定に至った理由＞ 
計画どおり、食味に

関与する理化学分析項

目と官能評価結果との

関連性を調査し、食肉

成分の測定値と官能評

価値及び理化学分析値

との解析を行い、関連

性を調査したことから

「B」評定とした 

 
４．その他参考情報 
 
 
 
 



106 
 

１．当事務及び事業に関する基本情報 
第１-５-（１）-イ-（イ） 第 1 業務の質の向上 ５ 調査・研究及び講習・指導 （１）調査研究 イ 食肉の食味に関する客観的評価手法の開発 

（イ）外国人の黒毛和種牛肉に対する嗜好性に関連する調査 
業務に関連する政策・施

策 
食料・農業・農村基本計画、家畜改良増殖目標、酪農及び肉用牛

生産の近代化を図るための基本方針 
当該事業実施に係る根拠 独立行政法人家畜改良センター法第１１条第１項第５号 

 
当該項目の重要度、難易

度 
 関連する政策評価・行政事業

レビュー 
行政事業レビューシート事業番号：０１３４ 
行政事業レビューシート事業番号：０１３９ 

 
２．主要な経年データ 
 ①主要なアウトプット（アウトカム）情報   ②主要なインプット情報（人員に関する情報、法人全体）注 

指標等 達成目標 基準値 X１年度 X２年度 X３年度 X４年度 X５年度   H28 年度 H29 年度 H30 年度 H31 年度 H32 年度 
         予算額（千円） 1,115,258 981,505    

決算額（千円） 1,043,560 1,019,038    

 経常費用（千円） 1,047,913 1,043,515    

 経常利益（千円） 834,743 923,786    

 行政ｻｰﾋﾞｽ実施ｺｽﾄ（千円） 918,035 925,870    

従事人員数 954 961    

 （うち常勤職員） 737 737    
注：業務ごとに算出していないため、法人全体の人員を掲載 

 

 
４．その他参考情報 
 
 

３．各事業年度の業務に係る目標、計画、業務実績、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 
 中期

目標 
中期計画 年度計画 主な評価指標 法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 
  （イ）外国

人の黒毛和

種牛肉に対

する嗜好性

に関連する

調査 
欧米人等

の外国人の

黒毛和牛肉

に対する嗜

好性の調査

及び官能評

価 を 実 施

し、早期に

とりまとめ

を行う。 

（イ）外国

人の黒毛和

種牛肉に対

する嗜好性

に関連する

調査 
欧米人等

の外国人の

黒毛和種牛

肉に対する

嗜好性を調

査するとと

もに、外国

人を評価者

とした官能

評価を実施

する。 

Ｓ：計画を大きく

上回り、かつ顕著

な成果が得られ

た。 
Ａ：計画を上回る

成果が得られた。 
Ｂ：計画どおり順

調に実施された。 
Ｃ：計画どおり実

施されず改善を要

する。 
Ｄ：計画どおり実

施されず当該業

務の廃止を含め

た抜本的な改善

が必要と認めら

れる。 

＜主要な業務実績＞ 
黒毛和牛肉の輸出

拡大戦略に寄与する

ために、平成２８年

度に確定させた外国

人を対象とした嗜好

性調査及び官能評価

の手法に基づき、嗜

好性調査及び官能評

価を実施した。調査

は外国人が多く集ま

った第１回”日本の

食品”輸出ＥＸＰＯ

及びＦＯＯＤＥＸ 

ＪＡＰＡＮ２０１８

において計画通り実

施し、合計６４７名

の嗜好性データを得

た。 

＜評定と根拠＞ 

「Ａ」 

根拠： ① 本調査研究の目的は、黒毛和牛肉の輸出拡大戦略に寄与するために、外国人の黒毛和種牛肉に

対する嗜好性データベースを作成することである。このため、２８年度に確定させた外国人を対象とした嗜

好性調査及び官能評価の手法に基づき、２９年度は可能な限り多くの嗜好性データを収集した。 

② 嗜好型官能評価☆で提供する牛肉の調理方法は焼肉の薄切り（６×４×０．２５ｃｍ）とし、一人の

評価者に対して焼肉の薄切りを２枚提供し、アンケートに回答してもらう手法とした。本調査では、黒毛和

牛肉の特徴の一つである和牛香☆☆に焦点をあて、試食した黒毛和牛肉に近い香りとして和牛香への寄与が

示唆されている香気成分を含むミルク、ココナッツ、トウモロコシ及びバターの何れかを選択した人は、和

牛香を識別できたと判断することとした。次に、試食肉を好むか好まないか、またその理由を調査すること

によって、和牛香を識別し、和牛香を含む「風味」を好みの理由として回答する者が多い国には、和牛香を

販売ツールの一つとして利用できるものと考え、和牛香を識別しない又は「やわらかさ」や「ジューシーさ」

を好みの理由として回答する者が多い国には、脂肪交雑を販売ツールとして利用できるものと考えた。さら

に、各国の牛肉の脂肪交雑割合及び頻繁に食べる牛肉料理を調査し、黒毛和牛肉において同程度の脂肪交雑

を有するロース以外の需要の拡大に有益な情報を収集することとした。 

③ ２９年度は、第１回”日本の食”輸出ＥＸＰＯ（２９年１０月）において２２３名及びＦＯＯＤＥＸ Ｊ

ＡＰＡＮ２０１８（３０年３月）において４２４名の嗜好性データを収集し、これは２８年度のＦＯＯＤＥ

Ｘ ＪＡＰＡＮ２０１７において収集した１６８名のデータ数を大幅に上回るものであり、計画以上に進捗

した。 

評定 A 
＜評定に至った理由＞ 
 28 年度に確定させた外国人を対

象とした嗜好性調査及び官能評価

の手法に基づき、28 年度に収集した

データ（168 名）を大幅に上回る 647
名のデータを収集し、外国人の黒毛

和種牛肉に対する嗜好性データベ

ースの作成に貢献したことから、計

画を上回る成果が得られたものと

して「A」評定とした。 
＜その他事項＞ 
外国人に対して牛肉香の調査は難

しいのではないか。その前に外国人

が好む牛肉の柔らかさや脂肪、さら

に調理法などについてアンケート

してみてはどうか。 
（有識者会議委員意見） 
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１．当事務及び事業に関する基本情報 
第１-５-（１）-ウ 第 1 業務の質の向上 ５ 調査・研究及び講習・指導 （１）調査研究 ウ 豚の胚移植技術の開発 
業務に関連する政策・施

策 
食料・農業・農村基本計画、家畜改良増殖目標、酪農及び肉用牛

生産の近代化を図るための基本方針 
当該事業実施に係る根拠 独立行政法人家畜改良センター法第１１条第１項第５号 

 
当該項目の重要度、難易

度 
 関連する政策評価・行政事業

レビュー 
行政事業レビューシート事業番号：０１３４ 
行政事業レビューシート事業番号：０１３９ 

 
２．主要な経年データ 
 ①主要なアウトプット（アウトカム）情報   ②主要なインプット情報（人員に関する情報、法人全体）注 

指標等 達成目標 基準値 X１年度 X２年度 X３年度 X４年度 X５年度   H28 年度 H29 年度 H30 年度 H31 年度 H32 年度 
         予算額（千円） 1,115,258 981,505    

 決算額（千円） 1,043,560 1,019,038    

 経常費用（千円） 1,047,913 1,043,515    

 経常利益（千円） 834,743 923,786    

 行政ｻｰﾋﾞｽ実施ｺｽﾄ（千円） 918,035 925,870    

従事人員数 954 961    

 （うち常勤職員） 737 737    
注：業務ごとに算出していないため、法人全体の人員を掲載 

３．各事業年度の業務に係る目標、計画、業務実績、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 
 中期目標 中期計画 年度計画 主な評価指標 法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 
 ウ 豚の胚移植技術の

開発 
豚の改良を効率的に

進める上では、疾病リス

クを低減するため、胚を

利用した優良種畜等の

産子生産が望ましいが、

生産現場ではその技術

が確立されていないこ

とから、生産現場でも利

用可能な豚胚のガラス

化保存技術等を活用し

た胚移植技術等の開発

に取り組む。 

ウ 豚の胚移植技術

の開発 
 豚の改良を効率的

に進める上で有効な

疾病リスクを低減し

た優良種豚等の産子

生産を実現するた

め、生産現場でも利

用可能な豚胚のガラ

ス化保存技術等を活

用した胚移植技術等

の確立に向けて、次

の取組を行う。 

ウ 豚の胚移植技術の開

発 
 指標＝「微項目の項目数×

２」（満点）に対する「各微項

目の点数の合計値」（合計点）

の比率 
 各微項目の評価点数の区分

は以下のとおりとする。 
  Ｓ評価：４点、Ａ評価：３

点、Ｂ評価：２点、Ｃ評価：

１点、Ｄ評価：０点 
 
Ａ：満点×１２/１０≦合計点 
Ｂ：満点×８/１０≦合計点＜

満点×１２/１０ 
Ｃ：満点×５/１０≦合計点＜

満点×８/１０ 
Ｄ：合計点≦満点×５／１０ 

〈主要な業務実績〉 
△ガラス化胚の融解方法の調査・ 
検討           2/2(B) 
△非外科的移植器具の試作・調査 
             2/2(B) 
 

＜評定と根拠＞ 
「B 」 

満点：４Ｐ(微項目２×２

Ｐ) 
合計：４Ｐ 
４Ｐ／４Ｐ＝１.０ 
（１０／１０） 

評定 B 
＜評定に至った理由＞ 
 以下のとおり、下位の評価項目である微

項目の合計点が B 評定の判定基準内(満点×

８/１０≦合計点＜満点×１２/１０)であったた

め。 
 満点：４点（微項目 2×2 点） 
 合計点：4 点 =(2 点×2) 
4 点／4 点= 1.0 
 
△ガラス化胚の融解方法の調査・検討 2 点(B) 
△非外科的移植器具の試作・調査      2 点(B) 

 
４．その他参考情報 
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１．当事務及び事業に関する基本情報 
第１-５-（１）-ウ-（ア） 第 1 業務の質の向上 ５ 調査・研究及び講習・指導 （１）調査研究 ウ 豚の胚移植技術の開発 

（ア）ガラス化胚の融解方法の調査・検討 
業務に関連する政策・施

策 
食料・農業・農村基本計画、家畜改良増殖目標、酪農及び肉用牛

生産の近代化を図るための基本方針 
当該事業実施に係る根拠 独立行政法人家畜改良センター法第１１条第１項第５号 

 
当該項目の重要度、難易

度 
 関連する政策評価・行政事業

レビュー 
行政事業レビューシート事業番号：０１３４ 
行政事業レビューシート事業番号：０１３９ 

 
２．主要な経年データ 
 ①主要なアウトプット（アウトカム）情報   ②主要なインプット情報（人員に関する情報、法人全体）注 

指標等 達成目標 基準値 X１年度 X２年度 X３年度 X４年度 X５年度   H28 年度 H29 年度 H30 年度 H31 年度 H32 年度 
         予算額（千円） 1,115,258 981,505    

 決算額（千円） 1,043,560 1,019,038    

 経常費用（千円） 1,047,913 1,043,515    

 経常利益（千円） 834,743 923,786    

 行政ｻｰﾋﾞｽ実施ｺｽﾄ（千円） 918,035 925,870    

従事人員数 954 961    

 （うち常勤職員） 737 737    
注：業務ごとに算出していないため、法人全体の人員を掲載 

３．各事業年度の業務に係る目標、計画、業務実績、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 
 中期目標 中期計画 年度計画 主な評価指標 法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 
  （ア）ガラス化胚の融

解方法の調査・検討 
生産現場でも利用

可能な豚胚のガラス

化保存技術を開発し、

当該技術の利用によ

り豚を生産する。 

（ア）ガラス化胚の融

解方法の調査・検討 
平成28年度に有効性

が明らかになった融解

条件により、豚ガラス

化胚の移植試験を行

い、受胎性を調査する。 

Ｓ：計画を大きく上回り、

かつ顕著な成果が得られ

た。 
Ａ：計画を上回る成果が得

られた。 
Ｂ：計画どおり順調に実施

された。 
Ｃ：計画どおり実施されず

改善を要する。 
Ｄ：計画どおり実施されず

当該業務の廃止を含めた

抜本的な改善が必要と認

められる。 

＜主要な業務実績＞ 
平成２８年度の調査試験において、融

解液が入ったシリンジを３８℃で保温

することにより、融解液の量及び差し込

む胚スティックの本数に関わらず、融解

液の温度変化を１℃以内に抑えられる

ことを確認した。そこで２９年度は、豚

の体温３８℃より１℃高い３９℃に保

温した融解液の入ったシリンジ内に直

接、胚スティックを差し込む手法で融解

し、胚スティックから遊離した胚の外科

移植により、受胎率８０％と高い結果を

得た。また、差し込む胚スティックの本

数が２本以上になると融解液量１．５ｍ

ｌよりも３ｍｌが適当であることを培

養試験により明らかにした。 

＜評定と根拠＞ 
「B 」 

根拠：計画どおり実施した。 
 

評

定 
B 

＜評定に至った理由＞ 
計画どおり、豚ガラス化胚

の移植試験を行い、受胎性を

調査したことから「B」評定

とした。 
 

 
４．その他参考情報 
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１．当事務及び事業に関する基本情報 
第１-５-（１）-ウ-（イ） 第 1 業務の質の向上 ５ 調査・研究及び講習・指導 （１）調査研究 ウ 豚の胚移植技術の開発 

（イ）非外科的移植器具の試作・調査 
業務に関連する政策・施

策 
食料・農業・農村基本計画、家畜改良増殖目標、酪農及び肉用牛

生産の近代化を図るための基本方針 
当該事業の実施に係る根拠 独立行政法人家畜改良センター法第１１条第１項第５号 

当該項目の重要度、難易

度 
 関連する政策評価・行政事業

レビュー 
行政事業レビューシート事業番号：０１３４ 
行政事業レビューシート事業番号：０１３９ 

 
２．主要な経年データ 
 ①主要なアウトプット（アウトカム）情報   ②主要なインプット情報（人員に関する情報、法人全体）注 

指標等 達成目標 基準値 X１年度 X２年度 X３年度 X４年度 X５年度   H28 年度 H29 年度 H30 年度 H31 年度 H32 年度 
         予算額（千円） 1,115,258 981,505    

 決算額（千円） 1,043,560 1,019,038    

 経常費用（千円） 1,047,913 1,043,515    

 経常利益（千円） 834,743 923,786    

 行政ｻｰﾋﾞｽ実施ｺｽﾄ（千円） 918,035 925,870    

従事人員数 954 961    

 （うち常勤職員） 737 737    
注：業務ごとに算出していないため、法人全体の人員を掲載 

 中期目標 中期計画 年度計画 主な評価指標 法人の業務実績・自己評価 主務大臣による

評価 業務実績 自己評価 
  （イ）非外科

的移植器具の

試作・調査 
融解後の胚

の非外科的移

植技術を開発

し、当該技術

により豚を生

産する。 

（イ）非外科的

移植器具の試

作・調査 
平成 28 年度

の調査結果等を

基に、操作性を

高めるため器具

の改善を行うと

ともに移植試験

を行い、受胎性

を調査する。 

Ｓ：計画を大きく

上回り、かつ顕

著な成果が得ら

れた。 
Ａ：計画を上回る

成果が得られた。 
Ｂ：計画どおり順

調に実施された。 
Ｃ：計画どおり実

施されず改善を

要する。 
Ｄ：計画どおり実

施されず当該

業務の廃止を

含めた抜本的

な改善が必要

と認められる。 

＜主要な業務実績＞ 
経産豚と比較して子宮頸管が狭く、従来の移植器具では挿入が困難な未経産豚にも利用可能な子

宮体部非外科移植器具を平成２８年度に試作した。２９年度はこの試作器を用いて移植試験を行

い、受胎性を調査することにより開発器具の検証を行うことを目的とした。試作した器具を用いた

５頭の未経産受胚豚への実験室内で融解したガラス化胚の移植で、８０％の受胎率、６０％の分娩

率及び１４頭の産子を得たことにより試作器の有効性を実証した。 

さらに、受胚豚の生殖器を傷つけにくいように改良した試作器（６号）を完成させ、初心者でも

平均２分４２秒で挿入操作が完了できること及び器具の操作性向上を確認した。一方、宮崎牧場に

おける実証試験として、試作器（６号）を用いた初心者による移植を５頭実施したが、受胎には至

らなかった。なお、初心者とは豚のＡＩに習熟しているが非外科移植器具の操作経験が１０例以下

の者と定義した。 

開発した移植器具については、３０年２月に特許出願を行った。 

＜評定と根拠＞ 
「B」 

根拠：計画どおり実施した。  
 

評定 B 
＜評定に至った理

由＞ 
計画どおり、

H28 年度に試作

した移植器具を

用いて移植試験

を行い、受胎性を

調査することに

より器具の検証

を行い、さらに改

良した試作器を

完成したことか

ら「B」評定とし

た。 

 
４．その他参考情報 
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１．当事務及び事業に関する基本情報 
第１-５-（１）-エ 第 1 業務の質の向上 ５ 調査・研究及び講習・指導 （１）調査研究 エ 黒毛和種における短期肥育技術等の開発 

 
業務に関連する政策・施

策 
食料・農業・農村基本計画、家畜改良増殖目標、酪農及び肉用牛

生産の近代化を図るための基本方針 
当該事業の実施に係る根拠 独立行政法人家畜改良センター法第１１条第１項第５号 

当該項目の重要度、難易

度 
 関連する政策評価・行政事業

レビュー 
行政事業レビューシート事業番号：０１３４ 
行政事業レビューシート事業番号：０１３９ 

 
２．主要な経年データ 
 ①主要なアウトプット（アウトカム）情報   ②主要なインプット情報（人員に関する情報、法人全体）注 

指標等 達成目標 基準値 X１年度 X２年度 X３年度 X４年度 X５年度   H28 年度 H29 年度 H30 年度 H31 年度 H32 年度 
         予算額（千円） 1,115,258 981,505    

 決算額（千円） 1,043,560 1,019,038    

 経常費用（千円） 1,047,913 1,043,515    

 経常利益（千円） 834,743 923,786    

 行政ｻｰﾋﾞｽ実施ｺｽﾄ（千円） 918,035 925,870    

従事人員数 954 961    

 （うち常勤職員） 737 737    
注：業務ごとに算出していないため、法人全体の人員を掲載 

３．各事業年度の業務に係る目標、計画、業務実績、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 
 中期目標 中期計画 年度計画 主な評価指標 法人の業務実績・自己評価  主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 
 エ 黒毛和種における短期肥育技術

等の開発 
家畜改良増殖目標に掲げる肉用牛

の肥育期間の短縮や飼料利用性の向

上の実現に資するため、肉用牛生産の

飼養管理技術の高度化等により、早期

に十分な体重に達し、現状と同程度の

脂肪交雑が入る黒毛和種における短

期肥育技術等の開発に取り組む。その

際、短期肥育に向けた飼養技術の改

善、１年１産の実現に向けた子牛の早

期離乳プログラムの開発に取り組み、

肥育期間短縮による牛肉の生産コス

ト低減を実証するとともに、肉質の特

性評価を行い、消費者や食肉流通業者

の短期肥育に対する理解醸成のため

の情報提供を行う。 

エ 黒毛和種における短期肥育

技術等の開発 
早期に十分な体重に達し、現

状と同程度の脂肪交雑が入る黒

毛和種における短期肥育技術等

の開発に取り組むとともに、当

該技術の普及を図るため、次の

取組を行う。 

エ 黒毛和種におけ

る短期肥育技術等の

開発 

 指標＝「微項目の項目数×２」（満

点）に対する「各微項目の点数の合

計値」（合計点）の比率 
 各微項目の評価点数の区分は以

下のとおりとする。 
  Ｓ評価：４点、Ａ評価：３点、Ｂ

評価：２点、Ｃ評価：１点、Ｄ評価：

０点 
 
Ａ：満点×１２/１０≦合計点 
Ｂ：満点×８/１０≦合計点＜満点×

１２/１０ 
Ｃ：満点×５/１０≦合計点＜満点×

８/１０ 
Ｄ：合計点≦満点×５／１０ 

△短期肥育技術の開発  
     2/2(B) 

△子牛の早期離乳プログラム

の開発       2/2(B) 
△短期肥育による牛肉の生産

コスト低減の実証  2/2(B) 
 

＜評定と根拠＞ 
「B 」 

満点：６Ｐ(微項目３

×２Ｐ) 
合計：６Ｐ 
６Ｐ／６Ｐ＝１.０ 
（１０／１０） 

評定 Ｂ 
＜評定に至った理由＞ 
 以下のとおり、下位の評

価項目である微項目の合計

点が B 評定の判定基準内

(満点×８/１０≦合計点＜満点

×１２/１０)であったため。 
満点：6 点（微項目 3×2 点） 
合計点：6 点 =(2 点×3) 
6 点／6 点= 1.0 
 
△短期肥育技術の開発 2 点(B) 
△子牛の早期離乳プログラム

の開発       2 点(B) 
△短期肥育による牛肉の生産

コスト低減の実証   2 点(B) 

 
４．その他参考情報 
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１．当事務及び事業に関する基本情報 
第１-５-（１）-エ-（ア） 第 1 業務の質の向上 ５ 調査・研究及び講習・指導 （１）調査研究 エ 黒毛和種における短期肥育技術等の開発 

（ア）短期肥育技術の開発 
業務に関連する政策・施

策 
食料・農業・農村基本計画、家畜改良増殖目標、酪農及び肉用牛

生産の近代化を図るための基本方針 
当該事業の実施に係る根拠 独立行政法人家畜改良センター法第１１条第１項第５号 

当該項目の重要度、難易

度 
 関連する政策評価・行政事業

レビュー 
行政事業レビューシート事業番号：０１３４ 
行政事業レビューシート事業番号：０１３９ 

 
２．主要な経年データ 
 ①主要なアウトプット（アウトカム）情報   ②主要なインプット情報（人員に関する情報、法人全体）注 

指標等 達成目標 基準値 X１年度 X２年度 X３年度 X４年度 X５年度   H28 年度 H29 年度 H30 年度 H31 年度 H32 年度 
         予算額（千円） 1,115,258 981,505    

 決算額（千円） 1,043,560 1,019,038    

 経常費用（千円） 1,047,913 1,043,515    

 経常利益（千円） 834,743 923,786    

 行政ｻｰﾋﾞｽ実施ｺｽﾄ（千円） 918,035 925,870    

従事人員数 954 961    

 （うち常勤職員） 737 737    
注：業務ごとに算出していないため、法人全体の人員を掲載 

３．各事業年度の業務に係る目標、計画、業務実績、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 
 中期目標 中期計画 年度計画 主な評価指標 法人の業務実績・自己評価  主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 
   （ア）短期肥育技術

の開発 
 短期肥育に向け

た飼養技術の改善

を行い、平成 32 年

度末までに出荷月

齢 24～26 か月齢に

おいて、枝肉重量を

概ね 480kg 以上と

する短期肥育技術

を開発する。また、

肉質の特性評価を

行い、消費者や食肉

流通業者の短期肥

育に対する理解醸

成のための情報提

供を行う。 

（ア）短期肥育技術の開発

短期肥育技術を開発する 
ため、肥育牛の飼料摂取 
量、発育性及び産肉性を調 
査する。 

Ｓ：計画を大きく上回り、かつ顕著な成果

が得られた。 
Ａ：計画を上回る成果が得られた。 
Ｂ：計画どおり順調に実施された。 
Ｃ：計画どおり実施されず改善を要する。 
Ｄ：計画どおり実施されず当該業務の廃止

を含めた抜本的な改善が必要と認めら

れる。 
  

＜主要な業務実績＞ 
短期肥育技術を開発するため、肥育牛の

飼料摂取量、発育性及び産肉性を調査し、

その結果を取りまとめるなど、計画どおり

実施した。 

＜評定と根拠＞ 
「B 」 

根拠：計画どおり実施した。 
 

評

定 
B 

＜評定に至った理由＞ 
計画どおり、短期肥育技

術を開発するため、肥育牛

の飼料摂取量、発育性及び

産肉性の調査を実施した

ことから「B」評定とした。 

 
４．その他参考情報 
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１．当事務及び事業に関する基本情報 
第１-５-（１）-エ-（イ） 第 1 業務の質の向上 ５ 調査・研究及び講習・指導 （１）調査研究 エ 黒毛和種における短期肥育技術等の開発 

（イ）子牛の早期離乳プログラムの開発 
業務に関連する政策・施

策 
食料・農業・農村基本計画、家畜改良増殖目標、酪農及び肉用牛

生産の近代化を図るための基本方針 
当該事業の実施に係る根拠 独立行政法人家畜改良センター法第１１条第１項第５号 

当該項目の重要度、難易

度 
 関連する政策評価・行政事業

レビュー 
行政事業レビューシート事業番号：０１３４ 
行政事業レビューシート事業番号：０１３９ 

 
２．主要な経年データ 
 ①主要なアウトプット（アウトカム）情報   ②主要なインプット情報（人員に関する情報、法人全体）注 

指標等 達成目標 基準値 X１年度 X２年度 X３年度 X４年度 X５年度   H28 年度 H29 年度 H30 年度 H31 年度 H32 年度 
         予算額（千円） 1,115,258 981,505    

 決算額（千円） 1,043,560 1,019,038    

 経常費用（千円） 1,047,913 1,043,515    

 経常利益（千円） 834,743 923,786    

 行政ｻｰﾋﾞｽ実施ｺｽﾄ（千円） 918,035 925,870    

従事人員数 954 961    

 （うち常勤職員） 737 737    
注：業務ごとに算出していないため、法人全体の人員を掲載 

３．各事業年度の業務に係る目標、計画、業務実績、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 
 中期目標 中期計画 年度計画 主な評価指標 法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 
  （イ）子牛の早期離

乳プログラムの開発 
１年１産の実現に向

けた子牛の飼養技術

の改善を行い、平成

32年度末までに８か

月齢時の体重を概ね

270kg 以上とする子

牛の早期離乳プログ

ラムを開発する。 

（イ）子牛の早期離

乳プログラムの開発 
子牛の早期離乳プ

ログラムを開発する

ため、哺乳期及び育

成期における飼料の

給与量と子牛の発育

性を調査する。 

Ｓ：計画を大きく上回り、か

つ顕著な成果が得られた。 
Ａ：計画を上回る成果が得ら

れた。 
Ｂ：計画どおり順調に実施さ

れた。 
Ｃ：計画どおり実施されず改

善を要する。 
Ｄ：計画どおり実施されず当

該業務の廃止を含めた抜本

的な改善が必要と認められ

る。 

＜主要な業務実績＞ 
子牛の早期離乳プログラムを開発する

ため、哺乳期の飼養管理が育成期の発育に

及ぼす影響を調査した。哺乳期間及び１日

最大哺乳量について、それぞれ異なった設

定で哺乳した牛群間の８か月齢時体重及

び８か月齢目標体重（２７０ｋｇ）の達成

率を比較した。また、生時体重に応じた哺

乳プログラムの検討として、生時体重の小

さい個体群に通常濃度の約１．４倍の代用

乳を給与した場合の離乳までの発育性を

調査し、計画どおり実施した。 

＜評定と根拠＞ 
「B 」 

根拠：計画どおり実施した。 

評定 B 
＜評定に至った理由＞ 
 計画どおり、子牛の早期離乳プログラ

ムを開発するため、哺乳期及び育成期に

おける飼料の給与量と子牛の発育性の

調査を実施したことから「B」評定とし

た。 

 
４．その他参考情報 
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１．当事務及び事業に関する基本情報 
第１-５-（１）-エ-（ウ） 第 1 業務の質の向上 ５ 調査・研究及び講習・指導 （１）調査研究 エ 黒毛和種における短期肥育技術等の開発 

（ウ）短期肥育による牛肉の生産コスト低減の実証 
業務に関連する政策・施

策 
食料・農業・農村基本計画、家畜改良増殖目標、酪農及び肉用牛

生産の近代化を図るための基本方針 
当該事業の実施に係る根拠 独立行政法人家畜改良センター法第１１条第１項第５号 

当該項目の重要度、難易

度 
 関連する政策評価・行政事業

レビュー 
行政事業レビューシート事業番号：０１３４ 
行政事業レビューシート事業番号：０１３９ 

 
２．主要な経年データ 
 ①主要なアウトプット（アウトカム）情報   ②主要なインプット情報（人員に関する情報、法人全体）注 

指標等 達成目標 基準値 X１年度 X２年度 X３年度 X４年度 X５年度   H28 年度 H29 年度 H30 年度 H31 年度 H32 年度 
         予算額（千円） 1,115,258 981,505    

 決算額（千円） 1,043,560 1,019,038    

 経常費用（千円） 1,047,913 1,043,515    

 経常利益（千円） 834,743 923,786    

 行政ｻｰﾋﾞｽ実施ｺｽﾄ（千円） 918,035 925,870    

従事人員数 954 961    

 （うち常勤職員） 737 737    
注：業務ごとに算出していないため、法人全体の人員を掲載 

３．各事業年度の業務に係る目標、計画、業務実績、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 
 中期目標 中期計画 年度計画 主な評価指標 法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 
  （ウ）短期肥育によ

る牛肉の生産コスト

低減の実証 
出荷月齢 24～26

か月齢とした場合の

肥育期間の短縮によ

る牛肉の生産コスト

を調査し、一般的な

肥育方法に比べて生

産費が低減されるこ

とを実証する。 

（ウ）短期肥育によ

る牛肉の生産コスト

低減の実証 
平成 28 年度に検

討した肥育試験にお

ける評価調査項目に

関するデータを収集

するとともに、短期

肥育により得られた

牛肉の生産コスト等

について調査する。 

Ｓ：計画を大きく上回り、か

つ顕著な成果が得られた。 
Ａ：計画を上回る成果が得ら

れた。 
Ｂ：計画どおり順調に実施さ

れた。 
Ｃ：計画どおり実施されず改

善を要する。 
Ｄ：計画どおり実施されず当

該業務の廃止を含めた抜本

的な改善が必要と認められ

る。 

＜主要な業務実績＞ 
平成２８年度に検討・設定した肥育試験

調査項目に関するデータを収集し、出荷が

終了した試験区の調査牛のデータを用い

て、短期肥育における収益性について試算

し、慣行肥育に対して約２２％の増収効果

を確認した。 

＜評定と根拠＞ 
「B 」 

根拠：計画どおり実施した。 
 

評定 B 
＜評定に至った理由＞ 
 計画どおり、H28 年度に検討した肥育

試験における評価調査項目に関するデ

ータを収集するとともに、短期肥育によ

り得られた牛肉の生産コスト等につい

て調査したことから「B」評定とした。 

 
４．その他参考情報 
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１．当事務及び事業に関する基本情報 
第１-５-（１）-オ 第 1 業務の質の向上 ５ 調査・研究及び講習・指導 （１）調査研究 オ 放射性セシウム低減技術等の開発 
業務に関連する政策・施

策 
食料・農業・農村基本計画、家畜改良増殖目標、酪農及び肉用牛

生産の近代化を図るための基本方針 
当該事業の実施に係る根拠 独立行政法人家畜改良センター法第１１条第１項第５号 

当該項目の重要度、難易

度 
 関連する政策評価・行政事業

レビュー 
行政事業レビューシート事業番号：０１３４ 
行政事業レビューシート事業番号：０１３９ 

 
２．主要な経年データ 
 ①主要なアウトプット（アウトカム）情報   ②主要なインプット情報（人員に関する情報、法人全体）注 

指標等 達成目標  基準値 X１年度 X２年度 X３年度 X４年度 X５年度   H28 年度 H29 年度 H30 年度 H31 年度 H32 年度 
         予算額（千円） 1,115,258 981,505    

 決算額（千円） 1,043,560 1,019,038    

 経常費用（千円） 1,047,913 1,043,515    

 経常利益（千円） 834,743 923,786    

 行政ｻｰﾋﾞｽ実施ｺｽﾄ（千円） 
918,035 925,870    

従事人員数 954 961    

 （うち常勤職員） 737 737    
注：業務ごとに算出していないため、法人全体の人員を掲載 

３．各事業年度の業務に係る目標、計画、業務実績、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 
 中期目標 中期計画 年度計画 主な評価指標 法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 
     業務実績 自己評価 
 オ 放射性セシウム低減技

術等の開発 
東京電力福島第一原子力

発電所事故により影響を受

けた被災地の畜産の復興を

支援するため、大学等の関

係機関と連携を図りつつ、

放射性セシウムの低減技術

等の開発に取り組む。その

際、飼養実態に即した清浄

な飼料による「飼い直し」

期間の設定や放射性セシウ

ムを吸収しにくい牧草の調

査に取り組む。 

オ 放射性セシウム

低減技充等の開発 
東京電力福島第一

原子力発電所事故に

より影響を受けた被

災地の畜産の復興を

支援するため、次の

取組を行う。 

オ 放射性セシウム低減

技術等の開発 
 指標＝「微項目の項目数×２」（満点）

に対する「各微項目の点数の合計値」

（合計点）の比率 
 各微項目の評価点数の区分は以下の

とおりとする。 
  Ｓ評価：４点、Ａ評価：３点、Ｂ評

価：２点、Ｃ評価：１点、Ｄ評価：０

点 
 
Ａ：満点×１２/１０≦合計点 
Ｂ：満点×８/１０≦合計点＜満点×１

２/１０ 
Ｃ：満点×５/１０≦合計点＜満点×８

/１０ 
Ｄ：合計点≦満点×５／１０ 
 

△放射性セシウムの移行・吸収調査 
               1/2(C) 
△放射性セシウムを吸収しにくい牧草

の探索・調査        2/2(B) 
 

＜評定と根拠＞ 
「C 」 

満点：４Ｐ(微項目２×

２Ｐ) 
合計：３Ｐ 
３Ｐ／４Ｐ＝０.７５ 
（７．５／１０） 

 C 
＜評定に至った理由＞ 
以下のとおり、下位の評価項目

である微項目の合計点が C 評定

の判定基準内(満点×５/１０≦合計

点＜満点×８/１０)であったため。 
満点：4 点（微項目 2×2 点） 
合計点：3 点=(2 点×1＋1 点×

1) 
3 点／4 点= 0.75 
△放射性セシウムの移行・吸収調査 

   1 点(C) 
△放射性セシウムを吸収しにくい牧

草の探索・調査     2 点(B) 
 

 
４．その他参考情報 
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１．当事務及び事業に関する基本情報 
第１-５-（１）-オ-（ア） 第 1 業務の質の向上 ５ 調査・研究及び講習・指導 （１）調査研究 オ 放射性セシウム低減技術等の開発 （ア）放射性セシウムの移行・吸収調査 
業務に関連する政策・施

策 
食料・農業・農村基本計画、家畜改良増殖目標、酪農及び肉用牛

生産の近代化を図るための基本方針 
当該事業の実施に係る根拠 独立行政法人家畜改良センター法第１１条第１項第５号 

当該項目の重要度、難易

度 
 関連する政策評価・行政事業

レビュー 
行政事業レビューシート事業番号：０１３４ 
行政事業レビューシート事業番号：０１３９ 

 
２．主要な経年データ 
 ①主要なアウトプット（アウトカム）情報   ②主要なインプット情報（人員に関する情報、法人全体）注 

指標等 達成目標 基準値 X１年度 X２年度 X３年度 X４年度 X５年度   H28 年度 H29 年度 H30 年度 H31 年度 H32 年度 
         予算額（千円） 1,115,258 981,505    

 決算額（千円） 1,043,560 1,019,038    

 経常費用（千円） 1,047,913 1,043,515    

 経常利益（千円） 834,743 923,786    

 行政ｻｰﾋﾞｽ実施ｺｽﾄ（千円） 918,035 925,870    

従事人員数 954 961    

 （うち常勤職員） 737 737    
注：業務ごとに算出していないため、法人全体の人員を掲載 

３．各事業年度の業務に係る目標、計画、業務実績、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 
 中期目標 中期計画 年度計画 主な評価指標 法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 
  （ア）放射性

セシウムの移

行・吸収調査 
牧草から家

畜（肉用牛）

への放射性セ

シ ウ ム の 移

行・吸収動態

を調査し、牛

生体内の放射

性セシウムの

減衰期間に基

づく、適切な

「飼い直し」

期間を設定す

る。 

（ア）放射性セシ

ウムの移行・吸収

調査 
放射性セシウ

ムに汚染された

飼料の給与によ

る放射性セシウ

ムの移行・吸収動

態を調査すると

ともに、清浄飼料

の給与による牛

生体内の放射性

セシウムの減衰

期間を検討する。 

Ｓ：計画を大きく上回り、

かつ顕著な成果が得ら

れた。 
Ａ：計画を上回る成果が

得られた。 
Ｂ：計画どおり順調に実

施された。 
Ｃ：計画どおり実施され

ず改善を要する。 
Ｄ：計画どおり実施され

ず当該業務の廃止を含

めた抜本的な改善が必

要と認められる。 
  

＜主要な業務実績＞ 
放射性セシウムに

汚染された飼料の給

与による放射性セシ

ウムの移行・吸収動態

を調査するため、放射

性セシウムと科学的

に同じ元素であり牛

体内で同様の動態を

する非放射性の塩化

セシウムを投与した

後、生体内の塩化セシ

ウムの減衰状況につ

いて調査した。 

＜評定と根拠＞ 
「C」 

根拠： 
① 肉用牛（黒毛和種）雌牛１０頭に対し清浄飼料による飼直しを行い、生

体内の移行・吸収動態及び減衰状況を確認するため、平成２９年度は、国が

定める暫定許容値（１００Ｂｑ／Ｋｇ）の放射性セシウムを含む飼料の確保

が困難であることから、核分裂で生成された放射性Ｃｓと化学的に同じ元素

である放射線を放出しない安定同位体Ｃｓ(塩化セシウム：ＣｓＣｌ）を使

用した。塩化セシウムを純水に溶かした投与溶液を供試牛に投与し、飼い直

し後、家畜の体内に含まれる塩化セシウムの濃度を把握するため、飼い直し

期間中の血液、尿、糞並びに解体時の牛肉（咬筋、最長筋、大腰筋、大腿筋、

ネック）及び臓器（心臓、肝臓、腎臓）よりサンプルを採取した。 

② 採取したサンプルにより生体内の塩化セシウムの減衰状況を北里大学

において分析をするため、ラットを用いた予備的知見等に基づき、北里大学

においてＩＣＰ－ＭＳ分析装置を用いて検量線を作成した。 

③ ３０年４月から、北里大学の協力により検量線にあてはめてサンプルの

分析を実施する予定である。また、分析で得られたデータを基に減衰期間の

検討を行う予定である。 

評定 C 
＜評定に至った理由＞ 
肉用牛への飼料給与に伴う放射性

セシウムの移行・吸収動態の調査を計

画どおり年度内に終了できなかった

ことから「C」評定とした。 
 

＜その他の事項＞ 
共同研究者の分析が遅れたため、結果

的にセンターの目標が達成できなか

った。 

 
４．その他参考情報 
 
 



116 
 

 

１．当事務及び事業に関する基本情報 
第１-５-（１）-オ-（イ） 第 1 業務の質の向上 ５ 調査・研究及び講習・指導 （１）調査研究 オ 放射性セシウム低減技術等の開発 （イ）放射性セシウムを吸収しにくい牧草の探索・調査 
業務に関連する政策・施

策 
食料・農業・農村基本計画、家畜改良増殖目標、酪農及び肉用牛

生産の近代化を図るための基本方針 
当該事業の実施に係る根拠 独立行政法人家畜改良センター法第１１条第１項第５号 

当該項目の重要度、難易

度 
 関連する政策評価・行政事業

レビュー 
行政事業レビューシート事業番号：０１３４ 
行政事業レビューシート事業番号：０１３９ 

 
２．主要な経年データ 
 ①主要なアウトプット（アウトカム）情報   ②主要なインプット情報（人員に関する情報、法人全体）注 

指標等 達成目標 基準値 X１年度 X２年度 X３年度 X４年度 X５年度   H28 年度 H29 年度 H30 年度 H31 年度 H32 年度 
         予算額（千円） 1,115,258 981,505    

 決算額（千円） 1,043,560 1,019,038    

経常費用（千円） 1,047,913 1,043,515    

 経常利益（千円） 834,743 923,786    

 行政ｻｰﾋﾞｽ実施ｺｽﾄ（千円） 918,035 925,870    

従事人員数 954 961    

 （うち常勤職員） 737 737    
注：業務ごとに算出していないため、法人全体の人員を掲載 

３．各事業年度の業務に係る目標、計画、業務実績、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 
 中期目標 中期計画 年度計画 主な評価指標 法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 
  （イ）放射性セシ

ウムを吸収しにく

い牧草の探索・調

査 
福島県において

栽培可能な牧草を

栽培し、放射性セ

シウムを吸収しに

くい牧草の探索や

その特性の調査に

取り組む。 

（イ）放射性セシ

ウムを吸収しにく

い牧草の検索・調

査 
小規模の実験ほ

場を利用し、福島

県において栽培可

能な放射性セシウ

ムを吸収しにくい

草種を探索する。 

Ｓ：計画を大きく上回り、か

つ顕著な成果が得られた。 
Ａ：計画を上回る成果が得ら

れた。 
Ｂ：計画どおり順調に実施さ

れた。 
Ｃ：計画どおり実施されず改

善を要する。 
Ｄ：計画どおり実施されず当

該業務の廃止を含めた抜本

的な改善が必要と認められ

る。 
  

＜主要な業務実績＞ 
小規模の実験ほ場を利用し、福島県におい

て栽培可能な放射性セシウムを吸収しにく

い草種を探索するため、イネ科牧草８草種１

５品種の牧草中放射性セシウム濃度及び土

壌から牧草への放射性セシウムの移行を調

査した。トールフェスクは、３番草でやや濃

度が上昇したものの、１番草、２番草、いず

れも放射性セシウム濃度が低く推移する結

果を得られ、計画どおり実施した。 

＜評定と根拠＞ 
「B 」 

根拠： 
・ 計画どおり実施した。 

評定 B 
＜評定に至った理由＞ 
計画どおり、小規模の実験ほ場

を利用し、放射性セシウムを吸収

しにくい牧草の草種の探索を行っ

たことから「B」評定とした。 

 
４．その他参考情報 
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１．当事務及び事業に関する基本情報 
第１-５-（２） 第 1 業務の質の向上 ５ 調査・研究及び講習・指導 （２）講習・指導 
業務に関連する政策・施

策 
食料・農業・農村基本計画、家畜改良増殖目標、酪農及び肉用牛

生産の近代化を図るための基本方針 
当該事業の実施に係る根拠 独立行政法人家畜改良センター法第１１条第１項第５号 

当該項目の重要度、難易

度 
 関連する政策評価・行政事業

レビュー 
行政事業レビューシート事業番号：０１３４ 
 

 
２．主要な経年データ 
 ①主要なアウトプット（アウトカム）情報   ②主要なインプット情報（人員に関する情報、法人全体）注 

指標等 達成目標 基準値 X１年度 X２年度 X３年度 X４年度 X５年度   H28 年度 H29 年度 H30 年度 H31 年度 H32 年度 
         予算額（千円） 1,115,258 981,505    

決算額（千円） 1,043,560 1,019,038    

 経常費用（千円） 1,047,913 1,043,515    

 経常利益（千円） 834,743 923,786    

 行政ｻｰﾋﾞｽ実施ｺｽﾄ（千円） 918,035 925,870    

従事人員数 954 961    

（うち常勤職員） 737 737    
注：業務ごとに算出していないため、法人全体の人員を掲載 

３．各事業年度の業務に係る目標、計画、業務実績、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 
 中期目標 中期計画 年度計画 主な評価指標 法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

業務実績 自己評価  
 （２）講習・指導 

 講習・指導について、

研究機関等で開発された

技術を生産現場に普及す

るため、国、都道府県、

団体等からの依頼に基づ

き実施する中央畜産技術

研修会、個別研修、海外

技術協力等の研修につい

て、可能な限り実施する

ものとする。なお、これ

ら研修等の実施に当たっ

ては、研修内容の充実に

努めるものとする。 

（２）講習・指導 
研究機関等で開発された技術を生

産現場に普及するため、国、都道府

県、団体等からの依頼に基づき実施

する中央畜産技術研修会、個別研

修、海外技術協力等の研修について

可能な限り実施する。なお、これら

研修等の実施に当たっては、研修内

容の充実に努めるとともに、受講者

が理解し易いよう講師の選定やカ

リキュラムを工夫することなどに

より、講習内容の理解度の向上に努

め、理解度が 80％以上となるよう

取り組む. 
 

（２）講習・指導 
 〈以下略〉 

指標＝「細項目の項目数×２」（満点）

に対する「細項目の点数の合計値」（合

計点）の比率 
 各細項目の評価点数の区分は以下の

とおりとする。 
  Ｓ評価：４点、Ａ評価：３点、Ｂ評

価：２点、 
Ｃ評価：１点、Ｄ評価：０点 
 
Ａ：満点×１２/１０≦合計点 
Ｂ：満点×８/１０≦合計点＜満点×１

２/１０ 
Ｃ：満点×５/１０≦合計点＜満点×８

/１０ 
Ｄ：合計点≦満点×５／１０ 
  

□中央畜産技術研修会の開

催       2/2(B) 
□個別研修等の実施 
        2/2(B) 

□海外技術協力の実施      
2/2(B) 

   

＜評定と根拠＞ 
「B 」 

満点：６Ｐ(細項目３×２Ｐ) 
合計：６Ｐ 
６Ｐ／６Ｐ＝１.０ 
（１０／１０） 
 
 
 

評定 Ｂ 
＜評定に至った理由＞ 
以下のとおり、下位の評価

項目である細項目の合計点が

B 評定の判定基準内(満点×

8/10≦合計点＜満点×12/10)
であったため。 
満点：6 点（細項目 3×2 点） 
合計点：6 点=(2 点×3) 
6 点／6 点= 1.0 
□中央畜産技術研修会の開催 

2 点(B) 
□個別研修等の実施    2 点(B) 
□海外技術協力の実施   2 点(B) 

 
４．その他参考情報 
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１．当事務及び事業に関する基本情報 
第１-５-（２）-ア 第 1 業務の質の向上 ５ 調査・研究及び講習・指導 （２）講習・指導 ア 中央畜産技術研修会の開催 
業務に関連する政策・施

策 
食料・農業・農村基本計画、家畜改良増殖目標、酪農及び肉用牛

生産の近代化を図るための基本方針 
当該事業の実施に係る根拠 独立行政法人家畜改良センター法第１１条第１項第５号 

当該項目の重要度、難易

度 
 関連する政策評価・行政事業

レビュー 
行政事業レビューシート事業番号：０１３４ 

 
２．主要な経年データ 
 ①主要なアウトプット（アウトカム）情報   ②主要なインプット情報（人員に関する情報、法人全体）注 

指標等 達成目標 基準値 H28 年度 H29 年度 H30 年度 H31 年度 H32 年度   H28 年度 H29 年度 H30 年度 H31 年度 H32 年度 
中央畜産技

術研修にお

ける研修内

容の理解度 

 
 
８０％以上 

  
 
  80％ 

 
 

88％ 

    予算額（千円） 1,115,258 981,505    

 決算額（千円） 1,043,560 1,019,038    

 経常費用（千円） 1,047,913 1,043,515    

 経常利益（千円） 834,743 923,786    

 行政ｻｰﾋﾞｽ実施ｺｽﾄ（千円） 918,035 925,870    

従事人員数 954 961    

 （うち常勤職員） 737 737    
注：業務ごとに算出していないため、法人全体の人員を掲載 

３．各事業年度の業務に係る目標、計画、業務実績、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 
 中期目標 中期計画 年度計画 主な評価指標 法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 
   ア 中央畜産技術研修会

の開催 
農林水産省が策定した

中央畜産技術研修計画に

基づき中央畜産技術研修

会を開催する。 
 なお、研修内容に関する

アンケート調査を実施し、

農林水産省との連携を図

り、研修内容の充実に努め

るとともに、受講者が理解

し易いよう講師の選定や

カリキュラムを工夫する

ことなどにより、講習内容

の理解度の向上に努め、理

解度が 80％以上となるよ

う取り組む。 

指標＝研修内容の理解度 
Ｓ：計画の１２０％以上であ

り、かつ、特に優れた成果

が認められる 
Ａ：計画の１２０％以上 
Ｂ：計画の１００％以上、１

２０％未満 
Ｃ：計画の８０％以上、１０

０％未満 
Ｄ：計画の８０％未満、又は

業務運営の改善等必要な措

置が必要と認められる 
 

＜主要な業務実績＞ 
農林水産省が策定した中央畜産

技術研修計画に基づき中央畜産技

術研修会を２１回開催し、６８８名

が受講した。 

なお、前年度の研修内容に関する

アンケート調査の結果は、農林水産

省で開催する中央畜産技術研修会

推進会議でのカリキュラム検討に

活用され、理解度の低い講義につい

ては講師を変更する、関連性の高い

講義を連続させるように日程変更

するなど改善を行った結果、理解度

について、受講者（聴講生を除く）

６２５名のうち５４８名（８８％）

が「よく理解」又は「ほぼ理解」と

回答した。 

 

＜評定と根拠＞ 
「B 」 

根拠： 
① 農林水産省が策定した中央畜産技術研修計画に

基づき中央畜産技術研修会を２１講座開催し、６８

８名が受講した。 

② 前年度の研修内容に関するアンケート調査の結

果は、農林水産省で開催する中央畜産技術研修会推

進会議でのカリキュラム検討に活用され、理解度の

低い講義については講師を変更する、関連性の高い

講義を連続させるように日程変更するなど改善を行

った結果、理解度について、受講者（聴講生を除く）

６２５名のうち５４８名（８８％）が「よく理解」

又は「ほぼ理解」と回答した。 
 

評定 B 
＜評定に至った理由＞ 
計画どおり、中央畜産技術

研修計画に基づき中央畜産

技術研修会を開催し、受講

生の理解度が８８％であっ

たことから「B」評定とし

た。 

 
４．その他参考情報 
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１．当事務及び事業に関する基本情報 
第１-５-（２）-イ 第 1 業務の質の向上 ５ 調査・研究及び講習・指導 （２）講習・指導 イ 個別研修等の実施 
業務に関連する政策・施

策 
食料・農業・農村基本計画、家畜改良増殖目標、酪農及び肉用牛

生産の近代化を図るための基本方針 
当該事業の実施に係る根拠 独立行政法人家畜改良センター法第１１条第１項第５号 

当該項目の重要度、難易

度 
 関連する政策評価・行政事業

レビュー 
行政事業レビューシート事業番号：０１３４ 
 

 
２．主要な経年データ 
 ①主要なアウトプット（アウトカム）情報   ②主要なインプット情報（人員に関する情報、法人全体）注 

指標等 達成目標 基準値 H28 年度 H29 年度 H30 年度 H31 年度 H32 年度   H28 年度 H29 年度 H30 年度 H31 年度 H32 年度 
個別研修に

おける研修

内容の理解

度 

 
 
８０％以上 

  
 
  98％ 

 
 

93％ 

    予算額（千円） 1,115,258 981,505    

 決算額（千円） 1,043,560 1,019,038    

 経常費用（千円） 1,047,913 1,043,515    

 経常利益（千円） 834,743 923,786    

 行政ｻｰﾋﾞｽ実施ｺｽﾄ（千円） 918,035 925,870    

従事人員数 954 961    

 （うち常勤職員） 737 737    
注：業務ごとに算出していないため、法人全体の人員を掲載 

 中期目標 中期計画 年度計画 主な評価指標 法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 
業務実績 自己評価 

   イ 個別研修等の実施 
都道府県、団体等からの依頼

に基づく個別研修等の研修に

ついて、可能な限り実施する。 
 なお、これら研修等の実施に

当たっては、研修内容の充実に

努めるとともに、受講者が理解

し易いよう講師の選定やカリ

キュラムを工夫することなど

により、講習内容の理解度の向

上に努め、理解度が 80％以上

となるよう取り組む。 
 

指標＝研修内容の理解度 
Ｓ：計画の１２０％以上で

あり、かつ、特に優れた

成果が認められる 
Ａ：計画の１２０％以上 
Ｂ：計画の１００％以上、

１２０％未満 
Ｃ：計画の８０％以上、１

００％未満 
Ｄ：計画の８０％未満、又

は業務運営の改善等必要

な措置が必要と認められ

る 
 
 

＜主要な業務実績＞ 
都道府県、団体等からの依頼に

基づく個別研修について、本所及

び１０牧場・支場において実施し

た。 

なお、研修の初日に研修生の技

術水準を確認し、研修生の水準に

合わせた研修内容とした結果、研

修後の理解度調査において、研修

生９４名のうち８７名（９３％）

が「よく理解」又は「ほぼ理解」

と回答した。 

＜評定と根拠＞ 
「B 」 

根拠： 
① センターが都道府県、団体等の依頼に

基づいて研修内容の設定等を行い開催する

個別研修については、インターネット等を

通じて関係者への周知を図り、本所及び１

０牧場・支場において、３７機関等から依

頼のあった９４名を対象に実施した。なお、

研修の初日に研修生の技術水準を確認し、

講師を務めるセンター職員が研修生の水準

に合わせた研修内容とした結果、研修後の

理解度調査において、研修生９４名のうち

８７名（９３％）が「よく理解」又は「ほ

ぼ理解」と回答した。 

② このほか、団体等が開催する研修につ

いては、本所及び３牧場において研修施設

の提供等を行い、２２機関１，０９０名を

受け入れて実施した。 
 

評定 B 
＜評定に至った理由＞ 
 都道府県、団体等からの依頼に基

づき個別研修を実施し、受講生の理

解度は９３％であったことから

「B」評定とした。 

 
４．その他参考情報 
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１．当事務及び事業に関する基本情報 
第１-５-（２）-ウ 第 1 業務の質の向上 ５ 調査・研究及び講習・指導 （２）講習・指導 ウ 海外技術協力の実施 
業務に関連する政策・施

策 
食料・農業・農村基本計画、家畜改良増殖目標、酪農及び肉用牛

生産の近代化を図るための基本方針 
当該事業の実施に係る根拠 独立行政法人家畜改良センター法第１１条第１項第５号 

当該項目の重要度、難易

度 
 関連する政策評価・行政事業

レビュー 
行政事業レビューシート事業番号：０１３４ 
 

 
２．主要な経年データ 
 ①主要なアウトプット（アウトカム）情報   ②主要なインプット情報（人員に関する情報、法人全体）注 

指標等 達成目標 基準値 H28 年度 H29 年度 H30 年度 H31 年度 H32 年度   H28 年度 H29 年度 H30 年度 H31 年度 H32 年度 
個別研修に

おける研修

内容の理解

度 

 
 
８０％以上 

  
 

100％ 

 
 

100％ 

    予算額（千円） 1,115,258 981,505    

 決算額（千円） 1,043,560 1,019,038    

 経常費用（千円） 1,047,913 1,043,515    

 経常利益（千円） 834,743 923,786    

 行政ｻｰﾋﾞｽ実施ｺｽﾄ（千円） 918,035 925,870    

従事人員数 954 961    

 （うち常勤職員） 737 737    
注：業務ごとに算出していないため、法人全体の人員を掲載 

 中期目標 中期計画 年度計画 主な評価指標 法人の業務実績・自己評価 主務大臣による

評価 
業務実績 自己評価  

   ウ 海外技術協力の

実施 
団体等からの依頼

に基づく海外技術協

力の研修等について、

可能な限り実施する。 
 研修の内容につい

ては依頼先からの要

請に基づき対応し実

施する。 
 なお、これら研修等

の実施に当たっては、

研修内容の充実に努

めるとともに、受講者

が理解し易いよう講

師の選定やカリキュ

ラムを工夫すること

などにより、講習内容

の理解度の向上に努

め、理解度が 80％以

上となるよう取り組

む。 

指標＝研修内容の

理解度 
Ｓ：計画の１２

０％以上であ

り、かつ、特に

優れた成果が認

められる 
Ａ：計画の１２

０％以上 
Ｂ：計画の１０

０％以上、１２

０％未満 
Ｃ：計画の８０％

以上、１００％

未満 
Ｄ：計画の８０％

未満、又は業務

運営の改善等必

要な措置が必要

と認められる 
 

＜主要な業務実績

＞ 
団体等からの依

頼に基づく海外技

術協力の研修を実

施し、５９名を受

け入れた。 

なお、研修の内

容は、依頼先から

の要請に基づき対

応するとともに、

事前に収集した研

修員の情報や中間

報告会での研修員

の理解に応じカリ

キュラムを工夫し

た結果、理解度に

ついて滞在型の参

加者全員が「よく

理解」と回答した。 

＜評定と根拠＞「B 」 
根拠： 
① 本所にて、（独）国際協力機構からの依頼に基づき、海外からの集団コースとして１５名（マダガスカル

３名、ナイジェリア２名、ベトナム２名、フィジー２名、パプアニューギニア１名、パキスタン２名、ミ

ャンマー２名、インドネシア１名）を受け入れた。なお、同研修は奥羽牧場及び長野支場においても受け

入れた。 

② 本所及び岩手牧場にて（独）国際協力機構からの依頼に基づき、パキスタン国から２名を受け入れた。 

③ 本所にて（公社）日本獣医師会からの依頼に基づき、３件３名（インドネシア、タイ、韓国）を受け入れ

た。 

④ 十勝牧場にて、（一社）Ｔｈｅ Ｅａｒｔｈ Ｃａｆｅからの依頼に基づき、カンボジア、マラウィ、パ

レスチナ、サモア、ザンビアから８名を受け入れた。 

⑤ 十勝牧場にて、帯広畜産大学からの依頼に基づき、２コース２４名（アフガニスタンほか１２か国）を受

け入れた。 

⑥ 十勝牧場にて、北海道中小企業同友会からの依頼に基づき、キューバ、ガーナ、マレーシア、セネガル、

スーダンから７名を受け入れた。 

⑦ 受入に当たっては、依頼先からの要請に基づいたカリキュラムを作成し、センターの人材、施設、家畜を

活用して効率的に実施した。 

⑧ 事前に収集した研修員の情報や中間報告会での研修員の理解に応じてカリキュラムを工夫した結果、理解

度について滞在型の参加者全員が「よく理解」と回答した。 

⑨ なお、団体等からの専門家及び調査員の派遣依頼はなかった。 

評

定 
B 

＜評定に至った理

由＞ 
 団体等からの依

頼に基づき海外技

術研修を実施し、

滞在型の研修の参

加者全員が「よく

理解」と回答した

が、これまでのセ

ンターにおける研

修の実績を踏まえ

れば、比較的容易

に達成できる計画

と思料されること

から「B」評定とし

た。 

４．その他参考情報 
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１．当事務及び事業に関する基本情報 
第１-６ 第 1 業務の質の向上 ６ 家畜改良増殖法等に基づく検査 
業務に関連する政策・施

策 
食料・農業・農村基本計画、家畜改良増殖目標、酪農及び肉用牛

生産の近代化を図るための基本方針 
当該事業実施に係る根拠 独立行政法人家畜改良センター法第１１条第２項第１号、第２号、第３号 

家畜改良増殖法第３５条の２第１項 
当該項目の重要度、難易

度 
 関連する政策評価・行政事業

レビュー 
行政事業レビューシート事業番号：０１３４ 
 

 
２．主要な経年データ 
 ①主要なアウトプット（アウトカム）情報   ②主要なインプット情報（人員に関する情報、法人全体）注 

指標等 達成目標 基準値 X１年度 X２年度 X３年度 X４年度 X５年度   H28 年度 H29 年度 H30 年度 H31 年度 H32 年度 
         予算額（千円） 56,553 67,620    

 決算額（千円） 61,932 53,476    

 経常費用（千円） 60,368 52,927    

 経常利益（千円） 46,429 41,397    

 行政ｻｰﾋﾞｽ実施ｺｽﾄ（千円） 61,603 53,575    

従事人員数 954 961    

 （うち常勤職員） 737 737    
注：業務ごとに算出していないため、法人全体の人員を掲載 

 中期目標 中期計画 年度計画 主な評価指標 法人の業務実績・自己評価 主務大臣による

評価 業務実績 自己評価 
 ６ 家畜改良増殖法等に基

づく検査 
家畜改良増殖法、種苗法及

びカルタヘナ法に規定する

検査等について、事務実施機

関として中立・公正な立場に

あるセンターが、その有する

家畜の改良増殖、飼料作物種

苗の生産等に関する技術・知

見・人材を活用し、これら検

査等を的確に実施し、法の適

切な執行に貢献する。 

６ 家畜改良増殖法等に基づく検査 ６ 家畜改良増殖法等に基づく

検査 
 〈以下略〉 

指標＝「小項目の項目数×２」

（満点）に対する「各小項目の

点数の合計値」（合計点）の比

率 
 各小項目の評価点数の区分

は以下のとおりとする。 
  Ｓ評価：４点、Ａ評価：３点、

Ｂ評価：２点、Ｃ評価：１点、

Ｄ評価：０点 
 
Ａ：満点×１２/１０≦合計点 
Ｂ：満点×８/１０≦合計点＜ 
満点×１２/１０ 

Ｃ：満点×５/１０≦合計点＜ 
満点×８/１０ 

Ｄ：合計点≦満点×５／１０ 
 

◇家畜改良増殖法に基づく 
立入検査等   2/2(B) 

◇種苗法に基づく指定種苗 
の集取及び検査 2/2(B) 

◇カルタヘナ法に基づく 
立入検査等   2/2(B) 

 

＜評定と根拠＞ 
「B」 

満点：６Ｐ(小項目

３×２Ｐ) 
合計：６Ｐ 
６Ｐ／６Ｐ＝１.０ 
（１０／１０） 
 

評定 B 
＜評定に至った理由＞ 
以下のとおり、下位の評価

項目である小項目の合計点

が B 評定の判定基準内(満点

× 8/10≦合計点＜満点×

12/10)であったため。 
満点：6 点（小項目 3×2 点） 
合計点：6 点=(2 点×3) 
6 点／6 点= 1.0 
◇家畜改良増殖法に基づく立入

検査等       2 点(B) 
◇種苗法に基づく指定種苗の集

取及び検査     2 点(B) 
◇カルタヘナ法に基づく立入検

査等         2 点(B) 

 
４．その他参考情報 
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１．当事務及び事業に関する基本情報 
第１-６-（１） 第 1 業務の質の向上 ６ 家畜改良増殖法等に基づく検査 （１）家畜改良増殖法に基づく立入検査等 
業務に関連する政策・施

策 
食料・農業・農村基本計画、家畜改良増殖目標、酪農及び肉用牛

生産の近代化を図るための基本方針 
当該事業実施に係る根拠 独立行政法人家畜改良センター法第１１条第２項第１号、第２号、第３号 

家畜改良増殖法第３５条の２第１項 
当該項目の重要度、難易

度 
 関連する政策評価・行政事業

レビュー 
行政事業レビューシート事業番号：０１３４ 
 

 
２．主要な経年データ 
 ①主要なアウトプット（アウトカム）情報   ②主要なインプット情報（人員に関する情報、法人全体）注 

指標等 達成目標 基準値 X１年度 X２年度 X３年度 X４年度 X５年度   H28 年度 H29 年度 H30 年度 H31 年度 H32 年度 
         予算額（千円） 56,553 67,620    

 決算額（千円） 61,932 53,476    

 経常費用（千円） 60,368 52,927    

 経常利益（千円） 46,429 41,397    

 行政ｻｰﾋﾞｽ実施ｺｽﾄ（千円） 61,603 53,575    

従事人員数 954 961    

 （うち常勤職員） 737 737    
注：業務ごとに算出していないため、法人全体の人員を掲載 

３．各事業年度の業務に係る目標、計画、業務実績、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 
 中期目標 中期計画 年度計画 主な評価指標 法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 
 （１）家畜改良増殖法に

基づく立入検査等 
家畜改良増殖法第 35

条の２第１項の規定に基

づき、同条第２項の農林

水産大臣の指示に従い、

立入り、質問、検査及び

収去を的確に実施する。 

（１）家畜改良増殖法に基

づく立入検査等 
 家畜改良増殖法第 35 条

の２第１項の規定に基づ

き、同条第２項の農林水産

大臣の指示に従い、立入

り、質問、検査及び収去が

的確に実施できるよう、立

入検査等の実施に必要な

能力等を有する職員を概

ね 20 名確保するととも

に、検査員の確保のための

職員に対する講習を毎年

度、１回以上実施する。 

（１）家畜改良増殖法に基づく立入検

査等 
 

指標＝「細項目の項目数×２」（満点）

に対する「細項目の点数の合計値」（合

計点）の比率 
 各細項目の評価点数の区分は以下

のとおりとする。 
  Ｓ評価：４点、Ａ評価：３点、Ｂ評

価：２点、 
Ｃ評価：１点、Ｄ評価：０点 
 
Ａ：満点×１２/１０≦合計点 
Ｂ：満点×８/１０≦合計点＜満点×

１２/１０ 
Ｃ：満点×５/１０≦合計点＜満点×

８/１０ 
Ｄ：合計点≦満点×５／１０ 
  

□立入検査等の実施 
          (－) 
□検査員の確保 
         2/2(B) 

  

＜評定と根拠＞ 
「B 」 

満点：２Ｐ(細項目１×２Ｐ) 
合計：２Ｐ 
２Ｐ／２Ｐ＝１.０ 
（１０／１０） 
 
 
 

評定 Ｂ 
＜評定に至った理由＞ 
以下のとおり、下位の

評価項目である細項目

の合計点が B 評定の判

定基準内(満点×8/10≦
合計点＜満点×12/10)で
あったため。 
満点：2 点（細項目 1×2
点） 
合計点：2 点=(2 点×1) 
2 点／2 点= 1.0 
 
□立入検査等の実施 (－) 
□検査員の確保  2 点(B) 
 

４．その他参考情報 
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１．当事務及び事業に関する基本情報 
第１-６-（１）-ア 第 1 業務の質の向上 ６ 家畜改良増殖法等に基づく検査 （１）家畜改良増殖法に基づく立入検査等 ア 立入検査等の実施 
業務に関連する政策・施

策 
食料・農業・農村基本計画、家畜改良増殖目標、酪農及び肉用牛

生産の近代化を図るための基本方針 
当該事業実施に係る根拠 独立行政法人家畜改良センター法第１１条第２項第１号 

家畜改良増殖法第３５条の２第１項 
当該項目の重要度、難易

度 
 関連する政策評価・行政事業

レビュー 
行政事業レビューシート事業番号：０１３４ 
 

 
２．主要な経年データ 
 ①主要なアウトプット（アウトカム）情報   ②主要なインプット情報（人員に関する情報、法人全体）注 

指標等 達成目標 基準値 X１年度 X２年度 X３年度 X４年度 X５年度   H28 年度 H29 年度 H30 年度 H31 年度 H32 年度 
         予算額（千円） 56,553 67,620    

 決算額（千円） 61,932 53,476    

 経常費用（千円） 60,368 52,927    

 経常利益（千円） 46,429 41,397    

 行政ｻｰﾋﾞｽ実施ｺｽﾄ（千円） 61,603 53,575    

従事人員数 954 961    

（うち常勤職員） 737 737    
注：業務ごとに算出していないため、法人全体の人員を掲載 

３．各事業年度の業務に係る目標、計画、業務実績、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 
 中期目標 中期計画 年度計画 主な評価指標 法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 
   ア 立入検査等の実施 

家畜改良増殖法第 35
条の２第１項の規定に基

づき、同条第２項の農林

水産大臣の指示に従い、

立入り、質問、検査及び

収去を的確に実施する。 

Ｓ：計画を大きく上回り、か

つ顕著な成果が得られた。 
Ａ：計画を上回る成果が得ら

れた。 
Ｂ：計画どおり順調に実施さ

れた。 
Ｃ：計画どおり実施されず改

善を要する。 
Ｄ：計画どおり実施されず当

該業務の廃止を含めた抜

本的な改善が必要と認め

られる。 

＜主要な業務実績＞ 
家畜改良増殖法第３５条の２

第２項の農林水産大臣の指示は

なかった。 

＜評定と根拠＞ 
「－ 」 

根拠： 
農林水産大臣からの指示

がなかったため評価は行

わない。 

評定 － 
＜評定に至った理由＞ 
家畜改良増殖法に基づく農

林水産大臣からの指示を行っ

ていないことから評価は行わ

ない。 

 
４．その他参考情報 
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１．当事務及び事業に関する基本情報 
第１-６-（１）-イ 第 1 業務の質の向上 ６ 家畜改良増殖法等に基づく検査 （１）家畜改良増殖法に基づく立入検査等 イ 検査員の確保 
業務に関連する政策・施

策 
食料・農業・農村基本計画、家畜改良増殖目標、酪農及び肉用牛

生産の近代化を図るための基本方針 
当該事業実施に係る根拠 独立行政法人家畜改良センター法第１１条第２項第１号 

家畜改良増殖法第３５条の２第３項 
当該項目の重要度、難易

度 
 関連する政策評価・行政事業

レビュー 
行政事業レビューシート事業番号：０１３４ 
 

 
２．主要な経年データ 
 ①主要なアウトプット（アウトカム）情報   ②主要なインプット情報（人員に関する情報、法人全体）注 

指標等 達成目標 基準値 H28 年度 H29 年度 H30 年度 H31 年度 H32 年度   H28 年度 H29 年度 H30 年度 H31 年度 H32 年度 
種畜検査員

の確保数 
 
概ね２０名 

  
 23 名 

 
24 名 

    予算額（千円） 56,553 67,620    

 決算額（千円） 61,932 53,476    

経常費用（千円） 60,368 52,927    

職員に対す

る講習会

回数 

１回以上   
 １回 

 
１回 

    経常利益（千円） 46,429 41,397    

行政ｻｰﾋﾞｽ実施ｺｽﾄ（千円） 61,603 53,575    

従事人員数 954 961    

 （うち常勤職員） 737 737    
注：業務ごとに算出していないため、法人全体の人員を掲載 

３．各事業年度の業務に係る目標、計画、業務実績、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 
 中期目標 中期計画 年度計画 主な評価指標 法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 
   イ 検査員の確保 

農林水産大臣の指

示に従い、立入り、質

問、検査及び収去を的

確に実施するため、立

入検査等の実施に必

要な能力等を有する

職員を概ね 20 名確保

するとともに、検査員

の確保のための職員

に対する講習を１回

以上実施する。 

指標＝種畜検査員の確保 
Ｓ：計画の１２０％以上で

あり、かつ、特に優れた

成果が認められる 
Ａ：計画の１２０％以上 
Ｂ：計画の１００％以上、

１２０％未満 
Ｃ：計画の８０％以上、１

００％未満 
Ｄ：計画の８０％未満、又

は業務運営の改善等必要

な措置が必要と認められ

る 
 

＜主要な業務実績＞ 
農林水産大臣の指示に従い、立入

り、質問、検査及び収去を的確に実

施するため、立入検査等の実施に必

要な能力等を有する職員を２４名

確保するとともに、検査員の確保の

ための職員に対する講習を１回実

施した。 

＜評定と根拠＞ 
「B 」 

根拠： 
① 立入検査等の実施に必要な能力等を

有する職員について、異動により２名

減となったため、各場に少なくとも１

名確保できるよう、技術、見識及び経

験に優れた種畜検査員３名を新たに

指定した。その結果、平成２９年度末

現在で２４名となった。 

② 立入検査等の実施に必要な能力等を

有する職員から、見識及び経験に優れ

た種畜検査員７名を対象とし、立入検

査に関する講習を１回実施した。 

評定 B 
＜評定に至った理由＞ 
 家畜改良増殖法に基づく立入検査等の

実施に必要な能力等を有する職員を２４

名確保するとともに検査員の確保のため

の講習を実施したことから「B」評定と

した。 

 
４．その他参考情報 
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１．当事務及び事業に関する基本情報 
第１-６-（２） 第 1 業務の質の向上 ６ 家畜改良増殖法等に基づく検査 （２）種苗法に基づく指定種苗の集取及び検査 
業務に関連する政策・施

策 
食料・農業・農村基本計画、酪農及び肉用牛生産の近代化を図る

ための基本方針 
当該事業実施に係る根拠 独立行政法人家畜改良センター法第１１条第２項第２号 

種苗法第６３条第１項 
当該項目の重要度、難易

度 
 関連する政策評価・行政事業

レビュー 
行政事業レビューシート事業番号：０１３４ 
 

 
２．主要な経年データ 
 ①主要なアウトプット（アウトカム）情報   ②主要なインプット情報（人員に関する情報、法人全体）注 

指標等 達成目標 基準値 X１年度 X２年度 X３年度 X４年度 X５年度   H28 年度 H29 年度 H30 年度 H31 年度 H32 年度 
         予算額（千円） 56,553 67,620    

 決算額（千円） 61,932 53,476    

 経常費用（千円） 60,368 52,927    

 経常利益（千円） 46,429 41,397    

 行政ｻｰﾋﾞｽ実施ｺｽﾄ（千円） 61,603 53,575    

従事人員数 954 961    

 （うち常勤職員） 737 737    
注：業務ごとに算出していないため、法人全体の人員を掲載 

３．各事業年度の業務に係る目標、計画、業務実績、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 
 中期目標 中期計画 年度計画 主な評価指標 法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 
 （２）種苗法に基づ

く指定種苗の集取及

び検査 
種苗法第 63 条第

１項の規定に基づ

き、同条第２項の農

林水産大臣の指示に

従い、指定種苗の集

取及び検査を的確に

実施する。 

（２）種苗法に基

づく指定種苗の集

取及び検査 
種苗法第63条第

１項の規定に基づ

き、同条第２項の

農林水産大臣の指

示に従い、指定種

苗の集取及び検査

を的確に実施でき

るよう、指定種苗

の集取及び検査に

必要な能力等を有

する職員を概ね 10
名確保するととも

に、検査員の確保

のための職員に対

する講習を毎年

度、１回以上実施

する。 

（２）種苗法に基

づく指定種苗の集

取及び検査 
 〈以下略〉 

指標＝「細項目の項目数×２」（満

点）に対する「細項目の点数の合計

値」（合計点）の比率 
 各細項目の評価点数の区分は以

下のとおりとする。 
  Ｓ評価：４点、Ａ評価：３点、Ｂ

評価：２点、 
Ｃ評価：１点、Ｄ評価：０点 
 
Ａ：満点×１２/１０≦合計点 
Ｂ：満点×８/１０≦合計点＜満点×

１２/１０ 
Ｃ：満点×５/１０≦合計点＜満点×

８/１０ 
Ｄ：合計点≦満点×５／１０ 
  

□指定種苗の集取及び 
検査の実施    2/2(B) 
□検査員の確保 
         2/2(B) 

  

＜評定と根拠＞ 
「 B 」 

満点：４Ｐ(細項目２×２Ｐ) 
合計：４Ｐ 
４Ｐ／４Ｐ＝１.０ 
（１０／１０） 
 
 
 

評定 B 
＜評定に至った理由＞ 
以下のとおり、下位の評価項目である細項目の合

計点が B 評定の判定基準内(満点×8/10≦合計点＜

満点×12/10)であったため。 
満点：4 点（細項目 2×2 点） 
合計点：4 点=(2 点×2) 
4 点／4 点= 1.0 
 
□指定種苗の集取及び検査の実施        2 点(B) 
□検査員の確保              2 点(B) 

 
４．その他参考情報 
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１．当事務及び事業に関する基本情報 
第１-６-（２）-ア 第 1 業務の質の向上 ６ 家畜改良増殖法等に基づく検査 （２）種苗法に基づく指定種苗の集取及び検査 ア 指定種苗の集取及び検査の実施 
業務に関連する政策・施

策 
食料・農業・農村基本計画、酪農及び肉用牛生産の近代化を図る

ための基本方針 
当該事業実施に係る根拠 独立行政法人家畜改良センター法第１１条第２項第２号 

種苗法第６３条第１項 
当該項目の重要度、難易

度 
 関連する政策評価・行政事業

レビュー 
行政事業レビューシート事業番号：０１３４ 
 

 
２．主要な経年データ 
 ① 主要なアウトプット（アウトカム）情報   ② 主要なインプット情報（人員に関する情報、法人全体）注 

指標等 達成目標 基準値 X１年度 X２年度 X３年度 X４年度 X５年度   H28 年度 H29 年度 H30 年度 H31 年度 H32 年度 
          予算額（千円） 56,553 67,620    

 決算額（千円） 61,932 53,476    

 経常費用（千円） 60,368 52,927    

 経常利益（千円） 46,429 41,397    

 行政ｻｰﾋﾞｽ実施ｺｽﾄ（千円） 61,603 53,575    

従事人員数 954 961    

 （うち常勤職員） 737 737    
注：業務ごとに算出していないため、法人全体の人員を掲載 

３．各事業年度の業務に係る目標、計画、業務実績、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 
 中期目標 中期計画 年度計画 主な評価指標 法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 
   ア 指定種苗の集取

及び検査の実施 
種苗法第 63 条第１

項の規定に基づき、同

条第２項の農林水産

大臣の指示に従い、指

定種苗の集取及び検

査を的確に実施する。 

Ｓ：計画を大きく上回り、かつ顕著な成果

が得られた。 
Ａ：計画を上回る成果が得られた。 
Ｂ：計画どおり順調に実施された。 
Ｃ：計画どおり実施されず改善を要する。 
Ｄ：計画どおり実施されず当該業務の廃止

を含めた抜本的な改善が必要と認めら

れる。 

＜主要な業務実績＞ 
種苗法第６３条第２項の農林水産大

臣の指示に従い、５９業者１,１２２点

の指定種苗の集取及び検査を実施する

とともに、同条第３項に基づき農林水産

大臣に報告した。 

＜評定と根拠＞ 
「B 」 

根拠： 
・計画どおり実施した。 

評定 B 
＜評定に至った理由＞ 
 種苗法に基づく農林水産大臣の指示

に従い、指定種苗の集取及び検査を的

確に実施したことから「B」評定とした。 
 

 
４．その他参考情報 
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１．当事務及び事業に関する基本情報 
第１-６-（２）-イ 第 1 業務の質の向上 ６ 家畜改良増殖法等に基づく検査 （２）種苗法に基づく指定種苗の集取及び検査 イ 検査員の確保 
業務に関連する政策・施

策 
食料・農業・農村基本計画、酪農及び肉用牛生産の近代化を図る

ための基本方針 
当該事業実施に係る根拠 独立行政法人家畜改良センター法第１１条第２項第２号 

種苗法第６３条第１項 
当該項目の重要度、難易

度 
 関連する政策評価・行政事業

レビュー 
行政事業レビューシート事業番号：０１３４ 
 

 
２．主要な経年データ 
 ①主要なアウトプット（アウトカム）情報   ②主要なインプット情報（人員に関する情報、法人全体）注 

指標等 達成目標 基準値 H28 年度 H29 年度 H30 年度 H31 年度 H32 年度   H28 年度 H29 年度 H30 年度 H31 年度 H32 年度 
 種苗法に定

める検査要

員の確保数 

 
概ね１０名 

  
 13 名 

 
14 名 

    予算額（千円） 56,553 67,620    

 決算額（千円） 61,932 53,476    

 経常費用（千円） 60,368 52,927    

職員に対す

る講習会

開催回数 

 
１回以上 

  
 １回 

 
１回 

    経常利益（千円） 46,429 41,397    

 行政ｻｰﾋﾞｽ実施ｺｽﾄ（千円） 61,603 53,575    

従事人員数 954 961    

 （うち常勤職員） 737 737    
注：業務ごとに算出していないため、法人全体の人員を掲載 

３．各事業年度の業務に係る目標、計画、業務実績、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 
 中期目標 中期計画 年度計画 主な評価指標 法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 
   イ 検査員の確保 

農林水産大臣の指示に従

い、指定種苗の集取及び検

査を的確に実施するため、

指定種苗の集取及び検査に

必要な能力等を有する職員

を概ね 10名確保するととも

に、検査員の確保のための

職員に対する講習を１回以

上実施する。 

指標＝検査員の確保数 
Ｓ：計画の１２０％以上であり、

かつ、特に優れた成果が認めら

れる 
Ａ：計画の１２０％以上 
Ｂ：計画の１００％以上、１２０％

未満 
Ｃ：計画の８０％以上、１００％

未満 
Ｄ：計画の８０％未満、又は業務

運営の改善等必要な措置が必要

と認められる 
 

＜主要な業務実績＞ 
農林水産大臣の指示に従

い、指定種苗の集取及び検

査を的確に実施するため、

指定種苗の集取及び検査に

必要な能力等を有する職員

を１４名確保するととも

に、検査員の確保のための

職員に対する講習を１回実

施した。 

＜評定と根拠＞ 
「B 」 

根拠： 
① 農林水産大臣の指示に従い、指

定種苗の集取及び検査を的確に

実施するため、指定種苗の集取及

び検査に必要な能力等を有する

職員を新たに３名任命した。ま

た、異動により２名免じることと

なり平成２９年度末現在の検査

員は１４名となった。 

② 指定種苗の集取及び検査に必

要とされる法令知識及び実務に

おける留意点に関し、検査員の確

保のための職員に対する講習を１

回実施した。 

評定 Ｂ 
＜評定に至った理由＞ 
 指定種苗の集取及び検査に必要な能力

等を有する職員を１４名確保するととも

に、検査員の確保のための講習を実施し

たことから「B」評定とした。 

 
４．その他参考情報 
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１．当事務及び事業に関する基本情報 
第１-６-（３） 第 1 業務の質の向上 ６ 家畜改良増殖法等に基づく検査 （３）カルタヘナ法に基づく立入検査等 
業務に関連する政策・施

策 
食料・農業・農村基本計画 当該事業実施に係る根拠 独立行政法人家畜改良センター法第１１条第２項第３号 

遺伝子組換え生物等の使用等の規制による生物の多様性の確保に関する法

律第３２条第１項 
当該項目の重要度、難易

度 
 関連する政策評価・行政事業

レビュー 
行政事業レビューシート事業番号：０１３４ 
 

 
２．主要な経年データ 
 ①主要なアウトプット（アウトカム）情報   ②主要なインプット情報（人員に関する情報、法人全体）注 

指標等 達成目標 基準値 X１年度 X２年度 X３年度 X４年度 X５年度   H28 年度 H29 年度 H30 年度 H31 年度 H32 年度 
          予算額（千円） 56,553 67,620    

 決算額（千円） 61,932 53,476    

 経常費用（千円） 60,368 52,927    

 経常利益（千円） 46,429 41,397    

 行政ｻｰﾋﾞｽ実施ｺｽﾄ（千円） 61,603 53,575    

従事人員数 954 961    

 （うち常勤職員） 737 737    
注：業務ごとに算出していないため、法人全体の人員を掲載 

３．各事業年度の業務に係る目標、計画、業務実績、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 
 中期目標 中期計画 年度計画 主な評価指標 法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 
 （３）カルタヘナ法

に基づく立入検査等 
カルタヘナ法第 32

条第１項の規定に基

づき、同条第２項の

農林水産大臣の指示

に従い、立入り、質

問、検査及び収去を

的確に実施する。 

（３）カルタヘナ法に基

づく立入検査等 
カルタヘナ法第 32 条

の規定に基づき、同条第

２項の農林水産大臣の

指示に従い、立入り、質

問、検査及び収去を的確

に実施できるよう、立入

検査等の実施に必要な

能力等を有する職員を

概ね 10 名確保するとと

もに、検査員の確保のた

めの職員に対する講習

を毎年度、１回以上実施

する。 

（３）カルタ

ヘナ法に基づ

く立入検査等 
 〈以下略〉 

指標＝「細項目の項目数×２」（満

点）に対する「細項目の点数の合

計値」（合計点）の比率 
 各細項目の評価点数の区分は以

下のとおりとする。 
  Ｓ評価：４点、Ａ評価：３点、

Ｂ評価：２点、 
Ｃ評価：１点、Ｄ評価：０点 
 
Ａ：満点×１２/１０≦合計点 
Ｂ：満点×８/１０≦合計点＜満点

×１２/１０ 
Ｃ：満点×５/１０≦合計点＜満点

×８/１０ 
Ｄ：合計点≦満点×５／１０ 
  

□立入検査等の実施 
         (－) 

□検査員の確保 
           2/2(B) 

  

＜評定と根拠＞ 
「B 」 

満点：２Ｐ(細項目１×２Ｐ) 
合計：２Ｐ 
２Ｐ／２Ｐ＝１.０ 
（１０／１０） 
 
 
 

評定 B 
＜評定に至った理由＞ 
以下のとおり、下位の評価項目である細項目の合

計点が B 評定の判定基準内(満点×8/10≦合計点＜

満点×12/10)であったため。 
満点：2 点（細項目 1×2 点） 
合計点：2 点=(2 点×1) 
2 点／2 点= 1.0 
 
□立入検査等の実施              (－) 
□検査員の確保               2 点(B) 
 

 
４．その他参考情報 
 
 
 



129 
 

１．当事務及び事業に関する基本情報 
第１-６-（３）-ア 第 1 業務の質の向上 ６ 家畜改良増殖法等に基づく検査 （３）カルタヘナ法に基づく立入検査等 ア 立入検査等の実施 
業務に関連する政策・施

策 
食料・農業・農村基本計画 当該事業実施に係る根拠 独立行政法人家畜改良センター法第１１条第２項第３号 

遺伝子組換え生物等の使用等の規制による生物の多様性の確保に関する法

律第３２条第１項 
当該項目の重要度、難易

度 
 関連する政策評価・行政事業

レビュー 
行政事業レビューシート事業番号：０１３４ 
 

 
２．主要な経年データ 
 ①主要なアウトプット（アウトカム）情報   ②主要なインプット情報（人員に関する情報、法人全体）注 

指標等 達成目標 基準値 X１年度 X２年度 X３年度 X４年度 X５年度   H28 年度 H29 年度 H30 年度 H31 年度 H32 年度 
          予算額（千円） 56,553 67,620    

 決算額（千円） 61,932 53,476    

 経常費用（千円） 60,368 52,927    

 経常利益（千円） 46,429 41,397    

 行政ｻｰﾋﾞｽ実施ｺｽﾄ（千円） 61,603 53,575    

従事人員数 954 961    

 （うち常勤職員） 737 737    
注：業務ごとに算出していないため、法人全体の人員を掲載 

３．各事業年度の業務に係る目標、計画、業務実績、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 
 中期目標 中期計画 年度計画 主な評価指標 法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 
   ア 立入検査等の実施 

カルタヘナ法第 32条

第１項の規定に基づ

き、同条第２項の農林

水産大臣の指示に従

い、立入り、質問、検

査及び収去を的確に実

施する。 

Ｓ：計画を大きく上回り、かつ顕

著な成果が得られた。 
Ａ：計画を上回る成果が得られた。 
Ｂ：計画どおり順調に実施された。 
Ｃ：計画どおり実施されず改善を

要する。 
Ｄ：計画どおり実施されず当該業

務の廃止を含めた抜本的な改善

が必要と認められる。 

＜主要な業務実績＞ 
カルタヘナ法第３２条

第２項の農林水産大臣の

指示はなかった。 

＜評定と根拠＞ 
「－」 

根拠： 
農林水産大臣からの指示が

なかったため評価は行わな

い。 

評定 － 
＜評定に至った理由＞ 
 カルタヘナ法に基づく農林水産大臣からの指示は

行っていないことから評価は行わない。 

 
４．その他参考情報 
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１．当事務及び事業に関する基本情報 
第１-６-（３）-イ 第 1 業務の質の向上 ６ 家畜改良増殖法等に基づく検査 （３）カルタヘナ法に基づく立入検査等 イ 検査員の確保 
業務に関連する政策・施

策 
食料・農業・農村基本計画 当該事業実施に係る根拠 独立行政法人家畜改良センター法第１１条第２項第３号 

遺伝子組換え生物等の使用等の規制による生物の多様性の確保に関する法

律第３２条第１項 
当該項目の重要度、難易

度 
 関連する政策評価・行政事業

レビュー 
行政事業レビューシート事業番号：０１３４ 
 

 
２．主要な経年データ 
 ①主要なアウトプット（アウトカム）情報   ②主要なインプット情報（人員に関する情報、法人全体）注 

指標等 達成目標 基準値 H28 年度 H29 年度 H30 年度 H31 年度 H32 年度   H28 年度 H29 年度 H30 年度 H31 年度 H32 年度 
 カルタヘナ

法に基づく

検査職員の

確保数 

 
概ね１０名 

  
 12 名 

 
11 名 

    予算額（千円） 56,553 67,620    

 決算額（千円） 61,932 53,476    

 経常費用（千円） 60,368 52,927    

 経常利益（千円） 46,429 41,397    

職員に対す

る講習会

開催回数 

 
１回以上 

  
 １回 

 
１回 

    行政ｻｰﾋﾞｽ実施ｺｽﾄ（千円） 61,603 53,575    

従事人員数 954 961    

 （うち常勤職員） 737 737    
注：業務ごとに算出していないため、法人全体の人員を掲載 

３．各事業年度の業務に係る目標、計画、業務実績、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 
 中期目標 中期計画 年度計画 主な評価指標 法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 
   イ 検査員の確保 

農林水産大臣の指

示に従い、立入り、質

問、検査及び収去を的

確に実施するため、立

入検査等の実施に必

要な能力等を有する

職員を概ね 10 名確保

するとともに、検査員

の確保のための職員

に対する講習を１回

以上実施する。 

指標＝立入検査員の確保

数 
Ｓ：計画の１２０％以上で

あり、かつ、特に優れた

成果が認められる 
Ａ：計画の１２０％以上 
Ｂ：計画の１００％以上、

１２０％未満 
Ｃ：計画の８０％以上、１

００％未満 
Ｄ：計画の８０％未満、又

は業務運営の改善等必

要な措置が必要と認め

られる 
 

＜主要な業務実績＞ 
農林水産大臣の指示に従

い、立入り、質問、検査及び

収去を的確に実施するため、

立入検査等の実施に必要な能

力等を有する職員を１１名確

保するとともに、検査員の確

保のための職員に対する講習

を１回実施した。 

＜評定と根拠＞ 
「 B 」 

根拠： 
①立入検査等の実施に必要な能力等を有する職員

を新たに２名任命した。また、異動により３名免じ

ることとなり、平成２９年度末現在の検査員は１１

名となった。 

②立入検査等の実施に必要とされる法令知識及び

実務における留意点に関し、検査員の確保のための

職員に対する講習を１回実施した。 
 

評定 Ｂ 
＜評定に至った理由＞ 
カルタヘナ法に基づく立入検査等の実施

に必要な能力等を有する職員を１１名確保

するとともに、検査員の確保のための講習を

実施したことから「B」評定とした。 

 
４．その他参考情報 
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１．当事務及び事業に関する基本情報 
第１-７ 第 1 業務の質の向上 ７ 牛トレーサビリティ法に基づく事務等 
業務に関連する政策・施

策 
食料・農業・農村基本計画、酪農及び肉用牛生産の近代化を図る

ための基本方針 
当該事業実施に係る根拠 独立行政法人家畜改良センター法第１１条第２項第４号、牛の個体識別のための情報

の管理及び伝達に関する特別措置法第２０条、同法施行令第５条 
当該項目の重要度、難易

度 
 関連する政策評価・行政事業

レビュー 
行政事業レビューシート事業番号：０１３４ 
 

 
２．主要な経年データ 
 ①主要なアウトプット（アウトカム）情報   ②主要なインプット情報（人員に関する情報、法人全体）注 

指標等 達成目標 基準値 X１年度 X２年度 X３年度 X４年度 X５年度   H28 年度 H29 年度 H30 年度 H31 年度 H32 年度 
          予算額（千円） 237,603 238,408    

 決算額（千円） 237,782 210,272    

 経常費用（千円） 239,891 223,427    

 経常利益（千円） 180,643 177,422    

 行政ｻｰﾋﾞｽ実施ｺｽﾄ（千円） 216,213 199,054    

従事人員数 954 961    

 （うち常勤職員） 737 737    
注：業務ごとに算出していないため、法人全体の人員を掲載 

３．各事業年度の業務に係る目標、計画、業務実績、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 
 中期目標 中期計画 年度計画 主な評価指標 法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 
 ７ 牛トレーサビリティ

法に基づく事務等 
牛トレーサビリティ法

に規定する牛の個体識別

のための情報の適正な管

理及び伝達に係る事務等

について、事務実施機関

として中立・公正な立場

にあるセンターが、その

有する関連技術・知見・

人材を活用し、これら事

務等を的確に実施し、法

の適正な執行に貢献す

る。その際、牛個体識別

台帳に記録・保存してい

る情報は重要な情報であ

り、かつ、個人情報を含

むことから、情報セキュ

リティ対策を一層強化し

ながら適切に実施する。 

７ 牛トレーサビリティ

法に基づく事務等 
牛トレーサビリティ法

に規定する牛の個体識別

のための情報の適正な管

理及び伝達に係る事務等

について、情報セキュリ

ティ対策を一層強化しな

がら適切に実施するた

め、次の取組を行う。 

７ 牛トレーサビリテ

ィ法に基づく事務等 
 〈以下略〉 

指標＝「小項目の項目数×２」（満

点）に対する「各小項目の点数の合

計値」（合計点）の比率 
 各小項目の評価点数の区分は以

下のとおりとする。 
  Ｓ評価：４点、Ａ評価：３点、Ｂ

評価：２点、Ｃ評価：１点、Ｄ評価：

０点 
 
Ａ：満点×１２/１０≦合計点 
Ｂ：満点×８/１０≦合計点＜ 
満点×１２/１０ 

Ｃ：満点×５/１０≦合計点＜ 
満点×８/１０ 

Ｄ：合計点≦満点×５／１０ 
 

◇牛トレーサビリティ法に基づく 
委任事務の実施     2/2(B) 

◇利用者ニーズ等を踏まえたシステ 
ムの開発・改修等の実施 2/2(B) 

◇家畜伝染性疾病の発生等に伴う緊 
急検索への対応     2/2(B) 

◇牛個体識別に関するデータの活用 
推進          2/2(B) 

 

＜評定と根拠＞ 
「B」 

満点：８Ｐ(小項目４×２Ｐ) 
合計：８Ｐ 
８Ｐ／８Ｐ＝１.０ 
（１０／１０） 
 

評定 B 
＜評定に至った理由＞ 
以下のとおり、下位の評価

項目である小項目の合計点が

B 評定の判定基準内(満点×

8/10≦合計点＜満点×12/10)
であったため。 
満点：8 点（小項目 4×2 点） 
合計点：8 点=(2 点×4) 
8 点／8 点= 1.0 
◇牛トレーサビリティ法に基づく 
委任事務の実施   2 点(B) 

◇利用者ニーズ等を踏まえたシス

テムの開発・改修等の実施 
2 点(B) 

◇家畜伝染性疾病の発生等に伴う 
緊急検索への対応  2 点(B) 

◇牛個体識別に関するデータの活 
用推進       2 点(B) 

４．その他参考情報 
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１．当事務及び事業に関する基本情報 
第１-７-（１） 第 1 業務の質の向上 ７ 牛トレーサビリティ法に基づく事務等 （１）牛トレーサビリティ法に基づく委任事務の実施 
業務に関連する政策・施

策 
食料・農業・農村基本計画、酪農及び肉用牛生産の近代化を図る

ための基本方針 
当該事業実施に係る根拠 独立行政法人家畜改良センター法第１１条第２項第４号、牛の個体識別のための情報

の管理及び伝達に関する特別措置法第２０条、同法施行令第５条 
当該項目の重要度、難易

度 
 関連する政策評価・行政事業

レビュー 
行政事業レビューシート事業番号：０１３４ 
 

 
２．主要な経年データ 
 ①主要なアウトプット（アウトカム）情報   ②主要なインプット情報（人員に関する情報、法人全体）注 

指標等 達成目標 基準値 X１年度 X２年度 X３年度 X４年度 X５年度   H28 年度 H29 年度 H30 年度 H31 年度 H32 年度 
          予算額（千円） 237,603 238,408    

 決算額（千円） 237,782 210,272    

 経常費用（千円） 239,891 223,427    

 経常利益（千円） 180,643 177,422    

 行政ｻｰﾋﾞｽ実施ｺｽﾄ（千円） 216,213 199,054    

従事人員数 954 961    

 （うち常勤職員） 737 737    
注：業務ごとに算出していないため、法人全体の人員を掲載 

３．各事業年度の業務に係る目標、計画、業務実績、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 
 中期目標 中期計画 年度計画 主な評価指標 法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 
 （１）牛トレーサビ

リティ法に基づく委

任事務の実施 
牛トレーサビリテ

ィ法第 20 条及び同

法施行令（平成 15 年

政令第 300 号）第５

条規定に基づき、牛

個体識別台帳の作

成・記録、公表等に

関する農林水産大臣

からの委任事務を的

確に実施する。 
 

（１）牛トレーサビリティ法に

基づく委任事務の実施 
牛トレーサビリティ法第 20条

及び同法施行令（平成 15 年政令

第 300 号）第５条の規定に基づ

き、農林水産大臣から委任され

た牛個体識別台帳の作成、記録

及び保存、牛個体識別台帳の記

録の修正・取消、牛個体識別台

帳に記録された事項の公表、届

出の受理及び個体識別番号の決

定・通知に関する事務を的確に

実施する。 

（１）牛トレーサビリティ法

に基づく委任事務の実施 
 〈以下略〉 

指標＝「細項目の項目数×２」（満点）

に対する「細項目の点数の合計値」（合

計点）の比率 
 各細項目の評価点数の区分は以下

のとおりとする。 
  Ｓ評価：４点、Ａ評価：３点、Ｂ評

価：２点、 
Ｃ評価：１点、Ｄ評価：０点 
 
Ａ：満点×１２/１０≦合計点 
Ｂ：満点×８/１０≦合計点＜満点×

１２/１０ 
Ｃ：満点×５/１０≦合計点＜満点×

８/１０ 
Ｄ：合計点≦満点×５／１０ 
  

□牛個体識別台帳の記録、保存等 
     2/2(B) 

□牛個体識別台帳記録の修正・取消 
  2/2(B) 

□牛個体識別台帳に記録された事

項の公表        2/2(B) 
□牛個体識別台帳に係る届出の受

理、確認等       2/2(B) 
□個体識別番号の決定及び通知 

          2/2(B) 
  

＜評定と根拠＞ 
「B 」 

満点：１０Ｐ(細項目

５×２Ｐ) 
合計：１０Ｐ 
１０Ｐ／１０Ｐ＝１.
０ 
（１０／１０） 
 
 
 

評定 Ｂ 
＜評定に至った理由＞ 
以下のとおり、下位の評価項

目である細項目の合計点が B 評

定の判定基準内(満点×8/10≦合

計点＜満点×12/10)であったた

め。 
満点：10 点（細項目 5×2 点） 
合計点：10 点=(2 点×5) 
10 点／10 点= 1.0 
□牛個体識別台帳の記録、保存等      

2 点(B) 
□牛個体識別台帳記録の修正・取

消          2 点(B) 
□牛個体識別台帳に記録された事

項の公表            2 点(B) 
□牛個体識別台帳に係る届出の受

理、確認等          2 点(B) 
□個体識別番号の決定及び通知       

2 点(B) 
 
４．その他参考情報 
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１．当事務及び事業に関する基本情報 
第１-７-（１）-ア 第 1 業務の質の向上 ７ 牛トレーサビリティ法に基づく事務等 （１）牛トレーサビリティ法に基づく委任事務の実施 

ア 牛個体識別台帳の記録、保存等 
業務に関連する政策・施

策 
食料・農業・農村基本計画、酪農及び肉用牛生産の近代化を図る

ための基本方針 
当該事業実施に係る根拠 独立行政法人家畜改良センター法第１１条第２項第４号、牛の個体識別のための情報

の管理及び伝達に関する特別措置法第２０条、同法施行令第５条 
当該項目の重要度、難易

度 
 関連する政策評価・行政事業

レビュー 
行政事業レビューシート事業番号：０１３４ 
 

 
２．主要な経年データ 
 ①主要なアウトプット（アウトカム）情報   ②主要なインプット情報（人員に関する情報、法人全体）注 

指標等 達成目標 基準値 X１年度 X２年度 X３年度 X４年度 X５年度   H28 年度 H29 年度 H30 年度 H31 年度 H32 年度 
          予算額（千円） 237,603 238,408    

 決算額（千円） 237,782 210,272    

 経常費用（千円） 239,891 223,427    

 経常利益（千円） 180,643 177,422    

 行政ｻｰﾋﾞｽ実施ｺｽﾄ（千円） 216,213 199,054    

従事人員数 954 961    

 （うち常勤職員） 737 737    
注：業務ごとに算出していないため、法人全体の人員を掲載 

３．各事業年度の業務に係る目標、計画、業務実績、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 
 中期目標 中期計画 年度計画 主な評価指標 法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 
   ア 牛個体識別台

帳の記録、保存等 
牛の管理者等か

らの届出を、牛個

体識別台帳に記録

し、保存に関する

事務を的確に実施

する。 

Ｓ：計画を大きく上回り、かつ顕

著な成果が得られた。 
Ａ：計画を上回る成果が得られた。 
Ｂ：計画どおり順調に実施された。 
Ｃ：計画どおり実施されず改善を

要する。 
Ｄ：計画どおり実施されず当該業

務の廃止を含めた抜本的な改善

が必要と認められる。 

＜主要な業務実績＞ 
牛トレーサビリティ法に

基づき、牛の管理者等から

の届出を受理し、その届出

内容の誤記入等をチェック

して、約１，０４１万件の

情報を牛個体識別台帳に記

録した。 

 また、平成２９年度に死

亡又はとさつを記録した約

１２４万頭の牛に係る情報

を磁気ディスクに保存し

た。 

＜評定と根拠＞ 
「B 」 

根拠： 
・計画どおり実施した。 

評定 B 
＜評定に至った理由＞ 
 計画どおり、事務が的確に実施された

ことから「B」評定とした。 

 
４．その他参考情報 
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１．当事務及び事業に関する基本情報 
第１-７-（１）-イ 第 1 業務の質の向上 ７ 牛トレーサビリティ法に基づく事務等 （１）牛トレーサビリティ法に基づく委任事務の実施 

イ 牛個体識別台帳記録の修正・取消 
業務に関連する政策・施

策 
食料・農業・農村基本計画、酪農及び肉用牛生産の近代化を図る

ための基本方針 
当該事業実施に係る根拠 独立行政法人家畜改良センター法第１１条第２項第４号、牛の個体識別のための情報

の管理及び伝達に関する特別措置法第２０条、同法施行令第５条 
当該項目の重要度、難易

度 
 関連する政策評価・行政事業

レビュー 
行政事業レビューシート事業番号：０１３４ 
 

 
２．主要な経年データ 
 ①主要なアウトプット（アウトカム）情報   ②主要なインプット情報（人員に関する情報、法人全体）注 

指標等 達成目標 基準値 X１年度 X２年度 X３年度 X４年度 X５年度   H28 年度 H29 年度 H30 年度 H31 年度 H32 年度 
          予算額（千円） 237,603 238,408    

 決算額（千円） 237,782 210,272    

 経常費用（千円） 239,891 223,427    

 経常利益（千円） 180,643 177,422    

 行政ｻｰﾋﾞｽ実施ｺｽﾄ（千円） 216,213 199,054    

従事人員数 954 961    

 （うち常勤職員） 737 737    
注：業務ごとに算出していないため、法人全体の人員を掲載 

３．各事業年度の業務に係る目標、計画、業務実績、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 
 中期目標 中期計画 年度計画 主な評価指標 法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 
   イ 牛個体識別台

帳記録の修正・取

消 
法第５条第２項

の規定に基づく申

出及び農林水産大

臣からの職権の通

知を受け、記録の

修正・取消に関す

る事務を的確に実

施する。 

Ｓ：計画を大きく上回り、かつ

顕著な成果が得られた。 
Ａ：計画を上回る成果が得られ

た。 
Ｂ：計画どおり順調に実施され

た。 
Ｃ：計画どおり実施されず改善

を要する。 
Ｄ：計画どおり実施されず当該

業務の廃止を含めた抜本的

な改善が必要と認められる。 

＜主要な業務実績＞ 
牛個体識別台帳の

正確な記録を確保す

るため、牛の管理者等

からの法第５条第２

項の規定に基づく申

出（記録の修正請求）

及び農林水産大臣か

らの職権通知を受け、

牛個体識別台帳の記

録の修正・取消を行っ

た。 

＜評定と根拠＞ 
「B 」 

根拠：計画どおり実

施した。 
 

評定 B 
＜評定に至った理由＞ 
 計画どおり、事務が的確に実施されたことから「B」評定とした。 

 
４．その他参考情報 
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１．当事務及び事業に関する基本情報 
第１-７-（１）-ウ 第 1 業務の質の向上 ７ 牛トレーサビリティ法に基づく事務等 （１）牛トレーサビリティ法に基づく委任事務の実施 

ウ 牛個体識別台帳に記録された事項の公表 
業務に関連する政策・施

策 
食料・農業・農村基本計画、酪農及び肉用牛生産の近代化を図る

ための基本方針 
当該事業実施に係る根拠 独立行政法人家畜改良センター法第１１条第２項第４号、牛の個体識別のための情報

の管理及び伝達に関する特別措置法第２０条、同法施行令第５条 
当該項目の重要度、難易

度 
 関連する政策評価・行政事業

レビュー 
行政事業レビューシート事業番号：０１３４ 
 

 
２．主要な経年データ 
 ①主要なアウトプット（アウトカム）情報   ②主要なインプット情報（人員に関する情報、法人全体）注 

指標等 達成目標 基準値 X１年度 X２年度 X３年度 X４年度 X５年度   H28 年度 H29 年度 H30 年度 H31 年度 H32 年度 
          予算額（千円） 237,603 238,408    

 決算額（千円） 237,782 210,272    

 経常費用（千円） 239,891 223,427    

 経常利益（千円） 180,643 177,422    

 行政ｻｰﾋﾞｽ実施ｺｽﾄ（千円） 216,213 199,054    

従事人員数 954 961    

 （うち常勤職員） 737 737    
注：業務ごとに算出していないため、法人全体の人員を掲載 

３．各事業年度の業務に係る目標、計画、業務実績、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 
 中期目標 中期計画 年度計画 主な評価指標 法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 
   ウ 牛個体識別台

帳に記録された事

項の公表 
法に基づく公表

事項について、記

録後速やかにイン

ターネットを用い

て公表する事務を

的確に実施する。 

Ｓ：計画を大きく上回り、かつ

顕著な成果が得られた。 
Ａ：計画を上回る成果が得られ

た。 
Ｂ：計画どおり順調に実施され

た。 
Ｃ：計画どおり実施されず改善

を要する。 
Ｄ：計画どおり実施されず当該

業務の廃止を含めた抜本的

な改善が必要と認められる。 

＜主要な業務実績＞ 
牛個体識別台帳に

記録した事項のうち、

法第６条に基づく公

表事項について、記録

後速やかにインター

ネットを用いて公表

した。 

＜評定と根拠＞ 
「B 」 

根拠：計画どおり実

施した。 
 

評定 B 
＜評定に至った理由＞ 
 計画どおり、事務が的確に実施されたことから「B」評定とした。 

 
４．その他参考情報 
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１．当事務及び事業に関する基本情報 
第１-７-（１）-エ 第 1 業務の質の向上 ７ 牛トレーサビリティ法に基づく事務等 （１）牛トレーサビリティ法に基づく委任事務の実施 

エ 牛個体識別台帳に係る届出の受理、確認等 
業務に関連する政策・施

策 
食料・農業・農村基本計画、酪農及び肉用牛生産の近代化を図る

ための基本方針 
当該事業実施に係る根拠 独立行政法人家畜改良センター法第１１条第２項第４号、牛の個体識別のための情報

の管理及び伝達に関する特別措置法第２０条、同法施行令第５条 
当該項目の重要度、難易

度 
 関連する政策評価・行政事業

レビュー 
行政事業レビューシート事業番号：０１３４ 
 

 
２．主要な経年データ 
 ①主要なアウトプット（アウトカム）情報   ②主要なインプット情報（人員に関する情報、法人全体）注 

指標等 達成目標 基準値 X１年度 X２年度 X３年度 X４年度 X５年度   H28 年度 H29 年度 H30 年度 H31 年度 H32 年度 
          予算額（千円） 237,603 238,408    

 決算額（千円） 237,782 210,272    

 経常費用（千円） 239,891 223,427    

 経常利益（千円） 180,643 177,422    

 行政ｻｰﾋﾞｽ実施ｺｽﾄ（千円） 216,213 199,054    

従事人員数 954 961    

 （うち常勤職員） 737 737    
注：業務ごとに算出していないため、法人全体の人員を掲載 

３．各事業年度の業務に係る目標、計画、業務実績、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 
 中期目標 中期計画 年度計画 主な評価指標 法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 
   エ 牛個体識別台

帳に係る届出の受

理、確認等 
法に基づく届出

を受理し、届出内

容のチェックを行

い、エラー情報を

牛の管理者等に提

供する事務を的確

に実施する。 

Ｓ：計画を大きく上回り、かつ

顕著な成果が得られた。 
Ａ：計画を上回る成果が得られ

た。 
Ｂ：計画どおり順調に実施され

た。 
Ｃ：計画どおり実施されず改善

を要する。 
Ｄ：計画どおり実施されず当該

業務の廃止を含めた抜本的

な改善が必要と認められる。 

＜主要な業務実績＞ 
牛の管理者等から約

１，０８１万件の届出を

受理し、その内容の誤記

入等のチェックを行い、

牛の管理者等へのエラー

情報（牛個体識別台帳に

記録できなかった届出に

関する情報）を提供した。 

＜評定と根拠＞ 
「B 」 

根拠：計画どおり実施

した。 
 

評定 B 
＜評定に至った理由＞ 
 計画どおり、事務が的確に実施されたことから「B」評定とし

た。 

 
４．その他参考情報 
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１．当事務及び事業に関する基本情報 
第１-７-（１）-オ 第 1 業務の質の向上 ７ 牛トレーサビリティ法に基づく事務等 （１）牛トレーサビリティ法に基づく委任事務の実施 

オ 個体識別番号の決定及び通知 
業務に関連する政策・施

策 
食料・農業・農村基本計画、酪農及び肉用牛生産の近代化を図る

ための基本方針 
当該事業実施に係る根拠 独立行政法人家畜改良センター法第１１条第２項第４号、牛の個体識別のための情報

の管理及び伝達に関する特別措置法第２０条、同法施行令第５条 
当該項目の重要度、難易

度 
 関連する政策評価・行政事業

レビュー 
行政事業レビューシート事業番号：０１３４ 
 

 
２．主要な経年データ 
 ①主要なアウトプット（アウトカム）情報   ②主要なインプット情報（人員に関する情報、法人全体）注 

指標等 達成目標 基準値 X１年度 X２年度 X３年度 X４年度 X５年度   H28 年度 H29 年度 H30 年度 H31 年度 H32 年度 
          予算額（千円） 237,603 238,408    

 決算額（千円） 237,782 210,272    

 経常費用（千円） 239,891 223,427    

 経常利益（千円） 180,643 177,422    

 行政ｻｰﾋﾞｽ実施ｺｽﾄ（千円） 216,213 199,054    

従事人員数 954 961    

 （うち常勤職員） 737 737    
注：業務ごとに算出していないため、法人全体の人員を掲載 

３．各事業年度の業務に係る目標、計画、業務実績、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 
 中期目標 中期計画 年度計画 主な評価指標 法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 
   オ 個体識別番号

の決定及び通知 
出生又は輸入の

届出のあった牛に

ついて、個体識別

番号を決定し、牛

の管理者等に通知

する事務を的確に

実施する。 

Ｓ：計画を大きく上回り、かつ

顕著な成果が得られた。 
Ａ：計画を上回る成果が得られ

た。 
Ｂ：計画どおり順調に実施され

た。 
Ｃ：計画どおり実施されず改善

を要する。 
Ｄ：計画どおり実施されず当該

業務の廃止を含めた抜本的

な改善が必要と認められる。 

＜主要な業務実績＞ 
牛の管理者等からの届出により牛

個体識別台帳に記録した約１２６万

頭の出生牛又は輸入牛について、自動

システムにより個体識別番号を決定

するとともに、届出を行った牛の管理

者等に対し、個体識別番号の通知を行

った。 

＜評定と根拠＞ 
「B 」 

根拠：計画どおり実施した。 
 

評定 B 
＜評定に至った理由＞ 
 計画どおり、事務が的確に実施されたことから

「B」評定とした。 

 
４．その他参考情報 
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１．当事務及び事業に関する基本情報 
第１-７-（２） 第 1 業務の質の向上 ７ 牛トレーサビリティ法に基づく事務等 （２）利用者ニーズ等を踏まえたシステムの開発・改修等の実施 
業務に関連する政策・施

策 
食料・農業・農村基本計画、酪農及び肉用牛生産の近代化を図る

ための基本方針 
当該事業実施に係る根拠 独立行政法人家畜改良センター法第１１条第２項第４号、牛の個体識別のための情報

の管理及び伝達に関する特別措置法第２０条、同法施行令第５条 
当該項目の重要度、難易

度 
 関連する政策評価・行政事業

レビュー 
行政事業レビューシート事業番号：０１３４ 
 

 
２．主要な経年データ 
 ①主要なアウトプット（アウトカム）情報   ②主要なインプット情報（人員に関する情報、法人全体）注 

指標等 達成目標 基準値 X１年度 X２年度 X３年度 X４年度 X５年度   H28 年度 H29 年度 H30 年度 H31 年度 H32 年度 
          予算額（千円） 237,603 238,408    

 決算額（千円） 237,782 210,272    

 経常費用（千円） 239,891 223,427    

 経常利益（千円） 180,643 177,422    

 行政ｻｰﾋﾞｽ実施ｺｽﾄ（千円） 216,213 199,054    

従事人員数 954 961    

 （うち常勤職員） 737 737    
注：業務ごとに算出していないため、法人全体の人員を掲載 

３．各事業年度の業務に係る目標、計画、業務実績、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 
 中期目標 中期計画 年度計画 主な評価指標 法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 
 （２）利用者ニーズ

等を踏まえたシステ

ムの開発・改修等の

実施 
牛個体識別システ

ムの利用者の利便性

等を高めるため、生

産者、流通業者等の

ニーズ等を把握し、

計画的に調査やシス

テムの開発・改修等

を行う。また、シス

テムの開発・改修等

に当たっては、特に

情報セキュリティ対

策を一層強化するも

のとする。 

（２）利用者ニー

ズ等を踏まえたシ

ステムの開発・改

修等の実施 
 

（２）利用者ニー

ズ等を踏まえたシ

ステムの開発・改

修等の実施 
 〈以下略〉 

指標＝「細項目の項目数×２」

（満点）に対する「細項目の点

数の合計値」（合計点）の比率 
 各細項目の評価点数の区分

は以下のとおりとする。 
  Ｓ評価：４点、Ａ評価：３点、

Ｂ評価：２点、 
Ｃ評価：１点、Ｄ評価：０点 
 
Ａ：満点×１２/１０≦合計点 
Ｂ：満点×８/１０≦合計点＜満

点×１２/１０ 
Ｃ：満点×５/１０≦合計点＜満

点×８/１０ 
Ｄ：合計点≦満点×５／１０ 
  

□ニーズ調査等の実施 
 2/2(B) 

□開発・改修等の計画的な実施 
          2/2(B) 

 

＜評定と根拠＞ 
「B 」 

満点：４Ｐ(細項目２×２Ｐ) 
合計：４Ｐ 
４Ｐ／４Ｐ＝１.０ 
（１０／１０） 
 
 

評定 Ｂ 
＜評定に至った理由＞ 
以下のとおり、下位の評価項目である細項目の

合計点が B 評定の判定基準内(満点×8/10≦合計

点＜満点×12/10)であったため。 
満点：4 点（細項目 2×2 点） 
合計点：4 点=(2 点×2) 
4 点／4 点= 1.0 
 
□ニーズ調査等の実施                    2 点(B) 
□開発・改修等の計画的な実施       2 点(B) 

 
４．その他参考情報 
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１．当事務及び事業に関する基本情報 
第１-７-（２）-ア 第 1 業務の質の向上 ７ 牛トレーサビリティ法に基づく事務等 （２）利用者ニーズ等を踏まえたシステムの開発・改修等の実施 

ア ニーズ調査等の実施 
業務に関連する政策・施

策 
食料・農業・農村基本計画、酪農及び肉用牛生産の近代化を図る

ための基本方針 
当該事業実施に係る根拠 独立行政法人家畜改良センター法第１１条第２項第４号、牛の個体識別のための情報

の管理及び伝達に関する特別措置法第２０条、同法施行令第５条 
当該項目の重要度、難易

度 
 関連する政策評価・行政事業

レビュー 
行政事業レビューシート事業番号：０１３４ 
 

 
２．主要な経年データ 
 ①主要なアウトプット（アウトカム）情報   ②主要なインプット情報（人員に関する情報、法人全体）注 

指標等 達成目標 基準値 X１年度 X２年度 X３年度 X４年度 X５年度   H28 年度 H29 年度 H30 年度 H31 年度 H32 年度 
          予算額（千円） 237,603 238,408    

 決算額（千円） 237,782 210,272    

 経常費用（千円） 239,891 223,427    

 経常利益（千円） 180,643 177,422    

 行政ｻｰﾋﾞｽ実施ｺｽﾄ（千円） 216,213 199,054    

従事人員数 954 961    

 （うち常勤職員） 737 737    
注：業務ごとに算出していないため、法人全体の人員を掲載 

３．各事業年度の業務に係る目標、計画、業務実績、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 
 中期目標 中期計画 年度計画 主な評価指標 法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 
  牛個体識別システムの利用

者の利便性等を高めるため、

システムの開発・改修等につ

いて、生産者、流通業者等の

ニーズ等を踏まえた中長期的

な計画を新たに策定し、計画

的に実施する。なお、利便性

向上に向けたニーズ調査を毎

年度、実施する。また、シス

テムの開発・改修等に当たっ

ては、情報セキュリティ対策

を一層強化する。 

ア ニーズ調査等

の実施 
生産者、流通業

者等に対し、アン

ケート調査や聞き

取り調査等を実施

する。 

Ｓ：計画を大きく上回り、かつ

顕著な成果が得られた。 
Ａ：計画を上回る成果が得られ

た。 
Ｂ：計画どおり順調に実施され

た。 
Ｃ：計画どおり実施されず改善

を要する。 
Ｄ：計画どおり実施されず当該

業務の廃止を含めた抜本的

な改善が必要と認められる。 

＜主要な業務実績＞ 
生産者等に対しアンケート調査を実施し、結

果を取りまとめ今後のシステム開発・改修にお

ける改善のための資料とした。 

また、アンケートの意見を踏まえ検索サービ

スホームページを改善するとともに、届出Ｗｅ

ｂシステム利用者向けマニュアルの改訂等を行

った。 

＜評定と根拠＞ 
「 B 」 

根拠： 
・計画どおり実施し

た。 

評定 B 
＜評定に至った理由＞ 
 計画どおり、生産者、流通業者等に

アンケート調査等を行ったことから

「B」評定とした。 

 
４．その他参考情報 
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１．当事務及び事業に関する基本情報 
第１-７-（２）-イ 第 1 業務の質の向上 ７ 牛トレーサビリティ法に基づく事務等 （２）利用者ニーズ等を踏まえたシステムの開発・改修等の実施 

イ 開発・改修等の計画的な実施 
業務に関連する政策・施

策 
食料・農業・農村基本計画、酪農及び肉用牛生産の近代化を図る

ための基本方針 
当該事業実施に係る根拠 独立行政法人家畜改良センター法第１１条第２項第４号、牛の個体識別のための情報

の管理及び伝達に関する特別措置法第２０条、同法施行令第５条 
当該項目の重要度、難易

度 
 関連する政策評価・行政事業

レビュー 
行政事業レビューシート事業番号：０１３４ 
 

 
２．主要な経年データ 
 ①主要なアウトプット（アウトカム）情報   ②主要なインプット情報（人員に関する情報、法人全体）注 

指標等 達成目標 基準値 X１年度 X２年度 X３年度 X４年度 X５年度   H28 年度 H29 年度 H30 年度 H31 年度 H32 年度 
          予算額（千円） 237,603 238,408    

 決算額（千円） 237,782 210,272    

 経常費用（千円） 239,891 223,427    

 経常利益（千円） 180,643 177,422    

 行政ｻｰﾋﾞｽ実施ｺｽﾄ（千円） 216,213 199,054    

従事人員数 954 961    

 （うち常勤職員） 737 737    
注：業務ごとに算出していないため、法人全体の人員を掲載 

３．各事業年度の業務に係る目標、計画、業務実績、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 
 中期目標 中期計画 年度計画 主な評価指標 法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 
   イ 開発・改修等

の計画的な実施 
利用者の利便性

等を高めるため、

ニーズ等を踏まえ

た中長期的な計画

に基づいて開発・

改修等を行う。な

お、実施にあたっ

ては、情報セキュ

リティ対策を一層

強化する。 

Ｓ：計画を大きく上回り、かつ

顕著な成果が得られた。 
Ａ：計画を上回る成果が得られ

た。 
Ｂ：計画どおり順調に実施され

た。 
Ｃ：計画どおり実施されず改善

を要する。 
Ｄ：計画どおり実施されず当該

業務の廃止を含めた抜本的

な改善が必要と認められる。 

＜主要な業務実績＞ 
中長期的な計画に基づき、｢新台

帳データベースへの届出情報取込

開発｣等を実施した。 

また、情報セキュリティ対策の

強化として、最新版のプログラム

言語を用いて開発した。 

＜評定と根拠＞ 
「 B 」 

根拠：計画どおり実施した。 
 

評定 Ｂ 
＜評定に至った理由＞ 
計画どおり、利用者ニーズ等を踏まえたシ

ステムの改修計画に基づき、情報提供システ

ムの開発等を行ったことから「B」評定とした。 

 
４．その他参考情報 
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１．当事務及び事業に関する基本情報 
第１-７-（３） 第 1 業務の質の向上 ７ 牛トレーサビリティ法に基づく事務等 （３）家畜伝染性疾病の発生等に伴う緊急検索への対応 
業務に関連する政策・施

策 
食料・農業・農村基本計画、酪農及び肉用牛生産の近代化を図る

ための基本方針 
当該事業実施に係る根拠 独立行政法人家畜改良センター法第１１条第２項第４号、牛の個体識別のための情報

の管理及び伝達に関する特別措置法第２０条、同法施行令第５条 
当該項目の重要度、難易

度 
 関連する政策評価・行政事業

レビュー 
行政事業レビューシート事業番号：０１３４ 
 

 
２．主要な経年データ 
 ①主要なアウトプット（アウトカム）情報   ②主要なインプット情報（人員に関する情報、法人全体）注 

指標等 達成目標 基準値 X１年度 X２年度 X３年度 X４年度 X５年度   H28 年度 H29 年度 H30 年度 H31 年度 H32 年度 
          予算額（千円） 237,603 238,408    

 決算額（千円） 237,782 210,272    

 経常費用（千円） 239,891 223,427    

 経常利益（千円） 180,643 177,422    

 行政ｻｰﾋﾞｽ実施ｺｽﾄ（千円） 216,213 199,054    

従事人員数 954 961    

 （うち常勤職員） 737 737    
注：業務ごとに算出していないため、法人全体の人員を掲載 

３．各事業年度の業務に係る目標、計画、業務実績、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 
 中期目標 中期計画 年度計画 主な評価指標 法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 
 （３）家畜伝染性疾

病の発生等に伴う緊

急検索への対応 
家畜伝染性疾病の

発生時等において、

農林水産省から牛個

体識別台帳に記録・

保存されている情報

に関する緊急検索等

の依頼を受けた場

合、速やかな実施に

努め、国内での家畜

防疫のための措置等

の適切な実施を支援

する。 

（３）家畜伝染性疾病の発生

等に伴う緊急検索への対応 
国内における口蹄疫等の家

畜伝染性疾病の発生時等にお

いて、農林水産省からの緊急

検索等の依頼を受けてから、

牛個体識別台帳に記録・保存

された膨大なデータから必要

な情報を抽出し、速やかに農

林水産省へ提供するため、検

索要員の確保や机上演習を行

うことで緊急検索体制を維持

し、国内での家畜防疫のため

の措置等の適切な実施を支援

する。 

（３）家畜伝染性疾病の発生

等に伴う緊急検索への対応 
国内における口蹄疫等の家

畜伝染性疾病の発生時等にお

いて、農林水産省からの緊急

検索依頼に対し速やかに必要

な情報の抽出、提供を行うた

め、検索要員の確保や机上演

習を行い緊急検索体制を維持

する。 
 
 

 

Ｓ：計画を大きく上回り、かつ顕

著な成果が得られた。 
Ａ：計画を上回る成果が得られ

た。 
Ｂ：計画どおり順調に実施され

た。 
Ｃ：計画どおり実施されず改善を

要する。 
Ｄ：計画どおり実施されず当該業

務の廃止を含めた抜本的な改

善が必要と認められる。 

＜主要な業務実績＞ 
国内における口蹄疫等の家畜伝染性

疾病の発生時等において、農林水産省

からの緊急検索の依頼に速やかに対応

するため、ＢＳＥ緊急検索プログラム

操作の演習や口蹄疫発生に係る机上演

習を実施することにより、緊急検索体

制を維持した。 

なお、東日本大震災に伴う東京電力

福島第一原子力発電所事故への対応の

一環として、農林水産省からの検索依

頼を受け、原発周辺市町村の繋養牛情

報を報告した。 

 

＜評定と根拠＞ 
「 B 」 

根拠：計画どおり実施

した。 
 

評定 Ｂ 
＜評定に至った理由＞ 
 計画どおり、緊急検索プログ

ラム操作の演習や机上演習の実

施により緊急検索体制を維持し

たことから「B」評定とした。 

ぷ 
４．その他参考情報 
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１．当事務及び事業に関する基本情報 
第１-７-（４） 第 1 業務の質の向上 ７ 牛トレーサビリティ法に基づく事務等 （４）牛個体識別に関するデータの活用推進 

 
業務に関連する政策・施

策 
食料・農業・農村基本計画、酪農及び肉用牛生産の近代化を図る

ための基本方針 
当該事業実施に係る根拠 独立行政法人家畜改良センター法第１１条第２項第４号、牛の個体識別のための情報

の管理及び伝達に関する特別措置法第２０条、同法施行令第５条 
当該項目の重要度、難易

度 
 関連する政策評価・行政事業

レビュー 
行政事業レビューシート事業番号：０１３４ 
 

 
２．主要な経年データ 
 ①主要なアウトプット（アウトカム）情報   ②主要なインプット情報（人員に関する情報、法人全体）注 

指標等 達成目標 基準値 X１年度 X２年度 X３年度 X４年度 X５年度   H28 年度 H29 年度 H30 年度 H31 年度 H32 年度 
          予算額（千円） 237,603 238,408    

 決算額（千円） 237,782 210,272    

 経常費用（千円） 239,891 223,427    

 経常利益（千円） 180,643 177,422    

 行政ｻｰﾋﾞｽ実施ｺｽﾄ（千円） 216,213 199,054    

従事人員数 954 961    

 （うち常勤職員） 737 737    
注：業務ごとに算出していないため、法人全体の人員値を掲載 

３．各事業年度の業務に係る目標、計画、業務実績、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 
 中期目標 中期計画 年度計画 主な評価指標 法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 
 （４）牛個体識別に

関するデータの活用

推進 
 家畜個体識別事業

を推進するととも

に、各種制度や行政

施策の適正な執行、

畜産経営の高度化、

畜産物の適正な流通

等に資するため、牛

個体識別台帳に蓄積

されたデータの一層

の有効活用に向けた

取組を行う。 

（４）牛個体識別

に関するデータの

活用推進 
家畜個体識別事

業を推進するとと

もに、牛個体識別

台帳に蓄積された

データの一層の有

効活用を推進する

ため、国、生産者

団体、流通業者等

を交えた検討会を

毎年度、開催する。 

（４）牛個体識別

に関するデータの

活用推進 
家畜個体識別事

業を推進するとと

もに、利用者の要

望に応じたデータ

提供を行うことと

し、データの一層

の有効活用に向け

た検討会を開催す

る。 

Ｓ：計画を大きく上回り、かつ顕著な

成果が得られた。 
Ａ：計画を上回る成果が得られた。 
Ｂ：計画どおり順調に実施された。 
Ｃ：計画どおり実施されず改善を要す

る。 
Ｄ：計画どおり実施されず当該業務の

廃止を含めた抜本的な改善が必要

と認められる。 

＜主要な業務実績＞ 
家畜個体識別事業を推進

するとともに、牛個体識別

台帳に蓄積されたデータの

有効活用を図るため、利用

者の要望に応じたデータ提

供を４０２件行った。また、

データの一層の有効活用を

図るため、全国版畜産クラ

ウドシステムの構築に向け

た検討会を開催した。 

＜評定と根拠＞ 
「 B 」 

根拠：計画どおり実施した。 
 

評定 Ｂ 
＜評定に至った理由＞ 
 計画どおり、利用者の要望に応じたデータ提供等

を行ったことから「B」評定とした。 

 
４．その他参考情報 
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１．当事務及び事業に関する基本情報 
第１-８ 第 1 業務の質の向上 ８ その他センターの人材・資源を活用した外部支援 
業務に関連する政策・施

策 
食料・農業・農村基本計画、酪農及び肉用牛生産の近代化を図る

ための基本方針 
当該事業実施に係る根拠 独立行政法人家畜改良センター法第１１条第１項第６号 

当該項目の重要度、難易

度 
 関連する政策評価・行政事業

レビュー 
行政事業レビューシート事業番号：０１３４ 
 

 
２．主要な経年データ 
 ①主要なアウトプット（アウトカム）情報   ②主要なインプット情報（人員に関する情報、法人全体）注 

指標等 達成目標 基準値 X１年度 X２年度 X３年度 X４年度 X５年度   H28 年度 H29 年度 H30 年度 H31 年度 H32 年度 
          予算額（千円） 117 116    

 決算額（千円） 6,668 374    

 経常費用（千円） 6,668 385    

 経常利益（千円） 174 127    

 行政ｻｰﾋﾞｽ実施ｺｽﾄ（千円） 6,668 374    

従事人員数 954 961    

 （うち常勤職員） 737 737    
注：業務ごとに算出していないため、法人全体の人員を掲載 

３．各事業年度の業務に係る目標、計画、業務実績、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 
 中期目標 中期計画 年度計画 主な評価指標 法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 
 ８ その他センターの人材・資源を活用

した外部支援 

 国内における食料の安定供給の確保等

を図るためには、畜産の振興とそのため

の生産基盤の強化が重要である。このた

め、国内の関係機関等が連携し、全国的

な視点等からの家畜改良、飼養管理の改

善等を通じて畜産の振興及び生産基盤の

強化に取り組むことが必要である。特に、

国内において家畜伝染性疾病や自然災害

が発生した場合、被害のあった地域等の

畜産の復旧・復興に取り組むことが重要

である。このため、センターは、これ

ら災害が発生した場合等において、農

林水産省、都道府県等からの要請等に

応じて、保有する技術・人材等を活用

し、通常業務に支障が生じない範囲で

積極的に支援・協力を行うものとする。 

 

８ その他センターの人

材・資源を活用した外部支

援 
国内において家畜伝染

性疾病や自然災害が発生

した場合、被害のあった地

域等の畜産の復旧・復興に

取り組むことが重要であ

ることから、これら災害が

発生した場合等において、

農林水産省、都道府県等か

らの要請等に応じて、保有

する技術・人材等を活用

し、通常業務に支障が生じ

ない範囲で積極的に支

援・協力を行う。 
 このため、次の取組を行

う。 

８ その他センター

の人材・資源を活用し

た外部支援 
 〈以下略〉 

指標＝「小項目の項目数×２」（満

点）に対する「各小項目の点数の合

計値」（合計点）の比率 
 各小項目の評価点数の区分は以

下のとおりとする。 
  Ｓ評価：４点、Ａ評価：３点、Ｂ

評価：２点、Ｃ評価：１点、Ｄ評価：

０点 
 
Ａ：満点×１２/１０≦合計点 
Ｂ：満点×８/１０≦合計点＜ 
満点×１２/１０ 

Ｃ：満点×５/１０≦合計点＜ 
満点×８/１０ 

Ｄ：合計点≦満点×５／１０ 
 

◇緊急時における支援 
    2/2(B) 

◇災害時からの復興の支

援      2/2(B) 
◇作業の受託等 
       2/2(B) 

 

＜評定と根拠＞ 
「B」 

満点：６Ｐ(小項目３×２

Ｐ) 
合計：６Ｐ 
６Ｐ／６Ｐ＝１．０ 
（１０／１０） 

評定 B 
＜評定に至った理由＞ 
以下のとおり、下位の評価項目

である小項目の合計点がＢ評

定の判定基準内(満点×８/１０

≦合計点＜満点×１２/１０)であ

ったため。 

満点：6点（小項目 3×2点） 

合計点：7点=(3点×1 点＋2点

×2) 

7点／6点= 1.167 

 

◇緊急時における支援    3 点(A) 
◇災害時からの復興の支援 2 点(B) 
◇作業の委託等      2 点(B)         

 
４．その他参考情報 
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１．当事務及び事業に関する基本情報 
第１-８-（１） 第 1 業務の質の向上 ８ その他センターの人材・資源を活用した外部支援 （１）緊急時における支援 
業務に関連する政策・施

策 
食料・農業・農村基本計画、酪農及び肉用牛生産の近代化を図る

ための基本方針 
当該事業実施に係る根拠 独立行政法人家畜改良センター法第１１条第１項第６号 

当該項目の重要度、難易

度 
 関連する政策評価・行政事業

レビュー 
行政事業レビューシート事業番号：０１３４ 
 

 
２．主要な経年データ 
 ①主要なアウトプット（アウトカム）情報   ②主要なインプット情報（人員に関する情報、法人全体）注 

指標等 達成目標 基準値 X１年度 X２年度 X３年度 X４年度 X５年度   H28 年度 H29 年度 H30 年度 H31 年度 H32 年度 
          予算額（千円） 117 116    

 決算額（千円） 6,668 374    

 経常費用（千円） 6,668 385    

 経常利益（千円） 174 127    

 行政ｻｰﾋﾞｽ実施ｺｽﾄ（千円） 6,668 374    

従事人員数 954 961    

 （うち常勤職員） 737 737    
注：業務ごとに算出していないため、法人全体の人員を掲載 

３．各事業年度の業務に係る目標、計画、業務実績、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 
 中期目標 中期計画 年度計画 主な評価指標 法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 
 （１）緊急時におけ

る支援 
 国内において、高

病原性鳥インフルエ

ンザ等家畜伝染性疾

病や自然災害が発生

し、農林水産省又は

都道府県から防疫対

応作業等への人員派

遣要請があった場合

には積極的に支援を

行う。 

（１）緊急時にお

ける支援 
国内において、

高病原性鳥インフ

ルエンザ等家畜伝

染性疾病や自然災

害が発生し、農林

水産省又は都道府

県から防疫対応作

業等への人員派遣

要請があった場合

には、積極的に支

援を行う。 

（１）緊急時にお

ける支援 
国内において、

高病原性鳥インフ

ルエンザ等家畜伝

染性疾病や自然災

害が発生し、農林

水産省又は都道府

県から防疫対応作

業等への人員派遣

要請があった場合

には、通常業務に

支障が生じない範

囲で積極的に支援

を行う。 

Ｓ：計画を大きく上回

り、かつ顕著な成果

が得られた。 
Ａ：計画を上回る成果

が得られた。 
Ｂ：計画どおり順調に

実施された。 
Ｃ：計画どおり実施さ

れず改善を要する。 
Ｄ：計画どおり実施さ

れず当該業務の廃

止を含めた抜本的

な改善が必要と認

められる。 

＜主要な業務実績＞ 
香川県における高病原性鳥インフ

ルエンザ発生の際、農林水産省からの

防疫対応作業への緊急要請を受け、重

機の取扱いに熟練した者を含む延べ

１３名を派遣した。 

また、これらの支援に備え、各牧場

等から速やかな職員の派遣が可能と

なるよう連絡体制を整備しておくと

ともに、各牧場等連絡担当者の個人携

帯電話へのメール送受信を行い緊急

連絡体制の確認を行った。 

＜評定と根拠＞ 
「 B 」 

根拠：計画どおり実施した。 
 

評定 A 
＜評定に至った理由＞ 
家畜伝染性疾病の発生や自然災害が発生した際、

農林水産省等からの要請を受け、延べ１３名の職員

派遣を行い、防疫対応作業等の支援を行った。 
また、上記に加え、休日や勤務時間外は管理職員

持ち回り当番制で緊急時の連絡体制をとるとともに

疾病発生時後の緊急対応のための訓練（無通告によ

るもの）を年度内に２度実施し、長期休暇時期（年

末年始及びゴールデンウィーク）においては、緊急

支援要請に備えあらかじめ要員を確保するなど迅速

な対応が可能となるよう準備を十分行っており、所

期の目標を上回る成果が得られていることから「Ａ」

評定とした。 
＜その他事項＞ 
今回初めて予告無しの訓練を実施したことは評価

できる。 
（有識者会議委員意見） 

 
４．その他参考情報 
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１．当事務及び事業に関する基本情報 
第１-８-（２） 第 1 業務の質の向上 ８ その他センターの人材・資源を活用した外部支援 （２）災害等からの復興の支援 
業務に関連する政策・施

策 
食料・農業・農村基本計画、酪農及び肉用牛生産の近代化を図る

ための基本方針 
当該事業実施に係る根拠 独立行政法人家畜改良センター法第１１条第１項第６号 

当該項目の重要度、難易

度 
 関連する政策評価・行政事業

レビュー 
行政事業レビューシート事業番号：０１３４ 
 

 
２．主要な経年データ 
 ①主要なアウトプット（アウトカム）情報   ②主要なインプット情報（人員に関する情報、法人全体）注 

指標等 達成目標 基準値 X１年度 X２年度 X３年度 X４年度 X５年度   H28 年度 H29 年度 H30 年度 H31 年度 H32 年度 
          予算額（千円） 117 116    

 決算額（千円） 6,668 374    

 経常費用（千円） 6,668 385    

 経常利益（千円） 174 127    

 行政ｻｰﾋﾞｽ実施ｺｽﾄ（千円） 6,668 374    

従事人員数 954 961    

 （うち常勤職員） 737 737    
注：業務ごとに算出していないため、法人全体の人員を掲載 

３．各事業年度の業務に係る目標、計画、業務実績、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 
 中期目標 中期計画 年度計画 主な評価指標 法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 
 （２）災害等からの

復興の支援 
 自然災害や家畜伝

染性疾病により影響

を受けた地域におけ

る畜産業の復興を支

援するため、農林水

産省、都道府県等か

ら、種畜や粗飼料等

の供給に関する支援

について要請を受け

た場合、積極的に対

応する。 

（２）災害等から

の復興の支援 
 自然災害や家畜

伝染性疾病により

影響を受けた地域

における畜産業の

復興を支援するた

め、農林水産省、

都道府県等から、

種畜や粗飼料等の

供給に関する支援

について要請を受

けた場合には、積

極的に対応する。 

（２）災害等から

の復興の支援 
自然災害や家畜

伝染性疾病により

影響を受けた地域

における畜産業の

復興を支援するた

め、農林水産省、

都道府県等から、

種畜や粗飼料等の

供給に関する支援

について要請を受

けた場合には、通

常業務に支障が生

じない範囲で積極

的に対応する。 

Ｓ：計画を大きく上回り、かつ

顕著な成果が得られた。 
Ａ：計画を上回る成果が得られ

た。 
Ｂ：計画どおり順調に実施され

た。 
Ｃ：計画どおり実施されず改善

を要する。 
Ｄ：計画どおり実施されず当該

業務の廃止を含めた抜本的

な改善が必要と認められる。 

＜主要な業務実績＞ 
福岡県における九

州北部豪雨災害発生

の際、福岡県からの要

請を受け、緊急的に確

保が困難な粗飼料を

２５トン提供すると

ともに、畜産経営支援

協議会が整備する家

畜疾病・自然災害緊急

対策用の資材を本所

及び各場にて備蓄す

るなど、積極的に対応

した。 

＜評定と根拠＞ 
「 B 」 

根拠：計画どおり実施した。 
 

評定 Ｂ 
＜評定に至った理由＞ 
 計画どおり、自然災害が発生

した際、県からの要請を受け、

粗飼料の提供を行ったことか

ら「Ｂ」評定とした。 
 

 
４．その他参考情報 
 
 
 
 



146 
 

１．当事務及び事業に関する基本情報 
第１-８-（３） 第 1 業務の質の向上 ８ その他センターの人材・資源を活用した外部支援 （３）作業の受託等 
業務に関連する政策・施

策 
食料・農業・農村基本計画、酪農及び肉用牛生産の近代化を図る

ための基本方針 
当該事業実施に係る根拠 独立行政法人家畜改良センター法第１１条第１項第６号 

当該項目の重要度、難易

度 
 関連する政策評価・行政事業

レビュー 
行政事業レビューシート事業番号：０１３４ 
 

 
２．主要な経年データ 
 ①主要なアウトプット（アウトカム）情報   ②主要なインプット情報（人員に関する情報、法人全体）注 

指標等 達成目標 基準値 X１年度 X２年度 X３年度 X４年度 X５年度   H28 年度 H29 年度 H30 年度 H31 年度 H32 年度 
          予算額（千円） 117 116    

 決算額（千円） 6,668 374    

 経常費用（千円） 6,668 385    

 経常利益（千円） 174 127    

 行政ｻｰﾋﾞｽ実施ｺｽﾄ（千円） 6,668 374    

従事人員数 954 961    

 （うち常勤職員） 737 737    
注：業務ごとに算出していないため、法人全体の人員を掲載 

３．各事業年度の業務に係る目標、計画、業務実績、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 
 中期目標 中期計画 年度計画 主な評価指標 法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 
 （３）作業の受託等 

都道府県、大学、民間等か

ら、種畜の管理に係る作業や

育種資源の保存、調査、検査

等について、その計画的な実

施について協力依頼があり、

全国的な視点等からの家畜改

良、飼養管理の改善等に資す

る場合には、センターにおけ

る防疫措置等を考慮した上

で、積極的に協力することと

する。 

（３）作業の受託等 
都道府県、大学、民間等から、

種畜の管理に係る作業や育種資

源の保存、調査、検査等について、

その計画的な実施について協力

依頼があり、全国的な視点等から

の家畜改良、飼養管理の改善等に

資する場合には、センターにおけ

る防疫措置等を考慮した上で、積

極的に協力する。 

（３）作業の受託等 
都道府県、大学、民間等から、

種畜の管理に係る作業や育種資源

の保存、調査、検査等について、

その計画的な実施について協力依

頼があり、全国的な視点等からの

家畜改良、飼養管理の改善等に資

する場合には、センターにおける

防疫措置等を考慮した上で、積極

的に協力する。 

Ｓ：計画を大きく上回り、かつ顕

著な成果が得られた。 
Ａ：計画を上回る成果が得られた。 
Ｂ：計画どおり順調に実施された。 
Ｃ：計画どおり実施されず改善を

要する。 
Ｄ：計画どおり実施されず当該業

務の廃止を含めた抜本的な改善

が必要と認められる。 

＜主要な業務実績＞ 
都道府県、関係団

体、大学及び民間機関

等から協力依頼のあ

った全国的な視点等

からの家畜改良、飼養

管理の改善等に資す

る育種改良に関する

材料提供、調査の計画

的な実施等について、

センターにおける防

疫措置等を考慮した

上で４９件に積極的

に協力した。 

 

＜評定と根拠＞ 
「 B 」 

根拠：計画どおり実施し

た。 
 

評定 B 
＜評定に至った理由＞ 
 計画どおり、全国的な視点

からの家畜改良等に関する材

料提供の協力依頼に対応した

ことから「B」評定とした。 

 
４．その他参考情報 
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１．当事務及び事業に関する基本情報 
第２ 第２ 業務運営の効率化に関する目標を達成するためとるべき措置（以下「業務運営の効率化」と略記する。） 
項目の重要度、難易度  関連する政策評価・行政事業

レビュー 
行政事業レビューシート事業番号：０１３４ 
行政事業レビューシート事業番号：０１３９  

 
２．主要な経年データ 
 評価対象となる指標 達成目標 基準値 X１年度 X２年度 X３年度 X４年度 X５年度 （参考情報） 
          
 
３．各事業年度の業務に係る目標、計画、業務実績、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 
 中期目標 中期計画 年度計画 主な評価指標 法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 
 第４ 業務運営の効

率化に関する事項

〈以下略〉 

第３ 業務運営の

効率化に関する目

標を達成するため

とるべき措置 
〈以下略〉 

第２ 業務運営の

効率化 
 〈以下略〉 

指標＝「中項目の項目数×２」(満
点)に対する「各中項目の点数の合

計値」（合計点）の比率 
 各中項目の評価点数の区分は以

下のとおりとする。 
  Ｓ評価：４点、Ａ評価：３点、

Ｂ評価：２点、Ｃ評価：１点、Ｄ

評価：０点 
Ａ：満点×１２/１０≦合計点 
Ｂ：満点×８/１０≦合計点＜満点

×１２/１０ 
Ｃ：満点×５/１０≦合計点＜満点

×８/１０ 
Ｄ：合計点≦満点×５／１０ 
  
 

＜主要な業務実績＞ 
○一般管理費等の削減    2/2(B) 
○調達の合理化       2/2(B) 
○業務運営の改善      2/2(B) 
         

＜評定と根拠＞ 
「B 」 

満点：６Ｐ(中項目３×２

Ｐ) 
合計：６Ｐ 
６Ｐ／６Ｐ＝１.０ 
(１０／１０) 

評定 B 
＜評定に至った理由＞ 
以下のとおり、下位の評価項目である中項目

の合計点が B 評定の判定基準内(満点×8/10≦
合計点＜満点×12/10)であったため。 
満点：6 点（中項目 3×2 点） 
合計点：6 点=(2 点×3) 
6 点／6 点= 1.0 
 
○一般管理費等の削減             2 点(B) 
○調達の合理化                2 点(B) 

○ ○業務運営の改善                   2 点(B) 

 
４．その他参考情報 
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１．当事務及び事業に関する基本情報 
第２-１ 第２ 業務の質の向上 １ 一般管理費等の削減 
当該項目の重要度、難易

度 
 関連する政策評価・行政事業

レビュー 
行政事業レビューシート事業番号：０１３４ 

 
２．主要な経年データ 
 評価対象となる指標 達成目標 基準値 平成 28 年度 平成 29 年度 平成 30 年度 平成 31 年度 平成 32 年度 （参考情報） 
 
 
 

一般管理費（予算額） 
※１ 

毎年度対前年比３％抑制  314 
▲10.7％ 

 
▲13.4％ 

   単位：百万円、下段は抑制率（対

前年度） 
業務経費（予算額） 毎年度対前年比１％抑制  2,114 

▲4.2％ 
 
▲16.3％ 

   単位：百万円、下段は抑制率（対

前年度） 
※１：人件費除く、 
 
３．各事業年度の業務に係る目標、計画、業務実績、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 
 中期目標 中期計画 年度計画 主な評価指標 法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 
 １ 業務の効率化と経費の

節減 
（１）一般管理費等の削減 
運営費交付金で行う事業

について、業務の見直し及び

効率化を進め、一般管理費

（人件費を除く。）について

は毎年度平均で少なくとも

対前年度比３％の抑制、業務

経費については毎年度、平均

で少なくとも対前年度比

１％抑制することを目標と

する。 

１ 一般管理費等の削減 
 運営費交付金で行う事

業について、業務の見直

し及び効率化を進め、消

費税率引き上げに伴う増

加分を除き、一般管理費

（人件費を除く。）につい

ては、毎年度平均で対前

年度比３％以上の抑制、

業務経費については、毎

年度平均で対前年度比

１％以上の抑制を図る。 

１ 一般管理費等の削減 
運営費交付金で行う事業に

ついて、業務の見直し及び効

率化を進め、一般管理費（人

件費を除く。）については、毎

年度平均で対前年度比３％以

上の抑制、業務経費について

は、毎年度平均で対前年度比

１％以上の抑制を図る。  

Ａ：難易度が高い計画であったが順調

に実施した。 
Ｂ：計画どおり順調に実施された。 
Ｃ：計画どおり実施されず改善を要す

る。 
Ｄ：計画どおり実施されず抜本的な改

善が必要と認められる。 

＜主要な業務実績＞ 
運営費交付金で行う業

務のうち一般管理費（人

件費を除く。）について

は、対前年度比３．０％

以上抑制するとともに、

業務経費についても対前

年度比１．０％以上抑制

するなど、計画どおり実

施した。 

＜評定と根拠＞ 
「 B 」 

根拠：計画どおり実施した。 
  

評定 B 
＜評定に至った理由＞ 
 計画どおり一般管理費等の抑制

を達成していることから「B」評

定とした。 
 

 
４．その他参考情報 
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１．当事務及び事業に関する基本情報 
第２-２ 第２ 業務の質の向上 ２ 調達の合理化 
当該項目の重要度、難易

度 
 関連する政策評価・行政事業

レビュー 
行政事業レビューシート事業番号：０１３４ 
 

 
２．主要な経年データ 
 評価対象となる指標 達成目標 基準値 X１年度 X２年度 X３年度 X４年度 X５年度 （参考情報） 
          

 
３．各事業年度の業務に係る目標、計画、業務実績、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 
 中期目標 中期計画 年度計画 主な評価指標 法人の業務実績・自己評価 主務大臣に

よる評価 業務実績 自己評価 
 （２）調達の合理化 

 「独立行政法人における調

達等合理化の取組の推進に

ついて」（平成 27 年５月 25
日総務大臣決定）等を踏ま

え、公正かつ透明な調達手続

による、適切で迅速かつ効果

的な調達を実現する観点か

ら、毎年度、策定する「調達

等合理化計画」の中で、定量

的な目標や具体的な指標を

設定し、取組を着実に実施す

る。 
 また、随意契約については

「独立行政法人の随意契約

に係る事務について」（平成

26年10月１日付け総管査第

284 号総務省行政管理局長

通知）に基づき明確化した、

随意契約によることができ

る事由により、公正性・透明

性を確保しつつ合理的な調

達を実施する。 

２ 調達の合理化 
 「独立行政法人における調達等合理化の取組の推

進について」（平成 27 年５月 25 日総務大臣決定）等

を踏まえ、公正かつ透明な調達手続きによる、適切

で迅速かつ効果的な調達を実現する観点から、毎年

度策定する「調達等合理化計画」の中で、定量的な

目標や具体的な指標を設定し、取組を着実に実施す

るとともに、同計画において定めた重点的に取り組

む分野、調達に関するガバナンスの徹底等について、

着実に実施する。併せて、監事及び外部有識者によ

って構成する契約監視委員会において、競争性のな

い随意契約の検証又は一般競争等について真に競争

性が確保されているかの点検・見直しを行い、その

結果を公表するとともに、「調達等合理化計画」に反

映させ、更なる合理化を推進する。 
 また、随意契約については「独立行政法人の随意

契約に係る事務について」（平成 26 年 10 月１日付け

総管査第 284 号総務省行政管理局長通知）に基づき

明確化した、随意契約によることができる事由によ

り、公正性・透明性を確保しつつ合理的な調達を実

施することとし、競争性のない随意契約を行う場合

は、契約審査委員会を開催し、随意契約によること

ができる事由により真に随意契約であるかどうかの

判断を行い、公正性・透明性を確保しつつ、合理的

な調達を推進する。  
 
 
 
 
 

２ 調達の合理化 
「独立行政法人における調達等合理化の取組の推進に

ついて」（平成 27 年５月 25 日総務大臣決定）等を踏まえ、

公正かつ透明な調達手続きによる、適切で迅速かつ効果

的な調達を実現する観点から、毎年度策定する「調達等

合理化計画」の中で、定量的な目標や具体的な指標を設

定し、取組を着実に実施するとともに、同計画において

定めた重点的に取り組む分野、調達に関するガバナンス

の徹底等について、着実に実施する。併せて、監事及び

外部有識者によって構成する契約監視委員会において、

競争性のない随意契約の検証又は一般競争等について真

に競争性が確保されているかの点検・見直しを行い、そ

の結果を公表するとともに、「調達等合理化計画」に反映

させ、更なる合理化を推進する。 
 また、随意契約については「独立行政法人の随意契約

に係る事務について」（平成 26 年 10 月１日付け総管査第

284 号総務省行政管理局長通知）に基づき明確化した、

随意契約によることができる事由により、公正性・透明

性を確保しつつ合理的な調達を実施することとし、競争

性のない随意契約を行う場合は、契約審査委員会を開催

し、随意契約によることができる事由により、真に随意

契約であるかどうかの判断を行い、公正性・透明性を確

保しつつ、合理的な調達を推進する。 

Ａ：難易度が高

い計画であっ

たが順調に実

施した。 
Ｂ：計画どおり

順調に実施さ

れた。 
Ｃ：計画どおり

実施されず改

善を要する。 
Ｄ：計画どおり

実施されず抜

本的な改善が

必要と認めら

れる。 

＜主要な業務実績＞ 
調達等合理化計画を策定・

公表し、同計画において定め

た重点的に取り組む分野、調

達に関するガバナンスの徹底

等について、着実に実施した。

また、年２回開催する契約監

視委員会において、競争性の

ない随意契約の検証又は一般

競争等について真に競争性が

確保されているかの点検・見

直しを行い、その結果を公表

した。 

さらに、競争性のない随意

契約を行う場合は、契約審査

委員会を開催し、随意契約に

よることができる事由に該当

するか否かの判断を行い、公

正性・透明性を確保しつつ、

合理的な調達を行うなど、計

画どおり実施した。 

 

＜評定と根拠

＞ 
「 B 」 

根拠：計画ど

お り 実 施 し

た。 
  

評定 B 
＜評定に至

った理由＞ 
 計画どお

りの取組を

行ったこと

から「B」評

定とした。 

 
４．その他参考情報 
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第２-３ 第２ 業務の質の向上 ３ 業務運営の改善 
当該項目の重要度、難易

度 
 関連する政策評価・行政事業

レビュー 
行政事業レビューシート事業番号：０１３４ 
 

 
２．主要な経年データ 
 評価対象となる指標 達成目標 基準値 X１年度 X２年度 X３年度 X４年度 X５年度 （参考情報） 
          

 
３．各事業年度の業務に係る目標、計画、業務実績、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 
 中期目標 中期計画 年度計画 主な評価指標 法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 
 （３）業務運営の改

善 
 業務運営の改善を

推進するため、「国の

行政の業務改革に関

する取組方針～行政

のＩＣＴ化・オープ

ン化、行政改革の徹

底に向けて～」（平成

26 年７月 25 日総務

大臣決定）等を踏ま

え、情報システム導

入・更新時における

業務改革及び職員間

のコミュニケーショ

ンの活発化等オフィ

ス改革による労働生

産性の向上に取り組

む。 

３ 業務運営の改善 
業務運営の改善を推進す

るため、「国の行政の業務

改革に関する取組方針～

行政のＩＣＴ化・オープン

化、行政改革の徹底に向け

て～」（平成 26 年７月 25
日総務大臣決定）等を踏ま

え、情報システム導入・更

新時における業務改革及

び職員間のコミュニケー

ションの活発化等オフィ

ス改革による労働生産性

の向上を図ることとし、次

の取組を行う。 

３ 業務運営の改善  
〈以下略〉 

指標＝「小項目の項目数×２」（満点）

に対する「各小項目の点数の合計値」

（合計点）の比率 
 各小項目の評価点数の区分は以下

のとおりとする。 
  Ｓ評価：４点、Ａ評価：３点、Ｂ評

価：２点、Ｃ評価：１点、Ｄ評価：０

点 
 
Ａ：満点×１２/１０≦合計点 
Ｂ：満点×８/１０≦合計点＜ 
満点×１２/１０ 

Ｃ：満点×５/１０≦合計点＜ 
満点×８/１０ 

Ｄ：合計点≦満点×５／１０ 
 

◇情報システム導入・更新時に 
おける業務の見直し   2/2(B) 

◇ネット会議システムの活用に 
よる業務の効率化    2/2(B) 

◇GAP 手法等の活用による業務運 
営の高度化       2/2(B) 

 

＜評定と根拠＞ 
「B 」 

満点：６Ｐ(小項目３×２Ｐ) 
合計：６Ｐ 
６Ｐ／６Ｐ＝１.０ 
(１０／１０) 
 

評定 Ｂ 
＜評定に至った理由＞ 
以下のとおり、下位の評価項

目である小項目の合計点が B 評

定の判定基準内(満点×8/10≦合

計点＜満点×12/10)であったた

め。 
満点：6 点（小項目 3×2 点） 
合計点：6 点=(2 点×3) 
6 点／6 点= 1.0 
 
◇情報システム導入・更新時における

業務の見直し        2 点(B) 
◇ネット会議システムの活用による

業務の効率化           2 点(B) 
◇GAP 手法等の活用による業務運 
営の高度化       2 点(B) 

 

 
４．その他参考情報 
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１．当事務及び事業に関する基本情報 
第２-３-（１） 第２ 業務の質の向上 ３ 業務運営の改善 （１）情報システム導入・更新時における業務の見直し 
当該項目の重要度、難易

度 
 関連する政策評価・行政事業

レビュー 
行政事業レビューシート事業番号：０１３４ 
 

 
２．主要な経年データ 
 評価対象となる指標 達成目標 基準値 X１年度 X２年度 X３年度 X４年度 X５年度 （参考情報） 
          

 
３．各事業年度の業務に係る目標、計画、業務実績、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 
 中期目標 中期計画 年度計画 主な評価指標 法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 
  （１）情報システム導入・更

新時における業務の見直し 
 新たに情報システムを導入

する場合及びセンターが所有

する情報システムの更新を行

う場合は、業務と情報システ

ムの関係を整理し、整備を計

画的に行うとともに、手続き

の簡素化、業務処理の迅速化

など業務の見直しを行う。 

（１）情報システム導入・

更新時における業務の見直

し 
情報システムの導入・更

新を行う場合には、業務と

情報システムの関係を整理

し、整備を計画的に行うと

ともに、手続きの簡素化、

業務処理の迅速化などにつ

いて業務の見直しを行う。 

Ｓ：計画を大きく上回り、かつ

顕著な成果が得られた。 
Ａ：計画を上回る成果が得られ

た。 
Ｂ：計画どおり順調に実施され

た。 
Ｃ：計画どおり実施されず改善

を要する。 
Ｄ：計画どおり実施されず当該

業務の廃止を含めた抜本的な

改善が必要と認められる。 

＜主要な業務実績＞ 
センターが保有する情報システムに

ついて、それぞれの情報の管理等の観点

を踏まえて、引き続き各担当部署におい

て管理することとし、手続きの簡素化、

業務処理の迅速化を踏まえた計画的な

情報システムの導入、更新について検討

し、計画どおり実施した。 

＜評定と根拠＞ 
「B」 

根拠： 
・計画どおり実施

した。 

評定 B 
＜評定に至った理由＞ 
 計画どおり、取組を行ったことから

「B」評定とした。 

 
４．その他参考情報 
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１．当事務及び事業に関する基本情報 
第２-３-（２） 第２ 業務の質の向上 ３ 業務運営の改善 （２）ネット会議システムの活用による業務の効率化 
当該項目の重要度、難易

度 
 関連する政策評価・行政事業

レビュー 
行政事業レビューシート事業番号：０１３４ 
 

 
２．主要な経年データ 
 評価対象となる指標 達成目標 基準値 X１年度 X２年度 X３年度 X４年度 X５年度 （参考情報） 
          

 
３．各事業年度の業務に係る目標、計画、業務実績、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 
 中期目標 中期計画 年度計画 主な評価指標 法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 
  （２）ネット会議システム

の活用による業務の効率化 
ネット会議システム等を

活用し、定期的に及び案件

があるごとに、センター本

所、牧場及び支場間のネッ

ト会議等を実施することに

より、業務の効率化を図る。 

（２）ネット会議

システムの活用に

よる業務の効率化 
ネット会議シス

テム等を活用し、

定期的に及び案件

があるごとに、セ

ンター本所、牧場

及び支場間のネッ

ト会議等を実施す

る。 

Ｓ：計画を大きく上回り、かつ

顕著な成果が得られた。 
Ａ：計画を上回る成果が得られ

た。 
Ｂ：計画どおり順調に実施され

た。 
Ｃ：計画どおり実施されず改善

を要する。 
Ｄ：計画どおり実施されず当該

業務の廃止を含めた抜本的

な改善が必要と認められる。 

＜主要な業務実績＞ 
定期的な部長会議、本所と各牧場・支場との業務打合

せの開催に当たり、平成２８年度から導入したテレビ会

議システムの活用を始めたところ、センター全体として

の双方向の情報共有、迅速な会議設定や出張の節減な

ど、センター業務の効率化に有効であることが明らかと

なり、同システムの活用について広く呼びかけ、その結

果、説明会、勉強会等を含め一年間で７４回利用し、計

画どおり実施した。 

 

＜評定と根拠＞ 
「 B 」 

根拠：計画どおり実

施した。 
 

評定 Ｂ 
＜評定に至った理由＞ 
 計画どおり、テレビ会議シス

テムが活用されたことから「B」

評定とした。 

 
４．その他参考情報 
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１．当事務及び事業に関する基本情報 
第２-３-（２） 第２ 業務の質の向上 ３ 業務運営の改善 （３）GAP 手法等の活用による業務運営の高度化 
当該項目の重要度、難易

度 
 関連する政策評価・行政事業

レビュー 
行政事業レビューシート事業番号：０１３４ 
 

 
２．主要な経年データ 
 評価対象となる指標 達成目標 基準値 X１年度 X２年度 X３年度 X４年度 X５年度 （参考情報） 
          
 
３．各事業年度の業務に係る目標、計画、業務実績、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 
 中期目標 中期計画 年度計画 主な評価指標 法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 
   （３）GAP 手法等

の活用による業務

運営の高度化 
業務運営の高度

化を図るための

GAP 手法等の活用

に向け、GAP に関

する情報収集を行

うとともに、検討

を行う。 

Ｓ：計画を大きく上回り、かつ

顕著な成果が得られた。 
Ａ：計画を上回る成果が得られ

た。 
Ｂ：計画どおり順調に実施され

た。 
Ｃ：計画どおり実施されず改善

を要する。 
Ｄ：計画どおり実施されず当該

業務の廃止を含めた抜本的

な改善が必要と認められる。 

＜主要な業務実績＞ 
業務運営の高度化を図るためのＧＡＰ手法等の活用

に向け、組織的な取組としてＧＡＰへの取組に係るイン

センティブ予算を設定して各場の取組を推進し、全場職

員を対象とした勉強会を２回開催するなど、ＧＡＰに関

する情報収集・提供を行った。また、併せてＧＡＰの取

組について検討し、既に農場ＨＡＣＣＰの認証を受けて

いた岩手牧場において、さらなる農場運営の改善及びＪ

ＧＡＰ認証取得に取り組んだ結果、平成３０年３月に認

証を受けた。 

＜評定と根拠＞ 
「 B 」 

根拠：計画どおり実

施した。 
 

評定 Ｂ 
＜評定に至った理由＞ 
計画どおり、業務運営の高度

化を図るためのＧＡＰ手法等の

活用に向け情報収集・提供を行

い、さらに岩手牧場がＪＧＡＰ

家畜・畜産物の認証を取得した

ことから「Ｂ」評定とした。 

４．その他参考情報 
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１．当事務及び事業に関する基本情報 
第３ 第３ 予算、収支計画及び資金計画 
当該項目の重要度、難易度  関連する政策評価・行政事業

レビュー 
行政事業レビューシート事業番号：０１３４ 
 

 
２．主要な経年データ 
 評価対象となる指標 達成目標 基準値 X１年度 X２年度 X３年度 X４年度 X５年度 （参考情報） 

         
 
３．各事業年度の業務に係る目標、計画、業務実績、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 
 中期目標 中期計画 年度計画 主な評価指標 法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 
 第５ 財務内容の改

善に関する事項 
 〈以下略〉 

 第３ 予算、収支

計画及び資金計画 
 〈以下略〉 

指標＝「中項目の項目数×２」（満点）

に対する「中項目の点数の合計値」

（合計点）の比率 各中項目の評価点

数の区分は以下のとおりとする。 
Ｓ評価：４点、Ａ評価：３点、Ｂ評

価：２点、Ｃ評価：１点、Ｄ評価：

０点 
 
Ａ：満点×１２/１０≦合計点、 
Ｂ：満点×８/１０≦合計点＜満点×

１２/１０ 
Ｃ：満点×５/１０≦合計点＜満点×

８/１０ 
Ｄ：合計点≦満点×５／１０ 

○予算          
○収支計画       2/2(B) 
○資金計画        
○収支の均衡      2/2(B) 
○業務運営の効率化を反映した 

予算の策定と遵守   2/2(B) 
○自己収入の確保    2/2(B) 
○保有資産の処分    2/2(B) 
  

 
 
 
  

  
  

  
  

＜評定と根拠＞ 
「 B 」 
 
満点：１０Ｐ 

(中項目５×２Ｐ) 
合計：１０Ｐ 
１０Ｐ／１０Ｐ＝１．０ 

(１０／１０) 
    

評定 B 
＜評定に至った理由＞ 
以下のとおり、下位の評価項目である中項目

の合計点がB評定の判定基準内(満点×8/10≦合

計点＜満点×12/10)であったため。 
満点：10 点（中項目 5×2 点） 
合計点：10 点=(2 点×5) 
10 点／10 点= 1.0 
 
○予算          
○収支計画       2 点(B) 
○資金計画        
○収支の均衡      2 点(B) 
○業務運営の効率化を反映した 
予算の策定と遵守   2 点(B) 

○自己収入の確保    2 点(B) 
○保有資産の処分    2 点(B) 

４．その他参考情報 
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１．当事務及び事業に関する基本情報 
第３－１～３  第３ 予算、収支計画及び資金計画  １ 予算  ２ 収支計画  ３ 資金計画  
当該項目の重要度、難易度  

 
関連する政策評価・行政事業レビュー 行政事業レビューシート事業番号：０１３４ 

 
 
２．主要な経年データ                                                                     （単位：百万円） 
 評価対象となる指標 達成目標 平成２８年度 平成２９年度 平成３０年度 平成３１年度 平成３２年度    備  考 

運営費交付金  7,394      
業務経費 効率化係数 年９９％ 2,114      
一般管理費 効率化係数 年９７％ 314      
人件費 人件費抑制係数 年１００％ 6,213      

 
３．各事業年度の業務に係る目標、計画、業務実績、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 
 中期目標 中期計画 年度計画 主な評価指標 法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 
 第５ 財務内容の改善に関する

事項 
１ 収支の均衡 
適切で効率的な業務運営を行う

ことにより、収支の均衡を図る。 
２ 業務の効率化  
「第４ 業務の効率化に関する

事項」及び１に定める事項を踏

まえた中期計画の予算を作成

し、当該予算による運営を行う。

独立行政法人会計基準の改訂

(平成12年２月16日独立行政法

人会計基準研究会策定、平成 27

年１月 27 日改訂)等により、運

営費交付金の会計処理として、

業務達成基準による収益化が原

則とされたことを踏まえ、収益

化単位の業務ごとに予算と実績

を管理する体制を構築する。  

一定の事業等のまとまりごとに

適切にセグメントを設定し、セ

グメント情報を開示する。

  

 
１ 予算 
２ 収支計画 
３ 資金計画 

 

  
１ 予算 
２ 収支計画 
３ 資金計画 

 

＜主な定量的指標＞ 
Ａ：難易度が高い計画であったが

順調に実施した。 
Ｂ：計画どおり順調に実施された。 
Ｃ：計画どおり実施されず改善を

要する。 
Ｄ：計画どおり実施されず抜本的

な改善が必要と認められる。 
  

＜主要な業務実績＞ 
一定の事業等のまとまりを単位とし

た予算、収支計画及び資金計画を作成す

ることにより、事務事業と予算の見積も

りとの対応関係を明確にするとともに、

業務の効率化及び経費の節減を図りつ

つ、業務が効率的に運営できるよう資金

の適切な配分に努め、計画どおり実施し

た。 

＜評定と根拠＞ 
「 B 」 
根拠：計画どおり実施した。 
 

   
   
  

評定 B 
＜評定に至った理由＞ 
計画どおり、予算、収支計画

及び資金計画を作成し事務事業

を実施したことから「B」評定と

した。 

 
４．その他参考情報 
 
 
 
１．当事務及び事業に関する基本情報 
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第３－４  第３ 予算、収支計画及び資金計画  ４ 収支の均衡 
当該項目の重要度、難易度  関連する政策評価・行政事業レビュー 行政事業レビューシート事業番号：０１３４ 

 
 
２．主要な経年データ                                                                       (単位：百万円) 
 評価対象となる指標 達成目標 基準値 平成２８年度 平成２９年度 平成３０年度 平成３１年度 平成３２年度 （参考情報） 

         

 
３．各事業年度の業務に係る目標、計画、業務実績、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 
 中期目標 中期計画 年度計画 主な評価指標 法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 
  ４ 収支の均衡 

適切で効率的な業務運

営を行い、業務の進捗と

予算の執行状況を勘案し

つつ業務運営予算の割当

に反映させる、収入の太

宗を占める運営費交付金

については着実に収益化

する、市場価格の影響を

強く受け著しい変動が見

込まれる自己収入につい

てはこれを優先的に活用

して収入予算の欠損リス

クの防止に努めるなどに

より収支の均衡を図る。 

４ 収支の均衡 
適切で効率的な業

務運営を行い、業務

の進捗と予算の執行

状況を勘案しつつ業

務運営予算を適切な

割当に反映させる、

収入の太宗を占める

運営費交付金につい

ては着実に収益化す

る、市場価格の影響

を強く受け著しい変

動が見込まれる自己

収入についてはこれ

を優先的に活用して

収入予算の欠損リス

クの防止に努めるな

どにより収支の均衡

を図る。 

Ａ：難易度が高い計画

であったが順調に

実施した。 
Ｂ：計画どおり順調に

実施された。 
Ｃ：計画どおり実施さ

れず改善を要する。 
Ｄ：計画どおり実施さ

れず抜本的な改善

が必要と認められ

る。 

＜主要な業務実績＞ 
自己収入や予算執行の状況を定期的に把握し、自

己収入見積額と実績額との乖離から生じる欠損を防

止した。また、自己収入の状況を反映した予算の配

分や執行を実施することにより、収支の均衡を確保

した。なお、運営費交付金の収益化を適切な金額と

するため、退職時期の変更等から翌年度以降に執行

が見込まれる運営費交付金債務を繰り越す決定を第

３四半期末等に実施した。 

＜評定と根拠＞ 
「 B 」 
根拠：計画どおり実施

した。 
 
 
  
  
  
  

評定 B 
＜評定に至った理由＞ 
計画どおり、収支の均衡が図られたことか

ら「B」評定とした。 

 
４．その他参考情報 
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１．当事務及び事業に関する基本情報 
第３－５  第３予算、収支計画及び資金計画 ５ 業務運営の効率化を反映した予算の策定と遵守 
当該項目の重要度、難易度  関連する政策評価・行政事業レビュー 行政事業レビューシート事業番号：０１３４ 

 
 
２．主要な経年データ 
 評価対象となる指標 達成目標 基準値 X１年度 X２年度 X３年度 X４年度 X５年度 （参考情報） 
          
 
３．各事業年度の業務に係る目標、計画、業務実績、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 
 中期目標 中期計画 年度計画 主な評価指標 法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 
  ５ 業務運営の効率化を反映した予

算の策定と遵守 
  「第３ 業務運営の効率化に関す

る目標を達成するためとるべき措置」

及び４に定める事項を踏まえ、運営費

交付金で行う事業の効率化と収支の

均衡を勘案した中期計画の予算を作

成し、当該予算による運営を行う。 
 独立行政法人会計基準の改訂(平成

12 年２月 16 日独立行政法人会計基

準研究会策定、平成 27 年１月 27 日

改訂)等により、運営費交付金の会計

処理として、業務達成基準による収益

化が原則とされたことを踏まえ、業務

達成基準における収益化単位の業務

を適切に設定するとともに、これらの

業務ごとに予算と実績を管理する体

制を構築する。 
 一定の事業等のまとまりごとに適

切にセグメントを設定し、セグメント

情報を開示する。 

５ 業務運営の効率化を反映した

予算の策定と遵守 
独立行政法人会計基準の改訂(平

成12年２月16日独立行政法人会計

基準研究会策定、平成 27 年１月 27
日改訂)等により、運営費交付金の会

計処理として、業務達成基準による

収益化が原則とされたことを踏ま

え、業務達成基準における収益化単

位の業務を適切に設定するととも

に、これらの業務ごとに予算と実績

を管理する体制を構築する。 
 一定の事業等のまとまりとして

適切に設定した８のセグメントに

ついて、セグメント情報を開示す

る。 

Ａ：難易度が高い計画であったが

順調に実施した。 
Ｂ：計画どおり順調に実施された。 
Ｃ：計画どおり実施されず改善を

要する。 
Ｄ：計画どおり実施されず抜本的

な改善が必要と認められる。 

＜主要な業務実績＞ 
業務達成基準による収益化

が原則とされたことを踏まえ、

一定の事業等のまとまりを畜

種や事業内容により細分化し

た１９の単位により予算と実

績を管理する体制とした。ま

た、平成２８年度の決算結果を

分析し、改善が必要な事項を明

らかにするとともに、その改善

を図るために、財源を有効に活

用する方法及び自己収入の管

理方法の充実に積極的に取り

組んだ。当期総利益の１００百

万円については、独立行政法人

通則法第４４条第１項の積立

金として整理することとした。 

なお、一定の事業等のまとま

りとして適切に設定した８の

セグメント情報については、８

月１日付けでセンターのホー

ムページを用いて開示した。 

＜評定と根拠＞ 
「 B 」 
根拠：計画どおり実施した。 
 
   
   
  

評定 B 
＜評定に至った理由＞ 
計画どおり、セグメント

情報を開示したことから

「B」評定とした。 

 
４．その他参考情報 
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１．当事務及び事業に関する基本情報 
第３－６ 第３ 予算、収支計画及び資金計画 ６ 自己収入の確保 
当該項目の重要度、難易度  関連する政策評価・行政事業レビュー 行政事業レビューシート事業番号：０１３４ 

 
 
２．主要な経年データ 
 評価対象となる指標 達成目標 基準値 X１年度 X２年度 X３年度 X４年度 X５年度 （参考情報） 

         

 
３．各事業年度の業務に係る目標、計画、業務実績、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 
 中期目標 中期計画 年度計画 主な評価指標 法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評

価 業務実績 自己評価 
 ３ 自己収入の確保 

事務及び事業の実施に伴い発生する畜産物等

の販売、受託研究等の外部研究資金の獲得、

受益者負担の適正化等により自己収入の確保

に努める。特に、「独立行政法人改革等に関す

る基本的な方針」において、「法人の増収意欲

を増加させるため、自己収入の増加が見込ま

れる場合には、運営費交付金の要求時に、自

己収入の増加見込み額を充てて行う新規業務

の経費を見込んで要求できるものとし、これ

により、当該経費に充てる額を運営費交付金

の要求額の算定に当たり減額しないこととす

る。」とされていることを踏まえ、本中期目標

の方向に則して、適切な対応を行う。 
 また、家畜の改良増殖に係る精液、受精卵

等の配布価格及び飼料作物種子の配布価格に

ついては、畜産経営等に及ぼす影響に留意し

つつ、民間市場価格や生産コストを考慮した

適切な価格とする。その際、生産コストにつ

いては、費目別に把握するよう努めるととも

に、飼料生産等業務の外部化の推進、当該生

産コストと実際の配布価格の差異分析等を通

じて更なるコスト縮減に努めるものとする。 

６自己収入の確保 
 

６ 自己収入の確保 
 〈以下略〉 

指標＝「小項目の項目数×２」（満

点）に対する「各小項目の点数の

合計値」（合計点）の比率 各小項

目の評価点数の区分は以下のとお

りとする。 
Ｓ評価：４点、Ａ評価：３点、Ｂ

評価：２点、Ｃ評価：１点、Ｄ評

価：０点 
 
Ａ：満点×１２/１０≦合計点 
Ｂ：満点×８/１０≦合計点＜満点

×１２/１０ 
Ｃ：満点×５/１０≦合計点＜満点

×８/１０ 
Ｄ：合計点≦満点×５／１０ 

＜主要な業務実績＞ 
□自己収入の確保 

      2/2(B) 
□適切な配布価格の設定  

2/2(B)      
 
 
  

＜評定と根拠＞ 
「 B 」 

満点：４Ｐ(小項目２×２Ｐ) 
合計：４Ｐ 
４Ｐ／４Ｐ＝１．０ 
(１０／１０)  
    
   
   
    
   
   
   
   
   
   

評定 B 
＜評定に至った理

由＞ 
以下のとおり、下

位の評価項目であ

る小項目の合計点

が B 評定の判定基

準内(満点×8/10≦
合 計 点 ＜ 満 点 ×

12/10)であったた

め。 
満点：4 点（小項目

2×2 点） 
合計点：4 点=(2 点

×2) 
4 点／4 点= 1.0 
□自己収入の確保 

2 点(B) 
□適切な配布価格の

設定   2 点(B) 

４．その他参考情報 
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１．当事務及び事業に関する基本情報 
第３－６－（１） 第３ 予算、収支計画及び資金計画 ６ 自己収入の確保 （１）自己収入の確保 
当該項目の重要度、難易度  関連する政策評価・行政事業レビュー 行政事業レビューシート事業番号：０１３４ 

 
 
２．主要な経年データ                                                                       （単位：百万円） 
 評価対象となる指標 達成目標 基準値 H28 年度 H29 年度 H30 年度 H31 年度 H32 年度 （参考情報） 

受託収入     345     決算額 
諸収入   1,823     決算額 

 
３．各事業年度の業務に係る目標、計画、業務実績、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 
 中期目標 中期計画 年度計画 主な評価指標 法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 
   （１）自己収入の確保 

事務及び事業の実施に伴い発生する畜産

物等の販売、受託研究等の外部研究資金の獲

得、受益者負担の適正化等により自己収入の

確保に努める。特に、「独立行政法人改革等

に関する基本的な方針」（平成 25 年 12 月 25
日閣議決定）において、「法人の増収意欲を

増加させるため、自己収入の増加が見込まれ

る場合には、運営費交付金の要求時に、自己

収入の増加見込み額を充てて行う新規業務

の経費を見込んで要求できるものとし、これ

により、当該経費に充てる額を運営費交付金

の要求額の算定に当たり減額しないことと

する。」とされていることを踏まえ、中期目

標の方向に則して、中期目標に定められた事

業を確実に実施するとともに、情報セキュリ

ティの強化、優秀な人材の確保等、センター

の体質強化につながるよう、適切な対応を行

う。 

Ｓ：計画を大きく上回り、

かつ顕著な成果が得ら

れた。 
Ａ：計画を上回る成果が得

られた。 
Ｂ：計画どおり順調に実施

された。 
Ｃ：計画どおり実施されず

改善を要する。 
Ｄ：計画どおり実施されず

当該業務の廃止を含め

た抜本的な改善が必要

と認められる。 

＜主要な業務実績＞ 
自己収入については、事

務及び事業の実施に伴い発

生する畜産物等の販売、受

託研究等の外部研究資金の

獲得、受益者負担の適正化

等により、予算との比較で

は３８４百万円の増となっ

たが、畜産物価格等が下降

傾向となったことから、対

前年比では２１７百万円の

減となった。 

＜評定と根拠＞ 
「 B 」 
根拠：計画どおり実施した。 
 
   
   
  

評

定 
Ｂ 

＜評定に至った理由＞ 
計画どおり、自己収入の

確保をしたことから「B」評

定とした。 
 

 
４．その他参考情報 
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１．当事務及び事業に関する基本情報 
第３－６－（２）  第３予算、収支計画及び資金計画  ６ 自己収入の確保 （２）適切な配布価格の設定 
当該項目の重要度、難易度  関連する政策評価・行政事業レビュー 行政事業レビューシート事業番号：０１３４ 
 
２．主要な経年データ 
 評価対象となる指標 達成目標 基準値 X１年度 X２年度 X３年度 X４年度 X５年度 （参考情報） 

         

 
 
３．各事業年度の業務に係る目標、計画、業務実績、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 
 中期目標 中期計画 年度計画 主な評価指標 法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 
   （２）適切な配布価格の設定 

家畜の改良増殖に係る精液、受精卵等の

配布価格及び飼料作物種子の配布価格につ

いては、畜産経営等に及ぼす影響に留意し

つつ、民間市場価格や生産コストを考慮し

た適切な価格とする。その際、生産コスト

については、人件費、資材費、消耗品費等

の費目別に把握するよう努めるとともに、

「業務の外部化実施計画」における飼料生

産等業務の外部化の一層の推進、当該生産

コストと実際の配布価格の差異分析等を通

じて更なるコスト縮減に努めるものとす

る。 

Ｓ：計画を大きく上回り、かつ

顕著な成果が得られた。 
Ａ：計画を上回る成果が得られ

た。 
Ｂ：計画どおり順調に実施され

た。 
Ｃ：計画どおり実施されず改善

を要する。 
Ｄ：計画どおり実施されず当該

業務の廃止を含めた抜本的

な改善が必要と認められる。 

＜主要な業務実績＞ 
精液、受精卵及び飼料作物種子の配布

価格については、畜産経営等に及ぼす影

響に留意し、民間市場価格や生産コスト

を考慮した価格に設定した。また、生産

コストを人件費、資材費、消耗品費等の

費目別に把握し、当該生産コストと実際

の配布価格の差異分析を行うとともに、

飼料作物種子の単収・発芽率向上に取り

組むなど、生産コストの縮減に努めた。 

＜評定と根拠＞ 
「B 」 
根拠：計画どおり

実施した。 
 
   

評定 B 
＜評定に至った理由＞ 
計画どおり、コスト縮減

に向けた差異分析を行うと

ともにコストの縮減に努め

たことから「B」評定とした。 
 

 
４．その他参考情報 
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１．当事務及び事業に関する基本情報 
第３－７ 第３ 予算、収支計画及び資金計画 ７ 保有資産の処分 
当該項目の重要度、難易度  関連する政策評価・行政事業レビュー 行政事業レビューシート事業番号：０１３４ 

 
 
２．主要な経年データ 
 評価対象となる指標 達成目標 基準値 X１年度 X２年度 X３年度 X４年度 X５年度 （参考情報） 

         
 
 
３．各事業年度の業務に係る目標、計画、業務実績、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 
 中期目標 中期計画 年度計画 主な評価指標 法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 
 ４ 保有資産の処分 

 保有資産については、

「独立行政法人の保有資

産の不要認定に係る基本

的視点について」（平成

26 年９月２日付け総管

査第 263 号総務省行政管

理局長通知）に基づき、

保有の必要性を不断に見

直し、保有の必要性が認

められないものについて

は、不要財産として国庫

納付等を行うこととす

る。 

７ 保有資産の処分 
 保有資産については、「独立

行政法人の保有資産の不要認

定に係る基本的視点について」

（平成 26 年９月２日付け総管

査第 263 号総務省行政管理局

長通知）に基づき、土地・建物

等の保有資産を最大限活用す

るため、毎年度、保有資産利用

状況を調査して保有の必要性

を不断に見直し、利用度の著し

く低いものについては、有効利

用の可能性、経済合理性等の観

点に沿って将来の利用見込み、

保有の必要性等について検討

を行い、保有の必要性が認めら

れないものについては、不要財

産として国庫納付や除去処分

等を行う。 

７ 保有資産の処分 
保有資産については、「独立行政

法人の保有資産の不要認定に係る

基本的視点について」（平成 26 年

９月２日付け総管査第 263 号総務

省行政管理局長通知）に基づき、

土地・建物等の保有資産を最大限

活用するため、保有資産利用状況

を調査して、保有の必要性を不断

に見直し、利用度の著しく低いも

のについては、有効利用の可能性、

経済合理性等の観点に沿って将来

の利用見込み、保有の必要性等に

ついて検討を行い、保有の必要性

が認められないものについては、

不要財産として国庫納付や除去処

分等を行う。 
また、保有資産の適正な管理及

び有効活用を図るため、「固定資産

の見える化」の更新を実施する。 

Ａ：難易度が高い計画であったが

順調に実施した。 
Ｂ：計画どおり順調に実施され

た。 
Ｃ：計画どおり実施されず改善を

要する。 
Ｄ：計画どおり実施されず抜本的

な改善が必要と認められる。 

＜主要な業務実績＞ 
保有資産の有効活用を図るため、各場

から保有資産の利用状況の報告により

確認し、不要財産と判断したものは除去

処分するなど必要な措置を講じた。 

また、家畜改良センター全体の償却資

産利用状況調査を実施し、経済合理性等

の観点に沿って将来の利用見込み、保有

の必要性等について検討した。 

なお、保有資産の適正な管理及び有効

活用を図るため、写真による「固定資産

の見える化」の更新を行った。 

＜評定と根拠＞ 
「B 」 
根拠：計画どおり

実施した。 
 
   

評定 B 
＜評定に至った理由＞ 
計画どおり、保有資産の

適正な管理及び有効利用を

図るための必要な措置を講

じたことから「B」評定とし

た。 
 

 
４．その他参考情報 
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１．当事務及び事業に関する基本情報 
第４ 第４ 短期借入金の限度額 
当該項目の重要度、難易度  関連する政策評価・行政事業

レビュー 
行政事業レビューシート事業番号：０１３４ 
 

 
２．主要な経年データ 
 評価対象となる指標 達成目標 基準値 X１年度 X２年度 X３年度 X４年度 X５年度 （参考情報） 

         

 
３．各事業年度の業務に係る目標、計画、業務実績、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 
 中期目標 中期計画 年度計画 主な評価指標 法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 
  第５ 短期借入金

の限度額 
１０億円 
＜想定される 
理由＞ 
運営費交付金の受

け入れの遅滞 

第４ 短期借入金

の限度額 
運営交付金の受

入れが遅滞するこ

とを想定して、短

期借入金の限度額

として１０億円を

計上した。 

Ａ：難易度が高い計画

であったが順調に

実施した。 
Ｂ：計画どおり順調に

実施された。 
Ｃ：計画どおり実施さ

れず改善を要する。 
Ｄ：計画どおり実施さ

れず抜本的な改善

が必要と認められ

る。 

＜主要な業務実績＞ 
短期借入金の借入はな

った。  

＜評定と根拠＞ 
 「―」 
短期借入金の借入はなか

ったため評価は行わない。 
 

評定 － 
＜評定に至った理由＞ 
 短期借入金の借入を行わなかったことから評価は行わない。 

 
４．その他参考情報 
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１．当事務及び事業に関する基本情報 
第５ 第５ 不要財産等の処分に関する計画 
当該項目の重要度、難易度  関連する政策評価・行政事業

レビュー 
行政事業レビューシート事業番号：０１３４ 
 

 
２．主要な経年データ 
 評価対象となる指標 達成目標 基準値 X１年度 X２年度 X３年度 X４年度 X５年度 （参考情報） 

         

 
３．各事業年度の業務に係る目標、計画、業務実績、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 
 中期目標 中期計画 年度計画 主な評価指標 法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 
   第５ 不要財産等

の処分に関する計

画 
なし 

Ａ：難易度が高い計画

であったが順調に

実施した。 
Ｂ：計画どおり順調に

実施された。 
Ｃ：計画どおり実施さ

れず改善を要する。 
Ｄ：計画どおり実施さ

れず抜本的な改善

が必要と認められ

る。 

＜主要な業務実績＞ 
なし 

＜評定と根拠＞ 
 「―」 
根拠：年度計画がないため

評価は行わない。 
 
 
 
 

評定 － 
＜評定に至った理由＞ 
 不要財産等の処分に関する年度計画がないため評価は行わない。 

 
４．その他参考情報 
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１．当事務及び事業に関する基本情報 
第６ 第６ 重要な財産の譲渡等の計画 
当該項目の重要度、難易度  関連する政策評価・行政事業

レビュー 
行政事業レビューシート事業番号：０１３４ 
 

 
２．主要な経年データ 
 評価対象となる指標 達成目標 基準値 X１年度 X２年度 X３年度 X４年度 X５年度 （参考情報） 

         
 
３．各事業年度の業務に係る目標、計画、業務実績、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 
 中期目標 中期計画 年度計画 主な評価指標 法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 
   第６ 重要な財産

の譲渡等の計画 
なし 

Ａ：難易度が高い計画

であったが順調に

実施した。 
Ｂ：計画どおり順調に

実施された。 
Ｃ：計画どおり実施さ

れず改善を要する。 
Ｄ：計画どおり実施さ

れず抜本的な改善

が必要と認められ

る。 

＜主要な業務実績＞ 
なし 

＜評定と根拠＞ 
 「―」 
・年度計画がないため評価

は行わない。 
 
 

評定 － 
＜評定に至った理由＞ 
 重要な財産の譲渡等に関する年度計画がないため評価は行わな

い。 

 
４．その他参考情報 
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１．当事務及び事業に関する基本情報 
第７ 第７ 剰余金の使途 
当該項目の重要度、難易度  関連する政策評価・行政事業

レビュー 
行政事業レビューシート事業番号：０１３４ 
 

 
２．主要な経年データ 
 評価対象となる指標 達成目標 基準値 X１年度 X２年度 X３年度 X４年度 X５年度 （参考情報） 

         
 
３．各事業年度の業務に係る目標、計画、業務実績、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 
 中期目標 中期計画 年度計画 主な評価指標 法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 
  第８ 剰余金の使途 

剰余金の使途は、業務運営

の効率化及び業務の質の向上

を図るための育種素材の導

入、機械及び車輌の更新・修

理、施設の改修、草地の整備・

更新及び事務処理ソフトの導

入とする。 

第７ 剰余金の使途 
剰余金の使途は、育種素材の

導入、機械及び車両の更新・修

理、施設の整備・改修、草地の

整備・更新、情報セキュリティ

関連システムの整備・改修、事

務処理ソフトの導入等センター

基盤の維持、強化を図るために

必要な経費とする。 

Ａ：難易度が高い計画であったが

順調に実施した。 
Ｂ：計画どおり順調に実施された。 
Ｃ：計画どおり実施されず改善を

要する。 
Ｄ：計画どおり実施されず抜本的

な改善が必要と認められる。 

＜主要な業務実績＞ 
平成２９年度は剰余金の使途

に充てる積立金はなかった。 

＜評定と根拠＞ 
 「―」 
・剰余金の使途に充てる積

立金はなかったため評価は

行わない。 
 
 

評定 － 
＜評定に至った理由＞ 
 剰余金の使途に充てる積立

金はなかったため評価は行わ

ない。 

 
４．その他参考情報 
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１．当事務及び事業に関する基本情報 
第８ 第８ その他業務運営に関する事項 
当該項目の重要度、難易度  関連する政策評価・行政事業

レビュー 
行政事業レビューシート事業番号：０１３４ 
 

 
２．主要な経年データ 
 評価対象となる指標 達成目標 基準値 X１年度 X２年度 X３年度 X４年度 X５年度 （参考情報） 

         
 
３．各事業年度の業務に係る目標、計画、業務実績、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 
 中期目標 中期計画 年度計画 主な評価指標 法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 
 第６ その他業務運

営に関する重要事項 
第９ その他業務

運営に関する事項 
第８ その他業務

運営に関する事項 
 〈以下略〉 

指標＝「中項目の項目数×２」（満

点）に対する「各中項目の点数の

合計値」（合計点）の比率 各中項

目の評価点数の区分は以下のとお

りとする。 
Ｓ評価：４点、Ａ評価：３点、Ｂ

評価：２点、Ｃ評価：１点、Ｄ評

価：０点 
Ａ：満点×１２/１０≦合計点 
Ｂ：満点×８/１０≦合計点＜満点

×１２/１０ 
Ｃ：満点×５/１０≦合計点＜満点

×８/１０ 
Ｄ：合計点≦満点×５／１０ 

＜主要な業務実績＞ 
○ガバナンスの強化     2/2(B) 
○人材の確保・育成      2/2(B) 
○情報公開等の推進     2/2(B) 
○情報セキリュティ対策の強化 

  2/2(B) 
○環境対策・安全管理の推進 

     2/2(B)  
○施設・設備の整備に関する計画 

  2/2(B) 
○積立金の処分に関する事項  2/2(B) 

＜評定と根拠＞ 
「 B 」 

 
満点：１４Ｐ(中項目７×

２Ｐ) 
合計：１４Ｐ  
１４Ｐ／１４Ｐ＝１．０ 
（１０／１０） 

評定 B 
＜評定に至った理由＞ 
以下のとおり、下位の評価項目である中項目

の合計点が B 評定の判定基準内(満点×8/10≦
合計点＜満点×12/10)であったため。 
満点：14 点（中項目 7×2 点） 
合計点：14 点=(2 点×7) 
14 点／14 点= 1.0 
○ガバナンスの強化       2 点(B) 
○人材の確保・育成        2 点(B) 
○情報公開等の推進       2 点(B) 
○情報セキリュティ対策の強化  2 点(B) 
○環境対策・安全管理の推進   2 点(B)  
○施設・設備の整備に関する計画 2 点(B) 
○積立金の処分に関する事項    2 点(B) 

 
４．その他参考情報 
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１．当事務及び事業に関する基本情報 
第８－１ 第８ その他業務運営に関する事項 １ ガバナンスの強化 
当該項目の重要度、難易度  関連する政策評価・行政事業レビュー 行政事業レビューシート事業番号：０１３４ 
 
２．主要な経年データ 
 評価対象となる指標 達成目標 基準値 X１年度 X２年度 X３年度 X４年度 X５年度 （参考情報） 

         
 
３．各事業年度の業務に係る目標、計画、業務実績、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 
 中期目標 中期計画 年度計画 主な評価指標 法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 
 １ ガバナンスの強

化 
１ ガバナンスの

強化 
 

１ ガバナンスの

強化 
 〈以下略〉 

指標＝「小項目の項目

数×２」（満点）に対

する「各小項目の点数

の合計値」（合計点）

の比率 各小項目の評

価点数の区分は以下

のとおりとする。 
Ｓ評価：４点、Ａ評

価：３点、Ｂ評価：２

点、Ｃ評価：１点、Ｄ

評価：０点 
 
Ａ：満点×１２/１０

≦合計点 
Ｂ：満点×８/１０≦

合計点＜満点×１２/
１０ 
Ｃ：満点×５/１０≦

合計点＜満点×８/１
０ 
Ｄ：合計点≦満点×５

／１０ 

＜主要な業務実績＞ 
□内部統制システムの 
充実・強化   2/2(B) 
        

□コンプライアンスの 
推進      2/2(B)      
  
  

＜評定と根拠＞ 
「B  」 

満点：４Ｐ(小項目２×２Ｐ) 
合計：４Ｐ 
４Ｐ／４Ｐ＝１．０ 
(１０／１０)  
    
   
   
    
   
   
   
   
   
   

評定 B 
＜評定に至った理由＞ 
以下のとおり、下位の評価項目である小項目の合計点が B 評定の

判定基準内(満点×8/10≦合計点＜満点×12/10)であったため。 
満点：4 点（小項目 2×2 点） 
合計点：4 点=(2 点×2) 
4 点／4 点= 1.0 
□内部統制システムの充実・強化   2 点(B)       
□コンプライアンスの推進          2 点(B) 

 
４．その他参考情報 
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１．当事務及び事業に関する基本情報 
第８－１-（１） 第８ その他業務運営に関する事項 １ ガバナンスの強化 （１）内部統制システムの充実・強化 
当該項目の重要度、難易度  関連する政策評価・行政事業レビュー 行政事業レビューシート事業番号：０１３４ 

 
 
２．主要な経年データ 
 評価対象となる指標 達成目標 基準値 X１年度 X２年度 X３年度 X４年度 X５年度 （参考情報） 

         
 
３．各事業年度の業務に係る目標、計画、業務実績、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 
 中期目標 中期計画 年度計画 主な評価指標 法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 
 （１）内部統制システムの充実・強化 

 「独立行政法人の業務の適正を確保する

ための体制等の整備」について（平成 26 年

11 月 28 日付け総管査第 322 号総務省行政

管理局長通知）に基づき業務方法書に定め

た事項を適正に実行するなど、内部統制シ

ステムの更なる充実・強化を図る。 
 特に、第３中期目標期間内に生じた調査

研究業務における不適正な経理処理 事案

等の事態を重く受け止め、物品の適正な調

達、その他のリスク管理等の対策を徹底し、

不適正事案の根絶に向け、内部統制の仕組

みを強化する。 
 具体的には、理事長のリーダーシップの

下で効率的・効果的な業務運営を推進する

ため、以下の取組等を通じ内部統制システ

ムの充実・強化を図るとともに、十分な情

報共有の下、各役員の担当業務、権限及び

責任を明確にし、役員による迅速かつ的確

な意志決定を行う。 

（１）内部統制システムの

充実・強化 
 理事長のリーダーシップ

の下で効率的・効果的な業

務運営を推進し、内部統制

システムの更なる充実・強

化を図るため、次の取組を

行う。 

（１）内部統制システムの

充実・強化 
 理事長のリーダーシッ

プの下で効率的・効果的な

業務運営を推進し、内部統

制システムの更なる充

実・強化を図るため、次の

取組を行う。 

指標＝「細項目の項目数×２」

（満点）に対する「細項目の

点数の合計値」（合計点）の比

率 
 各細項目の評価点数の区分

は以下のとおりとする。 
  Ｓ評価：４点、Ａ評価：３

点、Ｂ評価：２点、 
Ｃ評価：１点、Ｄ評価：０点 
 
Ａ：満点×１２/１０≦合計点 
Ｂ：満点×８/１０≦合計点＜

満点×１２/１０ 
Ｃ：満点×５/１０≦合計点＜

満点×８/１０ 
Ｄ：合計点≦満点×５／１０ 
  

□監事監査体制の強化 
2/2(B) 

□役員会の開催等    
2/2(B) 

□法令遵守に係る職員教育 
等の強化    2/2(B) 

□業務の進行管理    
2/2(B) 

□リスク管理と迅速な対応 
 2/2(B) 

 

＜評定と根拠＞ 
「 B 」 

満点：１０Ｐ(細項目５×２

Ｐ) 
合計：１０Ｐ 
１ ０ Ｐ ／ １ ０ Ｐ ＝ １ . ０  

(１０／１０) 
 
 
 

評定 B 
＜評定に至った理由＞ 
以下のとおり、下位

の評価項目である細項

目の合計点が B 評定の

判定基準内(満点×8/10
≦ 合 計 点 ＜ 満 点 ×

12/10)であったため。 
満点：10 点（細項目 5
×2 点） 
合計点：10 点=(2 点×

5) 
10 点／10 点= 1.0 
□監事監査体制の強化 

2 点(B) 
□役員会の開催等 2 点(B)
□法令遵守に係る職員教    
育等の強化   2 点(B) 

□業務の進行管理 2 点(B) 
□リスク管理と迅速な対

応       2 点(B) 
 
４．その他参考情報 
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１．当事務及び事業に関する基本情報 
第８－１-（１）-ア 第８ その他業務運営に関する事項 １ ガバナンスの強化 （１）内部統制システムの充実・強化 ア 監事監査体制の強化 
当該項目の重要度、難易

度 
 関連する政策評価・行政事業

レビュー 
行政事業レビューシート事業番号：０１３４ 
 

 
２．主要な経年データ 
 評価対象となる指標 達成目標 基準値 

 
X１年度 X２年度 X３年度 X４年度 X５年度 （参考情報） 

 
         

 
３．各事業年度の業務に係る目標、計画、業務実績、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 
 中期目標 中期計画 年度計画 主な評価指標 法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 
 ア 監事監査の実効性を担

保するため、「監事監査指

針」（平成 26 年 12 月 19 日

独立行政法人、特殊法人等

監事連絡会）を踏まえ、役

員からの独立性を担保した

形での監事の補助職員（以

下「補助職員」という。）を

設置する。 

ア 監事監査体制の強化 
 監事監査の実効性を高め、監事監査業務

を円滑に遂行するため、「監事監査指針」

（平成 26 年 12 月 19 日独立行政法人、特

殊法人等監事連絡会）を踏まえ、役員から

の独立性を担保した形での監事の補助職

員（以下「補助職員」という。）を平成 28
年度末までに２名設置する。 

ア 監事監査体制の強化 
監事の補助職員を２名配置した

体制を継続する。 

Ｓ：計画を大きく上回り、かつ顕著

な成果が得られた。 
Ａ：計画を上回る成果が得られた。 
Ｂ：計画どおり順調に実施された。 
Ｃ：計画どおり実施されず改善を要

する。 
Ｄ：計画どおり実施されず当該業務

の廃止を含めた抜本的な改善が

必要と認められる。 
 

＜主要な業務実績＞ 
監事監査の実効性を

高め、監事監査業務を

円滑に遂行するため、

監事の補助職員を２名

配置した体制を継続

し、計画どおり実施し

た。 

＜評定と根拠＞ 
「 B 」 

根拠：計画どおり実施

した。 
 
 

評定 B 
＜評定に至った理由＞ 
 計画どおり取組が実

施されたことから「B」

評定とした。 

 
４．その他参考情報 
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１．当事務及び事業に関する基本情報 
第８－１-（１）-イ 第８ その他業務運営に関する事項 １ ガバナンスの強化 （１）内部統制システムの充実・強化 イ 役員会の開催等 
当該項目の重要度、難易

度 
 関連する政策評価・行政事業

レビュー 
行政事業レビューシート事業番号：０１３４ 
 

 
２．主要な経年データ 
 評価対象となる指標 達成目標 基準値 

 
X１年度 X２年度 X３年度 X４年度 X５年度 （参考情報） 

 
         

 
３．各事業年度の業務に係る目標、計画、業務実績、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 
 中期目標 中期計画 年度計画 主な評価指標 法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 
 イ 業務運営に関す

る重要事項について

定期的に役員会にお

いて審議・報告する

などにより、適切な

ガバナンスを確保す

る。また、ネット会

議システム等の効率

的な活用を図ること

等により牧場・支場

とのコミュニケーシ

ョンの改善を図る。 

イ 役員会の開催

等 
業務運営に関す

る重要事項につい

て定期的に役員会

を開催して審議・

報告するととも

に、必要に応じて

場長会議、業務検

討会等を開催する

などにより、適切

なガバナンスを確

保する。また、ネ

ット会議システム

等を効率的に活用

するなどにより、

センター本所、牧

場及び支場間のコ

ミュニケーション

の改善に取り組

む。 
 

 

イ 役員会の開催

等 
 指標＝「微項目の項

目数×２」（満点）に

対する「各微項目の点

数の合計値」（合計点）

の比率 
 各微項目の評価点

数の区分は以下のと

おりとする。 
  Ｓ評価：４点、Ａ評

価：３点、Ｂ評価：２

点、Ｃ評価：１点、Ｄ

評価：０点 
 
Ａ：満点×１２/１０

≦合計点 
Ｂ：満点×８/１０≦

合計点＜満点×１２/
１０ 
Ｃ：満点×５/１０≦

合計点＜満点×８/１
０ 
Ｄ：合計点≦満点×５

／１０ 

△定期的な役員会の開催   2/2(B) 
△場長会議、業務検討会等の開催 

  2/2(B) 
△ネット会議システムの活用等 

   2/2(B) 

＜評定と根拠＞ 
「B  」 

満点：６Ｐ(微項目３×２Ｐ) 
合計：６Ｐ 
６Ｐ／６Ｐ＝１.０ 
（１０／１０） 

評定 B 
＜評定に至った理由＞ 
以下のとおり、下位の評価項目である微項

目の合計点がB評定の判定基準内(満点×8/10
≦合計点＜満点×12/10)であったため。 
満点：6 点（微項目 3×2 点） 
合計点：6 点=(2 点×3) 
6 点／6 点= 1.0 
△定期的な役員会の開催        2 点(B) 
△場長会議、業務検討会等の開催    2 点(B) 
△ネット会議システムの活用等     2 点(B) 

 
４．その他参考情報 
 
 
 
 
  



171 
 

１．当事務及び事業に関する基本情報 
第８-１-（１）-イ-（ア） 第８ その他業務運営に関する事項 １ ガバナンスの強化 （１）内部統制システムの充実・強化 イ 役員会の開催等  

（ア）定期的な役員会の開催 
当該項目の重要度、難易

度 
 関連する政策評価・行政事業

レビュー 
行政事業レビューシート事業番号：０１３４ 
 

 
２．主要な経年データ 
 評価対象となる指標 達成目標 基準値 

 
X１年度 X２年度 X３年度 X４年度 X５年度 （参考情報） 

 
         

 
３．各事業年度の業務に係る目標、計画、業務実績、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 
 中期目標 中期計画 年度計画 主な評価指標 法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 
   （ア）定期的な役

員会の開催 
理事長のリーダ

ーシップの下で効

率的・効果的な業

務運営を推進する

ため、業務運営に

関する重要事項に

ついて定期的に役

員会を開催して審

議・報告を行う。 

Ｓ：計画を大きく上回

り、かつ顕著な成果

が得られた。 
Ａ：計画を上回る成果

が得られた。 
Ｂ：計画どおり順調に

実施された。 
Ｃ：計画どおり実施さ

れず改善を要する。 
Ｄ：計画どおり実施さ

れず当該業務の廃

止を含めた抜本的

な改善が必要と認

められる。 
 

＜主要な業務実績＞ 
平成２９年度は、６月、

１２月及び２月に役員会

を開催し、事業計画、予

算・決算等の業務運営に

関する重要事項について

審議･報告を行うなど、計

画どおり実施した。 

＜評定と根拠＞ 
「 B 」 

根拠：計画どおり実施した。 
 
 
 

評定 B 
＜評定に至った理由＞ 
計画どおり取組が実施されたことから「B」評定とした。 

 
４．その他参考情報 
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１．当事務及び事業に関する基本情報 
第８-１-（１）-イ-（イ） 第８ その他業務運営に関する事項 １ ガバナンスの強化 （１）内部統制システムの充実・強化 イ 役員会の開催等  

（イ）場長会議、業務検討会等の開催 
当該項目の重要度、難易

度 
 関連する政策評価・行政事業

レビュー 
行政事業レビューシート事業番号：０１３４ 
 

 
２．主要な経年データ 
 評価対象となる指標 達成目標 基準値 X１年度 X２年度 X３年度 X４年度 X５年度 （参考情報） 

         
 
３．各事業年度の業務に係る目標、計画、業務実績、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 
 中期目標 中期計画 年度計画 主な評価指標 法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 
   （イ）場長会議、

業務検討会等の開

催 
適切なガバナン

スを確保しつつ効

率的・効果的な業

務の推進を図るた

め、必要に応じて

場長会議、業務検

討会等を開催す

る。 

Ｓ：計画を大きく上回

り、かつ顕著な成果が

得られた。 
Ａ：計画を上回る成果

が得られた。 
Ｂ：計画どおり順調に

実施された。 
Ｃ：計画どおり実施さ

れず改善を要する。 
Ｄ：計画どおり実施さ

れず当該業務の廃止

を含めた抜本的な改

善が必要と認められ

る。 

＜主要な業務実績＞ 
適切なガバナンスを確保しつつ効率的・効

果的な業務の推進を図るため、場長会議を開

催し、業務の進捗状況や懸案事項への対応等

について確認を行った。また、中期計画等の

達成に向け、業務検討会を開催し、外部有識

者を交え業務に係る課題について検討を行

った。業務検討会後、出された指摘・意見へ

の具体的な対応策等を整理し、改善に取り組

んだ。 

＜評定と根拠＞ 
「B  」 
根拠：計画どおり実施した。 
 

評定 B 
＜評定に至った理由＞ 
計画どおり取組が実施されたことか

ら「B」評定とした。 

 
４．その他参考情報 
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１．当事務及び事業に関する基本情報 
第８-１-（１）-イ-（ウ） 第８ その他業務運営に関する事項 １ ガバナンスの強化 （１）内部統制システムの充実・強化 イ 役員会の開催等  

（ウ）ネット会議システムの活用等 
当該項目の重要度、難易度  関連する政策評価・行政事業

レビュー 
行政事業レビューシート事業番号：０１３４ 
 

 
２．主要な経年データ 
 評価対象となる指標 達成目標 基準値 X１年度 X２年度 X３年度 X４年度 X５年度 （参考情報） 

         
 
３．各事業年度の業務に係る目標、計画、業務実績、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 
 中期目標 中期計画 年度計画 主な評価指標 法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 
   （ウ）ネット会議システム

の活用等 
ネット会議システムを活

用し、定期的に及び案件が

あるごとにセンター本所、

牧場及び支場間のネット会

議を実施する。（再掲） 

Ｓ：計画を大きく上回り、かつ顕

著な成果が得られた。 
Ａ：計画を上回る成果が得られた。 
Ｂ：計画どおり順調に実施された。 
Ｃ：計画どおり実施されず改善を

要する。 
Ｄ：計画どおり実施されず当該業

務の廃止を含めた抜本的な改善が

必要と認められる。 

＜主要な業務実績＞ 
定期的な部長会議、本所と各牧場・支場と

の業務打合せの開催に当たり、平成２８年度

から導入したテレビ会議システムの活用を

始めたところ、センター全体としての双方向

の情報共有、迅速な会議設定や出張の節減な

ど、センター業務の効率化に有効であること

が明らかとなり、同システムの活用について

広く呼びかけ、その結果、説明会、勉強会等

を含め一年間で７４回利用し、計画どおり実

施した。（再掲） 

＜評定と根拠＞ 
「 B 」 
根拠：計画どおり実施し

た。 
 

評定 B 
＜評定に至った理由＞ 
計画どおり、テレビ会議システム

の活用が行われたことから「B」評

定とした。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
４．その他参考情報 
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１．当事務及び事業に関する基本情報 
第８-１-（１）-ウ 第８ その他業務運営に関する事項 １ ガバナンスの強化 （１）内部統制システムの充実・強化 ウ 法令遵守に係る職員教育等の強化 
当該項目の重要度、難易度  関連する政策評価・行政事業

レビュー 
行政事業レビューシート事業番号：０１３４ 

 
２．主要な経年データ 
 評価対象となる指標 達成目標 基準値 X１年度 X２年度 X３年度 X４年度 X５年度 （参考情報） 

         
 
３．各事業年度の業務に係る目標、計画、業務実績、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 
 中期目標 中期計画 年度計画 主な評価指標 法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 
 ウ 法令遵守に係る

職員教育等を強化す

るため、e ラーニング

システムを導入する

ことにより、効果的

な研修を実施する。 

ウ 法令遵守に係る職員教育等の

強化 
 法令遵守に係る職員教育等を強

化するため、平成 28年度末までに e
ラーニングシステムを導入し、導入

後は法令遵守に係る職員教育を毎

年度、１回以上実施することによ

り、効率的・効果的な研修機会の拡

充や、時宜を得た必要な学習が可能

な体制とするなど、効果的な研修を

実施する。 

ウ 法令遵守に係る職員

教育等の強化 
e ラーニングシステムを

活用した法令遵守に係る

職員教育を実施する。 

Ｓ：計画を大きく上回り、かつ

顕著な成果が得られた。 
Ａ：計画を上回る成果が得られ

た。 
Ｂ：計画どおり順調に実施され

た。 
Ｃ：計画どおり実施されず改善

を要する。 
Ｄ：計画どおり実施されず当該

業務の廃止を含めた抜本的な

改善が必要と認められる。 

＜主要な業務実績＞ 
法令遵守に係る職員教育を強化する

ため、自作教材とイントラネットを活

用したｅラーニングシステムによる研

修を、計画どおり実施した。 

＜評定と根拠＞ 
「 B 」 
根拠：計画どおり実施

した。 
 

評定 B 
＜評定に至った理由＞ 
計画どおり取組が行われたこと

から「B」評定とした。 
 

 

４．その他参考情報 
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１．当事務及び事業に関する基本情報 
第８-１-（１）-エ 第８ その他業務運営に関する事項 １ ガバナンスの強化 （１）内部統制システムの充実・強化 エ 業務の進行管理 
当該項目の重要度、難易度  関連する政策評価・行政事業レビュー 行政事業レビューシート事業番号：０１３４ 

 
 
２．主要な経年データ 
 評価対象となる指標 達成目標 基準値 X１年度 X２年度 X３年度 X４年度 X５年度 （参考情報） 

         
 
３．各事業年度の業務に係る目標、計画、業務実績、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 
 中期目標 中期計画 年度計画 主な評価指標 法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 
 エ 行動規範、中期

計画・年度計画事業

の着実な実施に係る

方針や内部統制推進

規程等について、内

部統制に係る活動の

体系的な実施の観点

から、必要に応じ見

直しを行う。 

エ 業務の進行管

理 
 行動規範、中期

計画・年度計画

事業の着実な実

施に係る方針や

内部統制推進規

程等について、

内部統制に係る

活動の体系的な

実 施 の 観 点 か

ら、必要に応じ

見直しを行う。 
 また、四半期毎

に業務の進捗状

況 を 取 り ま と

め、役員等によ

るモニタリング

を実施し、必要

に応じて措置を

講じるなど、業

務の進行管理を

行う。 

エ 業務の進行管

理 
 〈以下略〉 

 指標＝「微項目の項

目数×２」（満点）に

対する「各微項目の点

数の合計値」（合計点）

の比率 
 各微項目の評価点

数の区分は以下のと

おりとする。 
  Ｓ評価：４点、Ａ評

価：３点、Ｂ評価：２

点、Ｃ評価：１点、Ｄ

評価：０点 
 
Ａ：満点×１２/１０

≦合計点 
Ｂ：満点×８/１０≦

合計点＜満点×１２/
１０ 
Ｃ：満点×５/１０≦

合計点＜満点×８/１
０ 
Ｄ：合計点≦満点×５

／１０ 

△内部統制に関する規程等の見直し 
              2/2(B) 

△業務進捗状況の四半期毎の取りまとめ等 
業務の進行管理         2/2(B) 

 

＜評定と根拠＞ 
「B 」 

満点：４Ｐ(微項目２×２Ｐ) 
合計：４Ｐ 
４Ｐ／４Ｐ＝１.０ 
（１０／１０） 

評定 B 
＜評定に至った理由＞ 
以下のとおり、下位の評価項目である微項目の

合計点が B 評定の判定基準内(満点×8/10≦合計

点＜満点×12/10)であったため。 
満点：4 点（微項目 2×2 点） 
合計点：4 点=(2 点×2) 
4 点／4 点= 1.0 
△内部統制に関する規程等の見直し      2 点(B) 
△業務進捗状況の四半期毎の取りまとめ等業務の進行管 
理                    2 点(B) 

 
４．その他参考情報 
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１．当事務及び事業に関する基本情報 
第８-１-（１）-エ-（ア） 第８ その他業務運営に関する事項 １ ガバナンスの強化 （１）内部統制システムの充実・強化 エ 業務の進行管理 

（ア）内部統制に関する規程等の見直し 
当該項目の重要度、難易度  関連する政策評価・行政事業レビュー 行政事業レビューシート事業番号：０１３４ 

 
 
２．主要な経年データ 
 評価対象となる指標 達成目標 基準値 X１年度 X２年度 X３年度 X４年度 X５年度 （参考情報） 

         
 
３．各事業年度の業務に係る目標、計画、業務実績、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 
 中期目標 中期計画 年度計画 主な評価指標 法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 
   （ア）内部統制に関する規程

等の見直し 
行動規範、中期計画・年度

計画事業の着実な実施に係る

方針や内部統制推進規程等に

ついて、内部統制に係る活動

の体系的な実施の観点から、

必要に応じ見直しを行う。 

Ｓ：計画を大きく上回り、かつ顕著な成

果が得られた。 
Ａ：計画を上回る成果が得られた。 
Ｂ：計画どおり順調に実施された。 
Ｃ：計画どおり実施されず改善を要す

る。 
Ｄ：計画どおり実施されず当該業務の廃

止を含めた抜本的な改善が必要と認め

られる。 

＜主要な業務実績＞ 
内部統制に係る活動の体系的な実施

の観点から、組織規程及び決裁権者を欠

く場合の代決者に関する規程の一部改

正を行った。 

＜評定と根拠＞ 
「 B 」 
根拠： 
・計画どおり実施した。 
 

評

定 
B 

＜評定に至った理由＞ 
計画どおり内部統制推進

規程の改正等の見直しが行

われたことから「B」評定と

した。 

 

４．その他参考情報 
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１．当事務及び事業に関する基本情報 
第８-１-（１）-エ-（イ） 第８ その他業務運営に関する事項 １ ガバナンスの強化 （１）内部統制システムの充実・強化 エ 業務の進行管理 

（イ）業務進捗状況の四半期毎の取りまとめ等業務の進行管理 
当該項目の重要度、難易度  関連する政策評価・行政事業レビュー 行政事業レビューシート事業番号：０１３４ 

 
 
２．主要な経年データ 
 評価対象となる指標 達成目標 基準値 X１年度 X２年度 X３年度 X４年度 X５年度 （参考情報） 

         
 
３．各事業年度の業務に係る目標、計画、業務実績、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 
 中期目標 中期計画 年度計画 主な評価指標 法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 
   （イ）業務進捗状況の四半期

毎の取りまとめ等業務の進行

管理 
業務の進捗状況について四

半期毎に取りまとめ、役員等

によるモニタリングを実施

し、必要に応じて措置を講じ

るなど、的確な業務の進行管

理を行う。 

Ｓ：計画を大きく上回り、かつ顕

著な成果が得られた。 
Ａ：計画を上回る成果が得られた。 
Ｂ：計画どおり順調に実施された。 
Ｃ：計画どおり実施されず改善を

要する。 
Ｄ：計画どおり実施されず当該業

務の廃止を含めた抜本的な改善が

必要と認められる。 
 

＜主要な業務実績＞ 
業務の進捗状況について四半期毎に取りまとめ、

役員等によるモニタリングを実施し、懸案事項への

対応に係る指示を行い措置を講じるなど、的確な進

行管理を行った。 

＜評定と根拠＞ 
「 B 」 

根拠：計画どおり

実施した。 
 

評定 B 
＜評定に至った理由＞ 
計画どおり取組が行われたこと

から「B」評定とした。 
 

 
 
４．その他参考情報 
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１．当事務及び事業に関する基本情報 
第８-１-（１）-オ 第８ その他業務運営に関する事項 １ ガバナンスの強化 （１）内部統制システムの充実・強化 オ リスク管理と迅速な対応 
当該項目の重要度、難易度  関連する政策評価・行政事業レビュー 行政事業レビューシート事業番号：０１３４ 

 
 
２．主要な経年データ 
 評価対象となる指標 達成目標 基準値 X１年度 X２年度 X３年度 X４年度 X５年度 （参考情報） 

         
 
３．各事業年度の業務に係る目標、計画、業務実績、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 
 中期目標 中期計画 年度計画 主な評価指標 法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 
  オ リスク管理と

迅速な対応 
 センターの業務

の円滑な実施を阻

害するリスクを把

握・分析・評価し、

リスク対応に関す

る計画を策定する

とともに、危機発

生時に迅速かつ的

確な対応を図り、

業務を円滑に行う

ための体制の構築

を図る。 

オ リスク管理と

迅速な対応 
 〈以下略〉 

 指標＝「微項目の項目数

×２」（満点）に対する「各

微項目の点数の合計値」（合

計点）の比率 
 各微項目の評価点数の区

分は以下のとおりとする。 
  Ｓ評価：４点、Ａ評価：

３点、Ｂ評価：２点、Ｃ評

価：１点、Ｄ評価：０点 
 
Ａ：満点×１２/１０≦合計

点 
Ｂ：満点×８/１０≦合計点

＜満点×１２/１０ 
Ｃ：満点×５/１０≦合計点

＜満点×８/１０ 
Ｄ：合計点≦満点×５／１

０ 

△リスク対応に関する計画の策定等 
          2/2(B) 

△緊急時における連絡網の整備等 
      2/2(B) 

 

＜評定と根拠＞ 
「 B 」 

満点：４Ｐ(微項目２×２Ｐ) 
合計：４Ｐ 
４Ｐ／４Ｐ＝１.０ 
（１０／１０） 

評定 B 
＜評定に至った理由＞ 
以下のとおり、下位の評価項目である微項目

の合計点が B 評定の判定基準内(満点×8/10≦
合計点＜満点×12/10)であったため。 
満点：4 点（微項目 2×2 点） 
合計点：4 点=(2 点×2) 
4 点／4 点= 1.0 
△リスク対応に関する計画の策定等     2 点(B) 
△緊急時における連絡網の整備等      2 点(B) 
 

 
 
４．その他参考情報 
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１．当事務及び事業に関する基本情報 
第８-１-（１）-オ-（ア） 第８ その他業務運営に関する事項 １ ガバナンスの強化 （１）内部統制システムの充実・強化 オ リスク管理と迅速な対応 

（ア）リスク対応に関する計画の策定等 
当該項目の重要度、難易度  関連する政策評価・行政事業レビュー 行政事業レビューシート事業番号：０１３４ 

 
 
２．主要な経年データ 
 評価対象となる指標 達成目標 基準値 X１年度 X２年度 X３年度 X４年度 X５年度 （参考情報） 

         
 
３．各事業年度の業務に係る目標、計画、業務実績、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 
 中期目標 中期計画 年度計画 主な評価指標 法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 
   （ア）リスク対応に関する計画の策

定等 
本所各部署や各牧場等からの報

告を踏まえ、リスク管理対応規程に

基づき、業務の円滑な実施を阻害す

るリスクを把握・分析・評価し、リ

スク対応に関する計画を策定する。

また、必要に応じ、同計画の見直し

を行う。 

Ｓ：計画を大きく上回り、かつ顕著な

成果が得られた。 
Ａ：計画を上回る成果が得られた。 
Ｂ：計画どおり順調に実施された。 
Ｃ：計画どおり実施されず改善を要す

る。 
Ｄ：計画どおり実施されず当該業務の

廃止を含めた抜本的な改善が必要と

認められる。 
 

＜主要な業務実績＞ 
本所各部署や各牧場等からのリスク

管理の実施状況の報告を踏まえ、リスク

管理対応規程に基づき、業務の円滑な実

施を阻害するリスクを把握・分析・評価

し、リスク対応に関する計画について、

平成２９年８月と１２月に一部見直し

を行うとともに、リスク管理委員会にお

ける指摘・意見を踏まえ、定義を見直し、

「独立行政法人家畜改良センターリス

ク管理対応規程」を３０年１月に一部改

正した。 

また、防災業務計画、リスク管理対応

計画等を踏まえつつ、本所における業務

継続計画を３０年３月に策定した。 

＜評定と根拠＞ 
「 B 」 

根拠：計画どおり

実施した。 
 
 
 
 
  

評定 B 
＜評定に至った理由＞ 
計画どおり取組が行われたことか

ら「B」評定とした。 
 

 
４．その他参考情報 
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１．当事務及び事業に関する基本情報 
第８-１-（１）-オ-（イ） 第８ その他業務運営に関する事項 １ ガバナンスの強化 （１）内部統制システムの充実・強化 オ リスク管理と迅速な対応 

（イ）緊急時における連絡網の整備等 
当該項目の重要度、難易度  関連する政策評価・行政事業レビュー 行政事業レビューシート事業番号：０１３４ 

 
 
２．主要な経年データ 
 評価対象となる指標 達成目標 基準値 X１年度 X２年度 X３年度 X４年度 X５年度 （参考情報） 

         
 
３．各事業年度の業務に係る目標、計画、業務実績、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 
 中期目標 中期計画 年度計画 主な評価指標 法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 
   （イ）緊急時にお

ける連絡網の整備

等 
危機発生時に迅

速かつ的確な対応

を図り、業務を円

滑に行うため、緊

急時における連絡

網の整備を行うな

ど体制の構築を図

る。 

Ｓ：計画を大きく上回

り、かつ顕著な成果が

得られた。 
Ａ：計画を上回る成果

が得られた。 
Ｂ：計画どおり順調に

実施された。 
Ｃ：計画どおり実施さ

れず改善を要する。 
Ｄ：計画どおり実施さ

れず当該業務の廃止

を含めた抜本的な改

善が必要と認められ

る。 
 

＜主要な業務実績＞ 
危機発生時に迅速かつ

的確な対応を図り、業務

を円滑に行うため、緊急

時における連絡網を整備

し、更新を行うなど、計

画どおり実施した。 

＜評定と根拠＞ 
「 B 」 

根拠：計画どおり実施した。 
   
  

評定 B 
＜評定に至った理由＞ 
 計画どおり、取組が行われたことから「B」評定とした。 

 
４．その他参考情報 
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１．当事務及び事業に関する基本情報 
第８-１-（２） 第８ その他業務運営に関する事項 １ ガバナンスの強化 （２）コンプライアンスの推進 
当該項目の重要度、難易度  関連する政策評価・行政事業レビュー 行政事業レビューシート事業番号：０１３４ 

 
 
２．主要な経年データ 
 評価対象となる指標 達成目標 基準値 X１年度 X２年度 X３年度 X４年度 X５年度 （参考情報） 

         
 
３．各事業年度の業務に係る目標、計画、業務実績、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 
 中期目標 中期計画 年度計画 主な評価指標 法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 
   （２）コンプライアンスの推進 

コンプライアンスの推進のため、

内部統制監視委員会を半期に１回開

催し、審議結果を踏まえた指示及び

情報等の周知徹底を行うとともに、

意識向上のための職員調査を実施す

る。また、業務運営の横断的な点検

を行うため、監事又は監事の補助職

員による内部監査を２年で一巡出来

るよう概ね６か所実施する。 

Ｓ：計画を大きく上回り、か

つ顕著な成果が得られた。 
Ａ：計画を上回る成果が得ら

れた。 
Ｂ：計画どおり順調に実施さ

れた。 
Ｃ：計画どおり実施されず改

善を要する。 
Ｄ：計画どおり実施されず当

該業務の廃止を含めた抜本的

な改善が必要と認められる。 
 

＜主要な業務実績＞ 
調査研究業務における不適正な経理処理事案の

再発防止のために不正防止計画を着実に実施する

とともに、コンプライアンスの推進のため、センタ

ーのイントラネットを活用したｅラーニングシス

テムによる職員教育を行った。また、内部統制監視

委員会を半期に１回開催し、その審議結果を踏まえ

て、取組の指示及び必要な情報等の周知徹底を行う

とともに、職員調査を実施し、集計分析結果から必

要な対策を実施するよう本所各部及び各場に伝達

した。さらに、業務運営の横断的な点検のため、監

事と監事の補助職員による監事監査を６か所実施

し、前年度に実施した６か所と合わせて２年で一巡

した。 

＜評定と根拠＞ 
「 B 」 

根拠：計画どおり実施し

た。 
  

評

定 
B 

＜評定に至った理由＞ 
 計画どおり、取組が行わ

れたことから「B」評定と

した。 

 
４．その他参考情報 
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１．当事務及び事業に関する基本情報 
第８-２ 第８ その他業務運営に関する事項 ２ 人材の確保・育成 
当該項目の重要度、難易度  関連する政策評価・行政事業レビュー 行政事業レビューシート事業番号：０１３４ 

 
 
２．主要な経年データ 
 評価対象となる指標 達成目標 基準値 X１年度 X２年度 X３年度 X４年度 X５年度 （参考情報） 

         
 
３．各事業年度の業務に係る目標、計画、業務実績、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 
 中期目標 中期計画 年度計画 主な評価指標 法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 
 ２ 人材の確保・育

成 
２ 人材の確保・

育成 
２ 人材の確保・

育成 
 〈以下略〉 

指標＝「小項目の項目数×２」（満点）に対する

「各小項目の点数の合計値」（合計点）の比率 各
小項目の評価点数の区分は以下のとおりとす

る。 
Ｓ評価：４点、Ａ評価：３点、Ｂ評価：２点、

Ｃ評価：１点、Ｄ評価：０点 
 
Ａ：満点×１２/１０≦合計点 
Ｂ：満点×８/１０≦合計点＜満点×１２/１０ 
Ｃ：満点×５/１０≦合計点＜満点×８/１０ 
Ｄ：合計点≦満点×５／１０ 

＜主要な業務実績＞ 
◇人材の確保・育成 

  2/2(B) 
◇役職員の給与水準等 

      2/2(B)      
    

＜評定と根拠＞ 
「 B 」 

満点：４Ｐ(小項目２×２Ｐ) 
合計：４Ｐ 
４Ｐ／４Ｐ＝１．０ 
(１０／１０)  
    
   
   
    
   
   
   
   
   
   

評定 B 
＜評定に至った理由＞ 
以下のとおり、下位の評価項目で

ある小項目の合計点が B 評定の判定

基準内(満点×8/10≦合計点＜満点

×12/10)であったため。 
満点：4 点（小項目 2×2 点） 
合計点：4 点=(2 点×2) 
4 点／4 点= 1.0 
◇人材の確保・育成      2 点(B) 
◇役職員の給与水準等     2 点(B) 
 

 
４．その他参考情報 
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１．当事務及び事業に関する基本情報 
第８-２-（１） 第８ その他業務運営に関する事項 ２ 人材の確保・育成 （１）人材の確保・育成 
当該項目の重要度、難易度  関連する政策評価・行政事業レビュー 行政事業レビューシート事業番号：０１３４ 

 
 
２．主要な経年データ 
 評価対象となる指標 達成目標 基準値 X１年度 X２年度 X３年度 X４年度 X５年度 （参考情報） 

         
 
３．各事業年度の業務に係る目標、計画、業務実績、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 
 中期目標 中期計画 年度計画 主な評価指標 法人の業務実績・自己評価 主務大臣による

評価 業務実績 自己評価 
  （１）人材の確保・育成 

 人事評価が適切に実施されるよ

う評価者研修を含めて実施体制を

整備するとともに、人事評価を通

じて職員個々の能力や実績等を的

確に把握し、適材適所の人事配置

や人材育成を推進することによ

り、職員の意欲向上を図るととも

に、能力を最大限発揮できる環境

を整備する。 
 また、業務の円滑な運営を図る

ため、農林水産省や他の独立行政

法人等との人事交流や、業務に必

要な能力、技術水準を向上させる

ための研修、内部資格制度の活用

等を行うことにより必要な人材の

確保・育成を図るととともに、「独

立行政法人等における女性の登用

推進について」（平成 26 年３月 28
日付け閣総第 175 号及び府共第

211 号内閣官房内閣総務官、内閣

府男女共同参画局長通知）を踏ま

え、女性の採用や登用に向けた取

組を推進する。 

（１）人材の確保・育成 
人事評価が適切に実施されるよう評価者研修

を含めた実施体制を整備するとともに、人事評価

を通じて職員個々の能力や実績等を的確に把握

し、適材適所の人事配置や人材育成を実施するこ

とにより、職員の意識向上を図るとともに、職務

能力を最大限発揮できる環境整備を実施する。ま

た、必要に応じて人事評価制度の有効性を検証

し、見直しを行う。 
 組織の活性化や業務の円滑な運営を図るため、

また業務の高度化・専門化に対応するため、積極

的に農林水産省や他の独立行政法人等との人事

交流、業務に必要な能力、技術水準の維持・向上

や資格を取得するための管理・事務関係研修、技

術向上研修、安全衛生・施設管理関係研修等の計

画的な実施、内部資格制度の活用等を行うことに

より必要な人材の確保・育成を図るとともに、「独

立行政法人等における女性の登用推進について」

(平成 26 年 3 月 28 日付け閣総第 175 号及び府共

第 211 号内閣官房内閣総務官、内閣府男女共同参

画局長通知）を踏まえ、女性の採用や登用に向け

た取組を実施する。 

Ｓ：計画を大きく上回り、かつ顕

著な成果が得られた。 
Ａ：計画を上回る成果が得られ

た。 
Ｂ：計画どおり順調に実施され

た。 
Ｃ：計画どおり実施されず改善を

要する。 
Ｄ：計画どおり実施されず当該業

務の廃止を含めた抜本的な改

善が必要と認められる。 
 

＜主要な業務実績＞ 
人事評価が適切に実施される

よう評価者研修を含めた実施体

制を整備し、人事評価を通じて

職員個々の能力や実績等を的確

に把握し、適材適所の人事配置

や人材育成を実施した。 

また、農林水産省や他の独立

行政法人等との人事交流、業務

に必要な能力・技術水準を向上

させるための研修、内部資格制

度の活用等を行うとともに、女

性の採用や登用に向けた取組を

実施した。 

＜評定と根拠＞ 
「B」 
 計画どおり実施した。 
 
 

評

定 
B 

＜評定に至った

理由＞ 
 計画どおり取

組が実施された

ことから「B」評

定とした。 

 
４．その他参考情報 
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１．当事務及び事業に関する基本情報 
第８-２-（２） 第８ その他業務運営に関する事項 ２ 人材の確保・育成 （２）役職員の給与水準等 
当該項目の重要度、難易度  関連する政策評価・行政事業レビュー 行政事業レビューシート事業番号：０１３４ 

 
 
２．主要な経年データ 
 評価対象となる指標 達成目標 基準値 X１年度 X２年度 X３年度 X４年度 X５年度 （参考情報） 

         
 
３．各事業年度の業務に係る目標、計画、業務実績、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 
 中期目標 中期計画 年度計画 主な評価指標 法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 
  （２）役職員の給与水準等 

中期目標管理法人であることから、

役職員の給与については、役員の業

績や職員の勤務成績を考慮すると

ともに、国家公務員の給与、民間企

業の役員の報酬、民間企業の従業員

の給与等及び法人の業務の実績並

びに職員の職務の特性及び雇用形

態その他の事情を考慮した支給基

準を定め、透明性の向上や説明責任

の一層の確保のため、給与支給に当

たっての基準、給与水準（ラスパイ

レス指数等）等を公表する。 

（２）役職員の給与水準等 
中期目標管理法人であることか

ら、役職員の給与については、役員

の業績や職員の勤務成績を考慮す

るとともに、国家公務員の給与、民

間企業の役員の報酬、民間企業の従

業員の給与等及び法人の業務の実

績並びに職員の職務の特性及び雇

用形態その他の事情を考慮した支

給基準を定め、透明性の向上や説明

責任の一層の確保のため、給与支給

に当たっての基準、給与水準（ラス

パイレス指数等）等を公表する。 

Ｓ：計画を大きく上回り、かつ顕

著な成果が得られた。 
Ａ：計画を上回る成果が得られ

た。 
Ｂ：計画どおり順調に実施され

た。 
Ｃ：計画どおり実施されず改善を

要する。 
Ｄ：計画どおり実施されず当該業

務の廃止を含めた抜本的な改

善が必要と認められる。 
 

＜主要な業務実績＞ 
役職員の給与については、役員の業績

や職員の勤務成績を考慮するとともに、

国家公務員・民間企業の役員・従業員の

報酬・給与等を考慮し給与支給基準を定

めた。また、給与支給基準及び給与水準

（ラスパイレス指数等）等を公表した。 

＜評定と根拠＞ 
「 B 」 

根拠：計画どおり実

施した。 
  
 

評定 B 
＜評定に至った理由＞ 
 計画どおり取組を行

うとともに、給与水準

も国家公務員と同等の

水準としたことから

「B」評定とした。 

 
４．その他参考情報 
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１．当事務及び事業に関する基本情報 
第８-３ 第８ その他業務運営に関する事項 ３ 情報公開等の推進 
当該項目の重要度、難易度  関連する政策評価・行政事業レビュー 行政事業レビューシート事業番号：０１３４ 

 
 
２．主要な経年データ 
 評価対象となる指標 達成目標 基準値 X１年度 X２年度 X３年度 X４年度 X５年度 （参考情報） 

         
 
３．各事業年度の業務に係る目標、計画、業務実績、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 
 中期目標 中期計画 年度計画 主な評価指標 法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 
 ３ 情報公開の推進 ３ 情報公開の推

進 
 公正な法人運営

を実施し、法人に

対する国民の信頼

を確保する観点か

ら、独立行政法人

等の保有する情報

の公開に関する法

律（平成 13 年法律

第 140 号）等に基

づき、適切に情報

公開を行う。また、

独立行政法人等の

保有する個人情報

の保護に関する法

律（平成 15 年法律

第 59 号）や関係規

程に基づき、個人

情報を適正に取り

扱う。 

３ 情報公開の推

進 
 〈以下略〉 

指標＝「小項目の項目

数×２」（満点）に対

する「各小項目の点数

の合計値」（合計点）

の比率 各小項目の評

価点数の区分は以下

のとおりとする。 
Ｓ評価：４点、Ａ評

価：３点、Ｂ評価：２

点、Ｃ評価：１点、Ｄ

評価：０点 
 
Ａ：満点×１２/１０

≦合計点 
Ｂ：満点×８/１０≦

合計点＜満点×１２/
１０ 
Ｃ：満点×５/１０≦

合計点＜満点×８/１
０ 
Ｄ：合計点≦満点×５

／１０ 

＜主要な業務実績＞ 
◇情報公開の実施          2/2(B) 
◇個人情報の取扱い         2/2(B)      

    

＜評定と根拠＞ 
「 B 」 

満点：４Ｐ(小項目２×２Ｐ) 
合計：４Ｐ 
４Ｐ／４Ｐ＝１．０ 
(１０／１０)  
    
   
   
    
   
   
   
   
   
   

評定 B 
＜評定に至った理由＞ 
以下のとおり、下位の評価項目である小項

目の合計点がB評定の判定基準内(満点×8/10
≦合計点＜満点×12/10)であったため。 
満点：4 点（小項目 2×2 点） 
合計点：4 点=(2 点×2) 
4 点／4 点= 1.0 
 
◇情報公開の実施           2 点(B) 
◇個人情報の取扱い           2 点(B) 

 
４．その他参考情報 
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１．当事務及び事業に関する基本情報 
第８-３-（１） 第８ その他業務運営に関する事項 ３ 情報公開等の推進 （１）情報公開の実施 
当該項目の重要度、難易度  関連する政策評価・行政事業レビュー 行政事業レビューシート事業番号：０１３４ 

 
 
２．主要な経年データ 
 評価対象となる指標 達成目標 基準値 X１年度 X２年度 X３年度 X４年度 X５年度 （参考情報） 

         
 
３．各事業年度の業務に係る目標、計画、業務実績、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 
 中期目標 中期計画 年度計画 主な評価指標 法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 
   （１）情報公開の実施 

法令等により公開を義

務づけられている情報に

ついて、ホームページを

通じて適切に情報公開を

行う。 

Ｓ：計画を大きく上回り、かつ顕著な成

果が得られた。 
Ａ：計画を上回る成果が得られた。 
Ｂ：計画どおり順調に実施された。 
Ｃ：計画どおり実施されず改善を要す

る。 
Ｄ：計画どおり実施されず当該業務の廃

止を含めた抜本的な改善が必要と認

められる。 
 

＜主要な業務実績＞ 
法令等により公開が義務づけら

れている情報について、ホームペー

ジを通じて適切に情報公開を行っ

た。 

＜評定と根拠＞ 
「 B 」 

根拠：計画どおり実施

した。 
  
 

評定 B 
＜評定に至った理由＞ 
 計画どおり取組が実施されたことから

「B」評定とした。 

 
４．その他参考情報 
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１．当事務及び事業に関する基本情報 
第８-３-（２） 第８ その他業務運営に関する事項 ３ 情報公開等の推進 （２）個人情報の取扱い 
当該項目の重要度、難易度  関連する政策評価・行政事業レビュー 行政事業レビューシート事業番号：０１３４ 

 
 
２．主要な経年データ 
 評価対象となる指標 達成目標 基準値 X１年度 X２年度 X３年度 X４年度 X５年度 （参考情報） 

         
 
３．各事業年度の業務に係る目標、計画、業務実績、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 
 中期目標 中期計画 年度計画 主な評価指標 法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 
   （２）個人情報の取扱

い 
法令等に基づき、適

正に個人情報を取り

扱うとともに、外部の

研修会に担当職員を

積極的に参加させる。 

Ｓ：計画を大きく上回り、かつ顕著な成果が

得られた。 
Ａ：計画を上回る成果が得られた。 
Ｂ：計画どおり順調に実施された。 
Ｃ：計画どおり実施されず改善を要する。 
Ｄ：計画どおり実施されず当該業務の廃止を

含めた抜本的な改善が必要と認められる。 
 

＜主要な業務実績＞ 
個人情報の取扱いについて、新規採用

者等への研修、外部の研修会に担当職員

を参加させるなどの取組を実施するこ

とにより、職員の個人情報に係る意識の

向上を図り、法令等に基づき、適切に個

人情報を取り扱った。 

＜評定と根拠＞ 
「 B 」 

根拠：計画どおり実

施した。 
 
 

評定 B 
＜評定に至った理由＞ 
 計画どおり取組が実施されたことか

ら「B」評定とした。 

 
４．その他参考情報 
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１．当事務及び事業に関する基本情報 
第８-４ 第８ その他業務運営に関する事項 ４ 情報セキュリティ対策の強化 
当該項目の重要度、難易度  関連する政策評価・行政事業レビュー 行政事業レビューシート事業番号：０１３４ 

 
 
２．主要な経年データ 
 評価対象となる指標 達成目標 基準値 X１年度 X２年度 X３年度 X４年度 X５年度 （参考情報） 

         
 
３．各事業年度の業務に係る目標、計画、業務実績、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 
 中期目標 中期計画 年度計画 主な評価指標 法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 
 ４ 情報セキュリテ

ィ対策の強化 
 〈以下略〉 

４ 情報セキュリティ対策の

強化 
 政府機関の情報セキュリテ

ィ対策のための統一基準群を

踏まえ、関係規程を整備すると

ともに、情報セキュリティ・ポ

リシーを適時適切に見直し、こ

れに基づき適切に情報セキュ

リティ対策を講じ、情報システ

ムに対するサイバー攻撃への

防御力、攻撃に対する組織的対

応能力の強化に取り組む。ま

た、対策の実施状況を毎年度、

把握し、外部専門家の指摘を踏

まえつつ、ＰＤＣＡサイクルに

より情報セキュリティ対策の

改善を図る。 

４ 情報セキュリ

ティ対策の強化 
 〈以下略〉 

指標＝「小項目の項目数×２」（満点）に対する

「各小項目の点数の合計値」（合計点）の比率 各
小項目の評価点数の区分は以下のとおりとする。 
Ｓ評価：４点、Ａ評価：３点、Ｂ評価：２点、Ｃ

評価：１点、Ｄ評価：０点 
 
Ａ：満点×１２/１０≦合計点 
Ｂ：満点×８/１０≦合計点＜満点×１２/１０ 
Ｃ：満点×５/１０≦合計点＜満点×８/１０ 
Ｄ：合計点≦満点×５／１０ 

＜主要な業務実績＞ 
◇情報セキュリティ対策 

   2/2(B) 
◇情報セキュリティに関する 
教育・訓練    2/2(B)      

 
 
  

＜評定と根拠＞ 
「 B 」 

満点：４Ｐ(小項目２×２Ｐ) 
合計：４Ｐ 
４Ｐ／４Ｐ＝１．０ 
(１０／１０)  
    
   
   
    
   
   
   
   
   
   

評定 B 
＜評定に至った理由＞ 
以下のとおり、下位の評価

項目である小項目の合計点が

B 評定の判定基準内(満点×

8/10≦合計点＜満点×12/10)
であったため。 
満点：4 点（小項目 2×2 点） 
合計点：4 点=(2 点×2) 
4 点／4 点= 1.0 
 
◇情報セキュリティ対策 2 点(B) 
◇情報セキュリティに関する教

育・訓練       2 点(B) 
 

 
４．その他参考情報 
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１．当事務及び事業に関する基本情報 
第８-４-（１） 第８ その他業務運営に関する事項 ４ 情報セキュリティ対策の強化 （１）情報セキュリティ対策 
当該項目の重要度、難易度  関連する政策評価・行政事業レビュー 行政事業レビューシート事業番号：０１３４ 

 
 
２．主要な経年データ 
 評価対象となる指標 達成目標 基準値 X１年度 X２年度 X３年度 X４年度 X５年度 （参考情報） 

         
 
３．各事業年度の業務に係る目標、計画、業務実績、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 
 中期目標 中期計画 年度計画 主な評価指標 法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 
   （１）情報セキュ

リティ対策 
政府関係の情報

セキュリティ対策

のための統一基準

群を踏まえて平成

28 年に改正した規

程に基づき、対処

体制、手順書等の

見直しを行うとと

もに、対策の実施

状況及び外部専門

家の指摘を踏まえ

つつ、ＰＤＣＡサ

イクルによりセキ

ュリティ対策の見

直しを行う。 

Ｓ：計画を大きく上回

り、かつ顕著な成果

が得られた。 
Ａ：計画を上回る成果

が得られた。 
Ｂ：計画どおり順調に

実施された。 
Ｃ：計画どおり実施さ

れず改善を要する。 
Ｄ：計画どおり実施さ

れず当該業務の廃

止を含めた抜本的

な改善が必要と認

められる。 
 

＜主要な業務実績＞ 
情報セキュリティに係

る対応については、外部

専門家の指摘を踏まえ

て、必要な対応や手順を

見直すなど、計画どおり

実施した。 

＜評定と根拠＞ 
「 B 」 

根拠：計画どおり実施した。 
 

評定 B 
＜評定に至った理由＞ 
 政府機関の情報セキュリティ対策のための統一基準群の改正を踏

まえ、計画どおり、情報セキュリティの確保に必要な取組を行った

ことから「B」評定とした。 

 
４．その他参考情報 
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１．当事務及び事業に関する基本情報 
第８-４-（２） 第８ その他業務運営に関する事項 ４ 情報セキュリティ対策の強化 （２）情報セキュリティに関する教育・訓練 
当該項目の重要度、難易度  関連する政策評価・行政事業レビュー 行政事業レビューシート事業番号：０１３４ 

 
 
２．主要な経年データ 
 評価対象となる指標 達成目標 基準値 X１年度 X２年度 X３年度 X４年度 X５年度 （参考情報） 

         
 
３．各事業年度の業務に係る目標、計画、業務実績、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 
 中期目標 中期計画 年度計画 主な評価指標 法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 
   （２）情報セキュリティに関

する教育・訓練 
情報システムに対するサイ

バー攻撃への防御力、攻撃に

対する組織的対応能力の強化

を図るため、新規採用時、研

修会、情報セキュリティ監査

等において、情報セキュリテ

ィに関する関係規程等の周知

や教育、また、標的型攻撃メ

ールに対する訓練を行う。 

Ｓ：計画を大きく上回り、かつ

顕著な成果が得られた。 
Ａ：計画を上回る成果が得られ

た。 
Ｂ：計画どおり順調に実施され

た。 
Ｃ：計画どおり実施されず改善

を要する。 
Ｄ：計画どおり実施されず当該

業務の廃止を含めた抜本的な

改善が必要と認められる。 
 

＜主要な業務実績＞ 
情報システムに対するサイバー攻撃

への防御力、攻撃に対する組織的対応

能力の強化を図るため、本所各部及び

各場の情報セキュリティ責任者を対象

とした研修、事務担当者を対象とした

研修、新規採用者等を対象とした研修、

全職員を対象とした標的型攻撃メール

に対する教育を行うなど、計画どおり

実施した。 

＜評定と根拠＞ 
「 B 」 

根拠：計画どおり実施し

た。 
 

評定 Ｂ 
＜評定に至った理由＞ 
 各種研修等を通じた情報セキュリティ

規定等の周知等の取組が行われたことか

ら「B」評定とした。 

 
４．その他参考情報 
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１．当事務及び事業に関する基本情報 
第８-５ 第８ その他業務運営に関する事項 ５ 環境対策・安全管理の推進 
当該項目の重要度、難易度  関連する政策評価・行政事業レビュー 行政事業レビューシート事業番号：０１３４ 

 
 
２．主要な経年データ 
 評価対象となる指標 達成目標 基準値 X１年度 X２年度 X３年度 X４年度 X５年度 （参考情報） 

         
 
３．各事業年度の業務に係る目標、計画、業務実績、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 
 中期目標 中期計画 年度計画 主な評価指標 法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 
 ５ 環境対策・安全

管理の推進 
 

５ 環境対策・安全管理の

推進 
 

５ 環境対策・安全管理の

推進 
 〈以下略〉 

指標＝「小項目の項目数×２」（満点）に

対する「各小項目の点数の合計値」（合計

点）の比率 各小項目の評価点数の区分は

以下のとおりとする。 
Ｓ評価：４点、Ａ評価：３点、Ｂ評価：２

点、Ｃ評価：１点、Ｄ評価：０点 
 
Ａ：満点×１２/１０≦合計点 
Ｂ：満点×８/１０≦合計点＜満点×１２/
１０ 
Ｃ：満点×５/１０≦合計点＜満点×８/１
０ 
Ｄ：合計点≦満点×５／１０ 

＜主要な業務実績＞ 
◇環境対策の推進 

        2/2(B) 
◇安全管理の推進        

2/2(B)      
 
 
  

＜評定と根拠＞ 
「B 」 

満点：４Ｐ(小項目２×２Ｐ) 
合計：４Ｐ 
４Ｐ／４Ｐ＝１．０ 
(１０／１０)  
    
   
   
    
   
   
   
   
   
   

評定 B 
＜評定に至った理由＞ 
以下のとおり、下位の評価

項目である小項目の合計点

が B 評定の判定基準内(満点

× 8/10≦合計点＜満点×

12/10)であったため。 
満点：4 点（小項目 2×2 点） 
合計点：4 点=(2 点×2) 
4 点／4 点= 1.0 
◇環境対策の推進   2 点(B) 
◇安全管理の推進   2 点(B) 

 
４．その他参考情報 
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１．当事務及び事業に関する基本情報 
第８-５-（１） 第８ その他業務運営に関する事項 ５ 環境対策・安全管理の推進 （１）環境対策の推進 
当該項目の重要度、難易度  関連する政策評価・行政事業レビュー 行政事業レビューシート事業番号：０１３４ 

 
 
２．主要な経年データ 
 評価対象となる指標 達成目標 基準値 X１年度 X２年度 X３年度 X４年度 X５年度 （参考情報） 

         
 
３．各事業年度の業務に係る目標、計画、業務実績、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 
 中期目標 中期計画 年度計画 主な評価指標 法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評

価 業務実績 自己評価 
  （１）環境対策の推進 

 労働安全衛生法（昭和 47 年法

律第 57号）等に基づく化学物質、

生物材料等の適正管理や必要な

作業環境測定を実施するなどに

より、業務活動に伴う環境への影

響に十分な配慮を行うとともに、

環境負荷低減のためのグリーン

購入の推進や各事業所が作成す

る業務効率化実施計画に基づい

た実態に即した省エネ対策等を

実施するなど、エネルギーの有効

利用及びリサイクルの促進等に

積極的に取り組む。 

（１）環境対策の推進 
労働安全衛生法（昭和 47 年法律第 57

号）等に基づく化学物質、生物材料等の適

正管理や必要な作業環境測定を実施する

などにより、業務活動に伴う環境への影響

に十分な配慮を行うとともに、エネルギー

の使用の合理化等に関する法律（昭和 54
年法律第 49 号）に基づく特定事業者とし

て、環境負荷低減のためのグリーン購入の

推進や各事業場が作成する業務効率化実

施計画に基づいた実態に即した省エネ対

策等を実施するなど、エネルギーの有効利

用及びリサイクルの促進等に積極的に取

り組む。 
 また、環境情報の提供の促進等による特

定事業者等の環境に配慮した事業活動の

促進に関する法律（平成 16 年法律第 77
号）に基づき、環境報告書を作成し公表す

る。 

Ｓ：計画を大きく上回り、かつ

顕著な成果が得られた。 
Ａ：計画を上回る成果が得られ

た。 
Ｂ：計画どおり順調に実施され

た。 
Ｃ：計画どおり実施されず改善

を要する。 
Ｄ：計画どおり実施されず当該

業務の廃止を含めた抜本的な

改善が必要と認められる。 
 

＜主要な業務実績＞ 
法令に基づいた特定化学物質等の環境

測定の実施又は定期的な職場巡視による

作業環境の点検を実施するなど、業務活動

に伴う環境への影響に十分な配慮をした。 

また、グリーン購入の推進の方針を策

定・公表し、適合商品の積極的な購入、電

気使用量等の推移に係る職員への周知、裏

紙使用、リサイクル専用棚の設置等、エネ

ルギーの有効利用、リサイクルの促進等に

積極的に取り組んだ。さらに、環境報告書

を作成し公表した。 

＜評定と根拠＞ 
「 B 」 

根拠：計画どおり実施

した。 
 

評

定 
B 

＜評定に至った理

由＞ 
計画どおり取組

が行われたことか

ら「B」評定とし

た。 
 

 
４．その他参考情報 
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１．当事務及び事業に関する基本情報 
第８-５-（２） 第８ その他業務運営に関する事項 ５ 環境対策・安全管理の推進 （２）安全管理の推進 
当該項目の重要度、難易度  関連する政策評価・行政事業レビュー 行政事業レビューシート事業番号：０１３４ 

 
 
２．主要な経年データ 
 評価対象となる指標 達成目標 基準値 X１年度 X２年度 X３年度 X４年度 X５年度 （参考情報） 

         
 
３．各事業年度の業務に係る目標、計画、業務実績、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 
 中期目標 中期計画 年度計画 主な評価指標 法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 
  （２）安全管理の

推進 
安全衛生面に関

わる事故等を未然

に防止するための

管理体制を構築す

るとともに、災害

等による緊急時の

体制や対策の整備

を進める。 

（２）安全管理の

推進 
 〈以下略〉 

指標＝「細項目の項目

数×２」（満点）に対

する「細項目の点数の

合計値」（合計点）の

比率 
 各細項目の評価点

数の区分は以下のと

おりとする。 
  Ｓ評価：４点、Ａ評

価：３点、Ｂ評価：２

点、 
Ｃ評価：１点、Ｄ評

価：０点 
 
Ａ：満点×１２/１０

≦合計点 
Ｂ：満点×８/１０≦

合計点＜満点×１２/
１０ 
Ｃ：満点×５/１０≦

合計点＜満点×８/１
０ 
Ｄ：合計点≦満点×５

／１０ 
  

□安全衛生施策の実施       2/2(B) 
□緊急時の体制等         2/2(B) 

 

＜評定と根拠＞ 
「 B 」 

満点：４Ｐ(細項目２×２Ｐ) 
合計：４Ｐ 
４Ｐ／４Ｐ＝１.０ 
（１０／１０） 
 

評定 B 
＜評定に至った理由＞ 
以下のとおり、下位の評価項目である細

項目の合計点が B 評定の判定基準内(満点

×8/10≦合計点＜満点×12/10)であった

ため。 
満点：4 点（細項目 2×2 点） 
合計点：4 点=(2 点×2) 
4 点／4 点= 1.0 
□安全衛生施策の実施        2 点(B) 
□緊急時の体制等          2 点(B) 
 
 

 
４．その他参考情報 
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１．当事務及び事業に関する基本情報 
第８-５-（２）-ア 第８ その他業務運営に関する事項 ５ 環境対策・安全管理の推進 （２）安全管理の推進 ア 安全衛生施策の実施 
当該項目の重要度、難易度  関連する政策評価・行政事業レビュー 行政事業レビューシート事業番号：０１３４ 

 
 
２．主要な経年データ 
 評価対象となる指標 達成目標 基準値 X１年度 X２年度 X３年度 X４年度 X５年度 （参考情報） 

         
 
３．各事業年度の業務に係る目標、計画、業務実績、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 
 中期目標 中期計画 年度計画 主な評価指標 法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 
   ア 安全衛生施策の実

施 
安全衛生面に関わる

事故等を未然に防止す

るため、年度当初に安

全衛生施策を推進する

ための年間計画を策定

し、計画に沿って声か

け安全パトロール及び

安全衛生教育を重点に

安全衛生施策を実施す

る。 

Ｓ：計画を大きく上回り、かつ顕著な

成果が得られた。 
Ａ：計画を上回る成果が得られた。 
Ｂ：計画どおり順調に実施された。 
Ｃ：計画どおり実施されず改善を要す

る。 
Ｄ：計画どおり実施されず当該業務の

廃止を含めた抜本的な改善が必要

と認められる。 
 

＜主要な業務実績＞ 
平成２９年４月に安全対策推進本部において、事

業場の長が実施すべき具体的施策の安全衛生年間

計画書の策定、安全衛生管理体制の整備、安全衛生

教育計画及び職場の安全衛生と作業環境の確保に

ついて定め、また、毎月、安全衛生委員会を開催す

るなど、安全衛生面に関わる事故等を未然に防止す

る施策を実施した。 

＜評定と根拠＞ 
「 B 」 

根拠：計画どお

り実施した。 
 

評定 B 
＜評定に至った理由＞ 
計画どおり取組が行われたことから

「B」評定とした。 
 

 
４．その他参考情報 
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１．当事務及び事業に関する基本情報 
第８-５-（２）-イ 第８ その他業務運営に関する事項 ５ 環境対策・安全管理の推進 （２）安全管理の推進 イ 緊急時の体制等 
当該項目の重要度、難易度  関連する政策評価・行政事業レビュー 行政事業レビューシート事業番号：０１３４ 

 
 
２．主要な経年データ 
 評価対象となる指標 達成目標 基準値 X１年度 X２年度 X３年度 X４年度 X５年度 （参考情報） 

         
 
３．各事業年度の業務に係る目標、計画、業務実績、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 
 中期目標 中期計画 年度計画 主な評価指標 法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 
   イ 緊急時の体制

等 
災害等による緊

急時の連絡体制を

整備するととも

に、職員に周知す

る。 

Ｓ：計画を大きく上回り、かつ顕著な成果

が得られた。 
Ａ：計画を上回る成果が得られた。 
Ｂ：計画どおり順調に実施された。 
Ｃ：計画どおり実施されず改善を要する。 
Ｄ：計画どおり実施されず当該業務の廃止

を含めた抜本的な改善が必要と認めら

れる。 
 

＜主要な業務実績＞ 
災害等による緊急時の連絡網について人事異動等

に伴う修正を適宜行い、職員に周知した。また、自然

災害発生により職員等の安否確認、建物被害状況把握

等が必要な場合は、被害状況を取りまとめ役員に報告

するなど、適切に対応した。 

＜評定と根拠＞ 
「 B 」 

根拠：計画どおり実施し

た。 
 

評

定 
B 

＜評定に至った理由＞ 
計画どおり取組が行われ

たことから「B」評定とした。 
 

 
４．その他参考情報 
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１．当事務及び事業に関する基本情報 
第８-６ 第８ その他業務運営に関する事項 ６ 施設・設備の整備に関する計画 
当該項目の重要度、難易度  関連する政策評価・行政事業レビュー 行政事業レビューシート事業番号：０１３４ 

 
 
２．主要な経年データ 
 評価対象となる指標 達成目標 基準値 X１年度 X２年度 X３年度 X４年度 X５年度 （参考情報） 

         
 
３．各事業年度の業務に係る目標、計画、業務実績、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 
 中期目標 中期計画 年度計画 主な評価指標 法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 
  ６ 施設・設備の

整備に関する計画 
 第４期中期目標

の達成及び安全か

つ効率的な業務実

施を確保するた

め、業務実施上の

必要性及び既存施

設・設備の老朽化

等を勘案して、施

設･設備を計画的

に整備･改修する。 

６ 施設・設備の

整備に関する計画 
第４期中期計画

の達成及び安全か

つ効率的な業務実

施を確保するた

め、業務実施上の

必要性及び既存施

設・設備の老朽化

等を勘案して、施

設･設備を計画的

に整備･改修する。 

Ａ：難易度が高い計画

であったが順調に

実施した。 
Ｂ：計画どおり順調に

実施された。 
Ｃ：計画どおり実施さ

れず改善を要する。 
Ｄ：計画どおり実施さ

れず抜本的な改善が

必要と認められる。 

＜主要な業務実績＞ 
宮崎牧場において直接

検定豚舎の新設工事を行

った。 

＜評定と根拠＞ 
「 B 」 

根拠：計画どおり実施した。 
 

評定 B 
＜評定に至った理由＞ 
計画どおり計画的な施設・設備の整備・改修が行われたことから

「B」評定とした。 
 

 
４．その他参考情報 
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１．当事務及び事業に関する基本情報 
第８-７ 第８ その他業務運営に関する事項 ７ 積立金の処分に関する事項 
当該項目の重要度、難易度  関連する政策評価・行政事業レビュー 行政事業レビューシート事業番号：０１３４ 

 
 
２．主要な経年データ 
 評価対象となる指標 達成目標 基準値 X１年度 X２年度 X３年度 X４年度 X５年度 （参考情報） 

         
 
３．各事業年度の業務に係る目標、計画、業務実績、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 
 中期目標 中期計画 年度計画 主な評価指標 法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 
  ７ 前期中期目標

期間繰越積立金

は、前期中期目標

期間中に自己収入

財源で取得し、当

期中期目標期間へ

繰り越した有形固

定資産の減価償却

に要する費用等に

充当する。 
 

７ 前期中期目標

期間繰越積立金

は、前期中期目標

期間中に自己収入

財源で取得し、当

期中期目標期間へ

繰り越した有形固

定資産の減価償却

に要する費用等に

充当する。 

Ａ：難易度が高い計画

であったが順調に

実施した。 
Ｂ：計画どおり順調に

実施された。 
Ｃ：計画どおり実施さ

れず改善を要する。 
Ｄ：計画どおり実施さ

れず抜本的な改善

が必要と認められ

る。 

＜主要な業務実績＞ 
前中期目標期間繰越積

立金は、平成２９年度に

費用化されたものに充当

した。 

＜評定と根拠＞ 
「 B 」 

根拠：計画どおり実施した。 
 

評定 B 
＜評定に至った理由＞ 
 計画どおり、前中期目標期間繰越積立金を当期中期目標へ繰り越

した有形固定資産の減価償却に要する費用に充当したことから「B」

評定とした。 

 
４．その他参考情報 
 
 
 
 
 


